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平成２０・０３・２７産局第１号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新

改革戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー

消費量の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信

技術を開発し、実社会への利用を促進する。また、情報システム・ソフトウェアについて品質、

信頼性及び生産性の向上を推進し、組込みソフトウェア産業強化、オープンソースソフトウェ

アを安心して活用するための環境整備、独創的な人材の発掘等、我が国産業競争力強化のため

の必要な基盤整備を実施することによって、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国

民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図ることを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂、経

済財政諮問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推

進に対応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別

推進戦略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位

置づけられるもの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

 次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。 

 

 

３．達成目標 

（１） 情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に

関しては、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００７年度比

で、約５０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・情報家電の音声認識のタスク率（９５％以上の達成） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 

・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 



 

（２） 経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関して

は、品質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育

成」と「ソフトウェア工学の開発」等を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度

比で、約２５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 

［ｉ］世界最先端デバイスの先導開発 

（１）次世代半導体材料・プロセス基盤プロジェクト（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

①概要 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のデバイスの実現に必要な極限微細化技術や、新構造

ＣＭＯＳの研究開発などの既存技術のブレークスルーが期待される先端的基盤技術研究を

行う。また、国際半導体ロードマップにおいてエマージングテクノロジーと呼ばれる萌芽

的な先端基盤技術の開発に取り組み、技術の見極め・絞り込みを行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに半導体の微細化に関してテクノロジーノード４５ｎｍ以細のデバイ

ス実現に必要な革新的基盤技術を、産業界において自ら実用化に向けた展開を図る際の判

断ができる水準まで技術開発を行い、技術選択肢として提示する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１０年度 

 

（２）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、ＩＴ利活

用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電力化を図るため、

テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低消費電力半導体の実現を目

指し、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造過程で用いる原板）の低コスト化・

製造時間短縮に必要な基盤技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデータ処理技

術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技術等の基本的な開

発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、ブランクスの位相欠陥検

査技術の確立等を完了する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２０１０年度 

 



（３）ドリームチップ開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

あらゆる社会ニーズに情報技術が今後も迅速に対応し、夢の社会を創り上げるため新しい方向

の半導体技術として、これまで平面的な構造に過ぎなかった半導体デバイスに、立体構造という

新たな概念を取り込み、社会ニーズの要請に適確に対応すべく、産業・ユーザーと密接な連携を

とりながら、多様な用途に応じた夢の新機能デバイス（ドリーム・チップ）を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、立体構造化技術を発展・統合し、これまでにない革新的な半導体

（ドリームチップ）基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、あらゆる機器に組み込ま

れている半導体の低消費電力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体に

対応するＳｏＣ（Ｓｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ）設計技術を開発する。具体的には、テ

クノロジーノード４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓ

ｉｇｎ Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全

体最適を確保する全く新しいＳｏＣ製造フローを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共通設計基盤

技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現するとともに、設計生産性

を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（５）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子デバ

イス（再掲） 

①概要 

ナノエレクトロニクスは、ナノテクノロジーの最大の応用領域の一つであり、デジタ

ル・デバイスのＣＭＯＳ構造というアーキテクチャは、優れた工学概念である。 

また、これまでの半導体技術の微細化に基づく高集積化・高速化・低消費電力化の追求

は、シリコン材料をベースとするプレーナ構造を基本とした微細加工プロセスの高度化に

あった。 

しかし、さらなる微細化によるデバイスのパフォーマンス向上は物理的限界に直面しつ

つあり、問題は、ＦＥＴを、シリコン材料をベースとして作製することにより現出してい

ると考えられる。 

そのため、次世代の電子デバイスのために「シリコンで培った微細化技術やデバイス原

理をこれまで同様に活用しながら、シリコンという材料の物理的限界を突破するための

“新材料”や“新（デバイス）構造”を実現すること」、すなわち、「Ｎｅｗ Ｎａｎｏ 

Ｍａｔｅｒｉａｌｓ／Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ｏｎ Ｓｉｌｌｉｃｏｎ ｆｏｒ “Ｍｏｒ



ｅ Ｍｏｏｒｅ”」の半導体技術を、ナノテクノロジーを最大限に活用することによって研

究開発を行い、将来の産業応用への目を見出していく取りかかりとする。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、産業界が１０年後を見据えた将来の電子デバイスを開発する際に、

産業技術として活用できるかどうかの実現可能性を見極め、また技術シーズを確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

将来のエレクトロニクスにおいて中核的な基盤技術となりえるスピントロニクス技術

（電子の電荷ではなく、電子の自転＝「スピン」を利用する全く新しいエレクトロニクス

技術）を確立するため、強磁性体ナノ構造体におけるスピンの制御・利用基盤技術を開発

し、我が国が世界に誇るシーズ技術を核として、産学官の共同研究体制を構築し、将来の

中核的エレクトロニクス技術における我が国の優位性の確保を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、超高集積で高速な不揮発性メモリとして期待されるスピンメモリ

のための基盤技術を確立する。また、新ストレージ・メモリデバイス、不揮発性スピン光

機能素子、スピン能動素子等の新しい動作原理によるスピン新機能素子の実現のための基

盤技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（７）次世代高度部材開発評価基盤の開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野で、集積

回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとなっているナノレベ

ルでの材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツールを開発する。これにより、

集積回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成用各種材料とプロセスの最適な組み

合わせの提案技術（統合的材料ソリューション提案技術）を確立する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとともに、上

記の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェクトを通して得ら

れた基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデータを体系的に整理し、幅広

く社会に提供を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

 

［ii］半導体アーキテクチャの革新 

（１）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 



エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、情報通信機器、特に、情

報家電（車載を含む）の低消費電力化を実現できる半導体アプリケーションチップ技術の

開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーションチップ技術

を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２００９年度 

 

（２）次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 

①概要 

大学等での優秀な人材による革新的な半導体デバイス技術の開発を促進するため、革新的な

アイディアによる半導体デバイス技術の提案を募集し、研究開発により設計された半導体デバイ

スを実際の半導体デバイスとして試作・評価を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、本プロジェクトによって産業界が「実活用が期待できる」と評価

する回路アーキテクチャを１０件以上創出する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

 

［iii］光技術の革新利用 

（１）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近接場光の原理・効果を

応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用化の目処を得ることを目的と

する。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部材は、従来の材料特性のみに依

存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶ディスプレ

イなど情報家電の省エネルギー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイスとなること

が期待できる。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価技術を開

発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理とする低損失オプ

ティカル新機能部材を検討し機能を確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ガラス材料に関する精密

モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コストで生産できるプロセス技術

を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省エネを実現する。 



②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形する技術を

実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

波面制御素子による空間光変調技術を確立し、ガラス中に三次元造形を高精度に一括形

成できるプロセス技術を開発する。この技術を用いて、具体的な光デバイスを作製し、当

該技術の有効性の確認と市場への早期参入のための基盤技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに波面制御素子による空間光変調技術を用いたフェムト秒レーザー照

射技術等を確立し、高精度の光デバイスを高速に作製できるプロセス技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

 

Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展によりネッ

トワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消費電力量の大幅な増

大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別のデバイスや機器に加え、ネッ

トワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上させる基

盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで伝送され

るデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大している中で、ネット

ワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、消費エネルギーの低減に大

きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究開発を実施するとともに、機器その

ものの消費エネルギーを低減するための研究開発を実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応するトラ

フィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さらなる通信速度向



上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単一磁束量子）スイッチ

に関する基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）ＩＴＳの規格化事業（第２フェーズ） 

①概要 

我が国ＩＴＳ産業の振興と国際競争力強化に貢献するため､これまでの個別システム等の

規格化から共通基盤の構築のための規格化に重点を移し､ＩＴＳ情報通信基盤の規格化､情

報収集･活用基盤の規格化､システム社会導入条件の整備等ＩＳＯ／ＴＣ２０４に対応した

ＩＴＳの国際規格化等を実施。 

②技術的目標及び達成時期 

平成２２年度までにＩＴＳに係る標準化案を作成しＩＳＯに対して提案又は国際規格と

して制定する。また自動車の電子化技術に関して、次世代では日本が主導をとるべく戦略

を策定。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

 

［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液晶及び大

型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するための研究開発を行

う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴアレイプ

ロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を確立する。ま

た、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを進めるた

めに、シリコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率イ

ンバータ等の実用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバータ等の実

用パワーエレクトロニクス技術を開発する。 



③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基盤・

エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、発光デ

バイス等、今後のIT社会を支えとなることを期待されている分野である。しかし、既存の

バルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来の半導体では実現できな

い領域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能を十分に引き出すには至っていな

い。 

これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメーカー、

装置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナノ構造作製技術等

の革新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を開

発する。 

●基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

・ 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の

確立。 

●エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

・ 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。 

・ 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 

・ 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

 

Ⅲ．情報爆発への対応 

ＩＴの利活用による知の創造 

（１）情報大航海プロジェクト 

①概要 

情報家電や携帯電話などに蓄積している、文字情報、画像情報、位置情報等の多種多様

で大量の情報の中から、必要な情報を簡便かつ的確に検索・解析するための技術を開発・

展開する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、必要な情報を簡便かつ的確に検索・解析するための技術を開発し、

汎用化してオープンに利用できるような共通基盤を構築する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

 



Ⅳ．情報システム・ソフトウェアの信頼性・生産性の向上とオープンスタンダードの普及推進 

（１）セキュアプラットフォームプロジェクト 

①概要 

我が国産業のＩＴ生産性の向上及び情報セキュリティレベルの底上げを図るため、異な

る情報システムを一つのサーバ上に統合するだけではなく、これまで情報システムごとに

別々に設定していた情報アクセス権限を統合し集中管理する機構を導入した革新的な仮想

化技術（セキュア・プラットフォーム）の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、統合アクセス制御基盤や、それにより制御可能となるよう必要な

アクセス機構を備えた仮想化機能等を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

（２）産学連携ソフトウェア工学の実践（運営費交付金を含む） 

①概要 

我が国経済社会システムの基盤であり、製造業をはじめとするあらゆる産業の付加価値

の源泉であるソフトウェアについて、ソフトウェアの信頼性及び生産性を向上させるため、

産学官が連携して実践的なソフトウェア開発手法等に関する研究・調査、ツール整備、普

及啓発、実証等を行う。また、信頼性を確保できる開発手法に基づいた高信頼な組込みソ

フトウェアの開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、本事業による成果をユーザやベンダなどの民間企業に広く普及し、

活用することにより、我が国におけるソフトウェアの生産性及び信頼性を向上させる。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００９年度 

 

（３）オープンソフトウェア利用促進事業（運営費交付金） 

①概要 

オープンソフトウェアを安心して活用するための基盤整備として、オープンな標準の普

及、オープンソースソフトウェア（ＯＳＳ）を扱える人材育成などを行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、技術参照モデル（ＴＲＭ）の開発・普及やＯＳＳサポートに係る

人材育成などを行うことにより、オープンスタンダードの普及推進を図る。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）ＩＴ投資効率向上のための共通基盤開発プロジェクト 

①概要 

我が国の生産性及び競争力の向上のため、情報家電をはじめとした分野でのＩＴ投資を、

競争領域と非競争領域に峻別し、非競争領域について共通基盤を開発・オープン化等を進

めていく。海外の組込みソフトウェアの動向も調査することにより、国際的に通用する共

通基盤の構築を目指す。あわせて情報システム分野において、海外の動向も踏まえつつ、



業界横断的に利用可能な共通基盤を検討する。 

②技術的目標及び達成時期 

非競争領域においては企業間で連携・強調し、ＩＴ投資の効率向上を図ることを目的と

する共通基盤を２００９年までに構築する。また、２０１０年までに共通基盤を用いた検

証を行い、その結果を踏まえた上で、共通基盤の改善と産業界へ利用促進を図る。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（５）情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活用技術の開発 

①概要 

ヒューマンインターフェイスデバイス等消費者の利便性に直結する技術について、機器

やメーカーの違いを超えて相互連携できるための基盤技術の開発を行い、その技術の普及

を図ることで仕様の共通化を図り、利用者の実生活をより充実させる環境の提供を実現す

る。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、多様な利用形態や生活支援を実現する、音声認識等のヒューマン

インタフェース技術、音声認識においては９５％のタスク達成率を可能とするミドルウェ

ア基盤技術の開発等を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（６）中小企業経営革新ベンチャー支援事業（運営費交付金） 

①概要 

財務処理・税務処理など中小企業等が必要とする機能をＳａａＳ型で提供する革新的な

アプリケーションをベンチャー企業に開発させることでイノベーションの促進を図る。 

②技術的目標及び達成時期 

支援対象企業のうち、売上高１億円以上を達成する企業を１０件とすることを目標とし

て支援を行う。 

③研究開発期間 

２００８年度～２００９年度 

 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 

・ 情報処理の振興を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の

回路配置に関する法律が制定。 

 

【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特

別償却又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資



促進税制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動

（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の

提案等）を実施する。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開

発については、国際標準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の

幅広い普及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携

が必要なものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部について

はオープンソースソフトウェアとして公開する。 

 

【プロジェクト等の間の連携について】 

高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフトウェアエンジニアリングセンター（ＳＥ

Ｃ）において提供される各種エンジニアリング手法を開発現場に適用し、当該技術の効果を明

らかにしながら開発を進める。 

 

【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シー

ズの発掘を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材

を発掘する。 

・事業終了後の連携 

産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・

技術者が有機的に連携し、更に新たな研究を作り出す環境を構築する。 

・人材育成 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ

制度を活用しつつ、最先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することによ

り次世代の研究開発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を

発掘し、育成するとともに、優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された

人材の才能をさらに伸ばすための取組を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 

 

 

 



６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名

に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画を制定。 

（２） 平成１４年２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体

デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム

基本計画（平成１２・１２・２７工総第１２号）は廃止。 

（３） 平成１５年１月３１日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体

デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム

基本計画（平成１４・０２・２５産局第１７号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基

盤技術プログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１８号）は、廃止。 

（４） 平成１５年３月１０日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画、次世代半導体デ

バイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画、次世代ディスプレイ技術開発プログラム

基本計画及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信基

盤高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世代半導体デバ

イスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）は、廃

止。 

なお、情報通信機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及

び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９

産局第２号）の一部は、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び情報通信基

盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画へ移行。 

（５） 平成１６年２月３日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）、次世代半導体デバイスプロセス等

基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第７号）、次世代ディスプレイ

技術開発プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第４号）は、高度情報通信機

器・デバイス基盤プログラム基本計画に統合することとし、廃止。また、情報通信基盤ソ

フトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）は、廃止。 

（６） 平成１７年３月２５日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画を制

定。高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第

１号）は廃止。また、平成１７年３月３１日付け、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プ

ログラム基本計画を制定。情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成

１６・０２・０３産局第２号）は廃止。 

（７） 平成１８年３月３１日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び

情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバ

イス基盤プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第７号）及び情報通信基盤ソフ

トウェア開発推進プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第６号）は廃止。 

（８） 平成１９年４月２日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情



報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイ

ス基盤プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第４号）及び情報通信基盤ソフト

ウェア開発推進プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第５号）は廃止。 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機

器高度化・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情

報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８

号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

 



経済産業省
凹几へエョュハヨヘハ少一矢｣Ｌ▲公▲Ａニニペ且▲公ムニニターニム▲ﾆｰﾛ

平成20.03.24産局第１号

平成２０年４月］日

経済産業省産業技術環境局ｆ 

経済産業省製造産業局

ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第１

号）第４条第１項の規定に基づき、別添のとおり制定する。



平成 20･03･24 産局第 1 号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

このプログラムは、情報通信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなど、あらゆる

分野に対して高度化あるいは不連続な革新（ジャンプアップ）をもたらすナノテクノロ

ジー及び革新的部材技術を確立するとともに、その実用化や市場化を促進することで、

我が国産業の国際競争力の維持・強化や解決困難な社会的課題の克服等を可能とするこ

とを目的とする。 

 

２．政策的位置付け 

○第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推

進４分野）の一つに指定されていて、優先的に資源配分することとされている。 

・ 我が国の材料技術は、基礎研究から応用研究、素材、部材の実用化に至るまでの全ての

段階において世界のトップレベルを堅持しており、我が国製造業の国際競争力の源泉と

なっている。 

○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 

・ 「ナノテクノロジー・材料分野」は、中長期的に取り組むべき課題として、「１．生涯

健康な社会形成」、「２．安全・安心な社会形成」、「４．世界的課題解決に貢献する

社会形成」、及び「５．世界に開かれた社会形成」の分野に位置付けられている。 

・ 所要の措置を講じていくことが必要である事項として以下の点が指摘されている。 

・ 学際領域・融合領域における教育等人材育成、拠点形成 

・ 社会受容を促すための積極的な取り組み 

・ 知的財産確保のための戦略的な取り組み 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

・ 「我が国の国際競争力の強化」の取り組みとして、高度な部品・材料産業やモノ作り中

小企業の強化が掲げられている。 

・ 「技術戦略マップ」の活用等により、ユーザー企業との垂直連携による研究開発を推進

することを通して、我が国経済発展の基盤である高品質、高性能な部品・材料産業の強

化を図ることが今後の取組として記載されている。 

○「新産業創造戦略２００５」（２００５年６月経済産業省） 

・ 部材分野は、新産業群の創出を支える共通基盤技術として位置づけられている。 

・ 「高度部材・基盤産業」の集積を形成していることが、「ものづくり」に不可欠な基盤

技術のネットワーク化を通じた現場レベルでの迅速かつ高度な摺り合わせを可能とし

ており、我が国「ものづくり」の強みの源泉となっていると記載されている。 

 

 



３．達成目標 

・世界に先駆けて、ナノテクノロジーを活用した非連続な技術革新を実現する。 

・我が国部材産業の強みを更に強化することで、他国の追随を許さない競争優位を確保す

るとともに部材産業の付加価値の増大を図る。 

・ナノテクノロジーや高機能部材の革新を先導することで、これら部材を活用した情報通

信、ライフサイエンス、環境、エネルギーなどの幅広い産業の付加価値の増大を図る。 

・希少金属などの資源制約の打破、圧倒的な省エネルギー社会の実現など、解決困難な社

会的課題の克服を目指す。 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ナノテクノロジーの加速化領域 

ナノテクノロジーを活用した不連続な技術革新を加速・促進する。 

（１）異分野異業種融合ナノテクチャレンジ（運営費交付金） 

①概要 

革新的なナノテクノロジーを活用し、川上と川下の連携、異業種異分野の連携で行う

部材開発に対して支援を行い、燃料電池、ロボット、情報家電、健康・福祉・機器・サ

ービス、環境・エネルギー・機器・サービスの５分野に資するキーデバイスの実現を目

指す。 

②技術目標及び達成時期 

マテリアル・プロセス研究、加工・計測技術研究、昨今の環境意識向上に対応した研

究、社会課題を解決するための基盤技術研究に加え、異分野等の融合研究を推進するこ

とにより、２０１１年度までにナノテクノロジーの産業化のための基盤的技術を確立し、

実用化を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノテク・先端部材実用化研究開発（運営費交付金） 

①概要 

新産業創造戦略の趣旨に則り、革新的なナノテクノロジーを活用し、川上と川下の連

携、異業種・異分野の連携で行うデバイス化開発の支援を行うため、 

○ナノテクノロジー活用による材料・部材の高度化を図る先導的研究開発（ステージⅠ） 

○ナノテクノロジー研究成果の部材等への課題設定型実用化により目指した開発支援

（ステージⅡ） 

について提案公募を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年頃に想定される半導体微細加工の限界を克服するため、分子・原子を１つ

ずつ制御し部品部材に組み上げる「ボトムアップ型」のナノテクノロジーなど革新的な

ナノテクノロジー等の活用により、情報家電・ロボット、燃料電池等新規産業５分野等

において、従来の性能・効率を大幅に改善するナノテク・先端部材技術を開発し、我が



国が優位にあるナノテクノロジーを基盤とした国際的な産業競争力を強化することを目

標とする。 

③研究開発期間 

２００５年度～２０１１年度 

 

Ⅱ．情報通信領域 

 ナノテクノロジーや革新的部材開発技術を駆使して既存技術の微細化の壁を突破し、電子

デバイス・光デバイスで世界をリードするとともに、高度化された製造技術の開発を行う。 

（１）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電子

デバイス 

①概要 

ナノエレクトロニクスは、ナノテクノロジーの最大の応用領域の一つであり、デジタ

ル・デバイスのＣＭＯＳ構造というアーキテクチャは、優れた工学概念である。また、

これまでの半導体技術の微細化に基づく高集積化・高速化・低消費電力化の追求は、シ

リコン材料をベースとするプレーナ構造を基本とした微細加工プロセスの高度化にあっ

た。 

しかし、さらなる微細化によるデバイスのパフォーマンス向上は物理的限界に直面し

つつあり、問題は、ＦＥＴを、シリコン材料をベースとして作製することにより現出し

ていると考えられる。 

 そのため、次世代の電子デバイスのために「シリコンで培った微細化技術やデバイス

原理をこれまで同様に活用しながら、シリコンという材料の物理的限界を突破するため

の“新材料”や“新（デバイス）構造”を実現すること」、すなわち、「Ｎｅｗ Ｎａ

ｎｏ Ｍａｔｅｒｉａｌｓ／Ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ ｏｎ Ｓｉｌｉｃｏｎ ｆｏｒ“Ｍ

ｏｒｅ Ｍｏｏｒｅ”」の半導体技術を、ナノテクノロジーを最大限に活用することに

よって研究開発を行い、将来の産業応用への目を見出していく取りかかりとする。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、産業界が１０年後を見据えた将来の電子デバイスを開発する際

に、産業技術として活用できるかどうかの実現可能性を見極め、また技術シーズを確立

する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち窒化物系化合物半導体基

板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、発光

デバイス等、今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。しかし、

既存のバルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来の半導体では実

現できない領域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能を十分に引き出すには

至っていない。 



これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメーカー、

装置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナノ構造作製技術

等の革新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製技術を

開発する。 

１）基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

・口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作製技術の確    

 立。 

２）エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 ・低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技術の確立。 

 ・高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 

 ・高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）スピントロニクス不揮発性機能技術プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

将来のエレクトロニクスにおいて中核的な基盤技術となり得るスピントロニクス技術

（電子の電荷ではなく、電子の自転＝「スピン」を利用する全く新しいエレクトロニク

ス技術）を確立するため、強磁性体ナノ構造体におけるスピンの制御・利用基盤技術を

開発し、我が国が世界に誇るシーズ技術を核として、産学官の共同研究体制を構築し、

将来の中核的エレクトロニクス技術における我が国の優位性の確保を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、超高集積で高速な不揮発性メモリとして期待されるスピンメモ

リのための基盤技術を確立する。また、新ストレージ・メモリデバイス、不揮発性スピ

ン光機能素子、スピン能動素子等の新しい動作原理によるスピン新機能素子の実現のた

めの基盤技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）三次元光デバイス高効率製造技術（運営費交付金） 

①概要 

 波面制御素子による空間光変調技術を確立し、ガラス中に三次元造形を高精度に一括

形成できるプロセス技術を開発する。この技術を用いて、具体的な光デバイスを作製し、

当該技術の有効性の確認と市場への早期参入のための基盤技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに波面制御素子による空間光変調技術を用いたフェムト秒レーザー

照射技術等を確立し、高精度の光デバイスを高速に作製できるプロセス技術を開発する。 

③研究開発期間 



２００６年度～２０１０年度 

 

（５）次世代高度部材開発評価基盤の開発＊（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野で、集

積回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとなっているナノ

レベルでの材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツールを開発する。これに

より、集積回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成用各種材料とプロセスの最

適な組み合わせの提案技術（統合的材料ソリューション提案技術）を確立する。 

②技術的目標及び達成時期 

 ２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとともに、

上記の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェクトを通して

得られた基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデータを体系的に整理し、

幅広く社会に提供を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から、製造工程等の省エネルギー化を実現す

るために行う。従来、表示デバイスの製造には、真空蒸着と高温下での焼成と、それに

伴う排ガス排水処理が必須であった。これを、ロールｔｏロール方式に代替することで

常圧、常温下での製造を実現し、フレキシブルな薄型ディスプレイを効率よく製造する。

そのために、有機ＴＦＴ材料およびコンタクトプリント技術等を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイのプロ

トタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材ならびに薄膜

複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近接場光の原理・効果

を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用化の目処を得ることを目

的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部材は、従来の材料特性の

みに依存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、液晶プロジェクター・液晶デ

ィスプレイなど情報家電の省エネルギー、高性能・高信頼化を図る上でのキーデバイス

となることが期待できる。 

②技術目標及び達成時期 



 ２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価技術を

開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理とする低損失オ

プティカル新機能部材を検討し機能を確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅲ．ライフサイエンス・健康・医療領域 

 ナノテクノロジーを駆使して初めて可能となる診断・治療により革新的な医療を実現する。 

（１）次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業（運営費交付金）（再掲） 

（深部治療に対応した次世代ＤＤＳ型治療システムの研究開発事業） 

①概要 

 ＤＤＳのさらなる裾野の拡大、及び早期実用化を目指し、様々な外部エネルギー（機

器技術）と薬剤技術を組み合わせることにより、比較的人体の深部にある臓器（肺、消

化器）等のがんを対象としたＤＤＳ型治療システムの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 光線力学治療システムの前臨床試験の開始及び治療効果・安全性の検証と、超音波診

断・治療システムの前臨床試験を可能とする薬剤及び装置の完成に関する開発を難治性

がんの治療に向けて行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（２）個別化医療実現のための技術融合バイオ診断技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 我が国が有する微細加工技術・表面処理技術といったナノテク等の強みを活かし、染

色体異常を高感度、高精度かつ迅速、安価で非コード領域までを検出するゲノムアレイ

や解析基盤技術開発を行うとともに、全自動解析システムの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、ＢＡＣ（染色体の断片）を用いた非コード領域を含むゲノム全

領域を検出できる高精度ゲノムアレイを開発する。さらに、臨床現場において、微量サ

ンプル（数ナノグラム）から、１２時間以内に染色体異常（増幅、欠失、コピー数多型

等）を、低コストかつ定量性・再現性を確保して検出ができる自動染色体異常解析シス

テムのプロトタイプを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）分子イメージング機器研究開発プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

（３－１）生活習慣病超早期診断眼底イメージング機器研究開発プロジェクト 

①概要 

 細小血管の分子レベルでの代謝機能を非侵襲で可視化する細胞代謝イメージングを実

現し、代謝異常を細胞レベルで観察することにより、循環器系疾患等の早期の診断・治



療を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、ナノテクノロジーを活用した光学基盤技術等を確立することに

より、細胞やタンパク質レベルの組織診断を可能とする機器を開発する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（３－２）悪性腫瘍等治療支援分子イメージング機器研究開発プロジェクト 

①概要 

 良性・悪性の区別も含めた腫瘍の超早期診断を実現するため、悪性腫瘍に特異的に反

応する標的物質を利用することにより生体細胞の分子レベルの機能変化を抽出・検出で

きる機器の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、全身で３ｍｍ、局所で１ｍｍの分解能を有する分子イメージン

グ機器を開発する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

Ⅳ．エネルギー・資源・環境領域 

 ナノテクノロジーや革新的部材開発技術を駆使して、エネルギー・資源・環境等の社会的

制約を克服すると同時に我が国の強みであるナノテク関連産業・部材産業の競争力を強化す

る。 

（ⅰ）エネルギー制約の克服 

（１）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬化性樹

脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困難であったた

め、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＰ）の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、熱可塑性ＣＦ

ＲＰ加工技術を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００８年度～２０１２年度 

 

（２）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、極めて

効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに資する革新的

ガラス溶融プロセス技術を開発する。 

 ②技術目標及び達成時期 



 ２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、カレ

ットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液とインフラ

イトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発する。 

 ③研究開発期間 

  ２００８年度～２０１２年度 

 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 革新的な超電導送電技術を確立するため、工業生産プロセスで実用化レベルに達して

いる高温超電導線材を活用し、実用化のための実証試験及び評価を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超電導ケ

ーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に接続して、１

２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信頼性を実証する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を示す壁

および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やナノ羽毛状構造およびセラミック

ス・ポリマー複合化構造などからなるマルチセラミックス膜アセンブリ技術によって開

発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2Ｋ以下、壁厚さ

１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2Ｋ以下、光（可視光）透過

率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断熱窓材料を実現

する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー密度の電気二重層キャパシタ

を実現するため、高度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量合成技術を開

発するとともに、これを用いたキャパシタ電極の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産技術を

確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ／Ｋｇの高エネル

ギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。 



③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（６）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 従来の金属材料と比べ耐食性、耐久性、加工性などの飛躍的な向上が期待できる超高

純度金属材料の発電プラント部材としての実用化を目指し、低コスト・量産化製造プロ

セス、及び加工・溶接技術等の開発を行い、部材としての実用特性の評価・検証を行う。

また、実用化に向けたフィージビリティー調査を行い経済性の評価等を実施するととも

に、材料特性に関するデータベースの整備及びそれに必要な試験研究を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上での低コ

スト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料が発電プラン

トの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って発揮できることを確

認する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（７）セラミックリアクター開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 電気化学的に物質やエネルギーを高効率で変換する次世代型セラミックリアクターの

実現のため、低温作動と急速作動停止を可能とする材料の開発とミクロセルの集積構造

化技術等の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低温作動

時 (６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセルの集積構造

化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。そして、これらの

技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターとしてのプロトタイプモジ

ュール実証（出力性能２ｋＷ／Ｌ等）を行う。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（８）高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト（再掲） 

①概要 

 大量の電力を必要とする従来のバッチ処理方式のチタン製錬法（クロール法）を、エ

ネルギー効率の高い連続処理方式へ転換する抜本的なプロセス改善のための技術を開発

する。また、併せて、成形性の高いチタン合金設計技術及び成形プロセス技術を開発す

る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００８年度までに省エネ型チタン新製錬プロセスの基盤技術を開発し、２０１０年



までに実用化を目指す。また、本製錬技術により得られるチタンをベースとして、加工

性、強度等をさらに向上させた合金設計・成形プロセス技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（ⅱ）資源制約の克服 

（１）希少金属代替材料開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

 希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在性・

代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は川下の経

済成長の制約要因となり得るリスクを伴っている。近年、「コンピュータによる材料設

計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来出来なかった、

「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶粒界、界面の制

御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こうした最先端技術を用

いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以下の

低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機能評価の

ためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立することを目

標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも維持することを前

提とする。 

〔対象元素〕              〔使用原単位の低減目標値〕 

  ・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）    ：現状から５０％以上低減 

  ・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ）：現状から３０％以上低減 

  ・超硬工具向けタングステン（Ｗ）    ：現状から３０％以上低減 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（ⅲ）環境制約の克服 

（１）グリーン・サステイナブルケミカルプロセス基盤技術開発 

①概要 

 化学品等の製造プロセスにおけるシンプル化、クリーン化、原材料・資源の多様化、

更に、廃棄物の減容化、容易なリサイクル等を実現し、産業競争力強化、国際規制の先

取りを図って、将来にわたっても持続的に化学品等を製造するための必要な新規なＧＳ

Ｃ（グリーン・サステイナブルケミストリー）プロセスを開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

 ２０１５年度までに、有害な化学物質を大幅に削減、使わない革新的なプロセス及び

化学品の開発や廃棄物、副生成物の大幅に削減できる革新的なプロセス及び化学品の開

発を行う。 

③研究開発期間 



２００８年度～２０１５年度 

 

（２）次世代高信頼性ガスセンサ技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、センサー

素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高信頼性を有

する次世代高信頼性ガスセンサー（ＣＯセンサー・メタンセンサー）を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジー及びＭＥＭＳ技術を導入し、電池駆

動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ｐｐｍ以下の故障率）、低コストなＣＯとメタ

ンのセンサーを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（３）革新的膜分離技術の開発（再掲） 

①概要 

 河川水等の浄水工程における、微量の有害物質、微生物等の除去に係る水処理技術の

うち、分離膜方式による高効率（省エネ）な分離技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１２年度までに、ナノテクノロジー等新技術を用いて新素材を開発し、高度な水

質制御と高速処理を兼ねた膜ろ過システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）循環社会構築型光触媒産業創成プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

 我が国で発見された光触媒技術の新産業分野開拓を目指し、サイエンスにさかのぼる

ことにより、紫外光のみならず、可視光レベルでの性能・機能の飛躍的な向上のための

技術基盤を構築する。これにより、従来では困難とされてきた医療関連分野や土壌処理、

ＰＦＣ処理／フッ素回収などの環境関連分野等に光触媒技術を導入し、光触媒の最大の

メリットである自然エネルギーを利用した安心・安全な環境を提供できる技術を開発す

る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、材料レベルで紫外光応答型２倍、可視光応答型１０倍の感度向

上を達成し、その高感度光触媒を適用した薄膜プロセス技術の基盤技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発＊（運営費交付金）（再掲） 

①概要 



 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアクター、

ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベルで制御した

革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。さらに、マイクロリ

アクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイクロ波等のエネルギー供給手

段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さらなる高効率生産等を可能にする基

盤技術を開発する。これらの技術の確立により、反応システムの小型化、多段プロセス

の簡略化等を通じた化学産業の製造工程等の省エネルギー化を図る。 

②技術的目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これらに更

にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的反応場を構成

することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立し、新機能材料創成

技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高機能電子材料、医薬中間体

などの部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（６）高感度環境センサ部材開発＊ 

①概要 

 ダイオキシンをはじめとする微量有害有機物質を高感度・高選択・安価・迅速に計測

するため、分子認識部位として生体分子を用い、有害有機物質の結合の有無・量を直接

電気信号に変換するセラミックスセンシング材料（電極材料）を用いたセンサ部材を開

発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、ダイオキシン類、エストラジオール及びビスフェノールＡにつ

いて、０．００１ｎｇ・ｍｌの濃度において有意な電気信号として検出し得る小型・携

帯型計測器に挿入可能な寸法のセンサ部材の開発を目標とする。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅴ．材料・部材領域 

 極めて広範囲な産業領域に波及する材料・部材領域について、ユーザー製造業等との連携

（川上・川下連携）を促進し、高度な部材産業群の「すり合わせ力」を一層強化する。 

（１）高機能複合化金属ガラスを用いた革新的部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

 複合化金属ガラス（金属ガラスマトリックス中に第二相として微結晶や微粒子または

微小空隙等を分散させたもの）を創製して、次世代高密度記録媒体、超微小モータ用部

材および高強度・高導電性電気接点部材を開発する。  

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、複合化金属ガラス合金を創製し、従来の金属ガラス単層合金の

持つ優れた特徴に加えて、塑性加工性、硬磁気特性、高電気伝導性等を付与する。この



複合化金属ガラスの新規特性を用いて、従来の金属ガラス単層合金では為しえなかった

革新的部材の開発を行い、さらに多様な工業製品に応用することで、我が国産業の優位

性を確保する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）超ハイブリッド部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

 従来実現が不可能と考えられていた相反する複数機能（トレードオフ機能）を両立で

きる材料を、異種素材の組合せ（ハイブリッド化）により実現するための技術を開発す

る。要素技術として、異種材料間の界面挙動をシミュレーション技術等により解明し、

ナノレベルよりもさらに微小な原子・分子レベルでのハイブリッド化構造・配列制御の

ための合成技術を開発する。従来の単一材料では実現困難であったトレードオフの性能

を引き出すことで、自動車用構造材料、パワーデバイス用材料、光学材料等を出口イメ

ージとした、高機能革新部材製造に必要な技術基盤を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１１年度までに、電気・電子材料、光学材料、その他工業材料について従来材料

では実現できなかった相反機能を解消するとともに、市場評価が可能な成果物を供試し、

市場（ユーザー）から、客観的な実用化研究開発課題を抽出する。また、単なる相反機

能の解消ではなく、相反機能を制御・実現する技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、安全・

安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を超高機能化す

る基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用化拡大の基盤となる 

(１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信頼性・寿命を大幅に向上す

る溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及び金属組織制御技術を基本とする材

料技術（クリープ破壊及び水素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量

化を図るために強度、加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材

の信頼性確保のための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を予熱・

後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能部材の鍛造技

術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 



（４）マグネシウム鍛造部材技術開発プロジェクト＊（運営費交付金） 

①概要 

 マグネシウム合金部材について、製品歩留まりが高く、高耐疲労性を付与する鍛造技

術の開発を行う。また、循環型素材としてのマグネシウム合金部材の特性を活かし、リ

サイクル材の鍛造用ビレット化に係る課題抽出を行う。当該技術開発により、マグネシ

ウム鍛造部材製造技術の基盤を構築し、我が国の家電、自動車等の川下産業の競争力の

強化に不可欠な高度部材を供給する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに高強度・高耐疲労・加工性に優れたマグネシウム鍛造技術を確立

する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（５）先端機能発現型新構造繊維部材基盤技術の開発＊（運営費交付金） 

①概要 

 電界紡糸や溶融紡糸等により創製される極微細な繊維状材料に対してナノオーダーの

成形加工や微細な界面加工ならびに複合化することで材料を高機能化した革新的部材を

創出する。高機能新材料を求めるユーザーの要望を満たす繊維の極微細加工と高次複合

化を解決する基盤技術開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、電界紡糸法による繊維高機能化、大型装置化技術およびナノ溶

融分散紡糸法による超極細炭素繊維製造技術を開発し、これら基盤技術を活用して、高

性能・高機能電池用部材、高性能・高機能フィルター用部材、高性能・高機能医療衛生

用・産業用部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（６）次世代光波制御材料・素子化技術＊（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

 エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ガラス材料に関する精

密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コストで生産できるプロセス

技術を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省エネを実現する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形する技術

を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅵ．ナノテクノロジー・部材分野推進共通基盤領域 

 ナノテクノロジー、部材分野の研究開発に必要な加工・計測・解析技術等の共通基盤の確



立とともに、信頼性、普遍性、安全性等のリスク不安に対処したリスク管理手法を開発し、

社会に貢献する産業化の支援を相互的に推進する。 

（１）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

 ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価手法、

暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理手法を開発

する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００８年度までに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション及び計測技術を確立すると

ともに、２０１０年までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を

開発し、ナノ材料のリスク評価指針及びナノ粒子の管理指針の提言を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）高度分析機器開発実用化プロジェクト＊（再掲） 

①概要 

 燃料電池・情報家電・ナノテクといった先端新産業において、材料解析・性能評価・

品質管理等で必要とされる超微量・超低濃度試料の分析技術の開発を行う。これら産業

化の各フェーズに適した分析技術を開発することにより、先端新産業の事業化や製品の

高付加価値化を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００８年度までに希ガスイオン源を搭載した集束イオンビームの開発、低加速・高

分解能・高感度の元素分析用顕微鏡の開発、超微量試料用分離・分析技術の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

注：＊印のある研究開発プロジェクトは２００６年度より開始された新産業創造高度部材

基盤技術開発の一環として実施しているもの。 

 



５．政策目標の実現に向けた環境整備（関連施策） 

  ナノテクノロジーは、情報通信、環境、エネルギーなどの分野における科学技術の進歩  

や課題解決に貢献する重要な技術シーズである。そのため、ナノテクノロジーの研究開発

と一体となった関連施策を実施することで、その成果を市場に出していくことが重要であ

る。主な関連施策を、以下に示す。 

〔技術戦略マップ〕 

・ＮＥＤＯ及び経済産業省では、技術戦略マップを策定、毎年改訂し、ナノテク・部材分

野の将来の方向性を見定めながら、合理的かつ効果的な研究開発プロジェクトを推進し

ているところ。また、技術戦略マップを活用して、多様な連携（川上川下の垂直連携、

異業種間の水平連携など）による研究開発を促進、支援し、当該分野の技術革新を促進

する。 

〔サンプル提供・実用化促進〕 

・ＮＥＤＯでは、実施するナノテクノロジー関連の研究開発プロジェクト成果のサンプル

を対象として、それらを活用した用途の開発、実用化ないし製品化提案を有する企業と

のマッチングを図ることで、プロジェクトの事業化を促進する取組みを実施していると

ころ。 

〔基準・標準化〕 

・ナノテクノロジーの標準化については、研究開発プロジェクトを推進する上で、適切な

活動（国際規格ＩＳＯ／ＩＥＣ、日本工業規格ＪＩＳ、その他）を実施し、我が国のナ

ノテクノロジー分野の研究開発、産業活動の効率向上を図り、研究開発の成果が社会で

普及する環境を整備する意味でも重要である。これまでの主な取組みについては、下記

のとおり。 

・２００５年５月にナノテクノロジーの標準化に向けてＩＳＯ／ＴＣ２２９の設立がされ、

「用語と命名法」、「計測とキャラクタリゼーション」、「健康・安全・環境」の３つ

のＷＧにおいて、国際標準化の策定に向けて議論が開始された。 

・また、２００７年６月にシンガポールで開催された第５回総会以降、「材料規格」の分

科会の設立に向けて対応しているところ。 

・さらに、２００６年９月にはナノテクノロジーに関する電気電子技術の標準化に向けて

ＩＥＣ／ＴＣ１１３が設立され、「用語と命名法※」、「計測とキャラクタリゼーショ

ン※」、「性能評価」の３つのＷＧにおいて、国際標準化の策定に向けて議論が開始さ

れている。（なお、※はＩＳＯ／ＴＣ２２９とのジョイントＷＧとなっている。） 

〔広報〕 

 ・ナノテクノロジーに関する先端技術及び製品等の世界最大の展示会である「ｎａｎｏ ｔ

ｅｃｈ」が毎年日本で開催されている。２００２年に開催された第１回以降、出展者来

場者ともに増加傾向にあり、近年は海外、とくにヨーロッパ・アジア等の出展が目立つ

ようになってきている。 

〔社会受容〕 

・ナノテクノロジーの社会受容に対する取組みは、ナノテクノロジーの産業化を推進する

ため、例えば工業ナノ粒子のキャラクタリゼーション技術や人の健康や環境に及ぼす影

響など、潜在的な課題に関する知見を蓄積する取り組みが重要である。 



・経済産業省では、２００６年度から「ナノ粒子特性評価手法の研究開発」を開始し、工

業ナノ粒子の有害性評価手法、また、そのリスク評価手法の確立を目標としたプロジェ

クトを開始しているところ。 

〔人材育成〕 

・経済産業省では、「製造中核人材育成事業」を実施しており、産学連携による波及効果

の高い人材育成プログラムを開発、実践している。ナノテクノロジー関連の人材育成プ

ログラムも複数実施しているところ。 

（例）ナノテク製造中核人材の養成プログラム 

概要：情報家電、燃料電池、ロボット、医療機器、バイオ等の応用分野において、その

産業の基盤と創出を支える中堅企業を対象として、「基礎加工技能・技術、特殊な

要素技能・技術に習熟し、製造技術の高度化を図る人材」及び「豊富なナノ加工プ

ロセスの知識や先端機器を使いこなすノウハウ等を習熟し、製造現場の技能・技術

を統括できす人材」を育成するもの。 

・ＮＥＤＯでは、我が国の産業技術の発展のため、先端分野や融合分野の技術を支える人

材の育成と、人的交流の面から産学連携を促進するための「場」の形成を促進する取組

みを実施している（ＮＥＤＯ特別講座）。具体的には、優れた成果を生み出しつつあり、

大学が技術の中核となっている研究開発プロジェクトをコアプロジェクトとし、そのプ

ロジェクトリーダーの所属大学に拠点を設置し、関連技術の人材育成、人的交流の拡大、

周辺研究の実施を行うもの。ナノテクノロジー関連の研究開発プロジェクトも複数実施

しているところ。 

〔他省庁との連携〕 

・総合科学技術会議／連携施策群において、「ナノバイオテクノロジー」「ナノテク研究

推進と社会受容」が設置され、関係省庁と連携して実施しているところ。 

・経済産業省が実施する研究開発プロジェクトにおいては、文部科学省など他省庁との連

携の可能性について検討を行い、研究開発プロジェクトの立案、推進しているところ。 

（例）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発－うち新材料・新構造ナノ電

子デバイスプロジェクト、希少金属代替材料開発プロジェクト など 

 



６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

 事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業に

（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総

額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１２年１２月２８日付け制定。 

（２）平成１４年２月２８日付け制定。材料ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１

２・１２・２７工総第１６号）は、廃止。 

（３）平成１５年３月１０日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１４・

０２・２５産局第８号）は、廃止。 

（４）平成１６年２月３日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１５・０

３・０７産局第１号）は、廃止。 

（５）平成１７年３月３１日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第７号）は、廃止。 

（６）平成１８年３月３１日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第４号）は、廃止。 

（７）平成１９年４月２日付け制定。ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第１３号）は、廃止。 

（８）平成１４年２月２８日付け制定。 

（９）平成１５年３月１０日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１４・  

０２・２５産局第９号）は、廃止。 

（１０）平成１６年３月７日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第５号）は、廃止。 

（１１）平成１７年３月３１日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１

６・０３・０７産局第５号）は、廃止。 

（１２）平成１８年３月３１日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第３号）は、廃止。 

（１３）平成１９年４月２日付け制定。革新的部材産業創出プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１４号）は、廃止。 

（１４）平成２０年４月１日付け、ナノテク・部材イノベーションプログラム基本計画制定。

ナノテクノロジープログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第 1号）および革新

的部材プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第 4号）は、本イノベーション

プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

 



平成２０．０３．２７産局第

平成２０年４月１

。０３．２７産局第３号

曰

経済産業省産業技術環境局

経済産業省製造産業局

ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第

１号）第４条第１号の規定に基づき、別添のとおり制定する。

～ 



平成２０・０３・２７産局第３号 
平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画 
 
１．目的 

我が国の製造業を支えてきたロボット技術・機械技術を基盤とし、ＩＴ技術・知

能化技術など先端的要素技術との融合を促進することにより、家庭、医療・福祉、

災害対応など幅広い分野で活躍する次世代ロボットや新機械技術の開発・実用化を

促進し、生産性の向上と人間生活の質の向上を実現するとともに、我が国経済社会

の基盤である製造業の競争力の維持・強化を目指す。 
 
２．政策的位置付け 
○科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 
ロボット・新機械技術は、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推進４分

野）の一つである情報通信分野や、推進分野であるものづくり技術分野、社会基盤分

野に位置付けられている。  
 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月

改定版を経済財政諮問会議に報告） 
 産学官連携による世界をリードする新産業群の一つとして位置付けられ、次世代ロ

ボット市場の拡大に向けて、サービスロボット市場の整備、ロボットの認識技術の開

発等必要な取組を継続することとしている。 
 またＩＴによる生産性向上と市場創出のためのＩＴ革新を支える産業・基盤の強化

技術として、新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術の重要性が位置付けられてい

る。 
 
○「新産業創造戦略」（２００５年６月経済産業省取りまとめ） 
 先端的新産業分野として、「ロボット」を戦略７分野の一つとして掲げ、２０１０

（平成２２年）までの市場規模、その成長に向けたアクションプログラムを盛り込ん

でいる。当該アクションプログラムには、ユーザ（施設、地域）を巻き込んだ実証試

験を中心としたモデル開発事業による先行用途開発、モデル事業と連携した重要な要

素技術や共通インフラ技術の開発支援、及び人間とロボットの共存に必要な安全性の

確保と、保険制度等の制度基盤の整備が提示されている。 
 新機械技術の重要分野であるＭＥＭＳ技術について、当該新産業群の創出を支える

重点四分野（「科学技術基本計画」による）の分野間の融合による推進が指摘されて

いる。 
 
○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 
 ロボット・新機械技術は、生涯健康な社会や多様な人生を送れる社会の実現に向け

て、中長期的に取り組むべき課題として、新たな走行車等の普及促進のための環境整



備、高度みまもり技術導入のためのルール作りなどの安全・安心な社会形成、また、

ユビキタスネットワークや民生用ロボットの本格普及に向けた環境整備、低侵襲診

断・治療技術の実現、安全・安心な社会のための将来デバイスの実現、さらに世界的

課題解決に貢献する社会のための新しいものづくり技術など、今後の研究開発の進展

等によって、その成果を社会に適用していく上で取組が必要であるとともに、随時見

直しをし、その取組を加速・拡充していくことが必要とされている。 
 
○「ロボット政策研究会」（２００６年５月経済産業省取りまとめ） 
ロボットを実際に市場に導入するための政策の強化、ロボットが現実に使われるこ

とを想定した安全性の確保、及び具体的な用途を想定したロボット技術の開発の推進

を検討の視点として、これら課題への対応の方向性をまとめた。 
 
３．達成目標 
（１）我が国製造業の高度化に必要不可欠な基盤技術である機械分野においては、バイ

オ技術やＩＴ技術等の異分野技術を活用した従来の機械の概念を超えた新しい機械の

創造及びその計測技術の確立を図ることを目標とする。例えば、２０１５年頃に革新

的ＭＥＭＳの本格普及を目指すことにより、安全・安心な社会の構築に貢献する。 
（２）安全・安心な社会、便利でゆとりある生活の実現のために必要不可欠なロボット

は、信頼性技術、高機能化・知能化技術、システム化技術が特に重要であり、これら

技術を開発することで、２０１５年頃には、自律的に多様な作業を行うロボットの実

用化を目指す。 
 
４．研究開発内容 
［プロジェクト］   
Ⅰ．ロボット技術開発 
（１）基盤ロボット技術活用型オープンイノベーション促進プロジェクト（運営費交

付金） 

①概要 

これまでの研究開発プロジェクトの成果を活用し、生活環境やロボットで使用され

る各種要素部品をＲＴ(Ｒｏｂｏｔ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ)システムで利用しやすい

共通の接続方式、制御方式の下で利用可能な形で提供（ＲＴコンポーネント化）する

ための基盤を開発する。これにより既存の生活環境を簡単にＲＴシステム化し、それ

らを活用することにより様々な生活支援機能の提供、基盤ロボット技術の普及と標準

化を推進する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通の通信インタフェースとＲＴミドルウェアで動作させる

基盤通信モジュール、既存の要素部品をＲＴコンポーネント化したＲＴ要素部品、そ

れらを用いたＲＴシステムを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（２）次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト（運営費交付金） 



①概要 

生活空間や多品種少量生産の製造現場など状況が変わりやすい環境下では、ロボッ

トの使用条件や用途は大きく限定されている。これを克服するため、ロボットが確実

性（ロバスト性）をもって稼動し、ロボットの環境・状況認識能力等の向上とともに、

ロボットの知能要素をモジュール化し、その蓄積管理及び組合せ等を可能とする技術

を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代ロボットが高度な作業（タスク）を行う上で必要な効

率的で実用的な知能化技術を開発する。具体的には、魅力的でニーズが高いタスクを

設定し、知能化技術モジュールを開発し、高機能なロボットシステムの構築を実証す

る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

  ①概要 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボット技術の活用により

達成するミッションを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム

及び要素技術開発を、関係府省の連携の下で実施する。 
 ②技術目標及び達成時期 

市場ニーズ及び技術戦略マップに基づき、約１０年後にロボットを活用して達成す

るミッションを設定した上で、これを達成するために必要なロボットシステム及び要

素技術の開発を実施する。具体的かつ先端的なＲＴ開発を支援することで、我が国の

ＲＴ競争力の維持・発展を図るとともに、研究開発成果の他分野（自動車、情報家電

等）への波及を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅱ．ＭＥＭＳの技術開発・新機械産業の領域開拓 
（１）高集積・複合ＭＥＭＳ製造技術開発プロジェクト（運営費交付金） 

  ①概要 
従来個別に開発されてきた各種センサならびに通信用デバイスについて、ＭＥＭＳ

（Ｍｉｃｒｏ Ｅｌｅｃｔｒｏ Ｍｅｃｈａｎｉｃａｌ Ｓｙｓｔｅｍｓ）製造技術

を用いて一体形成、高集積化、ナノ機能付加することで、小型・省電力・高性能・高

信頼性のＭＥＭＳデバイスを製造する技術を開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、以下の開発を行う。 
・ＭＥＭＳ／半導体の一体形成技術の開発 
・ＭＥＭＳ／ＭＥＭＳの高集積化技術の開発 
・ＭＥＭＳ／ナノテク機能の複合技術の開発 

  ③研究開発期間 
２００６年度～２００８年度 



 
（２）異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト 

  ①概要 
高信頼性が必要な医療分野や特殊環境等で活用され、医療や安全・安心等の社会的

課題を解決する、小型・高性能・省エネルギーな次世代デバイスの基盤プロセス技術

を、ＭＥＭＳ製造技術とナノ・バイオ等の異分野技術の融合により開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、次世代デバイス製造に必要不可欠な基盤プロセス技術群であ

る、バイオ・有機材料融合プロセス技術、３次元ナノ構造形成プロセス技術、マイク

ロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術を開発すると共に、得られた知見を系統

的に蓄積しデーターベス化し、従来の技術情報と統合的に取り扱える知識データベー

スシステム整備を行う。 
  ③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
 
Ⅲ．分析機器産業の技術開発支援 
（１）高度分析機器開発実用化プロジェクト 
①概要 
燃料電池・情報家電・ナノテクといった先端新産業において、材料解析・性能評

価・品質管理等で必要とされる超微量・超低濃度試料の分析技術や機器の開発を行う。

これら産業化の各フェーズに適した分析技術を開発することにより、先端新産業の事

業化や製品の高付加価値化を図る。 
②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに希ガスイオン源を搭載した集束イオンビームの開発、低加速・

高分解能・高感度の元素分析用顕微鏡の開発、超微量試料用分離・分析技術の開発を

行う。 
③研究開発期間 
２００６年度～２００８年度 

 
５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 
〔実用化・導入普及促進〕 

ロボットやその関連部品等の見本市の開催等を支援することによって、システム

開発者、要素部品の開発者、ロボットユーザ等の間のマッチングを図り、中小・ベ

ンチャーや異業種企業のロボット産業への参入を促進する。 

また、市場創出に貢献するロボットを表彰し、ロボットユーザ、メーカから一般の

方まで広くＰＲする表彰制度「今年のロボット」大賞を共催機関と協力して実施して

いる。 

開発したソフトウェア等の成果については、広く一般に提供するなど積極的な普及

を図ることにより、より多くの開発主体がロボット技術開発に参加できる環境を創出

し、ロボット技術開発の裾野の拡大を図る。 

将来のロボットは人に接する場面が多くなるであろう。したがって、ロボットの導

入・普及を促進するためには、安全に対する考え方を整理し、周知することが重要で



ある。平成１９年７月には人間と共存する次世代ロボットの安全性を確保するための

基本的な考え方をまとめた「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」をとりまとめ

た。今後は、普及や具体化に向けた取組みが求められており、技術開発と並行して安

全に係るルールなどの整備を推進することで普及をより現実化させることが必要であ

る。 

ＭＥＭＳの一層の実用化促進を図るため、異分野や製造設備を有していない企業で

も容易にＭＥＭＳビジネスに参入できるように、ＭＥＭＳ用設計・解析支援システム

を開発した。その成果を活用しつつ、実習を中心とした人材育成及び試作環境の充実、

製造拠点（ファンドリー）強化などＭＥＭＳ産業全体の競争力の維持・強化を図る。 

 
〔標準化〕 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては適切な標準

化活動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認

知された標準団体（ＯＭＧ等）への提案等）を実施する。 

特に、ロボットの安全基準や性能の評価基準については、過去に実施した研究開

発プロジェクト等による実証データや「次世代ロボット安全性確保ガイドライン」

の活用を図りつつ我が国発の国際標準としての提案について検討し、拡大するロボ

ット市場における国際競争力の確保を目指す。 

なお、これまでの研究施策の成果である、ロボット部分品の接続の共通化を目指し

たＲＴＭ（ロボット・テクノロジー・ミドルウェア）が、ＯＭＧ（ソフトウェア技術

の国際標準化団体）において、平成１９年１２月に標準仕様として採択されている。 
ＭＥＭＳ技術・製品を世界市場に広く普及するために技術戦略マップに基づくＭＥ

ＭＳ標準化戦略の策定、国際規格案の開発、提案、推進等の標準化活動に継続的に取

り組む。 
 
６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの

（事業名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、

運営費交付金の総額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるもので

ある。 
 
７．改訂履歴 
（１）平成１４年２月２８日付け、２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画制定。 

（２）平成１５年３月１０日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画

（平成１４・０２・２５産局第３号）は、廃止。 

（３）平成１６年２月３日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画

（平成１５・０３・０７産局第１１号）は、廃止。 

（４）平成１７年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画

（平成１６・０２・０３産局第１６号）は、廃止。 

（５）平成１８年３月３１日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画

（平成１７・０３・２５産局第１８号）は、廃止。 

（６）平成１９年４月２日付け制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画



（平成１８・０３・３１産局第７号）は、廃止。 

（７）平成１４年２月２８日付け、新製造技術プログラム基本計画制定。 

（８）平成１５年３月１０日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１４・０

２・２５産局第６号）は、廃止。 

（９）平成１６年２月３日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１５・０３・

０７産局第９号）は、廃止。 

（１０）平成１７年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第１１号）は廃止。 

（１１）平成１８年３月３１日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１７・０

３・２５産局第５号）は、廃止。 

（１２）平成１９年４月２日付け制定。新製造技術プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局第６号）は、廃止。 

（１３）平成２０年４月１日付け、ロボット・新機械イノベーションプログラム基本計画       

制定。２１世紀ロボットチャレンジプログラム基本計画（平成１９・０３・１５

産局第２号）及び新製造技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第

３号）は、本イノベーションプログラム基本計画に統合することとし、廃止。 



経済産業省

平成２０．０３．２５産局第５号

平成２０年４月１日

経済産業省産業技術環境局 」

経済産業省資源エネルギー庁長

エネルギーイノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第１号）第

4条第１項の規定に基づき、別添のとおり制定する。



平成２０・０３・２５産局第５号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和

され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。以下に５つの政策

の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

ほぼ１００％を石油に依存する運輸部門は、我が国エネルギー需給構造上、最も脆弱

性が高く、その需給構造の次世代化は、将来に向けた早急な対策が不可欠な課題となっ

ている。 

「新・国家エネルギー戦略」に掲げる目標（２０３０年に向け、運輸部門の石油依存

度が８０％程度となることを目指す）の実現のためにも、官民が中長期的な展望・方向

性を共有しつつ、技術開発と関連施策を推進する。 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーは、エネルギー源の多様化や地球温

暖化対策の観点から重要である。しかし、現時点では経済性や出力安定性といった普

及へ向けての課題が存在する。 

そのため、これらの課題解決に向けた技術開発の推進及び新エネルギーの導入促進

のための関連施策の実施により、更なる新エネルギーの普及を推進する。 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

原子力発電は供給安定性に優れ、運用時にＣＯ２を排出しないクリーンなエネルギー

源である。安全確保を大前提に核燃料サイクルを含む原子力発電を着実に推進する。 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

化石燃料資源の大宗を輸入に依存する我が国にとって、その安定供給の確保は国家安

全保障に直結する課題である。このため、石油・天然ガス等の安定供給確保を目指し、

我が国企業による資源国における資源開発等に対する支援等の施策を進めるとともに、

その有効かつクリーンな利用を図る。 



２．政策的位置付け 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 

以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

「京都議定書の約束を達成するとともに、更に「脱温暖化社会」に向けて長期的・

継続的な排出削減を進めるには、究極的には化石燃料への依存を減らすことが必要で

ある。環境と経済の両立を図りつつ、これらの目標を達成するため、省エネルギー、

未利用エネルギーの利用等の技術革新を加速し、効率的な機器や先進的なシステムの

普及を図り、世界をリードする環境立国を目指す。」とされている。 



３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス向上」、

民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、エネルギー消費効率を２０３０

年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

バイオマス由来燃料、ＧＴＬ、ＢＴＬ、ＣＴＬなどの新燃料、電気自動車や燃料電池

自動車などの導入により、現在ほぼ１００％の運輸部門の石油依存度を２０３０年まで

に８０％程度とすることを目指す。 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

太陽光、風力、バイオマスなどの新エネルギーの技術開発や燃料電池など革新的な

エネルギー高度利用を促進することにより、新エネルギー等の自立的な普及を目指す

ことで、エネルギー源の多様化及び地球温暖化対策に貢献する。 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

２０３０年以降においても、発電電力量に占める比率を３０～４０％程度以上とする

ことを目指すため、高速増殖炉サイクルの早期実用化、既設軽水炉代替へ対応する次世

代軽水炉の開発、軽水炉技術を前提とした核燃料サイクルの確立、放射性廃棄物対策な

どの技術開発を推進する。 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

石油・天然ガスの化石燃料の安定供給確保を目指し、資源獲得能力の強化に資する先

端的な技術開発を推進するとともに、環境負荷低減のために化石燃料の効率的かつクリ

ーンな利用を促進するための技術開発・導入を目指す。 

 



４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）エネルギー使用合理化技術戦略的開発（運営費交付金） 

①概要 

省エネルギー技術開発の実効性を高めるために、シーズ技術の発掘から実用化

に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要側の課題を克服し得る省エ

ネルギー技術開発を戦略的に行う。 

②技術目標及び達成時期 

中長期的視点に立った省エネルギー技術戦略を構築し、技術開発の相互連携に

よりシナジー効果が発揮され技術開発が促進されるよう、超燃焼システム技術、

時空を超えたエネルギー利用技術、省エネ型情報生活空間創生技術、先進交通社

会確立技術、次世代省エネデバイス技術の技術群に重点化して、省エネルギー技

術戦略に沿った技術開発を戦略的に推進する。 

③研究開発時期 

２００３年度～２０１０年度 

 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

①概要 

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。 

②技術的目標及び達成時期 

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。 

③研究開発期間 

２０００年度～ 

 

（３）研究開発型中小企業挑戦支援事業（スタートアップ支援事業） 

①概要 

省エネルギー対策に資する中小企業の優れた技術シーズ、ビジネスアイデアの

事業化による創業・新事業展開を促進するため、実用化研究開発に要する経費（原

材料費、直接人件費、機械装置費、知的財産取得費等）の一部を補助するととも

に、補助事業を行う中小・ベンチャー企業等に対して中小企業基盤整備機構によ

るビジネスプランの具体化・実用化に向けたコンサルティング等を一体的に実施



する。 

②技術的目標及び達成時期 

中小企業の技術開発を推進し、産業におけるエネルギー使用合理化技術の利用

を図り、もって、中小企業の振興と経営の安定を促進する。 

補助事業期間終了後２年後の採択企業の研究開発成果の事業化率５０％を目標

とするとともに、省エネルギー技術開発の高度化を戦略的に推進する。 

③研究開発期間 

２００４年度～ 

 

（４）地域イノベーション創出エネルギー研究開発 

①概要 

地域において新産業の創出に貢献し得るような最先端の技術シーズを基に、企

業、公設試、大学等の研究開発資源を最適に組み合わせて形成された共同研究体

が行うエネルギー使用の合理化並びに非化石エネルギーの開発及び利用に寄与す

る実用化研究開発の実施。 

②技術的目標及び達成時期 

研究開発終了後３年後における成果の事業化達成率３０％以上を目標とする。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（５）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（６）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（１）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。 

②技術的目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（２）革新的ガラス溶融プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

プラズマ等による高温を利用し瞬時にガラス原料をガラス化することにより、

極めて効率的にガラスを気中で溶融（インフライトメルティング法）し省エネに

資する革新的ガラス溶融プロセス技術を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、インフライトメルティング法により原料を溶解する技術、



カレットをガラス原料として利用するため高効率で加熱する技術、カレット融液

とインフライトメルティング法による原料融液とを高速で混合する技術を開発す

る。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（３）革新的マイクロ反応場利用部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、マイクロリアク

ター、ナノ空孔などの精密反応場を利用し、反応分子の自由な運動を活性種レベ

ルで制御した革新的な化学反応プロセスと新機能材料創成技術の確立を目指す。

さらに、マイクロリアクターとナノ空孔反応場の組み合わせ、各反応場とマイク

ロ波等のエネルギー供給手段との組み合わせにより協奏的反応場を構成し、さら

なる高効率生産等を可能にする基盤技術を開発する。これらの技術の確立により、

反応システムの小型化、多段プロセスの簡略化等を通じた化学産業の製造工程等

の省エネルギー化を図る。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マイクロリアクター技術、ナノ空孔技術を軸とし、これ

らに更にマイクロ波、超臨界流体等のエネルギー供給手段を組み合わせた協奏的

反応場を構成することにより、これまでにない革新的な化学反応プロセスを確立

し、新機能材料創成技術を実現する。さらに、これらの技術を用いて高性能・高

機能電子材料、医薬中間体などの部材を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

i）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業

プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環

境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の

生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析

するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に

制御する技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 

 



（５）鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発（運営費交付金） 

①概要 

プラント、構造物や自動車等の革新的な高効率化、省エネルギー化、長寿命化、

安全・安心化を図るため、最新の科学的知見を導入し、鉄鋼材料及び鋼構造体を

超高機能化する基盤的研究開発を行う。具体的には、高強度鋼、高機能鋼の実用

化拡大の基盤となる (１)高級鋼厚板(高強度鋼、極低温用鋼、耐熱鋼)溶接部の信

頼性・寿命を大幅に向上する溶接施工技術（高密度・清浄熱源溶接技術）、及びク

リープ破壊、金属組織制御技術を基本とする溶接材料技術（クリープ破壊及び水

素破壊の機構解明等を踏まえた）の開発、(２)部材の軽量化を図るために強度、

加工性等の最適機能傾斜を付与する機械部品鍛造技術（駆動部材の信頼性確保の

ための耐疲労破壊特性の向上を踏まえた）の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、高級鋼厚板（高強度鋼・極低温用鋼・耐熱鋼）の溶接を

予熱・後熱なしに可能とする溶接技術と材料技術を開発するとともに、傾斜機能

部材の鍛造技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

大量の電力を必要とする従来のバッチ処理方式のチタン製錬法（クロール法）

を、エネルギー効率の高い連続処理方式へ転換する抜本的なプロセス改善のため

の技術を開発する。また、併せて、成形性の高いチタン合金設計技術及び成形プ

ロセス技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに省エネ型チタン新製錬プロセスの基盤技術を開発し、２０

１０年までに実用化を目指す。また、本製錬技術により得られるチタンをベース

として、加工性、強度等をさらに向上させた合金設計・成形プロセス技術を確立

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（７）革新的分離膜技術の開発 

①概要 

河川水等の浄水工程における、微量の有害物質、微生物等の除去に係る水処理

技術のうち、分離膜方式による高効率（省エネ）な分離技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度末までに、現行の分離膜に比較して単位処理水量当たり５０％の

エネルギー削減を図る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 



（８）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発 

i）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付

金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（９）省エネルギー型化学技術創成研究開発補助事業 

①概要 

化学産業はそれ自身が裾野の広い産業というだけでなく、自動車、ＩＴ機器等

の川下製品の部材として産業界・国民生活の様々な分野に深く関連している。従

って化学業界において、省エネポテンシャルの大きい有望な技術シーズがありな

がら民間だけでは十分な研究開発投資が行われていない技術について、戦略的な

研究開発支援を実施することにより、化学産業のみならず、各種最終製品、他産

業においてエネルギー効率の改善を促進する。 



②技術的目標及び達成時期 

２００７年度までに、化学分野の生産プロセスや、製品等に関する環境に配慮

した省エネルギー技術の革新に向けて、国内・国際市場の創出・拡大も見据えつ

つ、将来の発展が有望な技術に関する研究開発を行うことにより、化学産業のみ

ならず、我が国の省エネルギー対策に一層寄与する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２０１０年度 

 

（１０）高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、Ｎ－オキシ系触

媒等の炭素ラジカル創生触媒を化学反応プロセスに適用し、製造工程の短縮や製

造効率の向上を図ることで、温暖化効果ガスの排出抑制や省エネルギー効果など

総合的なプロセスコストを低減させるため要素技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までにカルボン酸、アルコール、ケトンなどの含酸素化合物製造

プロセスに対し、Ｎ－オキシ系触媒を適用していくため、現状の触媒活性・選択

性の向上、触媒の安定性・寿命の改善、触媒分離プロセスの効率化等を開発する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（１１）エネルギー使用合理化繊維関連次世代技術開発 

①概要 

製造エネルギーの低減を図ることができる革新的な繊維製品製造技術の開発や、

使用することでエネルギー消費の低減が可能となる新たな繊維製品を開発。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、以下の開発を行う。 

①炭素繊維製造エネルギー低減技術の研究開発 

②廃棄衣料のリサイクル技術及び高付加価値商品の開発 

③排水処理における余剰汚泥の減容化技術開発 

④次世代資材用繊維の開発 

⑤ポリエチレンテレフタレート製造エネルギー低減技術の開発 

⑥ＶＯＣ含有廃棄物の溶剤回収及び再利用処理技術の開発 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

（１２）無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

所用動力が少なく、汚泥発生も少ない嫌気性処理の利点と、良好な水質が得ら

れる好気性処理の利点の双方の特長を生かし、かつ双方の欠点を克服した、省エ

ネルギー性に優れた廃水処理技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 



２００８年度までに、既存技術で廃水処理を行った際に発生する汚泥量の７

０％削減を実現し、廃水処理に要するエネルギーの７０％削減を実現する廃水処

理システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１３）高効率ガスタービン実用化技術開発 

①概要 

省エネルギー及びＣＯ２削減の観点から電力産業用高効率ガスタービンの実用

化を目指し、大容量機（２５万ｋＷ程度（コンバインド出力４０万ｋＷ））の高効

率化（５２％→５６％）のために１７００℃級ガスタービンの実用化に必要な先

端要素技術を適用した各要素モジュールの検証等を実施する。また、小中容量機

（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％→５１％）のために有望とされている高

湿分空気利用ガスタービンの実用化に必要な多段軸流圧縮機、多缶燃焼器等の開

発を行うとともにシステムの信頼性等の検証を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

１７００℃級ガスタービン実用化技術開発：先端要素技術を活用した燃焼器、

タービン、圧縮機等各モジュールの検証等を行い、送電端熱効率５６％以上の達

成が可能なことを確認する。 

高湿分空気利用ガスタービン実用化技術開発：２０１１年までに軸流圧縮機の

３．５％（空気重量比）吸気噴霧冷却技術、低ＮＯx 燃焼技術（運用負荷帯で１

０ｐｐｍ以下）等を開発すると共に、実機に近い条件での要素機器の信頼性・耐

久性を確認する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（１４）エネルギー使用合理化高効率パルプ工程技術開発（運営費交付金） 

①概要 

紙パルプ産業では、環境に関する自主行動計画に基づき、２０１０年度までに

製品当り化石エネルギー原単位を１９９０年度比１３％削減し、ＣＯ２排出原単

位を１０％削減することを目指し、紙パルプ工程における省エネルギー対策を着

実に進めているものの、より一層の省エネルギー対策を進めるためには、技術開

発によるブレークスルーが必要となっている。紙パルプ産業は、エネルギー多消

費型産業のひとつであり、紙パルプ工程での省エネルギー対策は波及効果が大き

いことから、紙パルプ工程におけるエネルギー使用合理化に資する技術開発を提

案公募により実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

京都議定書の第１約束期間中、又は、第２約束期間中を目途として実用化に至

るような技術開発を行うことで、京都議定書の第１約束期間の目標を着実に達成

するとともに、現在、検討が行われている第２約束期間に向けた省エネルギー対

策の更なる深化を進めていく。 

③研究開発期間 



２００５年度～２０１０年度 

 

（１５）発電プラント用超高純度金属材料開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１６）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１７）噴流床石炭ガス化発電プラント開発（４－Ⅴ－ⅳ参照） 

（１８）石油精製高度機能融合技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（１）カーボンナノチューブキャパシタ開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

従来の活性炭電極では不可能な高出力かつ高エネルギー密度の電気二重層キャ

パシタを実現するため、高度に配向した長尺の単層カーボンナノチューブの大量

合成技術を開発するとともに、これを用いたキャパシタ電極の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、単層カーボンナノチューブの高度配向技術及び大量生産

技術を確立するとともに、キャパシタ製造技術を確立することで、２０Ｗｈ/Ｋｇ

の高エネルギー密度と耐久性を有する電気二重層キャパシタを開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（２）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（３）高温超電導電力ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅳ参照） 

（４）固体酸化物形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（１２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ

－ⅴ参照） 

（１３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展に

より、ネットワークを流れるデータ量が大幅に増加する中で、ＩＴ機器による消

費電力量の大幅な増大に対応し、環境調和型ＩＴ社会の構築を図るため、個別の

デバイスや機器に加え、ネットワーク全体での革新的な省エネルギー技術の開発

を行う。 



②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までに、ＩＴ機器・システムのエネルギー消費効率を２倍に向上

させる基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ネットワークで

伝送されるデータ量の爆発的増加に伴い、関連機器の消費エネルギーが増大して

いる中で、ネットワーク全体の消費電力量を抑制することが喫緊の課題であり、

消費エネルギーの低減に大きく貢献するルータ・スイッチの高速化のための研究

開発を実施するとともに、機器そのものの消費エネルギーを低減するための研究

開発を実施する。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、１チャンネルあたり４０Ｇｂｐｓ超の通信速度に対応す

るトラフィック計測・分析・管理技術や４０Ｇｂｐｓのインターフェース、さら

なる通信速度向上（１００Ｇｂｐｓ超）を実現するハードウェア技術、ＳＦＱ（単

一磁束量子）スイッチに関する実現を可能とするための基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、蛍光灯に代わる

高効率照明として有機ＥＬ発光機構を用いるための技術開発課題（発光効率、演

色性、面均一性、生産コスト）等を明らかにし、それをブレークスルーしうる技

術シーズを抽出する。 

②技術目標及び達成時期 



２００９年までに現在一般に普及している蛍光灯照明に代わる高効率照明とし

ての必要スペックを達成するとともに、次世代照明として同じく期待されている

ＬＥＤとの差別化要素を技術的に達成し、大面積／高スループット／低コストで

量産するプロセス技術を開発する。また、現在蛍光灯の間接・拡散照明が用いら

れている照明機器を代替する有機ＥＬ照明を実用的なコストで製造できる技術を

確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

①概要 

住宅やビルなどの冷暖房における大幅な省エネを実現する画期的な断熱性能を

示す壁および窓材料を、セラミックスのナノ多孔体構造やナノ羽毛状構造および

セラミックス・ポリマー複合化構造などからなるマルチセラミックス膜アセンブ

リ技術によって開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、熱貫流率（熱の伝わりやすさ）が０．３Ｗ／ｍ2K 以下、

壁厚さ１０ｍｍ程度の超断熱壁材料および熱貫流率が０．４Ｗ／ｍ2K 以下、光（可

視光）透過率が６５％以上（Ｌｏｗ－Ｅガラス使用）、ヘイズ率が１％以下の超断

熱窓材料を実現する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から、製造工程等の省エネルギー化を

実現するために行う。従来、表示デバイスの製造には、真空蒸着と高温下での焼

成と、それに伴う排ガス排水処理が必須であった。これを、ロールｔｏロール方

式に代替することで常圧、常温下での製造を実現し、フレキシブルな薄型ディス

プレイを効率よく製造する。そのために、有機 TFT 材料およびコンタクトプリン

ト技術等を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００９年度までに、実用化に向けた実証のための巻き取り方式ディスプレイ

のプロトタイプを試作する。またフレキシブルデバイス材料開発に貢献する部材

ならびに薄膜複合化技術を開発し、これらをパネル化するための実用化技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、近接場光の原



理・効果を応用した低損失オプティカル新機能部材技術を開発し、実用化の目処

を得ることを目的とする。動作原理に近接場光を用いるオプティカル新機能部材

は、従来の材料特性のみに依存した光学部品では不可能な機能・性能を発揮し、

液晶プロジェクター・液晶ディスプレイなど情報家電の省エネルギー、高性能・

高信頼化を図る上でのキーデバイスとなることが期待できる。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、共通基盤技術として、ナノ構造部材の設計・作製・評価

技術を開発するとともに、ナノ構造部材に発現する近接場光の機能を動作原理と

する低損失オプティカル新機能部材を検討し機能を確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（８）高環境創造高効率住宅用ＶＯＣセンサ等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅における換

気負荷を最小化することによって省エネルギーを達成するため、ＶＯＣセンサ及

びモニタリング併用型換気システム等を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＶＯＣに対して高選択性・高感度性・即応性を有するＶ

ＯＣセンサ及びＶＯＣセンサを用いたモニタリング併用型換気システム等を開発

する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００８年度 

 

（９）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の

約５０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用い

ることで、①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②

高強度化、非溶接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化

等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連

法規への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能

となり、我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全

社会の実現に寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない

建築物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔

剛混合構造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの

建築物のメインフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研

究開発目標は以下の通りである。 

・震度７弾性新構造システム開発 



・高強度部材の製造技術開発 

・超高強度接合部品開発 

・高強度部材の接合技術開発 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（１０）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ガラス材料に関

する精密モールド技術を確立し、機能性の高い光波制御素子を低コストで生産で

きるプロセス技術を開発することで部材の小型化・高機能化を図りつつ、省エネ

を実現する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までにサブ波長レベルの微細構造をガラス表面にモールド成形す

る技術を実現し、実装可能な具体的なデバイスを作製する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（１）エネルギーＩＴＳ（運営費交付金） 

①概要 

平成１９年５月の「次世代自動車・燃料イニシアティブ」に基づき、運輸部門

のエネルギー消費効率改善のため、自動運転・隊列走行技術、高度交通流制御技

術等の省エネルギーに資するＩＴＳ 技術の開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１２年度までにプローブ情報を利用した信号制御機能の実用化を図るとと

もに、２０２０年代に実用化が見通せる運転制御、隊列走行の基盤技術の確立を

目指す。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 
 

（２）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大気環境・地球温暖化・エネルギー問題の同時解決に向けて、次世代の低公害

車の技術開発を実施する。 

特に、都市間の輸送に用いられる「都市間トラック・バス」を中心とした分野

における要素技術の開発を自動車技術・燃料技術の両面から実施していく。 

②技術目標及び達成時期 

平成２０年度において、都市間の輸送に用いられる「都市間バス・トラック」

を中心とした分野における次世代低公害車の要素技術を確立する。具体的には、

以下のとおり。 

・燃費向上率 



貨物車 現行基準値に対して１０％ 

乗用車 ２０１５年基準値に対して２０％ 

・排出ガス 

貨物車 ＮＯｘ：ディーゼル重量車のポスト新長期（挑戦目標）規制値 

ＰＭ：ディーゼル重量車のポスト新長期規制値 

乗用車 ＮＯｘ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

ＰＭ：ガソリン車のポスト新長期規制値 

③研究開発時期 

２００４年度～２００８年度 
 

（３）サステナブルハイパーコンポジット技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

炭素繊維複合材料は、軽量、高強度等の優れた特性を有している。従来の熱硬

化性樹脂を用いた炭素繊維複合材料では成形性・加工性に乏しくリサイクルが困

難であったため、熱可塑性樹脂を用いた炭素繊維複合材料（ＣＦＲＰ）の開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、炭素繊維と熱可塑性樹脂との中間基材を開発し、熱可塑

性ＣＦＲＰ加工技術を開発する。 

③研究開発時期 

２００８年度～２０１２年度 

 

（４）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代航空機用） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車

両等の輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先

進金属材料について部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によ

りエネルギー使用効率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の

開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工

技術を確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性

に優れた複合材料を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１２年度 

 

（５）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用

効率を大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発

にとって重要な要素技術の研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 



２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒

音、ＮＯｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、

高バイパス比化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（６）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 
①概要 

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範

囲を拡大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術

や、耐雷対策の低コスト化技術等の研究開発・実証を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、従来の方法に比べ低コストであり、曲率の大きな部位の

成形も行うことができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術

や、炭素繊維複合材を用いた製品の耐雷性能を低コストで確保する技術の研究開

発・実証を行う。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１３年度 

 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（１）パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーを

進めるために、シリコンよりも材料特性に優れたワイドギャップ半導体デバイス

を用いた高効率インバータ等の実用パワーエレクトロニクス機器システムの基盤

技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ワイドギャップ半導体デバイスを用いた高効率インバー

タ等の実用パワーエレクトロニクス技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（２）ナノエレクトロニクス半導体新材料・新構造技術開発 －うち窒化物系化合物

半導体基板・エピタキシャル成長技術の開発（運営費交付金） 

①概要 

窒化物系化合物半導体は日本が強みを有し、パワーデバイス、高周波デバイス、

発光デバイス等、今後のＩＴ社会を支えとなることを期待されている分野である。

しかし、既存のバルク単結晶基板成長技術やエピタキシャル成長技術では、従来

の半導体では実現できない領域で動作可能なハイパワー、超高効率デバイス性能

を十分に引き出すには至っていない。 



これを突破するため、大学あるいは研究所を拠点に材料メーカー、デバイスメ

ーカー、装置メーカー等が相互連携して、窒化物半導体の結晶欠陥低減技術やナ

ノ構造作製技術等の革新を図り、これらデバイスの飛躍的な性能向上と消費電力

削減の実現を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、次世代窒化物系半導体デバイスを実現する以下結晶作製

技術を開発する。 

・ 基板技術（ＧａＮ、ＡｌＮバルク結晶作製技術） 

 口径２～４インチで高品質エピ成膜を可能とする低コストの単結晶基板作
製技術の確立。 

・ エピ技術（エピタキシャル成膜及び計測評価技術） 

 低欠陥高品質エピ層を実現する成膜技術及び膜成長過程を計測評価する技
術の確立。 

 高出力かつ高安定動作可能なエピ層の実現 
 高耐圧超高速な新しいデバイス構造の開発 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）次世代低消費電力半導体基盤技術開発（ＭＩＲＡＩ）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード（微細化レベル）４５ｎｍ以細の次世代低

消費電力半導体を実現するため、微細加工の基盤技術やマスク（半導体素子製造

過程で用いる原板）の低コスト化・製造時間短縮に必要な基盤技術の開発等を行

う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、マスク設計・描画・検査の各工程に共通的なマスクデー

タ処理技術、繰り返しパターンやパターン重要度を利用した描画・検査高速化技

術等の基本的な開発及びＥＵＶＬマスク基盤技術として、許容欠陥の指標明確化、

ブランクスの位相欠陥検査技術の確立等を完了する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１０年度 

 

（４）半導体アプリケーションチッププロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、情報通信機器、特に、情報家電の低消費電力化を実現できる半

導体アプリケーションチップ技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、情報家電の低消費電力化を実現できるアプリケーション



チップ技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００３年度～２００９年度 

 

（５）次世代高度部材開発評価基盤の開発（ＣＡＳＭＡＴ２）（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものである。半導体産業分野

で、集積回路の消費電力低減に必要な配線形成用各種材料等の開発のネックとな

っているナノレベルでの材料間の相互影響を評価可能な統合部材開発支援ツール

を開発する。これにより、集積回路の種類やデザインルールに応じて、配線形成

用各種材料とプロセスの最適な組み合わせの提案技術（統合的材料ソリューショ

ン提案技術）を確立する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、半導体材料開発に貢献する材料評価基盤を構築するとと

もに、上記の統合的材料ソリューション提案技術を確立する。また、本プロジェ

クトを通して得られた基礎データ等については、プロジェクト実施期間中にデー

タを体系的に整理し、幅広く社会に提供を図る。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（６）次世代プロセスフレンドリー設計技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、ＩＴ化の進展、

ＩＴ利活用の高度化を支え、あらゆる機器に組み込まれている半導体の低消費電

力化を図るため、テクノロジーノード４５ｎｍ以降の半導体に対応するＳｏＣ(Ｓ

ｙｓｔｅｍ ｏｎ Ｃｈｉｐ)設計技術を開発する。具体的には、テクノロジーノー

ド４５ｎｍ以細の半導体の共通設計基盤技術開発として、ＤＦＭ（Ｄｅｓｉｇｎ 

Ｆｏｒ Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｉｎｇ）基盤技術を中核とした設計及び製造の全体

最適を確保する全く新しいＳｏＣ製造フローを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

テクノロジーノード４５ｎｍ以細のＳｏＣ開発において製造性を考慮した共

通設計基盤技術を確立し、システムＬＳＩデバイスの省エネルギーを実現すると

ともに、設計生産性を従来予想に比べ２倍にすることを目標とする。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（１）希少金属等高効率回収システム開発 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている



ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・ 従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現（省

エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・ 廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上（イ

ンジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％タンタ

ル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース ０％→８０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤） 

①概要 

国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、次世代の

衛星技術として期待されている、準天頂衛星システム※（移動中の利用者等に対

し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置情報等の提供を可能にす

る新システム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強化にも直結する衛星の

軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロジェクトの一部につい

ては、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門のエネルギー消費を抑制

すべく、航空機、自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化にも資する複

合材料製造設計のための基盤技術を確立するためのものであり、エネルギー需給

構造の高度化を図る観点から行うものである。 

※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常

に天頂付近に最低１つの衛星を位置させるシステム。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競

争力強化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００３年度～２０１０年度 

 

（３）高効率重金属処理剤研究開発 

①概要 

重金属等によって汚染された土壌、飛灰、ばいじん、排水・廃液等を安全かつ

経済的に処理する技術開発として、少量の使用で重金属等を安定的かつ効率的に

捕捉できる複合金属汚染土壌のオンサイト処理に適した高性能の無機系重金属等

処理剤及び自然環境への負荷が少ない新規有機系処理剤を開発する。 

②技術的目標及び達成時期 

２００８年度までに、飛灰における金属選択性が高く安価な重金属等処理・回

収剤及び排水中における亜鉛や６価セレンなどを処理できる重金属等処理剤を開

発する。 



③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

４－Ⅱ－ⅰ．共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

４－Ⅱ－ⅱ．バイオマス由来燃料 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（２）Ｅ３地域流通スタンダードモデル（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（３）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参照） 

（４）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅳ参

照） 

４－Ⅱ－ⅲ．ＧＴＬ等の合成液体燃料 

（１）革新的次世代低公害車総合技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅳ参照） 

（２）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

（３）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅱ参

照） 

４－Ⅱ－ⅳ．燃料電池自動車および水素関連技術 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ参照） 

（４）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

４－Ⅱ－ⅴ．電気自動車 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

４－Ⅲ－ⅰ．共通 

（１）新エネルギー技術研究開発（運営費交付金） 

① 概要 
新エネルギーの自立的普及に向けて、太陽光、風力、バイオマスなど新エネル

ギー分野でのイノベーションを促進すべく、高効率かつ低コストを目指した先進

的技術開発を実施する。具体的には以下の研究開発を実施する。 

Ａ．革新的な太陽電池の開発を実施する研究拠点を形成し、海外との研究協力等を

行いながら、超長期の視野に立って、飛躍的な性能向上を目指した太陽光発電技

術の開発を推進する。（革新型太陽電池国際研究拠点整備事業） 

Ｂ．中長期的に、より一層の高効率化と低コスト化を目指して、革新的な材料、構

造等を採用した太陽光発電技術の開発を推進する。（太陽光発電システム未来技

術研究開発） 



Ｃ．２０２０年の目標発電コスト１４円／ｋＷｈおよび太陽光発電システムの大幅

な効率向上を実現すべく、未来技術研究開発などで得られた要素技術開発の成果

の内、実用化が期待できる太陽電池作製に係る技術について課題を設定し早期実

用化を助成する。（太陽光発電システム実用化促進技術開発） 

Ｄ．電力供給源としての太陽光発電の信頼性を確立し、今後の太陽光発電システム

の円滑な普及促進を図るため、太陽光発電システムの大量普及時に不可欠な性能

評価技術やリサイクル・リユース技術等システムの共通基盤技術に係る研究等を

実施する。（太陽光発電システム共通基盤技術研究開発） 

Ｅ．ＰＶシステムの普及拡大のため、「集中連系型太陽光発電システム実証研究」

の設備を有効利用しながら、認証制度にも資する複数台連系に係わる試験方法を

確立する。（単独運転検出装置の複数台連系試験技術開発研究） 

Ｆ．風力発電技術の国際的な動向を把握しつつ、我が国の複雑地形における風力発

電利用上の各種課題を克服するための基礎から応用までの技術について研究開

発を行う。具体的には我が国の厳しい風特性を反映した風特性モデルの確立及び

高々度風況観測を簡便に行うためのリモートセンシング技術の精度検証・評価を

行う。 

また、全国規模での落雷電流計測、落雷様相観測による雷特性の把握、落雷特

性・落雷保護対策と被害実態との相関把握、上記を踏まえた効果的な落雷保護対

策の検討及び実機規模での実雷による保護対策検証等を実施し、高精度落雷リス

クマップを作成するとともに、風力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対

策を策定する。（次世代風力発電技術研究開発事業） 

Ｇ．我が国特有の海上特性や気象・海象条件を把握し、これらの自然条件に適した

洋上風況観測法や風力発電システムに関する技術開発とその実証を行なうと共

に、環境影響評価システム手法を確立する。（洋上風力発電技術研究開発） 

Ｈ．バイオマスのエネルギー利用の促進を図るためには、発生地域が分散し、形状・

性状が多種多様にわたるバイオマス資源を利用しやすい形態の有用エネルギー

へ効率的に転換できる技術を開発する。（バイオマスエネルギー等高効率転換技

術開発） 

Ｉ．世界的にもベンチャー企業による太陽光発電、新型風力発電、燃料電池、バイ

オ燃料分野におけるイノベーション活動が活発化していることを踏まえ、詳細目

標設定・多段階選抜形の米国ＳＢＩＲ制度を参考に特定のキーテクノロジーに対

するベンチャーのチャレンジを強力に支援する。（新エネルギーベンチャー技術

革新事業） 

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．２０５０年までに「変換効率が４０％超」かつ「発電コストが汎用電力料金並

み（７円/ｋＷｈ）」の太陽電池を実用化することを目指した研究開発の中で、変

換効率４０％超の実現に向けた技術の基礎・探索研究段階と位置づけて研究開発

を実施する。 

Ｂ．２０２０年頃に業務用電力料金並の発電コスト（１４円／ｋＷｈ、モジュール

製造原価として７５円／Ｗ程度）、２０３０年頃に火力発電の発電コスト（７円

／ｋＷｈ、モジュール製造原価として５０円／Ｗ程度）の実現に向けた中・長期

的な技術開発を行う。 



Ｃ．２０１５年に向けて市場競争力を備えた本格生産・商用化を目指す。 

Ｄ．２０２０年度の技術開発目標である発電コスト１４円／ｋＷｈを目指し、中期

的な視点での太陽光発電の普及拡大に資する。 

Ｅ．２００９年度末までに、電力系統側が受け入れ可能な、導入台数の制限のない

能動型単独運転検出装置の試験方法を確立する。 

Ｆ．２０１２年度までに、風力発電の基礎から応用までの技術について、国際的な

動向を把握しつつ、我が国特有の気象・地形に起因する各種問題（風車耐久性等）

を克服するための研究開発を行って、我が国の風車産業の振興に資するとともに、

ＩＥＡ ＲＤ＆Ｄ ＷＩＮＤなどの最先端の国際的風力発電共同研究に研究成果

を反映させる。 

また、２０１２年度までに、高精度落雷リスクマップを作成するとともに、風

力発電設備へのより効果的な落雷等に対する対策を策定する。 

Ｇ．２０１３年度までに、我が国の海象・気象条件に適した、洋上風況観測システ

ム、洋上風力発電システム及び環境影響評価の手法等の技術を確立する。 

Ｈ．２００４年度より、バイオマスエネルギー転換プロセスにおける各工程のボト

ルネックを抽出し、２００８年度までに開発が完了するよう、それぞれのボトル

ネックをブレークスルーする要素技術開発を提案公募方式により実施する。更に、

２００５年度より２００９年度まで、バイオマスのエネルギー転換・利用技術等

の分野において２０３０年の普及を目指した新規な革新的技術を発掘するため

の先導技術研究開発を提案公募方式により実施する。 

Ｉ．潜在的なオプションの顕在化や関連産業分野の技術開発による技術革新により、

新エネルギー導入促進技術オプションの多様化と経済性の向上に寄与する。 

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（２）新エネルギー技術フィールドテスト事業（運営費交付金） 

① 概要 
２０１０年度の新エネルギー導入目標達成に向け、新技術を活用した太陽光発

電及び太陽熱利用システムの有効性の検証、バイオマス熱利用システムの性能・

経済性等の検証、風車立地に必要な高所の風況データの収集・解析など総合的な

新エネルギーフィールドテストを実施する。具体的には以下のフィールドテスト

を実施する。 

Ａ．新技術を活用した太陽光発電システム等を設置し、出力特性等の情報収集及び

分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガイドラインの策定等によ

り広く情報発信を行う。（太陽光発電新技術等フィールドテスト事業） 

Ｂ．新利用形態の太陽熱利用システムや未利用分野においてシステムを設置し、出

力特性等の情報収集及び分析を行うことで、その有効性を確認するとともに、ガ

イドラインの策定等により広く情報発信を行う。（太陽熱高度利用システムフィ

ールドテスト事業） 

Ｃ．広く薄く賦存するバイオマスを、民間企業や研究機関等において研究開発が終

了段階をむかえた高効率に熱利用できるシステムを設置し、設置場所の熱需要に

合わせたフィールドテストを実施することにより、実運転におけるバイオマス熱



利用転換システムとしての課題抽出、解決を行い、早期実用化を図り、バイオマ

スエネルギーの導入促進を行う。（地域バイオマス熱利用フィールドテスト事

業） 

Ｄ．風力発電の導入目標（２０１０年度３００万ｋＷ）を達成するため、共同研究

事業者と大型風車の導入普及に必要な高所の風況データの収集・解析・評価を行

い、公開する。（風力発電フィールドテスト事業）  

② 技術目標及び達成時期 
Ａ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度、

２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｂ．設置システムについて、２００７年度に策定したガイドラインを２００９年度

に改訂する。また、２０１２年度及び２０１５年度に見直し改訂する。 

Ｃ．一定レベルまで確立されたバイオマス熱利用技術について、性能や経済性等の

状況・データを収集・分析し、熱利用システムの有効性を実証するとともに、こ

れらの結果を公表することで汎用性の高い熱利用システムの確立し、２０１０年

度のバイオマス熱利用の導入目標（３０８万ＫＬ）達成を目指す 

Ｄ．２０１０年度までに、高所の風況データの解析・評価を行い、導入普及に有用

な資料の取りまとめを行い、これらの結果を風力発電事業者、研究機関や風力発

電事業を計画している各種団体等に公開することにより、風力発電導入の素地を

形成し、風力発電の導入を拡大する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（３）イノベーション実用化補助金（運営費交付金） 

① 概要 
科学技術基本計画における戦略的技術領域・課題にかかる技術課題等で石油代

替エネルギーの製造・生成・利用に資する実用化開発を行う民間企業に対し助成

支援する。  

② 技術目標及び達成時期 
助成事業終了後３年以上を経過した時点で２５％の実用化達成率。加えて、知

的資産経営の方針に対する審査時の評価を通じて、「技術等の知的資産を活かす

経営の下で収益拡大を図る（技術を経営、収益につなげる）」意識を普及させる。 

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

（４）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

① 概要 
産業界や社会のニーズに応える石油代替技術のシーズの発掘とその育成、並び

に、石油代替技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目的のため、

産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立行政法人の

若手研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって石油代替

効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人を特定して

助成金を交付する。  



② 技術目標及び達成時期 
独創性のある若手研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する

競争的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用

化が有望な革新的石油代替技術の研究開発を促進する。本事業では革新的石油代

替技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率を１

００％とすることを目標とするとともに、石油代替技術に関する次世代の研究リ

ーダーの育成を図る。  

③ 研究開発期間 
２０００年度～ 

 

４－Ⅲ－ⅱ．太陽・風力 

（１）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

① 概要 
新たな電力供給方式として地上において様々な用途への応用が見込まれ、また、

長期的には将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システ

ムの中核的技術として応用可能な太陽光発電無線送受電技術を確立するため、安

全性等を確保しつつ、太陽エネルギーを効率良く伝送するための要素技術等につ

いて研究開発を行う。 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに高効率半導体増幅回路の開発、複数フェーズドアレイパネ

ルの統合による精密ビーム制御技術の開発、高効率受電整流回路の開発を目指す

ことにより、無線送受電技術の高効率化を図る。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度 

 

４－Ⅲ－ⅲ．電力系統制御・電力貯蔵 

（１）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（２）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅳ－ⅴ参照） 

（３）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金）（４－Ⅳ－

ⅴ参照） 

 

４－Ⅲ－ⅳ．バイオマス・廃棄物・地熱等 

（１）Ｅ３地域流通スタンダードモデル創成事業（運営費交付金） 

① 概要 
離島(全域)におけるエタノール３％混合ガソリン（Ｅ３）の製造から給油まで

の大規模なフィールドテストを通じ、Ｅ３利用に関する社会システムモデルの構

築と一般社会へ適用する際の技術課題の抽出を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年の｢京都議定書目標達成計画｣の導入目標（５０万ｋｌ）に資するた

め、２００９年度にＥ３利用の社会モデルを構築し、２０１１年度までにその検

証を行う。  

③ 研究開発期間 



２００７年度～２０１１年度 

 

（２）バイオマス等未活用エネルギー実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
地域に賦存する未活用な資源であるバイオマスをエネルギーとして有効活用す

るため、溶融ガス化等熱化学的変換技術による燃料化システムやメタンガス等生

物化学的変換技術による燃料化システム等の実証試験事業、事業可能性調査等を

実施し、利用ノウハウ等を蓄積、本格的なバイオマス等エネルギーの導入を推進

する。 

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、バイオマス等の種別やエネルギー変換手法、更には地域

特性を加味した一連のエネルギー転換システム毎のフィージビリティスタディや

試験設備の設置により、バイオマス等の運搬・収集、エネルギー転換及びエネル

ギー利用に係るデータの収集、分析、評価を実施し、その結果をフィードバック

することによって本格的なバイオマス等エネルギーの導入を目指す。  

③ 研究開発期間 
２００１年度～２００９年度 

 

（３）バイオマスエネルギー地域システム化実験事業（運営費交付金） 

① 概要 
バイオマスエネルギーの資源収集・運搬、転換、残渣処理、利用までの一連の

利活用システムについての、各要素の連携の最適化を図るための実証を実施する

ことによって、地域特性に適合した地域主導によるバイオマスの地産地消・地域

循環型の先導的モデルシステムを構築することによりバイオマスエネルギーの導

入を促進する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、国内バイオマス資源の安定的かつ経済的な供給システム、

最適なエネルギー転換技術、エネルギー転換後に発生する残渣の処理等の一連の

地産地消型エネルギー転換システムについて、ノウハウ蓄積、課題抽出及びその

対策方法の策定、技術確立を行う。また、ここで確立されたバイオマスエネルギ

ーシステムは他地域への波及を先導する事例となることを目標とする。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅲ－ⅴ．燃料電池 

（１）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
自動車用、家庭・業務用等に利用される固体高分子形燃料電池（ＰＥＦＣ）の

実用化・普及に向け、要素技術、システム化技術及び次世代技術等の開発を行う

とともに、共通的な課題解決に向けた研究開発の体制の構築を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、固体高分子形燃料電池の経済性・耐久性の向上や高性能



化のための技術開発を行い、燃料電池の普及段階へ向けて必要な基本的技術を確

立する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（２）燃料電池先端科学研究（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の基本的反応メカニズムについての根本的な理解を深めるために、高

度な科学的知見を要する現象解析及びそのための研究体制の整備を行い、現状の

技術開発における壁を打破するための知見を蓄積する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、燃料電池内における反応機構を電気化学（電極触媒反応、

イオン移動、分子移動等）及び材料化学（溶解・腐食反応、錯形成反応、ラジカ

ル反応、固相内拡散等）の観点から解明する。また、燃料電池新技術の性能を適

切に評価・実証するための基本システムを構築する。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（３）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
ユビキタス社会に対応する燃料電池の実用化・普及拡大を図るため、小型可搬

電源となり得る小出力燃料電池等の安全性確保等を目的とする基準・標準化研究

開発及び燃料電池の用途開拓のための技術開発を行う。  

 

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年までに、燃料電池の新利用形態、使用環境の拡がり等を考慮した高

出力特性等の性能特性向上によって必要となる燃料容器等の周辺機器を含めたシ

ステムの安全・環境基準の設定・標準化、規制緩和に資する試験データの取得、

試験方法の開発及びこれらの規格・標準化に準じた新利用携帯用燃料電池技術を

開発する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

（４）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金） 

① 概要 
高耐久性の水素透過型メンブレン（膜）を開発し、家庭用ＬＰガス供給システ

ムから高純度の水素を供給可能な高効率ＬＰガス改質装置を開発する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、家庭用ＬＰガス供給システムから燃料電池へ高純度の水

素を供給する高効率かつ低コストでコンパクトなメンブレン型ＬＰガス改質装置

を開発する。  

③ 研究開発期間 



２００６年度～２００８年度 

 

（５）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
固体酸化物形燃料電池(ＳＯＦＣ)は発電効率が高く、分散型電源として期待さ

れるが、実用化・普及のためには耐久性・信頼性向上、低コスト化等の課題を解

決することが必要であり、材料開発や劣化要因解明など基盤的な要素技術の研究

を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、①耐久性・信頼性の向上のための劣化要因解明等の基礎

研究、②低コスト化のための材料等や高出力セルスタックの開発、③起動停止対

応等の実用性向上のための技術開発を実施する。 

③ 研究開発期間 
２００８年度～２０１２年度 

 

（６）セラミックリアクター開発（運営費交付金） 

① 概要 
電気化学的に物質やエネルギーを高効率で変換する次世代型セラミックリアク

ターの実現のため、低温作動と急速作動停止を可能とする材料の開発とミクロセ

ルの集積構造化技術等の開発を行う。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、新電解質材料の適用や電極反応の高効率化等による、低

温作動時(６５０℃以下)での出力性能を向上させる材料技術と共に、ミクロセル

の集積構造化や精緻なインターフェース構築のための製造プロセス技術を開発。

そして、これらの技術を統合することにより、次世代型セラミックリアクターと

してのプロトタイプモジュール実証（出力性能２ｋＷ／㍑等）を行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（７）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金） 

① 概要 
水素の製造･輸送・貯蔵等に係る機器やシステムについて、性能・信頼性･耐久

性の向上や低コスト化を目指す水素利用技術の研究開発を行い、水素社会の実現

に必要な基盤技術の確立を図る｡  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素製造・貯蔵・輸送・充填に関する機器やシステムの

信頼性・耐久性向上、低コスト化、性能向上等実用化検証や要素技術開発、及び

当該技術を飛躍的に進展させることができる革新的技術開発や調査研究などを行

い、その成果を産業界に提供することにより、水素エネルギー初期導入間近の関

連機器製造・普及技術として完成させ、水素社会の真の実現に必要な基盤技術の

確立を図る。  

③ 研究開発期間 



２００８年度～２０１２年度 

 

（８）水素貯蔵材料先端基盤研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
世界トップ水準の優れた研究者を中核に、国内外の研究機関・企業のバーチャ

ルな連携の下、高圧水素貯蔵に比べよりコンパクトかつ効率的な水素貯蔵を可能

とする水素貯蔵材料の性能向上に必要な条件等を明らかにすることにより、燃料

電池自動車の航続距離の飛躍的向上を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１１年度までに、水素貯蔵材料の基本原理、さらには水素貯蔵能力の革新

的向上に必要な条件を明らかにすることにより、水素をより安全・簡便・効率的

かつ低コストに輸送・貯蔵するための技術基盤を確立する。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１１年度 

 

（９）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金） 

① 概要 
水素の輸送や貯蔵に必須な材料に関し、水素脆化等の基本原理の解明及び対策

の検討を中心とした高度な科学的知見を要する先端的研究を、国内外の研究者を

結集し行うことにより、水素をより安全・簡便に利用するための技術基盤を確立

する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、水素脆化、水素トライボロジーの基本原理の解明及び対

策の検討等を行い、水素をより安全・簡便に利用するための技術指針を産業界に

提供する。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１２年度 

 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金） 

① 概要 
燃料電池の導入・普及に資する基盤整備のため、製品性能の試験・評価手法及

び国内外の基準・標準の確立を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２００９年度を目途に、安全性等に係るデータを取得し、そのデータを基に試

験・評価手法の確立、国際標準の確立、規制の再点検を三位一体で進める。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００９年度 

 

（１１）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金） 

① 概要 
発電効率が高く、分散型電源として期待される固体酸化物形燃料電池（ＳＯＦ

Ｃ）の研究開発・実用化の促進のため、耐久性を始めとしたデータの取得・課題



抽出等のための実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、ＳＯＦＣシステムの実証試験を数十～数百台規模で実施

し、蓄積が不足している耐久性を始めとした実証データの取得・課題抽出等を行

い、ＳＯＦＣ技術開発等へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００７年度～２０１０年度 

 

（１２）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金） 

① 概要 
定置用燃料電池コージェネレーションシステムの実用化開発を支援するため、

量産技術の確立と実用段階に必要なデータ収集を行う大規模実証を実施する。  

② 技術目標及び達成時期 
２００８年度までに、定置用燃料電池を大規模かつ広域的に設置し、実使用条

件下における耐久性等の運転データを取得・分析、コストダウンに向けた課題抽

出を行い、製品改良へのフィードバックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００５年度～２００８年度 

 

（１３）燃料電池システム等実証研究 

① 概要 
実条件に近い中での燃料電池自動車等の実証走行や、高圧水素貯蔵システム、

多角的な燃料供給システムの検証を進め、水素エネルギー社会における水素利用

の課題等を抽出するとともに、燃料電池・水素に対する国民的理解の醸成を図る。  

② 技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、実使用条件下における技術的課題を抽出するとともに、

環境特性、エネルギー総合効率、安全性、耐久性等に関する基準・標準に資する

データを取得し、燃料電池自動車、水素ステーションの研究開発等へのフィード

バックを行う。  

③ 研究開発期間 
２００６年度～２０１０年度 

 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

４－Ⅳ－ⅰ．軽水炉・軽水炉核燃料サイクル 

＜新型軽水炉＞ 

（１）次世代軽水炉等技術開発 

①概要 
２０３０年前後に見込まれる大規模な代替炉建設需要に対応するため、安全

性・経済性、信頼性等に優れ、世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発を

行 
②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、次世代軽水炉の実現に必要となる要素技術開発等及びプ



ラント概念の成立性について見通しを得るための概念設計検討を行う。 

③研究開発期間 
２００８年度～２０１０年度（見直し） 

 
＜プルサーマルの推進＞ 
（２）全炉心混合酸化物燃料原子炉施設技術開発 

①概要 

プルサーマルが当面のプルトニウム利用策として期待されていることを踏まえ、

既存の軽水炉に比べ約３倍のプルトニウムを装荷することができる全炉心混合酸

化物燃料原子炉に必要な技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、原子炉の開発に必要な設計、解析、試験等を行い、全炉

心混合酸化物燃料原子炉技術を確立する。 

③研究開発期間 

１９９６年度～２０１１年度 

 
＜軽水炉サイクルから高速増殖炉サイクルへの円滑な移行のための技術開発＞ 
（３）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発 
①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携し、

「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。そのなかで、次世代再処理工場

から発生する高線量回収ウラン等を既存軽水炉燃料製造施設で取扱可能とする、次

世代再処理工場と調和可能な回収ウラン等の除染技術について、調査・基礎試験等を

行い、商業的に利用可能な除染技術候補の検討等を実施する。選定された技術につ

いては、プロセス試験等を実施する。 

②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、回収ウラン等の除染プロセスの候補技術の洗い出し及び

候補プロセス技術の基礎試験を終了し、次世代再処理技術との適合性の検証を行

い、プロセス試験を実施すべき除染プロセス技術を選定する。 
また、２０１５年までに、選定した除染プロセス技術について工学化規模での

プロセス試験を行い、商業的に利用可能な転換前高除染技術としての実効性を検

証する。 
③研究開発期間 
２００７年度～２０１５年度 

 
＜ウラン濃縮技術の高度化＞ 
（４）遠心法ウラン濃縮技術開発 
①概要 

我が国におけるウラン濃縮技術や生産能力の維持・向上のため、世界最高水準

の性能を有するなど国際的に比肩し得る経済性と性能を有する新型遠心分離機を

開発する。 
②技術目標及び達成時期 



２００９年度までに、国際役務価格＄１００／ｋｇＳＷＵ相当を目指して、現

在実用化している金属胴遠心分離機の約５倍という高い分離性能や同遠心分離器

を上回る寿命など国際的に比肩し得る技術レベルを有する新型遠心分離機の開発

を目指すとともに、最終仕様の新型遠心分離機を多数台用いたカスケード試験の

実施により商用プラントとしての信頼性を確立し、運転要領の策定を行う。 

③研究開発期間 
２００２年度～２００９年度 

 
＜回収ウラン＞ 
（５）回収ウラン利用技術開発 
①概要 

六ヶ所再処理工場で回収される回収ウランを再濃縮し、再び軽水炉で利用する

ため、濃縮施設等既存施設への影響等を把握し、転換プロセスを中心とした回収

ウラン利用技術を開発する。併せて劣化ウラン酸化固形化についても検討を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年頃までに、劣化ウランの取扱・管理の容易さや貯蔵効率を向上させ

るための劣化ウラン酸化固形化（再転換を含む）技術の研究開発を行い、同技術

に係る基礎プロセスを確立する。２０１５年度頃までに、再処理により回収され

る回収ウランの濃縮が可能な商用遠心分離機の設計を確定する。 
③研究開発期間 
２００８年度～２０１５年度 

 
＜共通基盤技術開発＞ 

（６）革新的実用原子力技術開発費 
①概要 

原子力発電及び核燃料サイクルに関する革新的かつ基盤的技術であって実用化

につながる研究開発テーマを競争的環境の下で広く提案公募方式により募集し、

将来の原子力技術の発展及び技術の多様化につながる研究開発を行う。 
なお、実施に当たっては、研究開発の特性に応じて既存技術分野、基盤技術分

野、国際協力技術分野の３分野を設け事業を実施する。 
②技術目標及び達成時期 

２０１２年まで、既存技術分野、基盤技術分野、国際協力技術分野において個

別テーマ毎に研究開発を実施する。 

なお、既存技術分野は２００８年度で終了となる。 

③研究開発期間 

２０００年～２０１０年（見直し） 
 

４－Ⅳ－ⅱ．高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル 

（１）発電用新型炉等技術開発 

①概要 

ＦＢＲ実証炉及び関連サイクル施設の早期実現を図るため、文部科学省と連携

し、「高速増殖炉サイクル実用化研究開発」を推進する。具体的には、実証炉に必



要な要素技術のうち、設計・建設段階において必要となる実プラント技術として、

格納容器設計技術、耐震性評価技術、高温材料設計技術、保守技術の試験等を実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証炉の概念設計へ反映しうる設計基準データ等の技術

的根拠を得る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）高速炉再処理回収ウラン等除染技術開発（４－Ⅳ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅳ－ⅲ．放射性廃棄物処理処分 

（１）地層処分技術開発 
①概要 
ⅰ）地層処分共通技術開発 
高レベル放射性廃棄物等の地層処分における共通的技術として、今後段階的

に進められる処分地選定の際に重要となる地質等調査技術の高度化開発を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 
高レベル放射性廃棄物処分に係る基盤技術として、人工バリア等の長期性能

評価技術、処分場操業の際のオーバーパック溶接や搬送・定置等の遠隔操作技

術の開発を行う。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 

ＴＲＵ廃棄物の地層処分に係る基盤技術として、高レベル放射性廃棄物との

併置処分の可能性も念頭に、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれる核種の閉じ込め技

術や人工バリア等の長期性能評価技術の開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）地層処分共通技術開発 

２０１１年度までに、処分地選定の初期段階で必要となる地上からの調査技

術のうち、特に沿岸域の環境や高精度での地下水評価等に係る調査評価技術の

高度化・確証を行う。 
ⅱ）高レベル放射性廃棄物関連処分技術開発 
２０１１年度までに、人工バリア等の長期性能評価技術や遠隔操作等の工学

技術について高度化を図り、幅広い地質環境に対応可能な技術選択肢と成立性

を提示する。 
ⅲ）ＴＲＵ廃棄物処分関連技術開発 

２０１１年度までに、ＴＲＵ廃棄物に固有に含まれるヨウ素１２９や炭素１

４の閉じ込め、高アルカリ環境下での人工バリアの性能評価等に関し、幅広い

地質環境に対応可能なデータ・モデルの整備と技術選択肢の提示を行う。 
③研究開発期間 
１９９８年度～２０１１年度 

 
（２）管理型処分技術開発 



ⅰ）地下空洞型処分施設性能確証試験 
①概要 

ＴＲＵ廃棄物や発電所廃棄物等の余裕深度処分において検討されている「地下

空洞型処分施設」の成立性確認のため、実規模大の空洞を利用した総合的な確証

試験を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、実規模大の空洞内にコンクリートピット等からなる地下

空洞型処分施設を構築し、施工性や初期性能の総合的な確証を行う。 
③研究開発期間 
２００６年度～２０１１年 

 
（３）放射性廃棄物共通技術開発 
①概要 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 

放射性廃棄物処分に係る国内外の最新知見の収集・分析、重要かつ基礎的な

課題の抽出並びに研究を実施し、長期に及ぶ処分事業等を支える技術基盤の拡

充を図る。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 
放射性廃棄物処分の安全評価に共通的な基盤情報として、生物圏における核

種移行プロセスを評価するため、日本の風土を反映した核種移行パラメータ・

モデルを整備する。 
②技術目標及び達成時期 
ⅰ）放射性廃棄物重要基礎技術研究調査 
２０１１年度までに、放射性廃棄物処分に共通的な重要基礎技術として、地

質環境の長期安定性評価、人工バリアや岩盤の長期挙動評価等に係る知見を整

備する。 
ⅱ）放射性核種生物圏移行評価高度化調査 
２０１１年度までに、沿岸域の環境も含めたわが国表層環境への適用とＴＲ

Ｕ廃棄物に固有の核種等を考慮した、生物圏核種移行のモデルとデータベース

を構築する。 
③研究開発期間 
２００１年度～２０１１年度 

 
４－Ⅳ－ⅳ．原子力利用推進に資する電力系統技術 
（１）イットリウム系超電導電力機器技術開発（運営費交付金） 

①概要 

世界的にも我が国が最先端の技術力を有する次世代高温超電導線材を活用し、

経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、

系統を適正に制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄な

く輸送するための高効率な送電技術の確立を目指す。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、イットリウム系超電導線材を用いたＳＭＥＳ、電力ケー



ブル、変圧器実現のための重要な技術開発を行い、各機器の成立性を実証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１２年度 

 

（２）高温超電導ケーブル実証プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

革新的な超電導送電技術を確立するため、工業生産プロセスで実用化レベルに

達している高温超電導線材を活用し、実用化のための実証試験及び評価を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、２００ＭＶＡ級の中間接続部を有した三心一括型高温超

電導ケーブルを、冷却装置や保護装置などの付帯設備とともに６６ＫＶ実系統に

接続して、１２ヶ月以上の長期連系試験を行うことによって総合的な安全性や信

頼性を実証する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 
 

４－Ⅳ－ⅴ．その他電力供給安定化技術 

（１）風力発電電力系統安定化等技術開発（運営費交付金） 

①概要 

大規模風力発電所等の普及拡大時において懸念される周波数変動等系統上の問

題対策として、蓄電システムの併設による出力安定化技術を開発し、実態に応じ

たシステム稼働データの抽出や当該システムの有効性の検証を行う。  

②技術目標及び達成時期 

長期実証運転を強いられた大容量システムの耐久性や信頼性を評価するため解

体分析調査を行うことにより、当該技術の有効性を検証するとともに、そのシス

テムを確立する。  

③研究開発期間 

２００３年度～２００８年度 

 

（２）大規模電力供給用太陽光発電系統安定化等実証事業（運営費交付金） 

①概要 

大規模太陽光発電を電力系統に連系した場合に課題となる系統安定化対策やピ

ーク対策のための技術等を開発するとともに、その有効性を実証する。 

また、国内外の先進的な次世代技術の価格性能を比較することを通じて技術開

発を加速する。  

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、下記の実証研究を行い、その有効性を確認する。 

（イ） 蓄電池等を組み合わせた出力変動抑制システムの有効性。 

（ロ） 発電出力のピーク制御（午後のピーク帯へのシフト）の有効性。 

（ハ） 大型インバータによる高調波抑制システムの有効性。 

（ニ） 国内外メーカーの太陽電池モジュールの特性比較を行い、性能、経済性等

を比較・検証。  



③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発（運営費交付金） 

①概要 

蓄電池技術は、新エネルギーの出力安定化や燃料電池自動車（ＦＣＶ）・ハイブ

リッド自動車（ＨＥＶ）・電気自動車（ＥＶ）等の高効率次世代自動車に共通する

重要なコア技術である。そこで、高性能蓄電システムに係る要素技術開発、新材

料開発及び基盤技術の開発を行う。 

Ａ．系統連系円滑化蓄電システム技術開発 

Ｂ．次世代自動車用高性能蓄電システム技術開発 

②技術目標及び達成時期 

Ａ．２０１０年度末において、寿命１０年、コスト４万円／ｋＷｈ、１ＭＷ規模

のシステムおよび要素技術の確立と２０３０年において寿命２０年、コスト１．

５万円／ｋＷｈ、２０～３０ＭＷ規模の蓄電システムを見通せる技術開発。ま

た、新エネルギー対応の充放電パターン等、基礎データの整備、大型化に伴う

安全性や寿命等の評価手法の確立。 

Ｂ．２０１１年度末において、電池開発では、０．３ｋＷｈモジュールを作製し、

重量エネルギー密度１００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２０００Ｗ／ｋｇ、寿命１０

年、コスト４万円／ｋＷｈを達成すること（条件：３ｋＷｈの組電池、１００

万台生産ベース）。電池構成材料及び電池反応制御技術の開発では重量エネル

ギー密度２００Ｗｈ／ｋｇ、出力密度２５００Ｗ／ｋｇ、コスト３万円／ｋＷ

ｈを小型単電池で達成すること（上記と同条件）。たま、電池周辺機器開発で

は、格段の高性能化、コンパクト化、低コスト化を達成すること。さらに、重

量エネルギー密度５００Ｗｈ／ｋｇを見通せる新規概念・構造の蓄電池基礎開

発の他、劣化・寿命診断法、安全性評価などの各種試験法等の開発およびそれ

ら共通基盤技術の基準・標準化。  

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）発電プラント用超高純度金属材料の開発（運営費交付金） 
①概要 

従来の金属材料と比べ耐食性、耐久性、加工性などの飛躍的な向上が期待できる超

高純度金属材料の発電プラント部材としての実用化を目指し、低コスト・量産化製造

プロセス、及び加工・溶接技術等の開発を行い、部材としての実用特性の評価・検証

を行う。 
また、実用化に向けたフィージビリティー調査を行い経済性の評価等を実施すると

ともに、材料特性に関するデータベースの整備及びそれに必要な試験研究を行う。 
②技術目標及び達成時 

２００９年までに、不純物総量１００ｐｐｍ未満、溶解量数１００ｋｇ以上で

の低コスト・量産化技術製造技術を開発するとともに、製造された超高純度材料

が発電プラントの各種機器に適用でき、本材料の持つ優れた特性を長期に亘って



発揮できることを確認する。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

４－Ⅴ－ⅰ．石油・天然ガス・石炭の探鉱・開発・生産技術 

（１）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金） 

①概要 

石油及び可燃性天然ガス資源の開発に係る技術の振興を図る観点から、大水深、

複雑な地層といった悪条件化が進む石油・天然ガスの探鉱・開発技術、利用拡大

が見込まれる天然ガス田の開発促進に資する天然ガス有効利用技術等について、

短期間で実用化が期待され、民間ニーズに直結した研究開発を提案公募により実

施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、我が国の石油・天然ガスの探鉱・開発技術力の向上、及

び天然ガスの利用の促進に向けた天然ガスの有効利用技術の開発を行う。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１２年度 

 

（２）石炭生産技術開発（クリーン・コール・テクノロジーの研究開発の一部） 

①概要 

石油代替エネルギーである石炭の安定供給を図るため、低品位炭の有効利用、

石炭生産性の向上のための研究開発等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、インドネシアにおいて低品位炭の有効利用を図ることを

目標に、低品位炭の発熱量を高め、自然発火性を抑制する低品位炭改質技術を確

立する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２００９年度 

 

（３）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質

によるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、ｉｎｖ

ｉｔｒｏ培養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いたｉｎｖｉｔｒｏ

系簡易有害性予測手法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果

と相関する遺伝子発現データセットを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等

を適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免

疫毒性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動

物試験に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセット



を完成させる。また、標準的な試験プロトコルを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（４）石油資源遠隔探知技術の研究開発 

①概要 

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）

の地球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・

探査、環境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球

観測データのような大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施す

ることで資源開発・探査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの

利用拡大を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測デ

ータ処理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。 

③研究開発期間 

１９８１年度～２０１０年度 

 

（５）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 

①概要 

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパ

ースペクトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を

行い、センサ技術の確立を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトル

センサを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技

術の実証を行う。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（６）次世代合成開口レーダ等の研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レ

ーダである次世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持

することにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知

を行う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年

度までに、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多

偏波観測等）を図る。 

③研究開発期間 



１９９３年度～２０１０年度 

 

（７）極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測システムの研究開発 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性

天然ガス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサ

である資源探査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持する

ことにより、取得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行

う技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度

までに、センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱セ

ンサの搭載等）を図る。 

③研究開発期間 

１９８７年度～２０１０年度 

 

４－Ⅴ－ⅱ．石油・天然ガスの有効利用技術 

（１）石油燃料次世代環境対策技術開発 

①概要 

バイオマス燃料から製造した石油製品が自動車排出ガスに及ぼす影響、新たな

自動車燃焼技術（自着火燃焼（着火までに燃料と空気を十分に混合し、その混合

気体を点火プラグの使用なしで圧縮することにより着火させる燃焼法でＮＯｘ排

出低減、熱効率が高い等の利点がある））に適応した燃料に関する技術開発を実施

する。 

また、建設機械、発電機等のオフロードエンジンの排ガスによる環境負荷低減

や石油燃焼機器の効率的な利用を進めるための技術開発を実施する。 

②技術目標及び達成時期 

バイオマス燃料の利用時における、燃料と自動車エンジン技術の両面の影響評

価を進め、技術的課題を解決し、運輸部門における燃料多様化を目指す。 

また、オフロードエンジンの規制は欧米が先行していることから、２０１２年

頃、欧米において規制強化が予定されている排ガス規制に対応した技術を確立し、

我が国における規制強化に対応可能な燃焼技術を実現することを目指す。 

③研究開発期間 

２００２年度～２０１１年度 

 

（２）石油精製高度機能融合技術開発 

①概要 

石油精製業を中心とする石油コンビナート全体の横断的かつ高度な運営機能の

融合を図り、単独企業のみでは達成困難なコンビナート域内の省資源、省エネル

ギーの向上を進めるため、異業種異企業間における限りある貴重なエネルギー資

源の利用効率の高い生産技術に関し技術の開発・実証を行う。 

②技術目標及び達成時期 



２００９年度までに、我が国における他のコンビナートへの波及効果を含め、

ＣＯ２排出量を６３万トン／年削減可能とする技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

（３）将来型燃料高度利用技術開発 

①概要 

省エネ、二酸化炭素削減効果が見込まれる燃料電池自動車の燃料である高純度

（９９．９９％以上）水素を安定的かつ経済的に供給することは重要である。石

油は、その長所として豊富な水素供給余力と安価な水素製造技術及び全国に展開

した災害に強いガソリンスタンドを保有している。これら石油の長所を活かした

水素供給システムの確立により、水素社会の早期実現に貢献するものである。本

事業では、製油所からの高純度水素供給技術開発とガソリンスタンドを拠点とす

る高純度水素製造技術開発を行う。     

②技術目標及び達成時期 

コスト低減のため製油所におけるナフサから高効率（８０％以上）な高純度水

素製造を可能とする新たな技術を開発する。また、供給地のガソリンスタンドに

おいて有機ハイドライドから高純度の水素を高効率（８０％）に取り出すための

水素発生装置を開発する。また、脱硫後の灯油硫黄分を検出限界以下の１０ｐｐ

ｂ以下とする脱硫剤の開発を行うとともに、貴金属使用量を２－３ｗｔ％から０．

５ｗｔ％以下まで低減しても、従来と同等の高い性能が維持できる改質触媒を開

発する。さらに、膜分離型反応器を用いた９９．９９％高純度水素の製造効率を

８０％、４万時間の耐久性が期待できる水素製造システムを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１０年度 

 

（４）革新的次世代石油精製等技術開発 

①概要 

原油価格の高騰・高止まりや原油の重質化と製品需要構造変化等の石油を巡る

大きな環境変化のなか、連産品である石油製品を今後とも長期的に安定化かつ効

率的に供給するためには、製油所の更なる高度化に向けた技術の開発実用化が必

要である。このため、非在来型原油を含めた重質油を原料として、製油所におけ

るボトムレス化、余剰となる分解留分の高付加価値等のためのプロセスや触媒技

術等の開発を行う。また、次世代の技術シーズ創出のため、これまでの技術とは

異なる発想により我が国唯一の革新的な新規触媒研究、新規膜分技術研究、新規

製造プロセス研究等を産官学の連携等により実施する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに重質油対応型高過酷度接触流動分解技術（ＨＳ－ＦＣＣ）

については、３千ＢＤ規模（商業レベルの１／１０規模）の実証研究を通じ、プ

ロピレン収率２０％以上（既存技術４％程度）、将来不足が予想される高オクタン

価ガソリン基材（ＲＯＮ９８（既存技術９２程度））の製造を可能とする技術を確

立する。 



③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）次世代高信頼性ガスセンサー技術開発 

①概要 

一酸化炭素中毒やガス漏れなどのガス事故を限りなくゼロに近づけるため、セ

ンサ素子のナノレベルでのメカニズム解析及び開発設計を行い、コードレスで高

信頼性を有する次世代高信頼性ガスセンサー（ＣＯセンサー・メタンセンサー）

を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、最先端のナノテクノロジーおよびＭＥＭＳ技術を導入し、

電池駆動で５年以上の長寿命、高信頼性（数百ＰＰＭ 以下の故障率）、低コスト

なＣＯとメタンのセンサを開発する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 

（６）天然ガス未普及地域供給基盤確立実証試験（運営費交付金） 

①概要 

天然ガスの供給手段が存在せず（パイプラインはもとよりサテライト供給でも

採算が合わないため）石油等の燃料に依存している地方都市部の中小規模の天然

ガス需要に対し、天然ガスハイドレートを利用した、新たな輸送技術を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

従来のＬＮＧチェーンによる供給に係る投資コストに対し、そのコストを約１

／４に低減する事が可能な天然ガスハイドレート（ＮＧＨ）供給システムを２０

０８年度までに確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（７）天然ガスの液体燃料化（ＧＴＬ）技術実証研究（運営費交付金） 

①概要 

硫黄等を含まず排出ガスがクリーン、着火性が高いという特徴を有することか

ら石油系燃料代替として期待されるＧＴＬについて、天然ガス中に含まれるＣＯ

２を除去せず、原料として積極的に活用することから、従来利用が困難であった

ＣＯ２を多く含むガス田からの天然ガスが利用可能、ＣＯ２除去装置が不要であ

ることによる生産設備コストの低減が可能、といった強みを有する我が国独自の

ＧＴＬ製造技術の確立を図る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実証プラントによる運転研究（５００バレル／日）を行

い、商業規模でのＧＴＬ製造技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 



（８）高耐久性メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参

照） 

（９）石油・天然ガス開発・利用促進型大型／特別研究（運営費交付金）（４－Ⅴ－ⅰ

参照） 

（１０）高効率ガスタービン実用化技術開発（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅲ．オイルサンド等非在来化石資源の利用技術 

（１）メタンハイドレート開発促進委託費 

①概要 

日本周辺海域に相当量の賦存が見込まれ、国産のクリーンなエネルギー資源と

して有望なメタンハイドレートを利用可能とするため、資源量評価手法、生産手

法及び環境影響評価手法等の確立のための技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１６年度までに、商業的産出のための技術を整備することを目指し、日本

周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状況と特性の明確化、有望賦存海域

からのメタンハイドレート資源フィールドの選択及び現場産出試験等による生産

手法の確立等を推進する。 

③研究開発期間 

２００１年度～２０１６年度 

 

（２）革新的次世代石油精製等技術開発（４－Ⅴ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅳ．石炭クリーン利用技術 

（１）革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト 

①概要 

石炭の高効率な利用を図るために、 

ⅰ．酸素吹きによる石炭ガス化発電（ＩＧＦＣ）の開発実証 

ⅱ．化学吸収法によるＣＯ２の分離・回収技術の実証 

ⅲ．ＣＯ２を輸送するための船舶の設計 

ⅳ．ＣＯ２を貯留するための発生源近傍における貯留ポテンシャルやコストの

評価 

ⅴ．石炭ガス化から CCS まで一貫したトータルシステムの設計等を行う。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化については、２００９年度までに、パイロットプラントにおいて、

高圧の石炭ガスからＣＯ２の分離・回収技術の確立及びガス化炉の信頼性向上へ

向けて、３炭種以上の適応炭種拡大試験を実施する。また、ＣＣＳについては、

２０１６年度頃からＣＯ２地中貯留の実証試験に着手する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

（２）国際革新的ゼロエミッション石炭火力発電プロジェクト補助金 

①概要 



石炭火力発電から排出されるＣＯ２の削減技術について諸外国との実証普及事

業等を実施し、当該技術の普及基盤を整備することにより、エネルギー供給に対

する環境上の制約を取り除き、もって我が国エネルギー需給構造の安定化を図る。 

②技術目標及び達成時期 

石炭ガス化技術等実証普及事業では、ゼロエミッション型石炭火力発電の実証

プロジェクト（ＦｕｔｕｒｅＧｅｎプロジェクト）への参画を通じた石炭ガス化・

発電技術、ＣＯ２分離回収技術、ＣＯ２輸送貯留技術等に関する情報収集や関連

する技術調査の実施等により、我が国におけるゼロエミッション型石炭火力発電

の実用化開発に資する技術・知見を得る。また、将来のＣＯ２の地中貯留に際し

ては、国民の正しい理解が不可欠であり、これを念頭においたゼロエミッション

型石炭火力発電に係る普及啓蒙活動を積極的に実施する。 

酸素燃焼国際共同実証事業では、既存の微粉炭火力発電の改造による酸素燃焼

方式のゼロエミッション型石炭火力発電プラントの実用化を目標とするものであ

り、既存のプラントの改造により対応可能であること、酸素燃焼を行うことによ

り、燃焼ガスからＣＯ２を分離する装置が不要であることから、比較的低コスト

で極めて大きなＣＯ２削減効果が期待できる。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１６年度 

 

（３）先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発費補助金 

①概要 

従来の超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は、蒸気温度の最高温度は６３０℃程度

が限界で、送電端熱効率も４２～４３％が原理的限界といわれてきた。しかしな

がら、近年の材料技術の進歩により、７００℃以上の蒸気温度を達成できる可能

性が見えてきたことから、これらの材料を活用した先進超々臨界圧火力発電技術

（Ａ－ＵＳＣ）の開発を行うものである。Ａ－ＵＳＣ は、蒸気温度７００℃級で

４６％、７５０℃級で４８％の高い送電端熱効率の達成が可能な技術であり、２

０２０年以降増大する経年石炭火力発電のリプレース需要に対応するため、早急

に技術開発を進める必要がある。そのため、ボイラーメーカー、タービンメーカ

ー及び材料メーカーが共同でＡ－ＵＳＣ の技術開発に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

平成２２年度までにシステム基本設計を完了し、シミュレーションにより送電

端熱効率４６％～４８％の達成が可能なことを確認する。平成２４年度までにボ

イラー、タービン部材等が７００℃以上の蒸気温度に耐えられるかどうかを試作、

評価し、経済性を含めたシステム成立性への見通しを得る。平成２７年～平成２

８年度に実缶試験、回転試験を実施し、蒸気温度７００℃以上の条件下でボイラ

ー、タービンの信頼性を確認する。また、ボイラー、タービン部材について３万

～７万時間の長期信頼性試験を実施し材料特性を検証する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１６年度 

 

（４）石炭利用技術開発（一部、運営費交付金）（クリーン・コール・テクノロジーの



研究開発の一部） 

①概要 

環境適合的な石炭利用の拡大を図るため、石炭ガス化、無灰化技術による転換

効率向上に資する技術や石炭からの水素製造技術等、クリーン・コール・テクノ

ロジーの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、 

・ 石炭から合成ガスや軽質オイルを併産する高効率な石炭部分水素化プロセス

技術を２０ｔ／日のパイロットプラント規模で確立する（石炭部分水素化熱

分解技術の開発）。 

２００９年度までに、 

・ 化学原料等に利用可能な合成用ガスを石炭乾留ガスから無触媒で製造する技

術をパイロットプラントで確立する（無触媒石炭乾留ガス改質技術開発）。 

２０１１年度までに、 

・ 石炭利用プロセスにおいて、環境分析技術の高精度化、環境影響成分の挙動

解析のためのモデルの構築等により、環境への影響低減手法を開発する（戦

略的石炭ガス化・燃焼技術開発）。 

③研究開発期間 

１９９５年度～２００８年度（２００８年度見直し） 

・戦略的石炭ガス化・燃焼技術開発 ２００７年度～２０１１年度 

・無触媒石炭乾留ガス改質技術開発 ２００６年度～２００９年度 

・石炭部分水素化熱分解技術 ２００３年度～２００８年度 

 

（５）噴流床石炭ガス化発電プラント開発費補助金 

①概要 

供給安定性に優れた石炭の高効率かつ低環境負荷での利用を図るため、石炭を

ガス化して燃料とし、コンバインドサイクル（ガスタービンと蒸気タービンの組

合せ）を駆動する高効率発電技術（石炭ガス化複合発電技術（ＩＧＣＣ：Ｉｎｔ

ｅｇｒａｔｅｄ ｃｏａｌ Ｇａｓｉｆｉｃａｔｉｏｎ Ｃｏｍｂｉｎｅｄ Ｃｙｃ

ｌｅ）の実証試験を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、２５万ｋＷの実証機を用いた実証試験により、熱効率４０．

５％（送電端、高位発熱量ベース）を目指す。この目標は５０万ｋＷの商用機にお

ける熱効率４６～４８％に相当する。本技術は実証試験終了後の２０１０年度より

商用化が可能である。 

③研究開発期間 

１９９９年度～２００９年度 

 

（６）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）（４－Ⅰ－ⅱ参照） 

 

４－Ⅴ－ⅴ．その他共通 

（１）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 



（２）非化石エネルギー産業技術研究助成事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

（３）固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（４）燃料電池先端科学研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（５）新利用形態燃料電池技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（６）高耐久メンブレン型ＬＰガス改質装置の開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（７）固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（８）水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（９）水素貯蔵材料先端基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１０）水素社会構築共通基盤整備事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１１）水素先端科学基礎研究事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１２）固体酸化物形燃料電池実証研究（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１３）定置用燃料電池大規模実証事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅴ参照） 

（１４）燃料電池システム等実証研究（４－Ⅲ－ⅴ参照） 



５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者単位の規制体系の導入 
 住宅・建築物に係る省エネルギー対策の強化 
 セクター別ベンチマークアプローチの導入と初期需要創出（高効率機器の導入補助等） 
 トップランナー基準の対象機器の拡充等 
 アジアにおける省エネルギー対策の推進を通じた我が国の国際競争力の向上 
 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 公共的車両への積極的導入 
 燃費基準の策定・改定 
 アジアにおける新エネルギー協力 
 国際標準化による国際競争力向上 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

 事業者支援補助金等による初期需要創出 
 新エネルギーベンチャービジネスに対する支援の拡大 
 新エネルギー産業構造の形成 
 電気事業制度・ガス事業制度の在り方の検討 

５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

 電力自由化環境下での原子力発電の新・増設の実現 
 資源確保戦略の展開 
 次世代を支える人材育成 
 中小型炉の海外市場への展開、我が国原子力産業の国際展開支援 
 原子力発電拡大と核不拡散の両立に向けた国際的枠組み作りへの積極的関与 
 国と地域の信頼強化 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

 資源国等との総合的な関係強化（研究開発の推進・協力、人材育成・技術移転、経
済関係強化など） 

 化石燃料のクリーンな利用の開拓 
 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。 

 



７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ

ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。 

 



経済産業省

平成２０．０３．２５産局第７号

平成２０年４月１日

経済産業省産業技術環境局 １ 

Ｅ 

経済産業省製造産業局

環境安心イノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第１

号）第４条第１項の規定に基づき、別添のとおり制定する。



平成２０・０３・２５産局第７号   

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日   

   

環境安心イノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民

生活を実現するため、革新的な技術の開発等を通じた地球全体での温室効果ガスの排出

削減、廃棄物の発生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リユース）、原材料と

しての再利用（リサイクル）推進による循環型社会の形成、バイオテクノロジーを活用

した環境に優しい製造プロセスや循環型産業システムの創造、化学物質のリスクの総合

的な評価及びリスクを適切に管理する社会システムの構築を推進する。 

 

２．政策的位置付け 

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６

年３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進

分野である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠

な研究開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のと

おりである。 

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会

議） 

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロ

ジェクトチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するもの

である。 

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表） 

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられ

るものである。 

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定） 

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界

的課題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メン

テナンス技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とす

る技術、製品中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環

境に配慮したものづくり技術として位置づけられている。 

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定） 

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や

技術開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や

再生資源の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の

低減を図る」との方針が示されている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

「環境と経済の両立を図るため、金融面からの環境配慮を進めるとともに、環境技



術の開発、３Ｒイニシアティブやアジア環境行動パートナーシップ構想による優れた

技術・制度の国際的な普及と標準化等に向けた取組を進める」との方針が示されてい

る。 

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書

（２００８年１月） 

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再

利用技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に

抽出するための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。 

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定） 

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に

取り組むこととしている。 

○ 新産業創造戦略２００５（２００５年６月経済産業省） 

先端的新産業分野として揚げられた戦略７分野の一つの「環境・エネルギー・機

器・サービス」及び「健康・福祉・機器・サービス」に該当し、「「技術戦略マップ」

を活用し、効果的な研究開発を促進する」ことが今後の取組として指摘されている。 

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省） 

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を

図ることとしている。 

○ バイオテクノロジー戦略大綱（２００２年１２月ＢＴ戦略会議取りまとめ） 

持続可能な快適社会の実現（よりよく暮らす）に向けて、バイオテクノロジー（Ｂ

Ｔ）を活用して、画期的な新製品の開発と工業生産の抜本的効率化を図るとともに、

生産に要する環境負荷を大幅に減少させることとしている。 

 

３．達成目標 

Ⅰ．地球温暖化防止新技術 

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長

期目標のもと、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成できる革新的

技術を開発し、それらを通じて２０１３年以降の次期枠組みに主要排出国の参加を促

すための国際協力を推進 

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減 

 

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成 

（「京都議定書目標達成計画」に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以

下のとおり） 

【目標】  

① エネルギー起源ＣＯ２： ＋０．６％ 

② 非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．３％ 

③ メタン： ▲０．４％ 

④ 一酸化二窒素： ▲０．５％ 

⑤ 代替フロン等３ガス： ＋０．１％ 

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を



定めるものをいう（平成１７ 年４ 月閣議決定、平成１８年７月一部変更）。 

 

Ⅱ．３Ｒ 

２０１５年度までに以下の目標の達成を図る。 

① 資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン） 

② 循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％） 

③ 最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５６百万トン） 

（備考） 

○ 資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量) 

○ 循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量) 

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又

は再資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築

を図るとともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的

には、工業プロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活

用したモノ作り技術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技

術の開発等を通して、環境調和型産業の創出に資する。 

 

Ⅳ．化学物質総合評価管理 

化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体

系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基盤、事

業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、化学

物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立する

とともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。 

 

４．研究開発内容 

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術 

排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用物質に変換する技術を開

発する。 

（ⅰ）共通技術開発等 

（１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発 

 ①概要 

二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は、現時点においては基礎的研究分野

に属する研究が多く、長期的観点からの取り組みが必要不可欠。このため本事業

では将来において実現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する革

新的な技術シーズを発掘し、実現可能性を確認した上で、基盤技術として確立す

る。 

②事業期間 

１９９９年度～２０１１年度 

③実施形態 

適切な研究課題、実施企業等を選定し、先端的研究、基盤技術研究の２段階で



実施。 

（２）地球環境国際研究推進事業 

①概要 

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国

際的な枠組みを活用し、諸外国との研究協力を進めることにより、世界的な温暖

化問題への取り組みを強化する。 

②事業期間 

２００２年度～２０１１年度 

③実施形態 

     諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な研究体制を構築し実施。 

 

（ⅱ）二酸化炭素分離回収・貯留・隔離技術開発 

（１）低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発 

①概要 

二酸化炭素を分離回収するための、低温再生可能な吸収液を開発し、鉄鋼プラ

ントの低温度レベルの廃熱と高濃度二酸化炭素排ガスを用いてパイロット試験を

実施して、二酸化炭素分離回収コストが大幅に削減されることを実証する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＣＯ２分離回収コストを大幅に削減する技術を実証する。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発 

①概要 

圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２の分離用に期待されている膜技術の実用化

ステップの前進を目的に、分子ゲート機能分離膜の高圧下におけるＣＯ２/Ｈ２選

択性の向上、分離膜モジュールの大型化に取り組む。 

②技術目標及び達成時期 

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電(ＩＧＣＣ)等の圧力ガスから従来

の３分の１程度（１，５００円/ｔ-ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２を分離回収す

ることを可能とする技術の確立を目指す。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）二酸化炭素地中貯留技術研究開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を地中帯水層へ貯

留する技術を開発し、実証する。 

②技術目標及び達成時期 

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境影響・安全性評

価手法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。さらに、早期に火力発電所等

の大排出源を対象とした大規模実証に着手し、２０２０年までに実用化の目途を



つけることを目指して技術開発を推進する。 

③研究開発期間 

フェーズ１：２０００年度～２００４年度 

フェーズ２：２００５年度～２０１２年度 

   

（４）二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発 

①概要 

火力発電所等の大規模発生源から分離回収された二酸化炭素を海洋中層に放

流・隔離を行った場合に、海洋環境へおよぼす影響を評価する技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、海洋隔離に伴う海洋中二酸化炭素の挙動予測技術の確立、

隔離可能性及び有効性評価、生物影響評価技術の開発を推進する他、国際的な連

携の強化と海洋隔離実施に対する国際的・社会的合意の形成に向けた取り組みを

行う。 

③研究開発期間 

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度 

フェーズ２：２００２年度～２００６年度 

フェーズ３：２００７年度～２０１１年度  

 

（５）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金） 

①概要 

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。 

②技術目標及び達成時期 

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１７年度 

 

（ⅲ）大規模植林 

（１）バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発 

①概要 

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により実施し、

これら原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

事業４年目までに、未利用の不良環境地でも生育できる高セルロース樹木を遺

伝子技術により開発し、実証植林を行う。 

③研究開発期間 

２００８年度～２０１１年度 

 



Ⅰ－２．脱フロン等技術 

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）

を開発する。  

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金） 

①概要 

    エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エ

ネルギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための

技術開発を行う。 

  ②技術的目標及び達成時期 

 既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフ

ロン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を平成２４年頃を目途に

開発する。 

③研究開発期間 

   ２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金） 

  ①概要 

  エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び

運輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、

安全性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。 

  ②技術的目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開

発する。 

③研究開発期間 

    ２００５年度～２００９年度 

 

Ⅱ．３Ｒ 

（ⅰ）建設ストック３Ｒ対策 

（１）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、我が国鉄鋼業の

約５０％を占める建設市場において、建築物のメインフレームに高強度鋼を用い

ることで、①鉄鋼部材の軽量化（リデュース）とそれに伴う輸送効率の向上、②

高強度化、非溶接化に伴う部材のリユース促進、 ③製造・施工の省エネ・省力化

等を図る。 

同時に、柔剛混合構造（高強度鋼とダンパーの組み合わせ）技術の確立、関連

法規への対応等により、震度７にも耐えうる新構造システム建築物の建設が可能

となり、我が国で大きなリスクである大規模地震災害から国民を守り、安心安全

社会の実現に寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１３年度までに、最大規模の地震（震度７）に対しても倒壊・損壊しない

建築物を高強度鋼（８００Ｎ／ｍｍ２級鋼材）とダンパーの組み合わせによる柔剛



混合構造により実現を図るものであり、国土交通省や民間企業と連携してこの建

築物のメインフレームに必要な高強度鋼部材、接合法等の開発を行う。主な研究

開発目標は以下の通りである。 

・ 震度７弾性新構造システム開発 

・ 高強度部材の製造技術開発 

・ 超高強度接合部品開発 

・ 高強度部材の接合技術開発 

③研究開発期間 

２００６年度～２００８年度 

 

（ⅱ）金属資源等３Ｒ対策 

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲） 

①概要 

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。 

②技術目標及び達成時期 

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現

（省エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減） 

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上 

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、

タンタル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８

０％） 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１０年度 

 

（２）希少金属代替材料開発プロジェクト（再掲） 

①概要 

希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在

性・代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は

川下の経済成長の制約要因となりうるリスクを伴っている。近年、「コンピュータに

よる材料設計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来

できなかった、「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶

粒界、界面の制御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こう

した最先端技術を用いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発す

る。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以



下の低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機

能評価のためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立

することを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも

維持することを前提とする。 

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ）     ：現状から５０％以上低減 

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ） ：現状から３０％以上低減 

・超硬工具向けタングステン（Ｗ）     ：現状から３０％以上低減 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ 

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発 

（ⅰ）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、現在の化学工業

プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省エネルギー・低環

境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的には、工業原料の

生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム情報に基づき解析

するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群の発現を統一的に

制御する技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。 

③研究開発期間 

２００２年度～２００９年度 

（ii)植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発 

①概要 

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、

省エネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク

質等の高付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質

を高効率に高生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工

環境下での高効率な栽培技術の開発を一体的に進める。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率

的に高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定

かつ均一に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工

環境下において確認する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 



（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲） 

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高

性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲） 

①概要 

バイオマスに関する燃料分野と化成品分野の融合・連携を図り、食料と競合しな

いセルロース系原料から、より低コストで高効率なエネルギー化を可能にする先進

的・革新的な新技術の確立を目指すとともに、バイオ燃料の製造のみならず、プロ

パノール、ブタノール製造、化学品の製造の実用化を目指した技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１２年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従

来技術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤



技術を開発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を

行う。さらに、プロパノール等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製

造の実用化を目指した技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野

の融合・連携を図る。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１２年度 

 

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理 

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金） 

①概要 

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択

の際に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスク

トレードオフ解析手法を構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイク

ルに応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態

解析手法を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法

を開発する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価

手法、暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理

手法を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ナノ粒子のキャラクタリゼーション及び計測技術を確立す

るとともに、２０１０年までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評

価手法を開発し、ナノ材料のリスク評価指針及びナノ粒子の管理指針の提言を行う。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金） 

①概要 

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、in silico や類推等を用いた予

測・評価を可能とするため、既知の周辺情報やそれらから得られる新たな知見を基

に、より的確に効率よく毒性を評価可能とする有害性評価支援システムを構築する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情

報が搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、

及び対象とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手



法を開発する。さらに、それらを統合した有害性評価支援システムを構築する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質に

よるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培

養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いた in vitro 系簡易有害性予測手

法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現

データセットを開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を

適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒

性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験

に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成さ

せる。また、標準的な試験プロトコールを策定する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２０１０年度 

 

Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発 

（１）有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発（運営費交付金） 

①概要 

環境中に広く排出され、人の健康や生態系へのリスク（有害性×暴露量）を及ぼ

すおそれのある有害化学物質を効率的に削減、代替する技術について、リスク削減

効果が高く、広く導入・普及が可能となる実用化基盤技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００８年度までに、ＰＲＴＲ制度（化学物質排出把握管理促進法に基づき有害

なおそれのある化学物質について、事業所からの環境中への排出量及び廃棄物とし

ての事業所外への搬出量等を把握・集計・公表する制度）の排出実態の公表結果等

を活用し、環境影響が懸念される有害化学物質の優先順位付けを行い、選定された

有害化学物質に対する削減、回収、無害化技術、代替物質の開発及び代替プロセス

の構築等を行う。特に、２００５年度から大気汚染防止法において規制対象となる

揮発性有機化合物（ＶＯＣ）に重点を置き、同法で定められた「ＶＯＣの排出量を

２０１０年度までに２０００年度比で３割削減すること」に資する技術開発を行う

こととする。 

③研究開発期間 

２００４年度～２００８年度 

 

（２）アスベスト含有建材等回収・処理等技術開発事業（運営費交付金） 

①概要 

今後、解体廃棄物として、大量の排出が予測されるアスベスト含有建材を対象と



して、そのアスベスト含有状況について簡易かつ確実な探知・分析を可能とし、安

全性、信頼性の高い回収・処理を実現する関連機器・システムの技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに、アスベスト含有製品の使用時、解体・回収・廃棄時におい

てオンサイト方式で検出感度 0.1wt%超レベルに検出できる計測技術を確立し、アス

ベストを含む建材等の回収・除去現場におけるアスベストの飛散及び暴露を最小化

し、回収・除去の安全性及び信頼性等を確保する技術を確立する。また、アスベス

ト含有廃棄物の無害化処理又は再資源化段階における安全性、効率性に優れた技術

を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２００９年度 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

【導入普及促進】 

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場

化対策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。 

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状

況等に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提

案、指導を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良

な事例を公開する。 

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況

等）を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情

報提供手法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。 

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率

先購入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策

を適切に反映するようにしていく。 

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るととも

に、それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民と

リスクコミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。 

○ 公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。 

【法規制・制度改革】 

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等

に関して検討を行う。 

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策

を網羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。 

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタ

ヘナ法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断する

ための基盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体

制を整備する。 

【ガイドライン】 

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している

「業種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）につい



て、３Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。 

【基準・標準化】 

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきもの

については、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ/ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、

その他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。 

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマ

ス利用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・

有効利用を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や

社会情勢を常に意識しながら計画的に標準化を推進する。 

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ

策定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価

方法の規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。 

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するとと

もに、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施

する。 

○ 高精度・簡易有害性評価システムの開発については、２０１４年度を目途に有害性評

価手法等を経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして提案することを

検討し、国際標準化を推進する。 

【調達促進】 

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製

品について、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。 

【広報・啓発】 

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行

う。 

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心

として、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビ

ジネス振興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。 

【知的基盤整備】 

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に

資する、情報ネットワークの構築等を図る。 

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品

評価技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。 

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的

機関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情

報基盤整備を図る。 

【国際協力】 

○ 生物多様性条約に基づく遺伝子資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関

連企業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術

的環境整備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。 

【他省庁との連携】 

○ 総合化学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総

合的リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンス



ＰＴ、社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。 

【プロジェクト等の間の連携】 

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事

業成果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、効果的な固定

化・有効利用システムの実現を図る。 

○ 植物機能を活用したモノ作り基盤技術開発に係る２つのプロジェクト間での、遺伝子

高発現技術やモデル植物での基盤技術及び実用作物への技術展開に関する情報交換を推

進する。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交

付金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う

対応を行う。 

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や

社会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施す

べき技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本

計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。 

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計

画制定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・

２７工総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プロ

グラム基本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画

制定。化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４

号）は、廃止。 

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

４・０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局

第１３号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０

２・２５産局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・

２５産局第７号）は、廃止。 

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・

０７産局第６号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第８号）は、廃止。 

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

６・０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局



第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第３号）は、廃止。 

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第

１号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・

２５産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５

産局第１０号）は、廃止。 

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

８・０３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第

１０号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局弟３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・

３１産局第１１号）は、廃止。 

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温

暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログ

ラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム

創造プログラム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理

プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。 
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経済産業省産業技術環境局

経済産業省製造産業局

健康安心イノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第１

号）第４条第１項の規定に基づき、別添のとおり制定する。



平成２０・０３・２５産局第６号 

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

健康安心イノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

 今後、世界に類を見ない少子高齢化が進展する我が国において、国民が健康で安心して

暮らせる社会を実現することは喫緊の課題である。具体的には、個の医療を通じて健康寿

命の延伸、ＱＯＬ（Quality of Life：生活の質）の向上を図ることが求められている。 

この目的を達成するため、創薬に資する基盤技術の開発、再生医療の確立、医療機器・

福祉機器の開発等の手段を適切に組み合わせることによって、健康維持増進、疾患の早期

診断、及び適切な治療法の提供を実現するほか、関連産業の競争力強化・ベンチャー企業

の創出を図る。 

 

２．政策的位置付け 

○「イノベーション２５」（２００７年６月閣議決定） 

生涯健康な社会形成に向けて中長期的に取り組むべき課題として、治療重点の医療から

予防・健康増進を重視する保健医療体系の転換、生命倫理・安全性と医療技術促進政策の

調和などをとりあげ、再生医療及び在宅医療・介護に係る社会還元加速プロジェクトを実

施するとともに、臨床研究・臨床への橋渡し研究をはじめとする研究開発ロードマップの

提示により所要の措置を講じていくこととしている。 

○がん対策推進基本計画（２００７年６月閣議決定） 

がん対策基本法に基づき、国、地方公共団体及び関係者等が、がん対策を総合的かつ計

画的に推進するために策定された基本方針であり、取り組むべき施策の一つとして「がん

研究」が取り上げられている。具体的には、現状、診断薬・診断機器の開発、治療薬・治

療機器の開発等が推進されているが、さらに、有用な早期診断技術についての研究開発の

推進等に取り組むことが提示されている。 

○革新的医薬品・医療機器創出のための５か年戦略（２００７年４月） 

文部科学省、厚生労働省及び経済産業省の間において革新的な医薬品・医療機器の創出

に向け、研究資金の集中投入、ベンチャー企業の育成、臨床研究・治験環境の整備、薬事

法における審査の迅速化・質の向上など、研究から上市に至る過程の一貫かつ集中的な支

援を実施することとしている。 

○新健康フロンティア戦略（２００７年４月新健康フロンティア戦略賢人会議）、同アク

ションプラン（２００７年１２月） 

健康寿命の延伸や生活の質の向上を図ることを目的として策定された新健康フロンティ

ア戦略及び新健康フロンティア戦略アクションプランの中で、「人間の活動領域の拡張に

向けた取組」及び「医療・福祉技術のイノベーション」において、「先進的予防・診断・

治療技術の開発」や「医薬等ベンチャー・基盤産業支援対策」等の施策が提示されている。 

○科学技術の振興及び成果の社会への還元に向けた制度改革について（２００６年１２月総

合科学技術会議） 

科学技術の振興や成果還元上障害となる制度的な阻害要因として研究現場等で顕在化し

ている諸問題を解決するための制度改革の実現に向け、制度所管省庁等が取り組むべき工



程表とともに意見具申を行っている。 

この中で、「治験を含む臨床研究の総合的推進」として、①支援体制等の整備増強、②

臨床研究者・臨床研究支援人材の確保と育成、③研究推進や承認審査のための環境整備、

④国民の参画の４つの観点から改革の方向を示している。 

○ライフサイエンス推進議員連盟決議（２００６年１２月） 

イノベーションの成果である革新的な医薬品・医療機器を迅速に国民に提供するため、

①治験を含む臨床研究の活性化、②新たな医薬品等の承認審査の迅速化、③①及び②に関

して総合的に検討を行い、当該問題を国全体で取り組むためのハイレベルな政策対話の実

現に向け、政府として早急な対応を図るべきであることを決議している。 

○経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

 がん等の生活習慣病や感染症等各種疾病対策の推進等国民の保健医療水準の向上に資す

る医薬品・医療機器産業について、関係府省・機関、企業等の双方向の連携の下、特に、

基礎・基盤研究、臨床研究及び基礎研究から臨床研究への橋渡し研究を推進するととも

に、臨床研究基盤の整備、治験環境の充実等の国民に医薬品・医療機器を迅速に届けるた

めの環境整備を行うことが提示されている。 

○新経済成長戦略（２００６年６月経済産業省とりまとめ） 

産業界、学界、公的機関、政府が連携し、研究から市場へ、市場から研究へと、双方向

で鋭い軸が通るようなシステム改革（イノベーションの加速化～「イノベーション・スー

パーハイウェイ構想」）を実現するための施策として「がん対策等に資する先進医療機

器・技術」の推進、「医薬分野での官民一体の対話の場」など事業化に向けた環境の整備

が提示されている。 

○第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

 第２期計画において、優先的に資源を配分することとされたライフサイエンス分野を、

引き続き、特に重点的に研究開発を推進すべき分野（重点推進４分野）として位置づけ。

また、研究分野の重点化にとどまらず、分野内の重点化も進め、選択と集中による戦略性

の強化を図り、基本理念の下で新たに設定する６つの政策目標（イノベーター日本－革新

を続ける強靱な経済・産業を実現、生涯はつらつ生活－子供から高齢者まで健康な日本を

実現等）との関係を明確化することとしている。 

○バイオテクノロジー戦略大綱（２００２年１２月ＢＴ戦略会議取りまとめ）及び産業発掘

戦略－技術革新（「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００２」（２００２年６

月閣議決定）に基づき２００２年１２月取りまとめ） 

 健康・バイオテクノロジー分野における３つの戦略目標（「研究開発の圧倒的充実」、

「産業プロセスの抜本的強化」及び「国民理解の徹底的浸透」）に対応している。 

○経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００５（２００５年６月閣議決定） 

２００６年度までの２年間（重点強化期間）における重点課題として、「新しい躍動の

時代に向けて、少子高齢化とグローバル化を乗り切る基盤をつくること」という課題を掲

げ、その課題に対し、「３．持続的な社会保障制度の構築（健康・予防介護等の推進）」

や「６．グローバル戦略の強化（「新産業創造戦略２００５」の推進）」を取り組むべき

事項としている。 

○「新産業創造戦略２００５」（２００５年６月経済産業省取りまとめ、同月１３日経済財

政諮問会議に報告） 

社会ニーズに対応する新産業分野として、「(５)健康・福祉・機器・サービス」を戦略



７分野の１つとしており、２０１０年の市場規模として約７５兆円を掲げ、それに向けた

アクションプログラムとし取り組むこととしている５つの課題には、「バイオ技術を活用

した個別化医療や予防医療等の実現・普及」、「革新的な医療・福祉機器の開発・普及の

促進」が提示されている。 

 

３．達成目標 

①医薬品の成功確率の向上に資する技術開発や臨床への橋渡し研究等を通じた、医薬品の

上市期間の短縮や開発コストの低減 

②治療機器、再生医療を含む先進的な医療機器開発等の推進による国内外生産シェアの増

大、厚生労働省との連携事業（マッチングファンド、医療機器開発ガイドラインの策定

など）による開発から製品に至るまでの期間の短縮 

等を達成する。 

 

４．研究開発内容 

【プロジェクト】 

Ⅰ．創薬・診断 

Ⅰ－１．革新的医薬品の創出 

（１）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金） 

①概要 

 我が国が強みを持つ糖鎖工学分野において、これまでに取得・開発した「糖鎖遺

伝子ライブラリー」「糖鎖構造解析技術」「糖鎖合成技術」を活用し、癌や感染症な

ど様々な疾病に関与する糖鎖の機能を解析する基盤技術を確立し、我が国の優位性

を維持するとともに、創薬・診断等の分野における糖鎖機能の産業利用の促進を図

る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、糖鎖や糖タンパク質などの機能を分子レベルで効率的に解

明するための基盤技術、糖鎖の機能解析・検証技術、及び、有用性が認められた糖

鎖機能を産業利用するための基盤技術を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００６度～２０１０年度 

 

（２）機能性ＲＮＡプロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

 近年の研究成果により、タンパク質の合成に関与する既知のＲＮＡとは異なり、

がんや発生分化等の重要な生命現象に関与するタンパク質をコードしていないＲＮ

Ａ（機能性ＲＮＡ）の存在が明らかになってきており、世界中の注目を集めている。

機能性ＲＮＡは再生医療やＲＮＡ医薬等への応用化にもつながることが期待されて

いることから、機能性ＲＮＡ解析のための新規ツールを開発し、機能解析を行うこ

とにより、本分野における我が国の優位性を確立する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、機能性ＲＮＡの候補となるＲＮＡをゲノム配列上から探索

するバイオインフォマティクス技術の開発や、機能性ＲＮＡを解析するための支援



機器やツールの開発を行い、機能性ＲＮＡの機能解析を行う。 

③研究開発期間 

 ２００５年度～２００９年度 

 

（３）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（化合物等を活用した生物システム制御

基盤技術開発）（運営費交付金） 

①概要 

我が国が強みとする完全長 cDNA ライブラリーやタンパク質相互作用解析技術等を

最大限に活用し、重要なタンパク質ネットワーク解析等により創薬の対象となるタ

ンパク質の効率的な絞り込みを行うとともに、疾患等の生物現象を制御する化合物

の探索まで、一貫した技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、超高速・高感度にタンパク質の相互作用を解析する技術や

疾患を制御する化合物の探索・評価技術を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００６年度～２０１０年度 

 

（４）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（創薬加速に向けたタンパク質構造解析

基盤技術開発） 

①概要 

創薬上重要な膜タンパク質は複合体を形成していることも多く、その構造解析及

び相互作用の情報を取得することは創薬研究において重要であるが、その解析は非

常に困難である。そこで、膜タンパク質やその複合体の構造情報を取得する新たな

技術等の開発に向けて、タンパク質の立体構造及びその構造変化や膜タンパク質複

合体の構造情報等の解析及び構造情報を基にした高精度なシミュレーション技術を

開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに生体内に近い状態での膜タンパク質及びその複合体の構造解

析手法、リガンド分子との相互作用解析手法を確立するとともに、当該技術から得

られた情報に基づく in silico スクリーニング手法を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（５）ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（モデル細胞を用いた遺伝子機能等解析

技術開発）（運営費交付金） 

ⅰ）研究用モデル細胞の創製技術開発 

①概要 

医薬品開発における安全性や薬理評価の確実性の向上等、創薬に向けた研究開発

を加速するためには、ヒト生体内における様々な反応や遺伝子の機能をより高い精

度で解析するツールの開発が重要である。そのため、人体の組織や疾病等の様々な

ヒトモデル細胞株を創製するための基盤となる技術開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 



 ２００９年度までに、創薬等の研究開発に資する研究用細胞の創製技術を確立し、

複数種の研究用のヒトモデル細胞を創製する。 

③研究開発期間 

 ２００５年度～２００９年度 

ⅱ）細胞アレイ等による遺伝子機能の解析技術開発 

①概要 

世界的にゲノム創薬が競争激化しているが、創薬のターゲットとなる遺伝子を絞

り込みいち早く特許を押さえてしまうことが産業競争力強化のためには重要である。

このためには、生体内で非常に複雑に制御されている遺伝子ネットワークシステム

を高速・高感度に解析するシステムを開発し、創薬のターゲットの効率的な絞り込

みを行うことが必要である。具体的には、多数の細胞に同時に異なる遺伝子を高効

率で導入することにより、複数の遺伝子発現等の時系列計測を行い、得られる種々

の細胞応答データから遺伝子ネットワークを解析する細胞アレイ技術を確立し、疾

患関連遺伝子等、特定の創薬ターゲットの同定に有用な汎用性の高い解析ツールの

開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、細胞イベント（遺伝子発現、たんぱく質の細胞内局在性

等）を測定するための網羅的なレポーターシステム並びに測定装置を新規に開発し、

得られるデータから遺伝子ネットワークの解析システムを確立する。 

③研究開発期間 

 ２００５年度～２００９年度 

 

（６）新機能抗体創製技術開発（運営費交付金） 

①概要 

ポストゲノム研究や診断・創薬等において重要となっている機能を有する抗体を

創製するため、創薬標的として産業利用上重要だが、解析が困難な膜タンパク質や

タンパク質複合体を特異的に認識できる抗体を系統的に作成する技術や抗体の分

離・精製を高効率に行うための技術の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、産業上有用と考えられるタンパク質やその複合体を特異的

に認識する抗体を創製するための基盤技術、及び、製造コスト低減に向けた抗体の

分離・精製等を高効率に行う技術を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００６年度～２０１０年度 

 

（７）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金） 

i)橋渡し及び臨床研究拠点を活用した研究開発（運営費交付金） 

①概要 

がん対策等の国民医療高度化を目指し、急速に発展している多様なバイオ技術の融

合と医療現場への円滑な橋渡しによるイノベーションの創出・加速のため、総合科学

技術会議のもと文部科学省及び厚生労働省と連携し、橋渡し研究の強化に一体的に取

り組む。具体的には、民間企業と臨床研究機関（文部科学省や厚生労働省が整備する



橋渡し研究拠点等）が一体となって行う、医薬品、医療機器、診断ツール等の開発を

推進する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに医療現場及び臨床研究からのフィードバックに基づく研究開発

により、医薬品、医療機器、診断ツール等の研究開発成果を円滑に実用化につなげる

仕組みを確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

ⅱ）バイオ診断ツール実用化開発（運営費交付金） 

①概要 

 我が国が有する微細加工技術・表面処理技術といったナノテク等の強みを活かし、

微量サンプルから高感度・安価で再現性よく多様な遺伝情報（ＳＮＰs、mＲＮＡ、

タンパク質等）を検出するためのバイオ診断機器を開発し、臨床現場において有効

性を検証することにより個別化医療の実現に寄与する。 

②技術目標及び達成時期 

 ＳＮＰs、mＲＮＡ、タンパク質等の遺伝情報を計測対象とするバイオ診断機器の

実用化開発を行い、２００８年度までに、許認可用データ取得可能な技術レベルに

達することを目指す。 

③研究開発期間 

   ２００６度～２００８年度 

 

Ⅰ－２．診断ツールの開発 

（１）個別化医療実現のための技術融合バイオ診断技術開発（運営費交付金） 

①概要 

我が国が有する微細加工技術・表面処理技術といったナノテク等の強みを活かし、

染色体異常を高感度、高精度かつ迅速、安価で非コード領域までを検出するゲノム

アレイや解析基盤技術開発を行うとともに、診断への応用を可能とする全自動解析

システムの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、ＢＡＣを用いた非コード領域を含むゲノム全領域を検出で

きる高精度ゲノムアレイを開発する。さらに、臨床現場において、微量サンプル

（数ナノグラム）から、１２時間以内に染色体異常（増幅、欠失、コピー数多型

等）を、低コストかつ定量性・再現性を確保して検出ができる自動染色体異常解析

システムのプロトタイプを開発する。 

③研究開発期間 

 ２００６年度～２０１０年度 

 

（２）糖鎖機能活用技術開発（運営費交付金）【再掲】 

 

（３）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】 

 

 



Ⅰ－３．創薬・診断に係る基盤整備 

（１）統合データベースプロジェクト 

①概要 

ライフサイエンス分野では、自身の研究成果と既存の研究成果と対比することによ

り、自身の研究成果の仮説を考案する手がかりが得られたり、新しい実用化の発想

が得られたりする可能性があるため、国家プロジェクト等により産生された研究

データを一括して活用できるデータベースが、産業界や社会から要望されている。 

このため、政府全体の“生命科学データベース統合化の取組”の一環として、経済産
業省関連の公的資金研究から産出される研究データを、産業上の有用性を評価のう

え、統合化し、産業界等に提供する。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年までに経済産業省関連機関により実施されたライフサイエンス分野の

研究開発プロジェクトの成果に関する情報提供サイトを構築・運用する。また、ヒ

ト遺伝子に関連した各種研究成果に関しては、平性１７～１９年度に実施したゲノ

ム情報統合プロジェクトにおいて構築した「ヒト全遺伝子のアノテーション統合

データベース（H-Invitational）」を基礎として、経済産業省関連の研究成果を連携

して利用できるシステムを構築する。 

③研究開発期間 

 ２００８年度～２０１０年度 

 

Ⅱ．診断・治療機器、再生医療等 

Ⅱ－１．診断・治療機器の開発 

（１）分子イメージング機器研究開発プロジェクト（運営費交付金） 

ⅰ）生活習慣病超早期診断眼底イメージング機器研究開発プロジェクト 

①概要 

細小血管の分子レベルでの代謝機能を非侵襲で可視化する細胞代謝イメージング

を実現し、代謝異常を細胞レベルで観察することにより、循環器系疾患等の早期の

診断・治療を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、ナノテクノロジーを活用した光学基盤技術等を確立するこ

とにより、細胞やタンパク質レベルの組織診断を可能とする機器を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００５年度～２００９年度 

 

ⅱ）悪性腫瘍等治療支援分子イメージング機器研究開発プロジェクト 

①概要 

 良性・悪性の区別も含めた腫瘍の超早期診断を実現するため、悪性腫瘍に特異的

に反応する標的物質を利用することにより生体細胞の分子レベルの機能変化を抽

出・検出できる機器の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、全身で３mm、局所で１mm の分解能を有する分子イメージン

グ機器を開発する。 



③研究開発期間 

 ２００５年度～２００９年度 

 

（２）次世代ＤＤＳ型悪性腫瘍治療システムの研究開発事業（運営費交付金） 

①概要 

 ＤＤＳのさらなる裾野の拡大、及び早期実用化を目指し、様々な外部エネルギー

（機器技術）と薬剤技術を組み合わせることにより、比較的人体の深部にある臓器

（肺、消化器）等のがんを対象としたＤＤＳ型治療システムの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 光線力学治療システムの前臨床試験の開始及び治療効果・安全性の検証と、超音

波診断・治療システムの前臨床試験を可能とする薬剤及び装置の完成に関する開発

を難治性がんの治療に向けて行う。 

③研究開発期間 

 ２００６年度～２００９年度 

 

（３）インテリジェント手術機器研究開発プロジェクト（運営費交付金） 

①概要 

手術中にがん細胞等の病巣部の位置や動きを正確に診断しながら、必要最小限の

切除で確実かつ安全に治療できる診断と治療が一体となった内視鏡手術支援システ

ムの開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ・主要部位対象機器研究開発 

 脳神経外科領域、胸部外科領域、及び消化器外科領域を対象に、基盤技術を確

立し、それらの技術を融合化して、製品化・実用化の目処をつける。非臨床試験

を実施し、その有効性と安全性を確認する試験結果を得ることを目標とする。  

・研究連携型機器開発 

子宮内で行われる出生前治療を行うための新しい手術システム・機器を開発す

る。非臨床試験を実施し、その有効性と安全性を確認する試験結果を得ることを

目標とする。 

③研究開発期間 

 ２００７年度～２０１１年度（研究連携型機器開発は、２００７年度～２００９

年度） 

 

（４）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】 

 

 

Ⅱ－２．再生医療の実用化 

（１）再生医療評価研究開発事業（運営費交付金） 

ⅰ）評価技術の開発 

①概要 

ヒトから細胞を採取し、これを体外で培養、必要に応じて組織に分化させ、これ

を患者に移植・治療する再生医療の国内での早期実用化、産業化を目指し、患者自



身の細胞の採取・培養から組織形成・治療までの評価プロセス及び基準を開発、体

系化する。 

②技術目標及び達成時期 

 ２００９年度までに、再生医療の早期実用化、産業化のための、細胞培養評価法

の開発、組織形成評価法の開発、実用化レベルでの評価基準の確立を行う。 

③研究開発期間 

２００５年度～２００９年度 

 

ⅱ）心筋再生治療研究開発プロジェクト 

①概要 

 心筋再生治療の早期実用化を目指すために、厚い心筋組織で構築された内部に酸

素や栄養を供給できるような血管網を有するバイオ心筋の作成技術を開発する。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに厚さが５mm 以上、酸素、栄養を供給できる血管網を有した心

筋組織を開発する。 

③研究開発期間 

２００６年度～２００９年度 

 

ⅲ）三次元複合臓器構造体研究開発プロジェクト 

①概要 

生体適合性等を備えた三次元複合臓器構造体を開発し、従来のティッシュエンジ

ニアリング技術では適用できない臓器の再生を可能にするため、大型化、三次元構

造化、自己組織化及び計測評価法の確立のための技術基盤の開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２００９年度までに従来のティッシュエンジニアリング技術による単層構造に比

べて再生組織の厚さが１０倍以上及び構造体積は１００倍以上、含有組織は従来の

単一組織から３種類以上の複合組織化技術を開発する。 

③研究開発期間 

 ２００６年度～２００９年度 

 

（２）基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】 

 

Ⅱ－３．福祉機器の開発 

（１）福祉用具実用化開発推進事業（運営費交付金） 

①概要 

「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律」（福祉用具法）に基づき、高

齢者・心身障害者及び介護者の生活の質の向上を目的として、生活支援分野、社会

活動支援分野を中心とした福祉用具の実用化開発を行う民間企業等に対し、研究開

発費用の２／３以内を補助することで、多様な福祉ニーズに対応するとともに、当

該分野における新産業の創出、成長の促進に資する。 

②技術目標及び達成時期 

 高齢者、障害者の生活支援、社会参加支援に資する福祉用具の実用化開発を促進



することにより、高齢者等の生活における負担の軽減を図り、安全で安心のできる

生活を実現する。より具体的な目標として、各々の補助対象事業終了後３年経過し

た時点で５０パーセント以上を製品化する。 

③研究開発期間 

 １９９３年度～ 

 

Ⅱ－４．診断・治療機器、再生医療等に係る基盤整備 

（１）医療機器開発ガイドライン策定事業 

①概要 

医療機器産業への投資、新規企業参入、医療機器研究開発の促進及び薬事法審査

の円滑化・迅速化にも資する「医療機器開発ガイドライン」を厚生労働省との連携

の下、産学の協力を得て、個別の医療機器ごとに策定し、国内での機器開発促進の

環境整備を図るとともに、医療機器メーカーと材料・部品メーカーの適切なリスク

分担を可能とするモデル契約の策定やリスクマネジメント手法の開発等について検

討を行う。 

②技術目標及び達成時期 

 ２０１０年度までに、今後実用化が期待される先進的な医療機器（７機種程度）

について、工学的安定性や生物学的安定性等に関する詳細な評価基準を策定し、開

発ガイドラインとして取りまとめる。また、治療機器への部材供給活性化のための

調査研究を行い、医療機器開発に反映させることで、ハイリスクな医療機器に対す

る材料・部品の提供を活性化し、医療機器産業の活性化に資するものとする。 

③研究開発期間 

 ２００８年度～２０１０年度 

 

（２）福祉機器情報収集・分析・提供事業 

①概要 

福祉用具法に基づき、民間による福祉機器の実用化のための研究開発を促進するた

め、福祉機器に関する産業技術に係る情報の収集・分析・提供事業を実施すること

で、当該分野における福祉機器の普及や新規産業の創出・成長の促進を図る。 

②技術目標及び達成時期 

 各年において福祉機器に係るニーズ等の調査の実施及び福祉用具実用化推進事業

で開発された福祉機器の各種展示会等への出展による情報収集・分析・情報の提供

を実施する。 

③研究開発期間 

１９９３年度～ 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

 

○バイオテクノロジーに係る研究開発・産業化関連 

［調査研究］ 

１） バイオインダストリー安全対策調査（２０００～２００９年度） 

 バイオテクノロジーの安全性を確保するため、これまで得られている知見を基に、安



全性関連データベースの整備、安全性評価手法の高度化に必要な事項の検討及びガイド

ラインの作成を行う。 

２） バイオ事業化に伴う生命倫理問題等に関する研究（２００２～２０１１年度） 

 バイオテクノロジーの実用化に際して、新たな技術に対する国民の理解と合意を得る

ため、新たな技術の産業化に伴って発生する、我が国の社会における様々な問題を、文

献の収集、国内外の調査等を行うことにより研究する。さらに、バイオテクノロジーに

対する理解を深めるための情報発信等、社会的受容（public acceptance）を高めるた

めの活動を支援する。 

 

［標準化］ 

・各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活

動（国際規格（ＩＳＯ/ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標

準の提案等）を実施する。具体的には、統合データベースの情報やインターネットに公開

されている情報資源等を相互運用するために、必要なデータ形式、フォーマット等の標準

化を推進する。 

 

［導入普及促進］ 

・個人遺伝情報保護ガイドラインの適切な運用 

ゲノム研究の進展は、個人遺伝情報を用い、情報技術を駆使した幅広い医療・健康サー

ビスによる人々の健康や福祉の向上、さらには新しい医療・健康サービス産業の育成に重

要な役割を果たそうとしているが、その際、人権を尊重し、社会の理解と協力を得て、個

人遺伝情報の厳格な管理の下で適正に事業を実施することが不可欠である。そのため、個

人遺伝情報を安全に保護するために作成した事業者が遵守すべきルール「経済産業分野の

うち個人遺伝情報を用いた事業分野における個人情報保護ガイドライン（2004年12月17日

告示）」（個人遺伝情報保護ガイドラインという）を適切に運用する。 

 

［産業間連携］ 

・研究開発型ベンチャー支援 

バイオベンチャーは商品を市場に送り出すまでに長期間を要する、研究開発のために多

額の資金調達を必要とする、事業を行うために様々な規制・審査を経る必要がある等、他

業種のベンチャー企業と比較して困難な問題を抱えていることが多い。そのため、バイオ

ベンチャーの様々な問題に対して施策への反映を検討し、補助金等の施策の紹介を通じて

バイオベンチャー振興を図る。 

また、「産業クラスター計画」に基づき、全国のバイオクラスターにおいて、企業間の

ネットワーク形成の支援、産学連携による研究開発プロジェクトの支援、地域系ベン

チャーファンドによる資金調達支援等を実施していく。 

  

・基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発（運営費交付金）【再掲】 

 

［プロジェクト等間の連携について］ 

 ・ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（化合物等を活用した生物システム制御基盤

技術開発）については、タンパク質機能解析・活用プロジェクトの成果を活用することで、



超高速・高感度にタンパク質の相互作用を解析する技術を開発する。 

 

 ・ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発（創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤

技術開発）については、「生体高分子立体構造情報解析」の成果を活用することで、膜タ

ンパク質やその複合体の構造情報を取得する新たな技術等の開発に向けて、タンパク質の

立体構造及びその構造変化や膜タンパク質複合体の構造情報等の解析及び構造情報を基に

した高精度なシミュレーション技術を開発する。 

 

 ・糖鎖機能活用技術開発については、糖鎖合成関連遺伝子ライブラリー構築、糖鎖エンジ

ニアリングプロジェクトの成果を活用することで、糖鎖の機能を効率的に解析するための

基盤技術を開発する。 

 

・ゲノム創薬加速化支援バイオ基盤技術開発の「化合物等を活用した生物システム制御基

盤技術開発」、「創薬加速に向けたタンパク質構造解析基盤技術開発」、「モデル細胞を用い

た遺伝子機能等解析技術開発」については、必要に応じ、各々の成果を活用し、効率的、

効果的な研究開発を図る。 

 

［関係機関との連携］ 

・総合科学技術会議が推進する基本政策推進専門調査会 分野別推進総合ＰＴ ライフサ

イエンスＰＴ及び科学技術連携施策（「生命科学の基礎・基盤」、「臨床研究・臨床への

橋渡し研究」）の下、各プロジェクトについて、関係府省との適切な連携を図る。また、

２００７年１月に設置された「革新的創薬のための官民対話」の場を通じ、医薬品分野の

イノベーションの創出と産業の国際競争力強化に係る諸施策の方向性に対する製薬業界、

教育・研究機関、行政（文部科学省、厚生労働省、経済産業省）の認識の共有化を図る。 

 

［その他］ 

・特許への取組 

 一段と激化する特許戦争の中、成果実用化・効率的な研究開発を推進するため、プロ

ジェクト企画段階から、研究テーマ周辺の論文及び特許状況のサーベイ実施やプロジェ

クト実施段階における特許出願後の事業化構想等、特許に関する戦略的取組（プロパテ

ントアプローチの導入）を実施する。 

 

○医療福祉機器関連 

［標準化］ 

高齢者等支援機器については、関係省庁との緊密な連携の下、標準化等の手法による実

用化及び普及の方策を検討する。 

 

［導入普及促進］ 

・福祉医療関連機器普及促進（財政投融資制度）（１９９２年度～２００８年９月末） 

  医療・福祉関連機器の開発、生産、流通、販売等の関連する供給体制を強化するため

に必要となる設備に対し、長期かつ低金利な融資制度により支援を行い、さらなる製品

の高品質化、低価格化を実現し、安定的な供給体制を確保する。 



 

［関係機関との連携］ 

・医療の進歩・国民の健康に貢献する医療機器・用具の産業技術力向上及び国際競争力強

化を目指し、研究開発から市場化までのすべてのプロセスにおけるマクロな戦略の検討と、

医療機器の重要性について社会的認知の向上を実現するための仕組み及び個別プロジェク

トの形成をはかることを使命とした「医療技術産業戦略コンソーシアム（ＭＥＴＩＳ）」

が平成１３年に設立され、現在第３期に入っている。また、平成１９年４月には「革新的

医療機器の創出に向けた医療機器産業界との懇談会」が設置され、経済産業省、厚生労働

省、文部科学省の３省が連携して取りまとめた「革新的医薬品・医療機器創出のための５

か年戦略」を早期実行するための官民対話が推進されている。 

 

［その他］ 

・薬事法審査の迅速化 

医療機器の審査体制の強化による薬事法審査の迅速化の観点から、２００４年から独

立行政法人産業技術総合開発機構の工学系研究者を独立行政法人医薬品医療機器総合機

構へ派遣したところである。 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

 事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

なお、適切な時期に、実用化・市場化状況等について検証する。 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付けがん・心疾患等対応高度医療機器プログラム制定。 

（２） 平成１４年２月２６日付け健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プロ

グラム基本計画制定。 

（３） 平成１４年２月２８日付け健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム基本

計画制定。がん・心疾患等対応高度医療機器プログラム（平成１２・１２・２７工総

第１３号）は、廃止。 

（４） 平成１５年１月２７日付け健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プロ

グラム基本計画制定。健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究プログラ

ム基本計画（平成１４・０２・２５産局第４号）は、廃止。 

（５） 平成１５年３月１０日付け健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム基本

計画制定。健康寿命延伸のための医療福祉機器高度化プログラム基本計画（平成１

４・０２・０５産局第２号）は、廃止。 

（６） 平成１６年２月３日付け制定。健康維持・増進のためのバイオテクノロジー基盤研究

プログラム基本計画（平成１５・０１・２３産局第４号）及び健康寿命延伸のための

医療福祉機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１７号）は、

本プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（７） 平成１７年３月３１日付け制定。健康安心プログラム基本計画（平成１６・０２・０

３産局第１２号）は、廃止。 



（８） 平成１８年３月３１日付け制定。健康安心プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１号）は、廃止。 

（９）平成１９年４月２日付け制定。健康安心プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第２号））は、廃止。 

（１０）平成２０年４月１日付け制定。健康安心プログラム基本計画（平成１９・０３・２

０産局第５号））は、廃止。 

 



平成２０．０３．３１産局第５号

平成２０年３月３１日

榊産掌嵩
鱒剛滞
臆冒剛蜑

経済産業省産業技術環境局 壬

|離騨
猛禮躯筐
艤冒濡蛋

経済産業省製造産業局

航空機・宇宙産業イノベーションプログラム基本計画の制定について

上記の件について、イノベーションプログラム実施要領（平成１６．０７．２７産局第
１号）第４条第１項の規定に基づき、別添のとおり制定する。



平成 20･03･31産局第 5号 
平成２０年３月３１日 

 
航空機・宇宙産業イノベーションプログラム基本計画 

 
１．目的 

今後、市場規模の拡大が見込まれるとともに、その先端的な部品、材料、システム技

術の波及効果を通じて我が国製造業全体の高度化をもたらし、また安全保障上の重要な

基盤である航空機産業に関連する技術開発を積極的に推進する。 
また、大きな技術波及効果を有し、国民の安全にも密接に関わるだけでなく、高度情

報化社会の実現、地球環境の保全、資源開発等多様な社会ニーズに応える基盤となる宇

宙産業の国際競争力の強化を図る。 
 
２．政策的位置付け 
 ○第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

航空機分野は、先端技術と高度な材料・部品等をシステム統合する分野であり、重点

推進４分野及び推進４分野のうち、「情報通信」、「環境」、「ナノテクノロジー・材料」、

「ものづくり技術」、「社会基盤」、「エネルギー」といった複数の分野にまたがる技術開

発課題を有している。航空機分野の技術は他分野への技術波及効果も高く、その開発は

産業技術政策上も極めて重要であり、特に、環境負荷低減を実現するための技術課題に

ついては、地球温暖化対策等の観点からも積極的に取り組むべきである。 
第３期科学技術基本計画を踏まえて策定された分野別推進戦略では、航空機分野に関

連するプロジェクトは主に「社会基盤」分野に位置づけられており、「高速輸送を可能と

し、大量運航によって社会生活を支えているのみならず、産業政策上、安全保障上も重

要な役割を担っており、諸外国と同様に研究開発リスクを国が負担しつつ、国民の航空

輸送ニーズの多様化に応え、安全や環境問題に配慮した技術開発に取り組む必要がある。

特に、我が国主導で航空機およびエンジンをインテグレーションできる技術を向上させ

るとともに、中長期的に技術を育成するための課題に取り組む必要がある」とされてい

る。本プログラム基本計画に含まれる各研究開発事業についても、戦略重点科学技術及

び重要な研究開発課題として指定されている。 
宇宙分野は、推進分野である「フロンティア」分野において、国家基幹技術、戦略重

点科学技術及び重要な研究開発課題に位置付けられた。また、総合科学技術会議におい

て「我が国における宇宙開発利用の基本戦略」（２００４年９月総合科学技術会議）が決

定されている。 
○２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定） 

世界最高水準にある我が国の優れた省エネ技術等の普及、更なる技術開発により、エ

ネルギー効率の一層の改善を図るため、次世代環境航空機の開発・普及などによる航空

機からのＣＯ２排出抑制対策等、物流分野のエネルギー効率の改善を進め、運輸部門にお



ける省エネ対策を推進することとされている。 

○経済成長戦略大綱（２００７年６月改定） 
産学官連携により世界の潜在需要を喚起する新産業群を創出するため、特に、極限状

態における高信頼性が求められる次世代環境航空機など、我が国の製造業の更なる発展

に必要な部品・材料産業の高度化にも大きく貢献する新産業群の実現に向けた環境整備

や研究開発を推進することとされている。 
また、宇宙分野については、宇宙の利用・産業化を推進することとされている。 

○経済財政改革の基本方針２００７（２００７年６月閣議決定） 
次世代環境航空機等の戦略的分野の研究開発プロジェクトを推進することとされてい

る。 
また、宇宙分野については、宇宙の利用・産業化を推進することとされている。 

 ○「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」（２００３年７月、ＩＴ戦略本部とりまとめ） 
宇宙分野は、新しいＩＴ利活用戦略〔衛星測位システム（ＧＰＳ等）の高度な活用と、

準天頂衛星システム等の測位システムや地理情報システム（ＧＩＳ）の研究開発や整備

を統合的に推進し、我が国の国土空間における正確な位置を知ることができる環境の整

備〕、「ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画２００４」（平成２００４年６月、ＩＴ戦略本部とりまと

め）における重点政策５分野の１つに対応するものである。 
 
３．達成目標 

大きな技術波及効果によって環境をはじめ、情報、材料等の分野に高付加価値を生み

出す航空機関連技術について、材料・構造・システム関連等の中核的要素技術力を一層

強化・保持するとともに、機体及びエンジンの完成機関連技術を強化する。 
我が国宇宙産業の国際競争力強化に向け、次世代の宇宙機器の開発及び宇宙利用の促

進に資する技術を強化する。これにより、我が国における宇宙開発利用の産業化を促進

し、自立的な宇宙産業を育成することで、世界の宇宙機器マーケットにおける我が国の

シェア拡大を図る。 
 
４．研究開発内容 
【プロジェクト】 
Ⅰ．航空機関連（広く産業技術を対象とした研究開発であって航空機関連技術にも裨益する

ものを含む） 
（１）省エネ用炭素繊維複合材技術開発 
  ①概要 

航空機、自動車、鉄道、船舶等の輸送機械等における炭素繊維複合材の適用範囲を拡

大し、省エネルギーの促進を図るため、先進的な炭素繊維複合材成形技術や、耐雷対策

の低コスト化技術等の研究開発・実証を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 
２０１３年度までに、従来の方法に比べ低コストであり、曲率の大きな部位の成形も



行うことができるＶａＲＴＭ（バータム）法等の炭素繊維複合材成形技術や、炭素繊維

複合材を用いた製品の耐雷性能を低コストで確保する技術の研究開発・実証を行う。 

  ③研究開発期間 
    ２００８年度～２０１３年度 
 
（２）次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発 
  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、航空機、高速車両等の

輸送機器への先進材料の本格導入を加速させるため、先進複合材料及び先進金属材料に

ついて部材開発、設計試作及び評価を実施することで、軽量化によりエネルギー使用効

率を大幅に向上させる革新的な構造部材の創製・加工技術の開発を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 
２０１２年度までに、複合材の構造健全性診断技術、チタン合金の創製・加工技術を

確立するとともに、航空機用エンジンへの適用を目指し、耐熱・耐衝撃性に優れた複合

材料を開発する。 
  ③研究開発期間 
    ２００３年度～２０１２年度 
 
（３）航空機用先進システム基盤技術開発 
  ①概要 

航空機の環境適合性、運行経済性、安全性といった要請に対応した、軽量・低コスト

かつ安全性の高い先進的な航空機用システムを開発する。 
  ②技術目標及び達成時期 

通信アンテナ、気象用レーダ等の高性能化等を実現する航空機システム先進材料技術

を２０１０年度までに開発する。また、航空機エンジンについても、低損失ギアボック

スシステムを２０１１年度までに開発する。さらに、航空機の安全性向上及び運航コス

ト低減に資する先進パイロット支援システムを開発し、飛行試験等を通じた技術実証を

２０１２年度までに行う。 
  ③研究開発期間 
    １９９９年度～２０１２年度 
 
（４）空力設計、開発・生産システム、操縦システム等研究開発 
  ①概要 

空力設計、開発・生産システム、操縦システム等に係る先進的技術の研究開発・実証

を通じて、製造業全体の開発・生産プロセス等の高度化等を図る。 

  ②技術目標及び達成時期 
２０１３年度までに、空力設計、開発・生産システム、操縦システム等に係る先進的

技術の研究開発・実証を行う。 



  ③研究開発期間 
２００８年度～２０１３年度 

 
（５）環境適応型小型航空機用エンジン研究開発（運営費交付金） 
  ①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、エネルギー使用効率を

大幅に向上し、環境対策にも優れた次世代の小型航空機用エンジンの開発にとって重要

な要素技術の研究開発を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 
２０１０年度までに、エネルギー使用効率を大幅に向上する構造設計技術、騒音、Ｎ

Ｏｘ等の環境負荷対応に優れた環境対策技術、インテグレーション技術、高バイパス比

化等の高性能化技術といった要素技術の研究開発・実証を行う。 
  ③研究開発期間 

  ２００３年度～２０１０年度 
 
（６）小型民間輸送機等開発調査 
  ①概要 

 我が国主導の機体開発を実現するため、小型民間輸送機等の開発可能性を検討すべく、

市場調査及び要素技術開発等を実施する。 

  ②技術目標及び達成時期 
次期輸送機（Ｃ－Ｘ）、救難飛行艇（ＵＳ－２）等の防衛省機の民間転用を含め、我

が国における民間航空機開発を促進するため、市場動向調査や要素技術開発を実施する。 
 ③研究開発期間 

１９８９年度～２０１１年度 
 
（７）超高速輸送機実用化開発調査 
  ①概要 

将来の国際共同開発においても、我が国産業界が然るべき役割を果たすため、遷・超

音速領域の飛行を想定した超高速機について、市場ニーズ及び経済性への要求に関する

検討を行うとともに、技術的課題の抽出、各種要素技術開発等を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 
２００９年度までに、遷・超音速域（マッハ０．９～１．６程度）を飛行する超高速

機の実現のために解決すべき技術的課題を抽出する。また、実現にあたり特に重要とな

る空力及び材料・構造技術について、超高速機の低抵抗化に資する数値流体（ＣＦＤ）

解析手法や軽量かつ製造コストの低い超高速機用機体構造（胴体・主翼等）の検討を行

う。 
  ③研究開発期間 
    ２００２年度～２００９年度 



 
Ⅱ．宇宙産業関連 
Ⅱ―１．輸送系産業競争力向上基盤技術開発 
（１）次世代輸送系システム設計基盤技術開発プロジェクト（運営費交付金） 
  ①概要 

国際ロケット市場における我が国宇宙産業の競争力確保を図るため、ロケットを効率

的に開発・運用し、ロケットの開発、衛星の受注から打上までの期間を大幅に短縮する

基盤技術開発を行う。 
②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、ロケットの設計及び衛星対応設計の効率化技術等を確立する。 
  ③研究開発期間 
    ２００１年度～２０１０年度 

 
Ⅱ―２．衛星系産業競争力向上基盤技術開発 
 （１）次世代衛星基盤技術開発プロジェクト（準天頂衛星システム等開発プロジェクト） 
  ①概要 

 国際商業市場における我が国衛星メーカーの競争力を強化するべく、準天頂衛星シス

テム※（利用者に対し、米国が運用するＧＰＳとの補完による高精度な位置情報等の提

供を可能にするシステム）の構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強化にも直結する衛

星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を行う。本プロジェクトの一部について

は、他部門と比較して需要増加の割合が高い運輸部門のエネルギー消費を抑制すべく、

自動車、高速車両等の輸送機器の軽量化・効率化にも資する複合材料製造設計等の基盤

技術を確立するためのものであり、エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うも

のである。 

    ※ 静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し、見かけ上、常に天頂付近に最低１つの衛

星を位置させるシステム。 

②技術目標及び達成時期 
 ２０１０年度までに、準天頂衛星システムの構築に不可欠な基盤技術（産業競争力強

化にも直結する衛星の軽量化、長寿命化に関する技術等）の開発を実施し、宇宙空間で

の技術実証を行う。 
  ③研究開発期間 
    ２００３年度～２０１０年度 

 
（２）ＳＥＲＶＩＳプロジェクト（運営費交付金） 
  ①概要 

我が国宇宙産業の国際競争力を強化するため、衛星製造の低コスト化、短納期化及び

高機能化を実現すべく我が国産業が有する優れた民生用電子部品の活用に向け、耐放射

線試験、高温／低温・振動等の地上試験を行う。また、地上試験結果を踏まえ選定した



民生用電子部品を実証衛星に搭載し、宇宙における放射線、高温／低温・真空等の複合

環境への耐環境性能を実証するとともに、これら地上試験及び宇宙実証により取得され

たデータを知的基盤（データベース、ガイドライン）として整備する。 
  ②技術目標及び達成時期 

地上試験及び宇宙実証の結果を踏まえ、２０１０年度までに民生部品・民生技術の活

用にための知的基盤（データベース、ガイドライン）を整備することにより、我が国に

おける衛星製造等の低コスト化、短納期化及び高機能化を図るとともに、国際標準化提

案についても検討を行う。 
  ③研究開発期間 
    １９９９年度～２０１０年度  

 
（３）小型化等による先進的宇宙システムの研究開発（運営費交付金） 
①概要 

我が国宇宙産業の国際競争力強化や国内宇宙産業基盤維持を図るために、低コスト

化・短納期化・小型化等による先進的宇宙システムを構築する。 
②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、我が国の既存衛星システムに比べ、開発・製造コスト約１５分

の１、重量約１０分の１、開発期間約３分の１を目標とする超高性能小型衛星（光学分

解能１ｍ以下）を開発する。また、設計思想の標準化を図るなど、今後の我が国衛星開

発の基盤となる開発思想を構築する。 
③研究開発期間 
  ２００８年度～２０１０年度 

 
（４）ＡＳＴＥＲプロジェクト 
①概要 

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性天然ガ

ス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した光学センサである資源探

査用将来型センサ（ＡＳＴＥＲ）の健全性評価やセンサを維持することにより、取得さ

れる画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 
  ②技術目標及び達成時期 

ＡＳＴＥＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度までに、

センサ技術の高度化（ポインティング機能の追加、分解能の向上、熱センサの搭載等）

を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９８７年度～２０１０年度 

 
（５）ＰＡＬＳＡＲプロジェクト 
  ①概要 



石油の生産及び流通の合理化を図る観点から行うものであり、石油及び可燃性天然ガ

ス資源等の開発に資するため、資源探査能力を格段に向上した合成開口レーダである次

世代合成開口レーダ（ＰＡＬＳＡＲ）の健全性評価やセンサを維持することにより、取

得される画像データを用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 
  ②技術目標及び達成時期 

ＰＡＬＳＡＲの開発、健全性の評価・維持を実施することにより、２０１０年度まで

に、レーダ技術の高度化（アンテナ指向の電子制御化、分解能の向上、多偏波観測等）

を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９９３年度～２０１０年度 
 

（６）ハイパースペクトルセンサ等の研究開発（運営費交付金） 
  ①概要 

資源開発に有効な岩石・鉱物や地質構造解析の高次元解析を可能とするハイパースペ

クトルセンサの開発を行うとともに、軌道上におけるデータ取得の実証を行い、センサ

技術の確立を行う。 
  ②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までにスペクトル分解能２００バンド前後のハイパースペクトルセン

サを開発し、地表面のスペクトル情報を取得して資源開発に有効なセンサ技術の実証を

行う。 
  ③研究開発期間 
    ２００７年度～２０１１年度 
 

Ⅱ―３．宇宙利用促進基盤技術の開発 
（１）次世代地球観測センサ等の研究開発 

  ①概要 
我が国が開発・運用する地球観測センサや２００７年度よりＮＥＤＯOにて開発が始

まったハイパースペクトルセンサ等により得られる地球観測データから、有用な情報を

効果的・効率的に抽出するため、スペクトルデータの収集と蓄積、物質ごとの特徴的な

スペクトルデータの研究、衛星から得られたデータと地上データと比較・処理解析し、

対象物を特定する解析手順・手法、多様なデータとの融合処理等の高付加価値データの

処理解析技術等の研究開発を行う。 

  ②技術目標及び達成時期 

２０１１年度までに、環境観測、災害監視、資源探査、農林水産等の分野におけるハ

イパースペクトルセンサにより得られる地球観測データ処理・解析技術の向上及び地球

観測データ利用の拡大を図る。 

  ③研究開発期間 

    ２００６年度～２０１１年度 



 
（２）石油資源遠隔探知技術の研究開発 
  ①概要 

我が国が開発・運用する多様な地球観測センサ（ＡＳＴＥＲ、ＰＡＬＳＡＲ等）の地

球観測データを用いて、石油・天然ガス等の安定供給確保のため、資源開発・探査、環

境観測等に有効なデータの処理解析手法の研究開発を行う。また、地球観測データのよ

うな大容量のデータを容易に扱えるシステムの研究開発を実施することで資源開発・探

査、環境観測を含む多様な分野でのリモートセンシングの利用拡大を図る。 
  ②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに、資源開発・探査、環境観測等の分野における地球観測データ処

理・解析技術の向上及び地球観測データの利用の拡大を図る。 
  ③研究開発期間 
    １９８１年度～２０１０年度 
 

（３）太陽光発電無線送受電技術の研究開発 

① 概要 

新たな電力供給方式として地上において様々な用途への応用が見込まれ、また、長期

的には将来の新エネルギーシステムとして期待される宇宙太陽光発電システムの中核

的技術として応用可能な太陽光発電無線送受電技術を確立するため、安全性等を確保し

つつ、太陽エネルギーを効率良く伝送するための要素技術等について研究開発を行う。 

②技術目標及び達成時期 

２０１０年度までに高効率半導体増幅回路の開発、複数フェーズドアレイパネルの統

合による精密ビーム制御技術の開発、高効率受電整流回路の開発を目指すことにより、

無線送受電技術の高効率化を図る。 

③研究開発期間 

 ２００８年度～２０１０年度 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備 
（航空機） 
〔人材育成〕 
・大学から有用な人材を航空機産業に迎えるとともに、開発から次期開発までのサイクル

の長い航空機産業において継続的に人材を育成することが重要である。 
〔防衛調達等を通じた航空機産業の高度化について〕 
・効率的な研究開発や生産に向けたインセンティブ等を通じて我が国の航空機産業・技術

基盤の維持・育成にも資する防衛調達・研究開発が実現するよう、引き続き関係省庁と

連携することが重要である。 
・防衛機の民間転用を円滑化するための制度整備等について、関係省庁と連携することが

重要である。 



〔関係機関との連携〕 
・民間航空機開発推進関係省庁協議会（防衛庁（当時）、文部科学省、国土交通省及び経

済産業省局長級による協議会）を設置（平成１５年９月）し、研究開発の円滑な実施を

図るため、関係省庁の連携を強化。また、協議会の下に、各省庁の担当課長からなる幹

事会も併せて設置。産業構造審議会航空機委員会において航空機産業全般にかかる課題

と対策を議論。 
〔その他〕 
• 中小企業のネットワーク化や認証取得により、我が国の部品・素材の採用拡大を図るこ

とが重要である。 
• 航空機部品へのＲＦＩＤ導入を進めることにより、整備業務等における効率化や高付加

価値化を目指すことが重要である。 
 
（宇宙産業） 
〔プロジェクト等の間の主要な連携について〕 
（衛星系等基盤技術開発により得られた技術の活用） 

ＡＳＴＥＲプロジェクト及びＰＡＬＳＡＲプロジェクトの成果を、石油資源遠隔探知

技術の研究開発プロジェクトで活用することで、人工衛星から取得される画像データを

用いた石油・天然ガス資源の遠隔探知を行う技術を確立する。 

〔関係機関との連携〕 
産業化を促進するための環境整備（政府による国産ロケットの優先使用、衛星打上げ

輸送サービスの整理、大型試験研究設備の利用等）に向けた関係府省及び機関との連携。 
関係府省、機関及び企業をメンバーとする連絡会議を活用した産業化関連プロジェク

トの推進。 
〔導入普及促進〕 

プロジェクトを通じて得られた基盤技術、データ（宇宙利用可能民生部品データベー

ス、リモートセンシングデータ等）等について、成果報告会、データベースの一般公開、

画像データの一般提供等により、可能な限り速やかに社会に普及し、民間主導による実

用化、新技術への応用を促進する。 
 
６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、実施される

ものである。 

 
７．プログラムの期間 

プログラムの期間は２００３年度から２０１３年度まで。 
 
８．改定履歴 



（１）平成１５年３月１０日付け制定。 
（２）平成１６年２月３日付け制定。民間航空機基盤技術プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第１２号）及び宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１３号）は、廃止。 
（３）平成１７年３月３１日付け制定。民間航空機基盤技術プログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第８号）及び宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１６・

０２・０３産局第９号）は、廃止。 
（４）平成１８年３月３１日付け制定。民間航空機基盤技術プログラム基本計画（平成１７・

０３・２５産局第１１号）及び宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第１０号）は、廃止。 
（５）平成１９年４月２日付け制定。民間航空機基盤技術プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１２号）及び宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１

８・０３・３１産局第８号）は、廃止。 
（６）平成２０年３月３１日付け制定。民間航空機基盤技術プログラム基本計画（平成１９・

０３・２３産局第３号）及び宇宙産業高度化基盤技術プログラム基本計画（平成１９・

０３・１６産局第４号）は、廃止。 



イノベーションプログラムについて

平成２０年５月１６日
経 済 産 業 省
研 究 開 発 課

第２３回研究開発小委員会
資料４



１．「イノベーションプログラム」の中での体系的推進 （Inside Management & Accountability）
● 経済産業省の全ての研究開発プロジェクトは、政策目標毎に７つの「イノベーションプログラム」の下で体系的に
推進。

● 各プログラムの中で、政策目標に向けたプロジェクトの位置付けと目標の明確化、市場化に必要な関連施策（規
制改革、標準化等）との一体化を図り、イノベーション実現に向け各プロジェクトを効果的に推進。

２．「技術戦略マップ」に基づく戦略的企画立案 （Outside Communication & Networking)
● 先端産業技術動向を把握し、国が取り組むべき技術課題とイノベーションの道筋を明確化するため、産学官で協
働するロードマッピング手法を導入（『技術戦略マップ 2005／2006／2007／2008 』）。

● 研究開発プロジェクトの選定に当たっては、イノベーションプログラムにおける政策目標を基に技術戦略マップに
位置付けられた重要技術課題を抽出し戦略的に企画立案。

１．「イノベーションプログラム」の中での体系的推進 （Inside Management & Accountability）
● 経済産業省の全ての研究開発プロジェクトは、政策目標毎に７つの「イノベーションプログラム」の下で体系的に
推進。

● 各プログラムの中で、政策目標に向けたプロジェクトの位置付けと目標の明確化、市場化に必要な関連施策（規
制改革、標準化等）との一体化を図り、イノベーション実現に向け各プロジェクトを効果的に推進。

２．「技術戦略マップ」に基づく戦略的企画立案 （Outside Communication & Networking)
● 先端産業技術動向を把握し、国が取り組むべき技術課題とイノベーションの道筋を明確化するため、産学官で協
働するロードマッピング手法を導入（『技術戦略マップ 2005／2006／2007／2008 』）。

● 研究開発プロジェクトの選定に当たっては、イノベーションプログラムにおける政策目標を基に技術戦略マップに
位置付けられた重要技術課題を抽出し戦略的に企画立案。

２０年度一般会計 ５０２億円（ ５０７億円）
特別会計 １，４８４億円（１，６２２億円）

※１：各イノベーションプログラムにおけるプロジェクトの重複を排除した額 ※２ 各サブﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑで重複があるため小計と一致しない ※３： 一部、財投出資（５０億円）、関連予算（８億円）を含む

エネルギーエネルギー IPGIPG
①①総合エネルギー効率の向上総合エネルギー効率の向上 ８１７億円８１７億円
②②運輸部門の燃料多様化運輸部門の燃料多様化 ３５８億円３５８億円
③③新エネルギー等の開発・導入促進新エネルギー等の開発・導入促進 ４８８億円４８８億円
④④原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 ２５８億円２５８億円
⑤⑤化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 ５５４億円５５４億円

ＩＴＩＴ IPGIPG
①①ＩＴコア技術の革新ＩＴコア技術の革新 １１４億円１１４億円
②②省エネ革新省エネ革新 ６７億円６７億円
③③情報爆発への対応情報爆発への対応 ４１億円４１億円
②②情報システムの安全性等情報システムの安全性等

５０億円５０億円

小計小計 ２７２２７２億円億円

ナノテク・部材ナノテク・部材 IPGIPG
①①ナノテク加速化領域ナノテク加速化領域 ３６億円３６億円
②②情報通信領域情報通信領域 ３１億円３１億円
③③ライフサイエンス領域ライフサイエンス領域 １９億円１９億円
④④ｴﾈﾙｷﾞｰ・資源・環境領域ｴﾈﾙｷﾞｰ・資源・環境領域 ６０億円６０億円
⑤⑤材料・部材領域材料・部材領域 ３２億円３２億円

⑥⑥共通共通 ６億円６億円
小計小計 １８４１８４億円億円

ロボット・新機械ロボット・新機械
IPGIPG
①①ロボット関連技術開発ロボット関連技術開発

２４億円２４億円
②②MEMSMEMS・分析機器・分析機器

２２億円２２億円

小計小計 ４６４６億円億円

健康安心健康安心 IPGIPG
①①創薬・診断技術開発創薬・診断技術開発

９６億円９６億円
②②診断・治療機器・再生医療等診断・治療機器・再生医療等
の技術開発の技術開発

３０億円３０億円

小計小計 １２６１２６億円億円

環境安心環境安心 IPGIPG
①①地球温暖化防止新技術地球温暖化防止新技術

４２４２億円億円
②②３Ｒ３Ｒ １３１３億円億円
③③環境調和産業環境調和産業バイオバイオ ５６５６億円億円
④④化学物質総合評価化学物質総合評価 １６１６億円億円

小計小計 １２７１２７億円億円

航空機・宇宙産業航空機・宇宙産業 IPGIPG
①①航空機産業の基盤技術力の維持・向上航空機産業の基盤技術力の維持・向上

１６３１６３億円億円
②②宇宙産業の国際競争力強化宇宙産業の国際競争力強化

６９６９億円億円

小計小計 ２３２２３２億円億円 ※※３３

平成２０年度予算額平成２０年度予算額 （平成１９年度予算額）（平成１９年度予算額）

平成２０年度平成２０年度 イノベーションプログラム（イノベーションプログラム（IPGIPG）予算総額）予算総額 １，９８６億円１，９８６億円 （２，１２９億円）（２，１２９億円）※１

小計小計 １，４４７億円１，４４７億円※※２２

１

イノベーションプログラムイノベーションプログラムについてについて



超燃焼システム技術
超燃焼システム技術

時空を超えたエネルギー利用技術
時空を超えたエネルギー利用技術

一般・共通・その他
一般・共通・その他

次世代省エネデバイス技術
次世代省エネデバイス技術

先進交通社会確立技術
先進交通社会確立技術

情報生活空間創生技術
情報生活空間創生技術

背景

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
約
８
割
を
海
外
に
依
存
す
る
我
が
国
に
と
っ
て
、
こ
れ
を
効
率
的
に
利
用
す
る
こ
と
、

即
ち
「
省
エ
ネ
」
を
図
る
こ
と
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
上
の
重
要
課
題
で
あ
る
。

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
を
２
０
３
０
年
度
ま
で
に
３
０
％
以
上
改
善

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
を
２
０
３
０
年
度
ま
で
に
３
０
％
以
上
改
善

目標

先進超々臨界圧火力発電
実用化要素技術
【２．０億円】

石油精製高度機能融合
【７９．３億円】

噴流床石炭ガス化
発電プラント
【２０．７億円】

発電プラント用
超高純度金属材料
【３．９億円】

高温超電導ケーブル実証
【１．６億円】

固体酸化物形
燃料電池システム
要素技術開発

【１３．５億円】
固体高分子形燃料電池
実用化戦略的技術開発

【６６．７億円】
燃料電池先端科学研究

【９．０億円】
新利用形態

燃料電池技術開発

【２．５億円】

燃料電池システム等
実証研究

【１３．０億円】

固体酸化物形
燃料電池実証
【８．０億円】

次世代蓄電ｼｽﾃﾑ
実用化戦略的技術開発

【５３．０億円】

高効率重金属処理剤

【０．５億円】

研究開発型
中小企業挑戦支援

【２．０億円】

地域イノベーション
創出エネルギー
【１１．５億円】

ＣＡＳＭＡＴ２

【１．５億円】

ＭＩＲＡＩ
【３０．０億円】

パワーエレクトロニクス
インバータ基盤
【８．６億円】 次世代プロセス

フレンドリー設計
【８．９億円】

次世代高効率
ネットワークデバイス技術開発

【１０．４億円】

カーボンナノチューブ
キャパシタ開発

【４．０億円】

ナノエレクトロニクス
半導体新材料・新構造

【５．０億円】

グリーンＩＴプロジェクト

【３０．０億円】

革新的次世代低公害車

【５．５億円】

サステナブル
ハイパーコンポジット
【３．２億円】

エネルギーITS 
【８．５億円】

鉄鋼材料の革新的
高強度・高機能化基盤

【１０．０億円】

マルチセラミックス膜
新断熱材料

【３．２億円】

革新的構造部材を用いた
新構造システム
【１．５億円】

低損失オプティカル
新機能部材
【４．４億円】

高環境創造
高効率住宅用VOCセンサ等

【１．０億円】

次世代光波制御
材料・素子化
【２．９億円】

超フレキシブルディスプレイ部材
【６．２億円】有機発光高効率照明

【３．６億円】

革新的ガラス
溶融プロセス

【３．５億円】

高機能チタン合金
創製プロセス

【０．８億円】

高効率
紙パルプ工程

【９．５億円】

無曝気･省ｴﾈ水循環

【０．８億円】

革新的分離膜
【 ２．０億円】

革新的マイクロ反応場利用部材
【５．２億円】

高効率ガスタービン実用化
【 ５．４億円】

環境調和型
製鉄プロセス

【５．６億円】

微生物機能を活用した
環境調和型製造技術

【１１．０億円】

植物機能を活用した
高度モノ作り基盤
【 ５．６億円】

高効率酸化触媒
化学プロセス
【 ２．３億円】

化学技術創成

【２４．７億円】

イノベーション実用化補助
【３．０億円】

非化石エネルギー
産業技術助成

【８．２億円】

イットリウム系
超電導電力機器
【３０．０億円】

エネルギー使用合理化
技術戦略

【６９．０億円】 希少金属等
高効率回収システム

【２．０億円】

エネルギー使用合理化
産業技術助成

【１４．６億円】

次世代構造部材創製・加工
（衛星用）
【６．０億円】

次世代大型低消費電力
ディスプレイ基盤
【１１．７億円】

基礎 実用 実証

繊維関連次世代技術開発

【３．４億円】

水素貯蔵材料
先端基盤
【９．１億円】

水素製造・輸送・貯蔵
システム等技術開発
【１７．０億円】

大規模電力供給用
太陽光発電系統安定化等実証

【３５．８億円】

風力発電
電力系統安定化等
【２．０億円】

半導体アプリケーションチップ
【１４．０億円】

【２０年度予算額 ８１７億円】
※基礎、実用、実証の区分内は、任意に配置。

５

炭素繊維複合材
【５０．０億円】

環境適応型小型航空機用エンジン
【６．０億円】

次世代構造部材
創製・加工（航空機用）

【８．０億円】

４．エネルギーイノベーションプログラム４．エネルギーイノベーションプログラム
①①総合エネルギー効率の向上総合エネルギー効率の向上



その他・共通
その他・共通

高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル
高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

放射性廃棄物処理処分
放射性廃棄物処理処分

軽水炉・軽水炉核燃料サイクル
軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

背景

地層処分技術調査等
【３６．８億円】

発電用新型炉等技術開発
【４３．７億円】

イットリウム系
超電導電力機器技術開発

【３０億円】
高温超電導ケーブル
実証プロジェクト
【１．６億円】

遠心法ウラン濃縮
技術開発
【１１億円】

回収ウラン利用技術開発
【１億円】

管理型処分技術開発
【５．４億円】

地
球
温
暖
化
対
策
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
含
む
原
子
力
発
電

を
推
進
す
る
国
際
的
な
動
き
が
急
激
に
進
展
し
て
い
る
。

目 的基礎・基盤研究 実証・実用化開発

次世代軽水炉等技術開発
【１２．５億円】

全炉心混合酸化物燃料技術開発
【３０億円】

その他電力供給安定化技術その他電力供給安定化技術

高速炉再処理回収ウラン等
除染技術開発
【６億円】

革新的実用原子力技術開発
【８億円】

放射性廃棄物共通技術開発
【６．４億円】

大規模電力供給用太陽光発電
系統安定化等実証
【３５．８億円】 風力発電

電力系統安定化等
【２．０億円】

次世代蓄電システム実用化
戦略的技術開発
【５３．０億円】

発電プラント用超高純度
金属材料の開発
【３．９億円】

２
０
３
０
年
以
降
に
お
い
て
も
、
発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発

２
０
３
０
年
以
降
に
お
い
て
も
、
発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発

電
の
比
率
を

電
の
比
率
を
3030
〜〜
4040
％
以
上
と
す
る

％
以
上
と
す
る

４．エネルギーイノベーションプログラム４．エネルギーイノベーションプログラム
④④原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保

【２０年度予算額 ２５８億円 】

※基礎、実用、実証の区分内は、任意に配置。

８



イノベーションプログラム俯瞰図

平成２０年３月５日
経 済 産 業 省
研 究 開 発 課

（案）

第２２回研究開発小委員会
資料１０



超燃焼システム技術
超燃焼システム技術

時空を超えたエネルギー利用技術
時空を超えたエネルギー利用技術

一般・共通・その他
一般・共通・その他

次世代省エネデバイス技術
次世代省エネデバイス技術

先進交通社会確立技術
先進交通社会確立技術

情報生活空間創生技
情報生活空間創生技

背景

【２０年度予算７４０億円 （１９年度６４８億円） 】４．エネルギーイノベーションプログラム４．エネルギーイノベーションプログラム （２）省エネルギー（２）省エネルギー

エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
約
８
割
を
海
外
に
依
存
す
る
我
が
国
に
と
っ
て
、
こ
れ
を
効
率
的
に
利
用
す
る
こ
と
、
即
ち
「
省
エ
ネ
」
を
図

る
こ
と
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
上
の
重
要
課
題

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
３
０
％
以
上
改
善

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
効
率
３
０
％
以
上
改
善

目 的

先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発

【２億円】

石油精製高度機能融合技術開発

【７９億円】

噴流床石炭ｶﾞｽ化発電ﾌﾟﾗﾝﾄ開発

【２１億円】

発電ﾌﾟﾗﾝﾄ用超高純度金属材料開発

【４億円】

高温超電導ケーブル実証プロジェクト

【２億円】
固体酸化物形燃料電池ｼｽﾃﾑ要素技術開発

【１４億円】
固体高分子形燃料電池実用化戦略的技術開発

【６７億円】

燃料電池先端科学研究委託費
【９億円】

新利用形態燃料電池技術開発

【３億円】

燃料電池ｼｽﾃﾑ等実証研究

【１３億円】

固体酸化物形燃料電池実証研究

【８億円】

次世代蓄電ｼｽﾃﾑ実用化戦略的技術開発

【２９億円】

高効率重金属処理剤

【０．５億円】
研究開発型中小企業挑戦支援

【２億円】

地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出ｴﾈﾙｷﾞｰ

【１２億円】

次世代高度部材開発評価基盤

【２億円】

次世代低消費電力半導体基板技術開発

【３０億円】
パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発

【９億円】

次世代プロセスフレンドリー設計技術開発

【９億円】

次世代高効率ﾈｯﾄﾜｰｸﾃﾞﾊﾞｲｽ技術開発

【１０億円】

カーボンナノチューブキャパシタ開発

【４億円】

ナノエレクトロニクス半導体新材料等

【５億円】
グリーンＩＴプロジェクト

【３０億円】

炭素繊維複合材耐雷技術開発
【１５億円】

炭素繊維複合材成型技術開発

【３５億円】

環境適応型小型航空機用ｴﾝｼﾞﾝ

【６億円】

次世代航空機用構造部材創製等

【８億円】

革新的次世代低公害車

【６億円】

ｻｽﾃｨﾅﾌﾞﾙﾊｲﾊﾟｰｺﾝﾎﾟｼﾞｯﾄ技術

【３億円】

ｴﾈﾙｷﾞｰITS 
【９億円】

鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化

【１０億円】

マルチセラミックス膜新断熱材料

【３億円】革新的構造部材を用いた新構造ｼｽﾃﾑ

【１．５億円】
低損失ｵﾌﾟﾃｨｶﾙ新機能部材技術

【４億円】

高効率住宅用VOCｾﾝｻ
【１億円】

次世代光波制御材料・素子化技術

【３億円】

超ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ部材技術開発
【６億円】有機発光高効率照明

【４億円】

革新的ガラス溶融プロセス

【４億円】

高機能チタン合金創製プロセス

【０．８億円】 廃水処理余剰汚泥の減容化

【０．２億円】

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化高効率ﾊﾟﾙﾌﾟ工程

【１０億円】

無曝気･省ｴﾈ水循環

【０．８億円】

革新的分離膜
【 ２億円】

革新的マイクロ反応場利用部材技術開発

【５億円】 高効率ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ実用化
【 ５億円】

炭素繊維製造ｴﾈﾙｷﾞｰ低減

【０．５億円】

PET製造ｴﾈﾙｷﾞｰ低減技術
【 ０．３億円】

廃棄衣料のﾘｻｲｸﾙ技術等 【 ０．７億円】

次世代資材用繊維

【０．８億円】

環境調和型製鉄プロセス

【５．６億円】

微生物機能を活用した環境調和型製造技術

【１１億円】

植物機能を活用した高度モノ作り
【 ６億円】

高効率酸化触媒化学プロセス
【 ２億円】

省エネ化学技術創成

【２５億円】

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ実用化補助事業

【３億円】

非化石ｴﾈﾙｷﾞｰ産業技術助成

【８億円】

イットリウム系超電導電力機器技術開発

【３０億円】

ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化技術戦略

【６９億円】

希少金属等高効率回収システム

【２億円】
ｴﾈﾙｷﾞｰ使用合理化産技助成

【１５億円】

次世代衛星基盤技術開発

【６億円】

次世代大型低消費電力デバイス基盤技術開発

【１２億円】

基礎 実用 実証

５



その他・共通
その他・共通

高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル
高速増殖炉（ＦＢＲ）サイクル

放射性廃棄物処理処分
放射性廃棄物処理処分

軽水炉・軽水炉核燃料サイクル
軽水炉・軽水炉核燃料サイクル

発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発
電
の
比
率
を

発
電
電
力
量
に
占
め
る
原
子
力
発
電
の
比
率
を
3030
〜〜
4040
％
以
上

％
以
上

背景

４．エネルギーイノベーションプログラム（３）４．エネルギーイノベーションプログラム（３）原子力・電力原子力・電力

地層処分技術調査等
【３７億円】

発電用新型炉等技術開発
【４４億円】

イットリウム系
超電導電力機器技術開発

【３０億円】

高温超電導ケーブル実証
【２億円】

遠心法ウラン濃縮
技術開発
【１１億円】

回収ウラン利用技術開発
【１億円】

管理型処分技術開発
【５億円】

地
球
温
暖
化
対
策
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
原
子
力
発
電
を
評
価
す
る
気
運
が
高
ま
り
（欧
州
）、
国
際
原
子
力
エ
ネ
ル

ギ
ー
・
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
構
想
の
提
唱
（
米
国
）
等
、
核
燃
料
サ
イ
ク
ル
を
含
む
原
子
力
発
電
を
推
進
す
る
動
き
が
急
激
に
進
展

目 的基礎・基盤研究 実証・実用化開発

【２０年度予算１９９億円 （１９年度１４６億円) 】

６

次世代軽水炉等技術開発
【１３億円】

全炉心混合酸化物燃料技術開発
【３０億円】

高速炉再処理回収ウラン等
除染技術開発
【６億円】

放射性廃棄物共通技術開発
【６億円】

革新的実用原子力技術開発
【８億円】



  1

 
 

（エネルギーイノベーションプログラム） 
 

「イットリウム系超電導電力機器技術開発」基本計画 
 

新エネルギー技術開発部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

資源に乏しい我が国が、将来にわたり持続的発展を達成するめ、革新的なエネルギー技術の開

発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構築に取り組んでい

くことを目的とした「エネルギーイノベーションプログラム」の一環として本研究開発を実施す

る。 
経済社会の基盤となる電力の安定的かつ効率的な供給システムを実現するため、系統を適正に

制御し、電力供給を安定化させるための技術及び発電電力を無駄なく輸送するための高効率な送

電技術の確立を目指す。そのため、世界的にも我が国が最先端の技術力を有する超電導技術を活

用して、コンパクトで大容量の電力供給が期待できるイットリウムに代表されるレアアース系酸

化物高温超電導線材（以下「イットリウム系超電導線材」という）を用いた超電導電力機器の開

発を目指す。特に、超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）、超電導電力ケーブル及び超電導変圧器

の実用化に向けた技術を開発し、産業利用の早期実現を図ることは、経済社会を支える重要なエ

ネルギーである電力の一層の安定的かつ効率的な供給システムを実現することに大きく貢献する。 

本プロジェクトの研究対象機器は、第３期科学技術基本計画のエネルギー分野の重点科学技術

「送電技術」、「電力系統制御技術」、「電力貯蔵技術」に位置付けられており、さらに、超電導技

術分野の技術マップ（平成１９年４月制定）のエネルギー・電力分野機器開発にも位置づけられ

ている。 

本プロジェクトは、「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）」（平成１５年度～１９年度）及び「超

電導電力ネットワーク制御技術開発」（平成１６年度～１９年度）によって得られた開発成果を踏

まえて、実用レベルに達したイットリウム系超電導線材を用い、次世代電力機器としてのＳＭＥ

Ｓ、超電導電力ケーブル及び超電導変圧器の実用化に目途をつけることを目的とする。 

 

（２）研究開発の目標 
①超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 

平成２２年度までに、2GJ 級ＳＭＥＳの開発を見通す高磁界かつコンパクトなコイル設計技

術の開発並びにメンテナンスを容易とするコイルの伝導冷却技術開発を行う。 
平成２４年度までにＳＭＥＳ対応線材の安定作製技術開発及び 2MJ 級モデルコイルシステ

ムを用いたＳＭＥＳの動作試験を行い、高磁界コンパクトＳＭＥＳの実用化に目途をつける。 
②超電導電力ケーブルの研究開発 

平成２２年度までに、電力ケーブルの大電流・低交流損失ケーブル化技術、高電圧絶縁・低

誘電損失ケーブル化技術に関する要素技術の開発を完了する。 
平成２４年度までにケーブル対応線材の安定作製技術開発及び 66kV 大電流ケーブルシステ

ム、275kV 高電圧ケーブルシステムの課通電特性や送電損失等の実用性を検証し、実用化に

Ｐ０８０１６ 



  2

目途をつける。 
③超電導変圧器の研究開発 

平成２２年度までに、超電導変圧器用の低損失化技術、大電流巻線技術及び限流機能の開発

を行い、66kV/6.9kV-2MVA 級変圧器の設計を完了する。 
平成２４年度までに、2MVA 級超電導変圧器モデルを試作・評価し、低損失（従来線材対比

の交流損失 1/3 以下）、大電流（2kA 級）で、保護のための限流機能（過大電流を定格電流

の 3 倍以下に抑制）を有する 66/6kV 20MVA 級超電導変圧器システムの成立性を実証する。 
④超電導電力機器適用技術の標準化 
超電導電力機器の早期市場導入や実用化を円滑に進めるために共通基盤となる標準化を進め

る。平成２４年度までに、超電導線材及びその試験方法並びに超電導電力ケーブル及びその

試験方法について、国際規格提案を行う。また、イットリウム系超電導線材等を適用した変

圧器、SMES 等の機器及びこれらの試験方法の標準化素案を作成する。 
なお、目標（最終目標・中間目標）の詳細は別紙の研究開発計画に記載する。 
 

（３）研究開発内容 
 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき研究

開発を実施する。 
〔委託事業〕 

①超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発 
（ⅰ）2GJ 級高磁界・大電流コンパクトコイル構成技術開発 
（ⅱ）高効率コイル伝導冷却技術開発 
（ⅲ）SMES 対応線材開発 
（ⅳ）高磁界コンパクト SMES システムモデル検証 

 ②超電導電力ケーブルの研究開発 
（ⅰ）大電流・低交流損失ケーブル化技術の開発 
（ⅱ）高電圧絶縁・低誘電損失ケーブル化技術の開発 
（ⅲ）超電導電力ケーブル対応線材開発 
（ⅳ）66kV 大電流ケーブルシステム検証 
（ⅴ）275kV 高電圧ケーブルシステム検証 

③超電導変圧器の研究開発 
（ⅰ）超電導変圧器巻線技術開発 
（ⅱ）冷却システム技術開発 
（ⅲ）限流機能付加技術開発 

（ⅳ）超電導変圧器対応の線材開発 

（ⅴ）2MVA級超電導変圧器モデル検証 

④超電導電力機器の適用技術標準化 
（ⅰ）超電導線材関連技術標準化 
（ⅱ）超電導電力ケーブル関連技術標準化 
（ⅲ）その他超電導電力機器関連技術標準化等 

 
２．研究開発の実施方式 
（１）研究開発の実施体制 
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 本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO 技術開発

機構」という。）が、単独ないし複数の原則、本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究機関（原

則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開発能力、研究施設

等の活用あるいは国際標準獲得の観点からの国外企業との連携が必要な場合はこの限りではな

い。）から公募によって研究開発実施者を選定の後、委託して実施する。 
 研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの最大限の活用により

効率的な研究開発の推進を図る観点から、財団法人国際超電導産業技術研究センター 超電導工

学研究所 所長 塩原 融氏をプロジェクトリーダーとし、中部電力株式会社 電力技術研究所 

研究主査 長屋 重夫氏、財団法人国際超電導産業技術研究センター 超電導工学研究所 電力

機器研究開発部 部長 藤原 昇氏、九州電力株式会社 総合研究所 電力貯蔵技術グループ 

グループ長 林 秀美氏および財団法人国際超電導産業技術研究センター 超電導工学研究所 

線材研究開発部 部長 和泉 輝郎氏をサブプロジェクトリーダーとして効果的な研究開発を実

施する。 
 

（２）研究開発の運営管理 
 研究開発全体の管理・執行に責任を有する NEDO 技術開発機構は、経済産業省及びプロジェク

トリーダーと密接な関係を維持しつつ、プログラムの目的及び目標並びに本研究開発の目的及び

目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて設置される技術検討委員

会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させるほか、四半期に一回程度プロジェクトリ

ーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 
 
３．研究開発の実施期間 
 本研究開発の期間は、平成２０年度から平成２４年度までの５年間とする。 

 
４．評価に関する事項 
 NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技

術的意義並びに将来の産業への波及効果等について、外部有識者による研究開発の中間評価を平

成２２年度、事後評価を平成２５年度に実施する。また、中間評価結果を踏まえて必要に応じプ

ロジェクトの加速・縮小・中止等見直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究

開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗動向等に応じて、前倒しする等、適宜見直

すものとする。 
 
５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取り扱い 
①共通基盤技術の形成に資する成果の普及 

得られた研究開発成果のうち、下記共通基盤技術に係る研究開発成果については、NEDO 技

術開発機構、実施者とも普及に努めるものとする。 
a) 標準への提案、取得 
・超電導線材関連技術の国際標準提案 
・超電導電力ケーブル等の超電導電力機器適用技術の国際標準提案 

②知的財産権の帰属 
委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業技術
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総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則として、

すべて受託先に帰属させることとする。 
 
（２）基本計画の変更 
 NEDO 技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、国内外の

研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保状況、当該

研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究開発体制等、基本計画の見

直しを弾力的に行うものとする。 
 
（３）プロジェクト根拠法 
 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法 第１５条第１項第

１号イに基づき実施する。 
 
（４）その他 

超電導関連の他プロジェクト（高温超電導ケーブル実証プロジェクト等）と必要な連係を図る

ものとする。 
 
６．基本計画の改定履歴 
（１）平成２０年３月、制定。 
（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（1）研究開発の目

的｣の記載を改訂。 
（３）平成２１年３月、ＰＬ、サブＰＬの氏名を追記して改訂。 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目① 「超電導電力貯蔵システム（ＳＭＥＳ）の研究開発」 
 
 ＳＭＥＳは、高速な充放電特性や高い繰り返し耐久性を持ち、高出力化や大容量化に優れた電力

貯蔵装置である。今後、ますます大規模電源の遠隔化が予想されるが、有効電力・無効電力の同時

補償により、有効な長距離大容量送電系統の安定化対策が可能なＳＭＥＳは、中間開閉所の設置や

送電ルートの複数化等による従来の対策に替わる電力系統安定化装置として期待されている。 

このため、「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）」（平成 15年度～19年度）及び「超電導電力ネッ

トワーク制御技術開発」（平成 16年度～19年度）によって得られた開発成果を踏まえて、実用レベ

ルに達したイットリウム系超電導線材を用い、従来の金属系超電導線材を用いたＳＭＥＳコイルで

は実現不可能であった２ＧＪ級大容量ＳＭＥＳコイルを可能とする高磁界・コンパクトコイル構成

技術の開発を行う。また、並行してメンテナンスが容易で、イットリウム系超電導線材の性能向上

が期待できる温度領域での高効率な伝導冷却技術を開発する。さらに最終目標として、この成果を

活かした高磁界トロイドコイルシステムを開発し、モデルコイルシステムでの検証を実施すること

により高磁界コンパクトＳＭＥＳ実用化に目途を付ける。 

また、ＳＭＥＳの性能向上とともに導入促進に資する線材開発を行う。 

 
（１）２ＧＪ級高磁界・コンパクトコイル構成技術開発 
（ⅰ）研究開発の必要性 

２ＧＪ級大容量ＳＭＥＳコイル実現のためには、従来の金属系ＳＭＥＳでは達成できなかった

レベルの貯蔵エネルギー密度の向上が課題となり、磁場中特性に優れるイットリウム系超電導

線材によるコイルを用いた高磁界化による貯蔵エネルギー高密度化が必要となる。この高磁界

コイルの実現には、コイル通電時に発生する通電電流と最大経験磁場、コイル径の積として加

わる強力な電磁力（フープ応力）の繰返しに耐えるコイル構成を開発することが不可欠である。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 
・ 従来の金属系ＳＭＥＳコイルの許容可能なフープ応力(300MPa 程度)の 2 倍の応力

（600MPa）を連続して繰返し加えても使用可能な高強度コイルを開発する。 

・ ＳＭＥＳシステムとして必要な通電電流を実現させる積層複合導体を用いたコイル構成

技術の開発を行う。 

（ⅲ）達成目標 
最終目標（平成２２年度中） 

・ フープ応力 600MPa 以上、通電電流 2kA 以上のＳＭＥＳコイル構成技術を開発する。 

 

（２）高効率コイル伝導冷却技術開発 
（ⅰ）研究開発の必要性 

ＳＭＥＳの安定した動作には、コイルの熱安定性が不可欠であり、従来の金属系ＳＭＥＳで用

いられてきた4K温度領域に比べコイルの比熱が高くなる20K以上の温度領域での適用が可能と

なれば、その安定性が飛躍的に向上する。また、イットリウム系超電導線材は、低温になるに

従い飛躍的に磁場中臨界電流特性が向上し、20K 近傍の温度領域では、10T の磁場中でもその特

性低下が実用上の問題とならなくなる。しかし、この温度領域では熱伝導率が小さいため、高

効率な熱伝導冷却技術が必要である。同時に、伝熱性能とトレードオフの関係になる電気絶縁
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性能においても高い絶縁性能を有したコイル構造の開発を要する。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

・ 20～40K 付近の温度領域における伝導冷却を可能とするコイル構造を開発するとともに、

高熱伝導性能とトレードオフの関係になる電気絶縁性能においても、高い性能を有したコ

イル構造を開発する。 

・ 上記で試作したコイルがＳＭＥＳの運転条件から予想される発生熱を伝導冷却により冷

却可能であることを検証するとともに、必要な絶縁性能を有することを検証する。 

（ⅲ）達成目標 

最終目標（平成２２年度中） 

・ 20～40K 付近の温度領域における伝導冷却を可能とするコイル伝導冷却技術を開発する。 

・ 2kV 以上の電気絶縁性能を有する高熱伝導コイル構造を開発する。 

 

（３）ＳＭＥＳ対応線材開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 

ＳＭＥＳ用高磁界コンパクトコイル構成のためには、積層複合導体・ＳＭＥＳ本体の構造を含

めた機器サイドの開発だけでなく、磁場中臨界電流特性の向上に代表される課題の解決を図る

ことが重要である。また、導入促進には安定した線材製造技術の確立とともにより安価な製造

方法の確立が求められる。  

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

(a)線材特性把握 

経年劣化・耐久性評価等 

(b)高磁場中高臨界電流（Ic）線材作製技術 

ピン導入技術開発 

磁場中高特性材料開発 

(c)高強度線材製作技術 

薄肉基盤高強度化技術開発 

(d)低コスト・歩留向上技術開発 

   高速製造技術開発 

   量産化プロセス適正化技術開発 

   線材接続技術開発 

（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 

・ モデルコイル試作に必要な下記仕様例に相当する線材の安定製造技術を確立する。 

仕様例：Ic=20A/cm 幅@77K&3T で強度 1GPa を有する 100m に相当する線材 

・ 実用化技術開発に必要な下記仕様例に相当する線材の作製技術を開発する。 

仕様例：Ic=30A/cm 幅@77K&3T で強度 1GPa を有する 50mに相当する線材 

最終目標（平成２４年度中） 

・ 普及導入時（2020 年頃）に必要と想定される下記仕様例に相当する線材の作製技術を開発

するとともに実用化技術開発に必要な線材を安定に作製可能な技術（再現性を確認）を確

立する。 

仕様例：Ic=50A/cm 幅@77K&3T で強度 1GPa を有する 200m 以上に相当する線材 
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（４）高磁界コンパクトＳＭＥＳシステムモデル検証 

（ⅰ）研究開発の必要性 

 ２ＧＪ級電力系統制御用ＳＭＥＳシステムの実用化を実現するためには、高磁場で利用できコ

ンパクトで熱安定性に優れたコイル構造の開発や、そのコイルを高い信頼性で利用可能な冷却

技術開発に加え、ＳＭＥＳシステムとしての信頼性向上を図ることが必要不可欠である。ＳＭ

ＥＳは電力機器として、超電導コイルへの繰返し充放電が要求され、繰返し運転において十分

な信頼性、耐久性を有していることが求められる。既に、ＳＭＥＳの系統制御機能については

金属系超電導コイルを用いた２０ＭＪ級ＳＭＥＳシステムの実系統連系試験により確認されて

おり、その試験で２万回以上の繰返し試験を実施している。イットリウム系超電導コイルを用

いたＳＭＥＳシステムにおいても同等の性能を有することを検証することが不可欠である。特

に、この繰返し運転により発生する損失を低減するためのコイル配置の最適化や運転条件の最

適化、ＳＭＥＳ電源から動作時に発生するノイズ等の影響を受けないような保護システムの開

発を図る必要がある。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

・ 電力系統制御用ＳＭＥＳとして、電力変換器や冷凍機等に保護・監視システムを組み合わ

せたシステムコーディネーションを行い、前記（１）２ＧＪ級高磁界・コンパクトコイル

構成技術開発、及び（２）高効率コイル伝導冷却技術開発の成果を踏まえつつ、２ＧＪ級

ＳＭＥＳコイルに必要な仕様を試験用にモデル化した試験システムの設計・製作を行う。 

・ 金属系ＳＭＥＳを用いた２０ＭＪ級ＳＭＥＳシステム実系統連系試験で経験した負荷変

動パターンを模擬した繰返し充放電試験などの基本性能評価によってＳＭＥＳコイルシ

ステムとしての適用性を検証する。 

（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 

 ・２ＧＪ級ＳＭＥＳコイル基本システム構成の最適化並びに高磁界コンパクト・高効率伝

導冷却コイルを用いた評価用試験モデルの設計を完了する。 

・ＳＭＥＳシステムとしての適用性を検証評価する試験計画を作成する。 

最終目標（平成２４年度中） 

    ・２ＭＪ級評価用試験モデルを用いて、適用性検証評価試験計画に基づいてＳＭＥＳ動作

検証を行うとともに、電力系統制御ＳＭＥＳの運転を想定した２万回以上の繰返し充放

電による性能検証を実施する。  
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研究開発項目② 「超電導電力ケーブルの研究開発」 
 
超電導電力ケーブルはコンパクトな形状で大容量送電を可能とし、既設管路を有効活用した送電

容量の増大が可能である。今後、都市部の電力需要増大への対策や老朽化した設備のリプレース対

策として地中ケーブルへの適用が期待されている。また、超電導電力ケーブルは既存の導体ケーブ

ルに比較し、送電ロスを低減することが可能であることから、省エネルギー、地球温暖化対策に貢

献できることも期待されている。 
 このため、「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）」（平成１５年度～平成１９年度）によって得られ

たイットリウム系超電導線材作製技術開発、機器要素技術開発などの成果を活用し、コンパクトで

大容量送電を可能とする超電導電力ケーブルについて、大電流導体化技術、冷却技術を含めた高電

圧絶縁技術、低損失化技術、中間接続や終端接続等の大容量接続技術、機械的特性向上技術等の技

術開発を行う。さらに最終目標として、この成果を活かした超電導電力ケーブルシステムを開発し

検証することによって、高効率な超電導電力ケーブルによる送電技術に目途を付ける。 
 また、電力ケーブルの性能向上とともに導入促進に資する超電導線材開発を行う。 
 
（１）大電流・低交流損失ケーブル化技術の開発 
（ⅰ）研究開発の必要性 

イットリウム系超電導線材はビスマス系超電導線材に比べ交流損失を低減することが可能で

あるが、そのためには線材を細線化する必要がある。一方、ケーブルの通電電流を 5kA に大電

流化する場合、多層導体を形成する必要がある。このように細線化線材を多層に集合した構造

は未だ実現されておらず、ケーブルとして導体化時の線材特性への影響、多層導体構造での低

交流損失設計及び実証、超電導ケーブルの機械的強度特性検証等を行う必要がある。併せて大

電流適用に対応した超電導－常電導接続部の構造設計の検証と電流リード部の開発を行う必

要がある。 
また、三心一括ケーブルとする場合には、機械特性（引張り、曲げ）、熱収縮応力下でのケー

ブル変形の影響、短絡電流通過時の電磁力によるケーブルコアへの影響等が懸念されるため、

それらの検証・評価を行う必要がある。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

(a)大電流・低交流損失技術の基礎特性評価 
大電流ケーブルに使用する超電導線材の多層導体化時の交流損失を含めた電気的特性の基

礎データを取得し、コンパクトで低損失なケーブル設計技術を確立する。 
・素線及びケーブル導体の交流損失の測定・評価 
・ケーブル導体の曲げ、引張り特性の評価 
・コンパクトで低損失なケーブル設計 

(b)大容量接続技術の開発 
・超電導－常電導接続部の構造設計検証 
・5kA 級電流リードの開発 

(c)三心一括ケーブル導体の検証 
・三心一括ケーブル導体の試作・評価 
・短絡電流通過時のケーブル性能への影響検証 

（ⅲ）達成目標 
最終目標（平成２２年度中） 
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大電流ケーブル導体等の特性試験によって、コンパクトで低損失なケーブル設計技術及び

大容量接続技術等を確立する。 
・ ケーブル損失（交流損失） ２W/m-相＠5kA 以下 
・ 短絡試験（31.5kA, 2sec 相当）でケーブルの性能に劣化が無いこと  
・ 5kA 連続通電※を行いケーブル導体、超電導-常電導接続部、電流リードに異常がないこと 

※ケーブルの熱平衡が得られるまで連続通電を行う 

 
（２）高電圧絶縁・低誘電損失ケーブル化技術の開発 
（ⅰ）研究開発の必要性 

66kV 級超電導電力ケーブルに比べて 275kV 級高電圧超電導電力ケーブルは、高電圧に対する

絶縁技術が要求される。このため、電気的絶縁性能を確保しつつケーブルをコンパクト化する

技術、誘電損失を低減しつつ液体窒素による導体冷却を適切に行う技術等を確立したうえで高

電圧絶縁・低誘電損失ケーブル化技術の技術開発を行う必要がある。 

 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

(a) 高電圧絶縁・低誘電損失技術の基礎特性評価 
超電導電力ケーブルに使用する電気絶縁材料の電気的基礎特性、絶縁厚さと誘電損失の関

係など基礎データを取得し、コンパクトで低損失なケーブル設計の基礎特性を確立する。 
・絶縁材料の基礎特性評価 
・誘電損失の評価 

(b)大径ケーブルの熱収支特性評価 
常時及び事故時の発熱・冷却に関する熱収支検討を行い、ケーブルの最適設計手法を確立

し、短絡電流通過時でも熱的に破壊しないことを確認する。 
・通常通電時の熱特性把握 
・事故時の熱特性把握 

(c)高電圧接続技術の開発 
中間及び終端の接続部を開発し、交流電圧及びインパルスに対して十分な性能を有するこ

とを確認する。 
・耐電圧試験（交流耐電圧試験条件、インパルス耐電圧試験条件）計画書の作成 
・中間接続部の開発及び耐電圧試験で異常がないこと 
・終端接続部の開発及び耐電圧試験で異常がないこと 

（ⅲ）達成目標 
最終目標（平成２２年度中） 
高電圧ケーブル導体等の特性試験によって、コンパクトで低損失なケーブル設計技術及び

大電圧接続技術等を確立する。 
・ ケーブル損失（交流損失、誘電損失） 0.８W/m-相@3kA 以下 
・ 短絡試験（63kA , 0.6sec 相当）でケーブル性能に劣化が無いこと  
・ 275kV 連続課電※を行いケーブル導体、超電導-常電導接続部、電流リードに異常がないこ

と               ※ケーブルの熱平衡が得られるまで連続課電を行う 

 

（３）超電導電力ケーブル対応線材開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 
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大電流及び高電圧電力ケーブルを実現するためには、損失低減やコンパクト化などの課題があ

り導体・ケーブルの構造を含めた機器サイドの開発だけでなく線材の詳細な特性を把握し性能

向上を図ることが重要である。また、導入促進には安定した作製技術の確立とともに安価な線

材作製方法の確立が求められる。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

(a)線材特性把握 

・経年劣化・耐久性評価等 
(b)低損失線材作製技術 

・特性均一線材作製技術開発 
・細線化加工技術開発 

(c) 工業的な臨界電流密度(Je)向上技術 
・高 Ic・薄肉基板高強度線材作製技術開発 

(d)低コスト・歩留向上技術 
・高速製造技術開発 
・量産化プロセス適正技術開発 

（ⅲ）達成目標 
中間目標（平成２２年度中） 

・ケーブル耐久試験適正条件の決定 
・ケーブルシステム検証に必要な下記仕様例に相当する線材を安定に作製可能な技術を

確立する。 
仕様例：Je=15kA/ cm2（2mm 幅×20m）に相当する線材 

・実用化技術開発に必要な下記仕様例に相当する線材の作製技術を開発する。 
仕様例：Je=30kA/ cm2（2mm 幅×50m 以上）に相当する線材 

最終目標（平成２４年度中） 
・普及導入時（2020 年頃）に必要と想定される下記仕様例に相当する線材の作製技術を

開発するとともに実用化技術開発に必要な線材を安定に作製可能な技術（再現性を確

認）を確立する。 

仕様例：Je=50kA/ cm2（2mm 幅×200m 以上）に相当する線材 
 
（４）66kV 大電流ケーブルシステム検証 
（ⅰ）研究開発の必要性 

66kV 大電流ケーブルの実用性を検証するためには、大電流通電技術、交流損失低減技術、誘

電損失低減技術の開発成果を活かしたケーブルを開発し、実用化時の要求仕様に基づいた課通

電試験を行う必要がある。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

前記、（１）大電流・低交流損失ケーブル化技術の開発及び（２）高電圧絶縁・低誘電損失ケー

ブル化技術の開発の成果を踏まえつつ、検証用超電導ケーブルシステムの設計・製作を行い、

課通電試験によってケーブル性能を検証する。 
・両端に終端接続部を有する 66kV/三心一括/5kA,15m 長の超電導ケーブルシステムを開発

する。 
・66kV 大電流ケーブル実用化時の耐久性を評価できる試験条件を設定し、開発したケーブ

ルの課通電試験を実施する。 
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（ⅲ）達成目標 
中間目標（平成２２年度中） 

・両端に終端接続部を有する検証用 66kV/三心一括/5kA,15m 長の超電導ケーブルシス

テムのシステム設計を完了する。 
・耐久性を評価できる課通電試験計画書を作成する。 

最終目標（平成２４年度中） 
・下記性能を有する 66kV/三心一括/5kA,15m 長の超電導ケーブルを作製する。 

－ケーブル外径；内径 150mmφの管路に収納できること 
－ケーブル損失（交流損失、誘電損失）；2.1 W/ m-相@ 5kA 以下  
－中間目標で得られた課通電試験の設定条件下における課通電試験を実施し、試験

計画書の性能を満足することを検証する。 
 
（５）275kV 高電圧ケーブルシステム検証 
（ⅰ）研究開発の必要性 

275kV 高電圧ケーブルの実用性を検証するためには、高電圧絶縁技術、誘電損失低減化技術、

大電流通電技術、交流損失低減技術の開発成果を活かしたケーブルを開発し、実用化時の要求

仕様に基づいた課通電試験を行う必要がある。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

前記、（１）大電流・低交流損失ケーブル化技術の開発、及び（２）高電圧絶縁・低誘電損失ケ

ーブル化技術の開発の成果を踏まえつつ、検証用超電導ケーブルシステムの設計・製作を行い、

課通電試験によってケーブル性能を検証する。 
・両端に終端接続部と中間接続部を有する 275kV/単心/3kA,30m 長の超電導ケーブルシ

ステムを開発する。 
・275kV 高電圧ケーブル実用化時の耐久性を評価できる試験条件を設定し、開発したケ

ーブルの課通電試験を実施する。 
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
・両端に終端接続部と中間接続部を有する検証用 275kV/単心/3kA,30m 長の超電導ケー

ブルシステムのシステム設計を完了する。 
・耐久性を評価できる課通電試験計画書を作成する。 

最終目標（平成２４年度中） 
・下記性能を有する 275kV/単心/3kA,30m 長の超電導ケーブルを作製する。 

－ケーブル外径；150mm 以下 
－ケーブル損失（交流損失、誘電損失）；0.8W/ m-相@3kA 以下 
－中間目標で得られた課通電試験の設定条件下における課通電試験を実施し、試験

計画書の性能を満足することを検証する。 
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研究開発項目③ 「超電導変圧器の研究開発」 
 超電導変圧器は従来の変圧器に比べ、高効率でコンパクト化が可能であり、絶縁に油を用いない

ため、不燃で環境負荷が小さいことを特長とする。今後、都市部を主体とした電力需要増加に伴う

変圧器容量対策や変電所の新設対策及び経年劣化に伴う変圧器のリプレース対策に貢献すると考え

られている。また、大容量送電を可能とする超電導電力ケーブルとの組み合わせにより、より高効

率な電力供給システムが可能となる技術として期待されている。 
 このため、「超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）」（平成１５年度～平成１９年度）におけるイット

リウム系超電導線材作製技術開発、機器要素技術開発などの成果を活用し、コンパクトで高効率な

超電導変圧器に必要な巻線技術、高電圧絶縁技術等の技術開発を行う。さらに最終目標として、超

電導変圧器を開発し、検証することによって、高効率な変電技術に目途をつける。 
 また、変圧器の性能向上とともに導入促進に資する線材開発を行う。 
 
（１）超電導変圧器巻線技術開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 

20MVA 級超電導変圧器の実現のためには、従来の金属系超電導線材やビスマス系超電導線材では

達成できなかった大電流化、低損失化が課題となる。これら課題の解決には、細線化したイッ

トリウム系超電導線材を積層し、大電流化した導体による巻線コイル製作技術が必要となる。

また同時に、同構造のコイルが系統や変圧器の故障により発生する短絡電流に対しても、変圧

器を健全に維持できる強度を有する構造とする必要がある。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

超電導応用基盤技術開発（第Ⅱ期）における検証の結果より、以下の開発を行う。 

・多層並列転位構造を最適化し、2kA が通電可能な巻線コイルを開発する。 
・細線化線材により、無加工線を使用した場合に対し損失が 1/3 以下となる 100m 級巻線コイ

ルを開発する。 
・短絡電流（20MVA 級変圧器%インピーダンス 15%相当）により、巻線が劣化しない巻線コイ

ルを開発する。 
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
・2kA 級の通電特性を検証する。 
・短絡電流（20MVA 級変圧器%インピーダンス 15%相当）により、巻線が劣化しないこ

とを検証する。 
最終目標（平成２４年度中） 

・100m 級巻線コイルにて、交流損失が 1/3 以下（対細線化しない線材）となることを検

証する。 
 

（２）冷却システム技術開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 

過去最大規模の超電導変圧器を高効率かつコンパクトな姿で実現するには、超電導巻線を低温

に維持する保冷容器は変圧器に対して過大とならない範囲で従来より大きいものが必要であり、

また冷却システムは保守性能を高めて高効率化する必要があるため、新たな開発が必要である。 
なお、保冷容器及び冷却システムの一部は、超電導変圧器システム全体が従来にない大きさの
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ため、設計技術についても開発する必要がある。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

・ 超電導変圧器に適用可能な大型非磁性保冷容器を開発する。 
・ 高効率で保守性能に優れた高効率冷却装置を開発する。 
・ 保冷容器と冷却装置からなる冷却システムは後述の超電導変圧器モデルと組み合わせて性

能を検証する。 
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
・保守性能の高いコンパクトな冷却システム用の高効率圧縮機（断熱効率≧65%）及び高

効率膨張機（断熱効率≧65%）を検証する。 
最終目標（平成２４年度中） 
・三相非磁性で容器容量 10m３級の大型非磁性保冷容器を開発し、保冷性能（既存の小型

容器相当の 20W/m2以下）を試験にて検証する。 
・試作した冷却システムの試験にて冷凍性能（冷凍機冷凍能力 2ｋＷ＠65K、冷凍機効率

COP≧0.06＠80K）を検証する。 
 

（３）限流機能付加技術開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 

超電導変圧器は限流機能を備えることにより自身の健全性を維持するとともに、電力系統の事

故時の過大な事故電流を瞬時に抑制して事故の波及抑制ができ、電力系統の短絡容量対策にも

貢献する。さらに、将来的に超電導電力ケーブルと超電導変圧器を連系して適用する場合にも

限流機能は相互の導入促進に貢献すると考えられる。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

・ 限流技術の基礎試験を行い、限流機能付加変圧器の設計手法を確立する。 
・ 数100kVA級変圧器単相巻線モデルを試作し、限流特性を検証する。 

（ⅲ）達成目標 
中間目標（平成２２年度中） 

・限流機能付加変圧器の設計手法を確立する。 
最終目標（平成２４年度中） 

・数 100kVA 級単相変圧器の巻線モデルにより、過大電流の限流機能（過大電流を定格電

流の 3 倍以下に抑制）を検証する。 
 

（４）超電導変圧器対応線材開発 

（ⅰ）研究開発の必要性 

20MVA 級超電導変圧器を実現するため、交流損失低減に代表される課題の解決のために超電導変

圧器構造を含めた機器サイドの開発とともに線材の詳細な特性把握に加えてさらなる性能向上

が不可欠である。また、導入促進には安定した線材製造技術の確立とともに安価な製造方法の

確立が求められる。  

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

・経年劣化・耐久性の現状把握 
・低損失線材作製技術 
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・磁場中高 Ic 線材作製技術 
・低コスト・歩留向上技術 

（ⅲ）達成目標 
中間目標（平成２２年度中） 

・変圧器モデル検証に必要な下記仕様例に相当する線材を安定に作製できる技術を確立す

る。 
仕様例：5mm 幅 3 分割にて Ic=50A@65K&0.01T，100m 以上に相当する線材 

・実用化技術開発に必要な下記仕様例に相当する線材の作製技術を開発する。 
仕様例：5mm 幅 5 分割にて Ic=100A @65K&0.02T，50m 以上に相当する線材 

最終目標（平成２４年度中） 
・普及導入時（2020 年頃）に必要と想定される下記仕様例に相当する線材の作製技術を開

発するとともに実用化技術開発に必要な線材を安定に作製できる技術（再現性を確認）

を確立する。 

仕様例：5mm 幅 10 分割にて Ic=100A @65K&0.1T、100m 以上に相当する線材 
 

（５）2MVA級超電導変圧器モデル検証 

（ⅰ）研究開発の必要性 

配電用変圧器（66kV/6.9kV-20MVA 級）の実現には、巻線技術（低損失技術、大電流技術等）

や冷却システム技術等の要素技術を総合的に組み合わせた実機を作成し、実用化時の要求使用

に基づいた課通電試験による検証を行う必要がある。 

（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

20MVA 級変圧器を検証可能な 66kV/6.9kV-2MVA 級モデルを開発し、前記、（１）変圧器巻線技術

開発及び（２）冷却システム技術開発の成果を踏まえつつ、検証用変圧器システムの設計・試

作を行い、課通電試験によって性能を検証する。 
・要素技術（巻線、保冷容器、冷却システム等）を組合せて 66kV/6.9kV-2MVA 級超電導変

圧器モデルを開発する。 

・交流損失低減や耐電圧性などを考慮した試験条件の設定を行い、開発した変圧器モデル

の課通電試験を実施する。 

・66kV/6.9kV-2MVA 級超電導変圧器モデルの特性を検証する。 
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
・66kV/6.9kV-2MVA 級超電導変圧器モデルのシステム設計を完了する。 
・交流損失低減や耐電圧性などを考慮した課通電試験計画書を作成する。 

最終目標（平成２４年度中） 
・66kV/2MVA 級超電導変圧器モデルを試作し、中間目標で得られた設定条件における課

通電試験を実施し、試験計画書の性能を満足することを検証する。 
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研究開発項目④ 「超電導電力機器の適用技術標準化」 
超電導電力機器にとって共通の基盤となる超電導線関連技術並びに超電導電力ケーブル等の超電

導電力機器適用技術の標準化等を行う。 
 
（１）超電導線関連技術標準化 
（ⅰ）研究開発の必要性 

超電導電力機器の開発の促進と高効率化のため、種々の超電導電力機器に共通の超電導線関連

技術並びに超電導電力機器固有の超電導線関連技術の標準化研究は必要である。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

イットリウム系超電導線と実用超電導線材との特質を対比調査するとともに、過去に実施され

た超電導線関連技術標準化の研究成果と一体化し、国際標準化に資する情報の集約並びに国際標

準化を提案する。  
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
イットリウム系を含む超電導線材並びにその試験方法の規格素案を作成するとともに、国際

合意の醸成（アドホック設置活動）を行う。 
最終目標（平成２４年度中） 

   超電導線材並びにその試験方法の規格素案について、国際規格提案を行う。 
 
（２）超電導電力ケーブル関連技術の標準化 
（ⅰ）研究開発の必要性 

イットリウム系を含め、高温超電導線を適用した超電導電力ケーブルの実証試験が国内外で多

数実施されている。特に、我が国の超電導電力ケーブル技術は世界をリードしている。 
超電導電力ケーブルの開発の促進と国際競争力の確保のため超電導電力ケーブル関連技術の標準

化研究は必要である。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

イットリウム系超電導線を含む超電導線を適用した超電導電力ケーブル技術を調査するととも

に、過去に実施された超電導電力ケーブル関連技術標準化の研究成果との融合を図り、国際標準

化に資する情報として整理するとともに国際標準化を提案する。  
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
イットリウム系を含む超電導線を適用した超電導電力ケーブル並びにその試験方法の規格素

案を作成するとともに他ＴＣ（既存ケーブル）との国際合意の醸成（アドホック設置活動）

を行う。 
最終目標（平成２４年度中） 

   超電導電力ケーブル並びにその試験方法の規格素案について、国際規格提案を行う。 
 
（３）その他超電導電力機器関連技術の標準化等 
（ⅰ）研究開発の必要性 

電力に対するニーズの多様化に伴い電力機器も多様化している。かかる状況にかんがみ、電力

の安定供給のみならず、電力品質に対する技術対応が重要になっている。したがって、超電導電

力ケーブルのみならず電力品質等に有効な超電導電力機器技術やシステム化技術の標準化研究は
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必要である。 
（ⅱ）研究開発の具体的な内容 

超電導変圧器、ＳＭＥＳなどの超電導電力機器を対象に、その電力品質や制御に関連する技術

調査を実施し、国内外における諸標準化に資する。また、冷却設備の安全性、運用性を考慮した

法規制の在り方を研究する。 
（ⅲ）達成目標 

中間目標（平成２２年度中） 
イットリウム系を含む超電導線等を適用した超電導変圧器、ＳＭＥＳ等の機器仕様並びにこ

れらの試験方法の標準化の基礎となるデータ等の体系化を行う。 
最終目標（平成２４年度中） 
・イットリウム系超電導線材等を適用した超電導変圧器、ＳＭＥＳ等の機器仕様並びにこれ

らの試験方法の標準化素案を作成するするとともに、国際合意の醸成（アドホック設置活

動）を行う。 
・冷却システムの安全性、運用性を考慮した規制緩和に向けた提案資料を作成する。 

 

 



 
 
 
 
 
 
 
 

超電導技術分野 
 

 

 

超電導技術は、電気抵抗がゼロであるという特徴的な性質により電流が流れる際のエネ

ルギー・ロスを抑えることができることや、磁石からでる磁力線を超電導物質が跳ね返す

性質（マイスナー効果）、超電導物質内部に侵入した磁力線を捕捉してしまう性質（ピン

ニング効果）等の様々な特長を有している。1986 年に「高温超電導物質」と呼ばれる酸化

物系超電導物質が発見されたことをきっかけに、科学技術の大幅な加速進展のみならず、

エネルギー・電力分野を始め、産業・輸送分野、診断・医療分野、情報・通信分野等の幅

広い分野において、超電導技術の応用に関する期待が世界中で高まり広く研究に取り組ま

れてきたが、工業化を図るために不可欠な技術が近年出そろい始めており、超電導材料を

用いた様々な機器の開発・実証・実用化が現実のものとなりつつある。その一方では、新

しい超電導物質の発見や超電導現象の理論解明によるブレークスルーへの試みも続けられ

ており、「常温超電導物質」の発見という人類の夢に向けた試みも絶えてはいない。【参

考資料 1：超電導の性質と将来性】【参考資料 2：超電導物質の探索】 

また、京都議定書発効に伴う温暖化緩和策の一環としての省エネルギー技術の開発・導

入や各種資源の枯渇・高騰等も喫緊の課題となっており、「クールアース－エネルギー革

新技術計画」の技術テーマにも選定される等、超電導技術を早期に実用化することによっ

て、環境負荷の低減と資源の有効な利用という 2 つの目的を効率的かつ実効的に達成し、

多様な分野におけるエネルギーの効率的利用に資すること等が強く期待されている。 

 これらの状況を踏まえ、かつての「夢の超電導技術」から「21世紀のキーテクノロジー」

と呼ばれるまでに進化を遂げつつある超電導技術について、諸々の社会ニーズに対応して

いくことを念頭に中長期的な観点と早期実用化の観点から技術戦略マップを作成した。 

なお、2020年頃迄を目途に実現が期待される社会の姿についてのイメージを得るため、

【参考資料3：社会に役立つ超電導技術 2020年の社会像】を示した。 



            超電導技術分野の技術戦略マップ 

 

Ⅰ. 導入シナリオ 

 （１）超電導技術分野の目標と将来実現する社会像 

研究開発の戦略的な推進については、様々な社会ニーズと研究開発目標との関係を

明らかにした上で、効率的な研究開発体制を構築することが重要である。特に、超電

導技術応用機器の開発に際しては、全ての機器開発の共通基盤技術である超電導材料

の開発（線材化・バルク化・デバイス化）と機器適用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）

とを同時並行的に進め、要求仕様を相互にフィードバックさせながら、各種応用機器

を実現するためのタイムリーな技術開発を進めていくことが必要不可欠である。 

超電導技術分野は、その将来的な優位性の高さから、日米欧での熾烈な技術開発競

争がなされているところであり、また、韓国、中国も積極的な技術開発を行っている

等、海外の動向も無視できない状況にある。（【参考資料 4：世界の Y 系超電導線材開

発状況】【参考資料 5：SFQ 技術の国際評価】等）。しかし、研究開発を推進した結果

として国際的な競争力を発生させ得るに足る研究成果が得られたとしても、実用化・

事業化が行われなければ何の役にも立たない。研究開発の初期段階から将来の事業化

を想定した企業が参画すること等により、スムーズな事業化につながる方策を講じて

いくことが重要である。 

欧米においては、技術的に未成熟な段階から幾つものベンチャー企業が起業し、超

電導技術産業に係る市場を創出するべくチャレンジを繰り返してきた。我が国におい

ては、官民のリソースの選択と集中を行うことによりここまで研究開発を進めてきた

ところであるが、21 世紀における良好な環境の維持と我が国経済の持続的成長とを両

立させていくためには、超電導技術産業市場の早期創出と自律的な発展の開始に向け

た導入普及促進策等の推進や、規制緩和、標準化等を通じた新たな市場競争ルールの

導入といった関連施策を行うことにより、民間企業が市場競争の中で自ら効率的な事

業展開を図っていくための戦略的な体制作りと研究開発とを一体的に推進することが

必要である。 

前述のように、近い将来において超電導技術を適用した機器の実現が期待される分

野は、①エネルギー・電力分野（電力ケーブル、限流器、変圧器、発電機、フライホ

イール、SMES（超電導電力貯蔵装置）等）、②産業・輸送分野（舶用モータ、磁気浮上

式鉄道用マグネット、半導体引上装置、磁気分離装置等）、③診断・医療分野（MRI、

NMR、MCG（心磁計）、MEG（脳磁計）、質量分析器等）、④情報・通信分野（ルータ・ス

イッチ、SFQ コンピュータ、バンドパスフィルタ、AD コンバータ等）の 4 分野に大き

く分けることができる。分野によって求められる社会ニーズ等には異なる部分がもち

ろんあるが、共通基盤技術が成長しつつあることにより、戦略的な機器開発・導入を

図るべき時期が到来していることについては一様である。そこで、4分野それぞれにお



ける代表的かつ戦略的な機器について、開発・導入に係る想定シナリオを時系列で示

すこととした。 

 （２）関連施策の取組 

我が国経済が将来にわたって更なる発展を遂げていくためには、先導的効果を狙っ

た高度に進んだ機器の開発投入や、全ての活動の基礎となるエネルギーについて将来

顕在化することが懸念される資源制約等を総合的に考慮した、効率的なアプローチを

図っていくことが重要である。また、そのためには、①研究開発の戦略的な推進が不

可欠であるとともに、②国際的な競争力を有する研究成果の実用化・事業化の推進、

③導入普及促進策、関連産業連携策、規制緩和、標準化等の関連施策と研究開発との

一体的な推進が必要である。 

〔規制・制度改革〕 

・超電導技術の実用化を促進するため、高圧ガス保安法、電気事業法などの規制につ

いて導入促進のための規制緩和を図る必要がある。 

〔基準・標準化〕 

・超電導機器の導入に向けて、研究開発と並行して標準化の検討を進めることが重要

なテーマについて、各分野の導入シナリオに示した。（2006 年版策定時から） 

・超電導関係の国際標準化のための取組及び具体的進展状況について理解を容易にす

るため、【参考資料 6：超電導標準化マップ】を示した。（2007 年版策定時から） 

〔広報･啓発〕 

・例年春に行われている「超電導技術動向報告会」や、2007 年から冬に開催されるこ

とになった「超電導 EXPO」等の展示会を通じて、超電導技術及び超電導市場の最近

の動向について広く周知する機会の増加を図る。 

（３） 改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野及び産業・輸送分野を中心に、最新動向を踏まえた改訂を行

った。特にエネルギー・電力分野及び産業・輸送分野については、2030 年までの技

術開発及び実用化のシナリオを追加した。 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、診断・医療分野、及び情報・通信分野に

おける技術開発及び実用化のシナリオについて、最近の研究開発の進展状況に伴う

見直しを行った。 

 エネルギー・電力分野において、今後の次世代電力系統への展開の可能性も視野に

入れ、従来のエネルギー貯蔵、送配電、発電用の機器を統合する「システムインテ

グレート」という領域を追加した。 

 エネルギー・電力分野の関連施策に CO2の 25％削減目標（2020 年）を加えるととも

に、スペースの関係から一部の施策を削除した。 

 エネルギー・電力分野等における海外での取組について、米国、欧州、アジアにお

ける最新の研究開発プロジェクト等を追記した。 



Ⅱ．技術マップ 

（１）技術マップ 

超電導技術は、導入シナリオで示した 4 つの分野において、効率的かつ各々の導入

目的に合致した研究開発を行うための技術指標を明確化する必要があるとの観点から

技術をカテゴライズした。また、これらと同時並行的に進めていく必要がある共通基

盤技術についても、素材・部品を供給するという観点から技術をカテゴライズした。 

  具体的には、それぞれ以下に示すような考え方に基づく分類を行っている。 

① エネルギー・電力分野 
エネルギー・電力分野の技術を、発電（創る）技術、送変配電（送る）技術、エネ

ルギー貯蔵（貯める）技術の3つに大別し、これを大分類とした。また、それぞれの

技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とした。その上

で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り組んでいく

ことが必要と考えられる主要な技術課題（大電流化、低損失化等）について、小分類

とした。 

② 産業・輸送分野 
産業・輸送分野の技術を、磁場応用（造る）技術、計測機器（測る）技術、回転機

（動かす）技術、変圧器（変える）技術の4つに大別し、これを大分類とした。また、

それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、これを中分類とし

た。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルストーンを置いて取り

組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（小型軽量化、高磁場化、大容量

化等）について、小分類とした。 

③ 診断・医療分野 
診断・医療分野の技術を、マグネット応用（視る）技術、加速器応用（治す）技術、

高周波デバイス応用（測る）技術、SQUID応用（診る）技術の4つに大別し、これを大

分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、

これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルスト

ーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（磁場安定化技

術、高感度化等）について、小分類とした。 

④ 情報・通信分野 
情報・通信分野の技術を、コンピュータ・ネットワーク機器（判断する）技術、無

線アクセス系機器（飛ばす）技術、計測機器（測る）技術の3つに大別し、これを大

分類とした。また、それぞれの技術の利用形態に応じて開発すべき機器が異なるため、

これを中分類とした。その上で、利用形態に応じた機器を開発するためにマイルスト

ーンを置いて取り組んでいくことが必要と考えられる主要な技術課題（処理能力／ラ

ック向上、低コスト化等）について、小分類とした。 

⑤ 共通基盤技術 



共通基盤技術は、超電導材料の開発（線材化・バルク化・デバイス化）及び機器適

用周辺技術開発（冷凍・冷却技術）から構成されることから、これを大分類とした。

超電導材料の開発については、それぞれを実現する製造方法やそれを加工する方法に

より技術的アプローチも異なると考えられるため、これを中分類とした。また、同じ

製造方法でも物質により性質等が異なってくることから超電導物質別の小分類、同じ

加工方法でも実現すべき形状により性質等が異なってくることから加工の要素技術

別の小分類とした。 

冷凍・冷却技術については、適用される対象の機器等により要求性能が大きく変わ

ることから、これを中分類とした。また、同じ機器でも使用される超電導物質によっ

て要求される冷却能力等が大きく異なってくることから、冷却能力・冷却手法別の小

分類とした。 

（２）重要技術の考え方 

技術マップにおいて抽出された各技術項目はいずれも不可欠であり、官民の一体的

取組みや民間の主体的な取組み等による積極的な開発が望まれるが、以下の観点から

評価されるものを重要技術と位置づけ、技術マップ中に色分けして示した。 

① 2020年頃迄を目途に、産業及び技術のブレークスルーを生み出す可能性のある技術 

② 超電導技術による実現の可能性が高く、コスト・性能等の面で競争優位性を生み出

す可能性のある技術 

③ これらの機器を実現するために不可欠な共通基盤技術 

（３）改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野を中心に、最新動向を踏まえた改訂を行っ

た。 

 エネルギー・電力分野の電力ケーブルの技術小分類について、超電導ケーブルを実

用化するために低コスト化が重要な課題であることから、「低コスト化」を重要技

術に位置づけた。 

 産業・輸送分野の「廃水磁気分離装置」について、工業廃水や自然界に放出される

排水の浄化・処理だけでなく、原料や廃棄物からの異物・有価物の磁気分離等の応

用も有望と考えられることから、より広い用語として「排水・資源循環磁気分離装

置」に修正した。また、「非接触磁気軸受回転機」を、より分かりやすく直接的な

名称である「スピンコーター」に修正した。 

 産業・輸送分野の「車載用モータ」の技術小分類（小型軽量化、高速回転、効率向

上）について、専門家の助言を得て、より適切な技術課題（小型軽量化、可変速駆

動に対して高効率、高トルク密度化）に修正した。 

 産業・輸送分野の輸送用機器の技術中分類に、今後実用化が期待される「鉄道用直

流き電」を新たに追加した。 

 診断・医療分野のマグネット応用の技術中分類に、今後実用化が期待される「細胞・



タンパク磁気分離」を新たに追加した。 

 

Ⅲ．技術ロードマップ 

（１）技術ロードマップ 

技術マップに示された各技術課題のうち、重要技術として選定されたものについて、

2020 年頃迄を目途に、中長期的視点から各技術課題に必要と考えられるマイルストー

ンを配し、4つの技術分野及び共通基盤技術のそれぞれにおけるロードマップとして示

した。 

（２）改訂のポイント 

 エネルギー・電力分野、産業・輸送分野、共通基盤技術を中心に、全分野の技術ロ

ードマップについて、最新の動向を踏まえた多くの改訂を行った。 

 特にエネルギー・電力分野、産業・輸送分野については、従来の 2020 年までのロ

ードマップを 2030 年まで延長した。 

 エネルギー・電力分野の電力ケーブルについては、技術マップの技術小分類におい

て「低コスト化」を重要技術に位置づけたことを受けて、対応する項目・記述を技

術ロードマップに追加した。 

 共通基盤技術－線材の Bi2223 の大電流化について、最新の状況に合わせて数値を

改訂するとともに、量産ベースの数値であることを明記した。 

 共通基盤技術－線材の Y（RE）系のコストについては、技術コストからプライスま

でを含む値であることを確認した。 

 共通基盤技術－バルクの技術ロードマップについて、最新の状況を踏まえて、過年

度のローリングにおいて今後の課題とされてきた全面的な見直し・改訂を行った。 

 
Ⅳ．その他の改訂のポイント 

○ 特許の出願動向 

 超電導技術に関する特許出願動向について、【参考資料 7：超電導技術に関する国際

特許出願動向】を新たに追加した。 

 日本、中国、韓国の超電導関連の国際特許出願件数とその世界に占める割合は、2000

年代前半から後半にかけて大きく増加している。一方、米国、欧州は前半から後半

にかけて減少している。ただし直近の動きを見ると、日本は 2005 年（国際出願件

数）、2007 年（世界に占める割合）をピークに減少傾向にある一方で、米国は 2008

年に国際出願件数を大きく増加させている。 

 世界平均と比べた場合の超電導分野への力の入れ方を示す超電導特化度は、日本が

最も高く、かつ 2000 年代前半から後半にかけて上昇している。韓国も 2000 年代後

半から、超電導分野に力を入れている。 



超電導技術分野の導入シナリオ（エネルギー・電力分野） （1／4）今後10年間の基本方針：①安定供給の確保 ②環境への適合 ③市場原理の活用
エネルギー基本計画(2003.10) (３年ごとの見直し)（2007.3）

新・国家エネルギー戦略（2006.5）

超電導技術分野の導入シナリオ（エネルギー・電力分野） （1／4）

エネルギー・電力
関連政策

関

連

施

RPS法(2003）新エネルギー等電気利用目標

京都議定書発効（2005.2） CO2 削減目標 (ポスト京都議定書)

需給部会報告(2005) （2030年エネルギー需給見通）

(４年ごとの目標見直し)

（2010年エネルギー需給見通）

（2007）

Cool Earth-エネルギー革新技術計画（2008.3）

CO2：25％削減

環

多
様
化
す
る

策
環
境
整
備

導入普及促進策

規制緩和

標準化 国際標準化の推進（電気機器性能試験規格、等整備）

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置、等）

高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

人材育成 産学官連携の拡大（次世代電気技術者の創出・育成・活躍の場の提供、電気系教育環境の支援・整備等）

2005 2010 2015 2020

境
・
エ
ネ
ル
ギ

る
電
源
ニ
ー
ズ
に
対
応エネルギー Y系系統制御用

FW装置(50kWh)
実証

FW装置(50kWh)
実用化

電力品質Y系統制御用

＜導入・普及＞

＜技術開発＞

2030

システムインテ
グレート

CO2 排出削減、再生可能エネルギー大量導入に対応する次世代系統へのシフト

ギ
ー
調
和
型
社

応
す
る
高
信
頼
か
つ
高技

貯蔵

66kV級変圧器
実用化

66kV級変圧器
実証

NbTi瞬低補償用
SMES(1～10MW)導入

Y系系統制御用
SMES実用化

電力品質
維持・向上

Y系統制御用
SMESシステム実証

NbTi負荷変動補償・周波数調
整用SMESシステム実証

22kV/15kAケーブル（発
電機引出用等）実証

社
会
の
構
築

高
品
質
電
力
の
供
給

技

術

開

発

送変配電

電力用発電機実証

＜導入 普及＞

66kV級限流器
実用化

66kV級ケーブル
実用化

CO2削減
省エネルギー

6.6kV級需要家用
限流器実証

66kV級限流器
実証

＜導入・普及＞＜技術開発＞

CO 削減

AC66kV-3kA級
Ｂｉ系ケーブルシステム実証

AC66kV-5kA級/275kV-3kA級
Y系ケーブルシステム実証

NbTi発電機実証（～1999） 電力用発電機実用化

線材共
通

・運
用

発

発電

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

風力用発電機実証 風力用発電機実用化

＜導入・普及＞ CO2削減
省エネルギー＜技術開発＞

ITER用マグネットの実証(Nb系)
非化石燃料
エネルギー

＜技術開発＞ ITER運転開始

冷凍・冷却

バルク
基
盤
技
術

海
外

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

米国
SPI(発電機等)プロジェクト
ｹｰﾌﾞﾙ(Albany他)、限流器

SPEプロジェクト
Ｙ系機器（ｹｰﾌﾞﾙ、限流器)

DHS：マンハッタンケーブルプロジェクト
DOE：風力発電機(AMSC)
スマートグリッド予算でのケーブル、限流器開発
直流超電導による系統連系構想外

で
の
取
り
組
み 韓国

欧州

中国

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
(smart energy network)

第6次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ(HTSSMES等)
限流器プロジェクト, 風力発電機

ケーブルプロジェクト(SECRI）等

DAPAS Phase3(2007～2010年)
154kVｹｰﾌﾞﾙ,限流器,変圧器,等

DAPAS Phase2
(ｹｰﾌﾞﾙ,限流器等)

直流超電導による系統連系構想

2011年～ 1.1km超電導ケーブル
過飽和鉄心型限流器の系統実証試験

DAPAS3を延長
GENIプロジェクト（2009～2013）
済州島での154kVケーブル実証等



超電導技術分野の導入シナリオ（産業・輸送分野） （2／4）

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

環
境

導入普及促進策

規制緩和

産業・輸送
関連政策関

連

施 高圧ガス保安法の緩和・簡素化（無人運転許容、遠隔監視、点検周期延伸、等）

小

京都議定書発効（2005.2） CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

「新産業創造戦略2005」

導入支援策の検討（政府調達、導入優遇措置等）

2005 2010 2015 2030

10T級ﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊﾟｯﾀ装置実証 10Tﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽ ﾟ ﾀ装置実用化

整
備

標準化 国際標準化の推進（SQUID製品、電気機器性能試験規格等整備）策
小
型
・
軽
量
化
、
高

世
界
を

人材育成 産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

2020

12インチ半導体引上装置普及
＜導入・普及＞

10T級ﾏｸ ﾈﾄﾛﾝｽﾊ ｯﾀ装置実証 10Tﾏｸﾞﾈﾄﾛﾝｽﾊ ｯﾀ装置実用化

産
業
用
機

磁場
応用

計測機器

18インチ半導体引上
装置実証 18インチ半導体引上装置実用化

＜技術開発＞

半導体・通信テスタ実用化
高分解能Ｘ線検出器実証

半導体・通信テスタ実証

高分解能Ｘ線検出器実用化＜技術開発＞

高
速
度
化
、
高
度
生
産

高度生産性

小型化

高度生産性

高信頼性
＜導入・普及＞

を
リ
ー
ド
す
る

16T磁気ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞ無
・資源循環磁気分離装置実用化

品質向上用磁気分離装置実証廃水磁気分離装置実証 廃水磁気分離装置実用化
16T磁気ｼｰﾃﾞｨﾝｸﾞ無

・資源循環磁気分離装置実証品質向上用磁気分離装置実用化

回転機
技

術

＜導入・普及＞

機
器

輸

計測機器
SQUID応用装置実証 SQUID応用装置実用化

Nb系電圧標準導入

産
性
等
を
通
じ
た
高

小型化
軽量化

CO2削減

高信頼性

酸化物系電圧標準実証

る
高
度
産
業
基

車載用モータ実用化

4000rpm級スピンコーター実証＜技術開発＞

数MW級産業用モータ実用化数MW級産業用モータ実証

数MW級舶用モータ実用化

4000rpm級スピンコーター実用化

数MW級舶用モータ実証

車載用モータ実証

50MW級舶用モータ実証

線材

開

発
変圧器

送
用
機
器

高
度
産
業
基
盤
の
実
現

基
盤
構
築

磁場応用

直流き電

磁気浮上式鉄道用高温超電導マグネット実証

小型化
軽量化

CO2削減

級舶用 タ実証

＜技術開発＞

鉄道用直流き電実用化

鉄道用酸化物系変圧器実用化

鉄道用直流き電実証

＜導入・普及＞
＜技術開発＞

＜技術開発＞ 鉄道用酸化物系変圧器実証
＜導入・普及＞

山梨実験線延伸
東海道バイパス(中央新幹線)
営業運転開始

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト普及

Nb系デバイス普及 酸化物系SQUID導入・普及

線材

デバイス

バルク

共
通
基
盤
技
術

現

冷凍・冷却 小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

海
外
で
の
取
り

米国
ﾛｯｸｳｴﾙﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(1600hp産業用モータ：2004年から継続)
ﾉｰｽﾛｯﾌﾟﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（舶用モータ：2006年目途)
AMSCﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(軍用、遊覧用、商用40MW級モータ：2006年目途)

欧州 舶用モータプロ
ジェクト他

誘導加熱装置
商業化(2008)

冷凍・冷却

り
組
み 韓国

DAPAS Phase3(2007～)
ﾓｰﾀ等

DAPAS Phase2
(ﾓｰﾀ等)

( )



超電導技術分野の導入シナリオ（診断・医療分野） （3／4）

「バイオテクノロジー戦略大綱」(平成14年)
「新産業創造戦略2005」

導入普及
促進策

関

連

施

診断・医療
関連政策

「新産業創造戦略2005」

早期診断の精密化、低侵襲治療等の促進策、開発における機器と薬剤の融合等

「医療機器開発ガイドライン」(2005～2007)
「革新的医薬品・医療機器創出のための５カ年計画」(2007～)

「先端医療開発特区」(2008～2012)

環

境

整

備

規制緩和

標準化 早
期
診
断

施

策
薬事法（保険収載、等）、高圧ガス保安法（遠隔監視、点検周期延伸、等）の緩和・簡素化

国際標準化の推進ならびに国内標準化の推進（超電導診断機器等設置基準規格、等）

人材育成 医工融合（医工連携の更なる推進）、産学官連携の拡大（ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

2005 2010 2015 2020

1.3GHz NMR実証

＜導入 普及＞
マグネット

健
康
長

断
、
精
密
診
断
、
創
薬

10T 全身型 MRI実証

1.1GHz NMR実証

10T 全身型 MRI実用化

1.1GHz NMR実用化
高度診断

創薬

1.3GHz NMR実用化＜技術開発＞

MDDS装置実証 MDDS臨床実証

1.0GHz NMR実証

加速器応用
・

高周波ﾃﾞﾊﾞｲｽ応用

＜導入・普及＞応用 長
寿
生
活
を
実

等
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
る

＜導入・普及＞

2 5GeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実証

高輝度放射光源装置実証 高輝度放射光源装置実用化

Nb系3T MRI普及
Nb系400MHz-1GHz NMR普及

Nb系7T MRI導入

創薬

高度診断
治療

Nb系質量分析器普及

＜技術開発＞ テラヘルツ波診断装置実証 テラヘルツ波診断装置実用化

S装置実証 S臨床実証

SQUID
応用

高周波ﾃ ﾊ ｲｽ応用

シールドレスMCG実証

＜導入・普及＞

技

術

開

実
現

る
先
進
医
療
機
器
の

2.5GeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実証

高度診断

Nb系高機能MCG実証

免疫診断装置実証

Nb系高機能MCG実用化

免疫診断装置実用化

Nb系MCG･MEG導入

＜技術開発＞

シールドレスMEG実証

重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実用化重粒子(炭素等)ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ実証250MeV陽子ｻｲｸﾛﾄﾛﾝ実用化

酸化物系モバイルMCG実証 酸化物系モバイルMCG実用化

デバイス

共
通
基
盤
技

バルク

Nb系線材普及 Bi系線材（低交流損失・低コスト）導入・普及 Y系線材（長尺・低コスト）導入・普及

高性能・小型普及 大型・高性能・低コスト材普及

Nb系SQUID普及 酸化物系SQUID導入 普及

発
の
実
現線材

海
外
で

米国

デバイス技
術

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及 大型・高効率・低コスト冷凍機導入・普及

Nb系SQUID普及 酸化物系SQUID導入・普及

NSF/DMR(1972年から継続)、 NSF/MRSEC等
材料関連(1994年から継続)プロジェクト
NIH/MIT・Harvard CMR 高磁場NMR開発計画（2012年1.1ＧＨz, 2018年1.3GHz）

冷凍・冷却

の
取
り
組
み

ACCEL Instruments GmbH陽子線治療用250MeV超電導サイクロトロン開発計画（2005-2007年）

欧州
HICATプロジェクト炭素イオン回転ガントリー建設と超電導化計画（2005年）

FP7 MRIMEGプロジェクト(2008-2012年）

CEA/NEUROSPIN(2007年より運用開始） 11.7TMRI開発計画

MgB2系MRI装置実証(ASG Superconductor)



超電導技術分野の導入シナリオ（情報・通信分野） （4／4）

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法（ＩＴ基本法）

情報通信
関連政策

高度情報通信ネットワ ク社会形成基本法（ＩＴ基本法）

関

連

IT新改革戦略(2006.1)   IT政策ロードマップ(2008.6)

京都議定書発効(2005.2) CO2削減目標 (ポスト京都議定書)

「新産業創造戦略2005」

e-Japan戦略II

設計技術の共有化、チップ安定供給化、知財流通

半導体・光技術との連携、融合によるシステム構築

国際標準化の推進（高周波デバイス、デジタルデバイス評価法整備等）

導入普及促進策

関連産業連携

標準化

環
境

整

備

連

施

策
増
大
す
る

2005 2010 2015 2020

国際標準化の推進（高周波デ イ 、デジタルデ イ 評価法整備等）

＜導入・普及＞

備

高
度
情
報

る
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
情10 TFLOPS／ラック10 TFLOPS／ラック

人材育成 産学官連携の拡大（ものづくりに立脚した人材の拡充、ポスドク等の大学の人材の積極的活用等）

コンピュータ・
ネットワーク機器

広帯域・高精度
バ タ実証

報
通
信
社
会
の

情
報
量
を
高
速
に
処

高速演算
CO2削減

＜技術開発＞

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実用化

10 TFLOPS／ラック
SFQコンピュータ実証

20 Tbps ／ハーフラック
SFQルータ・スイッチ実用化

20 Tbps ／ハーフラック
SFQルータ・スイッチ実証

高速・大容量広帯域
シ バ実用化

超高機能
シ バ実用化

小型ソフトウェア
無線機実用化

SFQ/光ハイブリッド
スイッチ実証

技

術

開

無線ｱｸｾｽ系機器
・

計測機器

＜導入・普及＞200GHz高速計測器実用化

高感度受信フィルタ実験（日本）・導入（米国）

ＡＤコンバータ実証

高感度・高出力
デュプレクサ実証

の
実
現

処
理
可
能
な
情
報
通
信

高感度通信
CO2削減

＜技術開発＞

レシーバ実用化 レシーバ実用化 無線機実用化

200GHz高速計測器実証

高感度・高出力
デュプレクサ実用化

小型送受信
システム実用化

小型送受信
システム実証

発 80 GHz 140 GHz 
100万ＪＪ級回路

160 GHz 
>1000万ＪＪ級回路

Ｎｂ系SFQ
デバイス技術

酸化物系SFQ
デバイス技術

共
通
基
盤
技

信
機
器
の
創
出

80 GHz 
500ＪＪ級回路

120 GHz 
2000ＪＪ級回路

160 GHz 
2万ＪＪ級回路

バンドパス >100W耐電力
耐電力

5万ＪＪ級回路

>kW耐電力

海
外

ベンチャー企業による
800 MHz帯レシーバ開発・販売

冷凍・冷却

術

小型冷凍機普及 低コスト小型冷凍機導入・普及

バンドパス
フィルタ

>100W耐電力
>kW耐電力（ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ）

10 W耐電力

米国

低コスト極小型冷凍機導入・普及

NSA：SFQ高性能コンピュータ
プロジェクト

>kW耐電力

で
の
取
り
組
み

欧州

Nb系デジタルレシーバ開発プロジェクト

SFQデバイス
開発プロジェクト

携帯基地局レシーバ
開発プロジェクト中国

第7次ﾌﾚｰﾑﾜｰｸﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
（S-PULSE等）



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＳＭＥＳ 101
・低ｺｽﾄｼｽﾃﾑ化  ・大容量化  ・コイルの高性能化
・高信頼性化  ・耐高電圧化

フライホイール 102 ・大容量化　・低損失化　・総コスト低減

・高電圧化　・大電流化　・常電導転移時高抵抗化

・高速超電導復帰機構

・長尺化　・高電圧化
・大電流化　・低損失化（AC）　・短絡対策（AC）

・低コスト化

電力用
変圧器

105
・不燃化、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化　　　・Sub-cool LN2技術
・高電圧化　・大容量化　・低コスト化

同期調相機 106 発電機と共通

発電機 107 ・大容量化　・低コスト、ｺﾝﾊﾟｸﾄ化

・磁場中高特性化　・大電流高強度化技術

・低損失化　・耐放射線化

重要技術

103

電力
ケーブル

104

発電
核融合用
マグネット

108

超電導技術分野の技術マップ（エネルギー・電力分野）　　　（1／5）

ニーズ

シーズ

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

調
和
型
社
会
の
構
築

エネルギー
貯蔵

送変配電

限流器
(ＳＮ転移型)



技術番号 技術小分類

半導体引上装置 201 ・ ウエハ大口径化

鉄鋼圧延装置 202 ・ 配列構造均一化

磁性材料調質装置 203 ・ 配列構造均一化

204 ・高磁場化（磁気シーディング無）

205 ・高磁場化　・磁場均一化

206 ・高磁場化　・大面積化

207 ・高臨界温度化　・低コスト化

・広帯域化　・多チャンネル化　・低コスト化（モジュールコスト）

・冷却技術

・出力周波数向上　・高温動作化

・高精度化

・高温動作化　・高電圧化

・低コスト化　・低周波数利用技術

・エネルギー分解能向上　・計数率向上

・小型化、低コスト化

212 ・高感度化　・小型化

213 ・低ノイズ化　・高周波化

214 ・エネルギー分解能向上　・低コスト化

・小型化、自動化　・高機能化

・測定高速化

食品・工業製品検
査

216 ・磁気シールド簡易化　・異物検出限界向上　・低コスト化

半導体検査 217 ・空間分解能向上　・測定高速化　・低コスト化

鉱物探査 218 ・探査深度　・ 環境ノイズ除去技術　・小型化

219 ・高速回転化　・高載荷力化

・高速回転、大容量化　　・小型軽量化　・効率向上

・低速回転、大容量化

・低速回転、大容量化　・小型軽量化　・効率向上

・高速回転、大容量化

222 ・小型軽量化　・可変速駆動に対して高効率　・高トルク密度化

磁場応用 223 ・信頼性向上、低コスト化

変圧器 224 ・大容量化　　・低損失化　・小型軽量化

直流き電 225 ・システム化　・省エネ

　　　＊印は、「エネルギー・電力分野」の機器と関連する技術であり、環境・エネルギー調和型社会の構築にとっても重要である。

重要技術

超電導技術分野の技術マップ（産業・輸送分野）　　　（2／5）

ニーズ
シーズ

技術大分類 技術中分類

世
界
を
リ
ー

ド
す
る
高
度
産
業
基
盤
構
築

産業用
機器

磁場応用

磁場中材料
加工処理

排水・資源循環磁気分離装置

粒子加速器

マグネトロンスパッタ装置

磁気シールド

計測機器

半導体・通信テスタ　（サンプラ） 208

電圧標準

交流 209

直流 210

Ｘ線検出器　（EDX） 211

宇宙線検出器

ミキサ

ボロメータ

ＳＱＵＩＤ
応用装置

構造物検査 215

回転機

スピンコーター＊

産業用モータ＊ 220

輸送用
機器

回転機
舶用モータ＊ 221

車載用モータ＊

磁気浮上式鉄道用マグネット

鉄道用変圧器＊

鉄道用直流き電



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

ＭＲＩ 301
・大口径、短軸化　・高磁場化　・線材高特性化
・磁場安定化技術

ＮＭＲ 302 ・超高磁場化　・磁場安定化技術

質量分析器 303 ・高磁場化　・高均一化

・高磁場化　・高磁気勾配化

・小型・軽量化　・低消費電力化　・ナノ磁性粒子薬剤開発

磁気誘導カテーテル 305 ・高磁場化　・高磁気勾配化

細胞・タンパク磁気分離 306 ・小型化　・短時間励減磁

高輝度放射光源
（アンジュレータ・

ウイグラー）
307 ・高輝度化　・磁石ギャップ長可変技術

テラヘルツ波
診断装置（光源）

308 ・高機能化

医療用粒子線
加速器

309 ・高機能化　・コンパクト化

ＭＲＩ／ＮＭＲ
（高周波プローブ）

310 ・高感度化　・低損失化

質量分析器
（イオン検出器）

311 ・分解能向上　・測定時間短縮　・高機能化

テラヘルツ波
診断装置（検出器）

312 ・高機能化

・システム高感度化　・高機能化（多検体処理）　・操作性向上

・低コスト化

・高感度化　・磁気シールド簡易化

マグネット
応用

超電導技術分野の技術マップ（診断・医療分野）　　　（3／5）

ニーズ
シーズ

健
康
長
寿
生
活
の
実
現

ＭＤＤＳ
（磁気誘導薬物配送）

304

加速器
応用

高周波
デバイス応用

SQUID
免疫診断装置

313

ＭＣＧ
314

・高機能システム化

・磁気シールド簡易化　・多チャンネル化

・高機能化

・低コスト化

超低磁場NMR/MRI 316 ・複合化　・新機能化　・分解能向上

重要技術

ＳＱＵＩＤ
応用

（心磁計）
314

神経磁気診断装置
（MEG(脳磁計)、脊髄・末
梢神経磁場計測装置）

315



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類

・大容量化  ・方式、アーキテクチャ
・ラック当たりスループット向上

・低コスト化

・ＳＦＱプロセッサの大規模化　・高速超電導メモリ大容量化
・処理能力/ラック向上　・低消費電力化

・アーキテクチャ

・回路規模（対応量子ビット数）拡大

・回路消費電力低減　　・高速化

・方式　・帯域・ビット精度向上　・低コスト化

・モジュール小型化

・高機能化　・小型化　・モジュール低コスト化

・周波数調整技術

・耐電力特性向上　・高調波歪み低減　・送受信複合化

・低コスト化

・小型化、軽量化　・高信頼化 　・高機能化

・送受信複合化　・冷却技術

超電導アンテナ 408
・指向性、効率向上　・アレイ化　・冷却技術
・環境ノイズ影響低減技術

・帯域、ビット精度向上

・モジュール小型化、低コスト化

・方式（入力、被測定対象）　・広帯域化　・小型化、低コスト化

・高感度化

重要技術

ＳＦＱコンピュータ、
サーバ

超電導技術分野の技術マップ（情報・通信分野）　　　（4／5）

ニーズ
シーズ

ＳＦＱルータ・スイッチ

高
度
情
報
通
信
社
会
の
構
築

409

410

407

コンピュータ・
ネットワーク

機器

衛星用通信機器
 (フィルタ、マルチプレクサ）

広帯域ADコンバータ
（計測用）

高速計測機器
（サンプラ）

量子コンピュータ

計測機器

送信フィルタ

高精度・広帯域
ADコンバータ（無線用）

無線アクセス
系機器

受信フィルタ

404

401

402

406

405

403



技術大分類 技術中分類 技術番号 技術小分類
・NbTi
・Nb3Sn
・その他（Nb3Al等）

・Bi2212
・Bi2223
・MgB2

・その他
・Y(RE)系
・その他
・歪特性改善技術
・素線接続技術
・巻線技術
・絶縁技術
・コイル保護技術
・RE123系
・Bi2212系
・その他
・RE123系
・Bi系
・その他
・Nb集積回路プロセス技術
・NbN集積回路プロセス技術
・酸化物集積回路プロセス技術
・Nb系SFQデバイス
・NbN系SFQデバイス
・酸化物系SFQデバイス
・入出力インターフェイス技術
・低温実装技術
・Nbプロセス技術
・酸化物プロセス技術
・Nb系SQUID
・酸化物系SQUID
・実装技術
・MgB2薄膜技術
・RE123系薄膜技術
・バンドパスフィルタ
・アンテナ
・実装技術
・４K冷凍機
・20K～50K冷凍機
・65K冷凍機
・４K冷凍機（1～3W）
・４K冷凍機（0.1～0.5W）
・50K、70K冷凍機
・LNG冷熱利用技術
・サブクール冷却技術
・LH2冷熱利用技術

伝導冷却技術 514 ・高効率冷却技術
・薄肉断熱技術
・封止化技術
・低熱侵入化
・機械的強度
・耐高電圧化
・大電流化

重要技術

冷凍・冷却技術

電流リード技術

パワー機器用冷凍機技術

大容量冷却技術

クライオスタット技術

デバイス機器用冷凍機技術

加工熱処理法技術
（含ブロンズ法技術）

パウダーインチューブ法技術

薄膜線材技術

導体化技術

SQUID応用技術

超電導技術分野の技術マップ（共通基盤技術）　　　（5／5）

超電導線材技術

超電導バルク技術

超電導デバイス技術

高周波デバイス技術

コイル化技術

溶融凝固バルク技術

焼結バルク技術

デジタルデバイス技術

501

502

503

504

505

506

507

508

513

515

516

509

510

511

512



入力電気
エネルギー

超電導（＝抵抗ゼロ）

常電導金属(Cu等）

放散熱エネルギー
＝(電流)2ｘ抵抗エネルギー

減衰

エネルギー
ロス無し

出力電気
エネルギー

超電導の４条件（田中の基準）
以下の４条件を全てクリアして、初めて超電導体と認定される。
（東京大学の田中昭二教授が1987年に提唱した客観的条件）

結晶構造およびその物質の何が超電導体であるのか
マイスナー効果を示すか
電気抵抗が転移点付近で急激に消失するか
実験結果に十分再現性があるか

超電導状態

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120
温度 (K)

比
抵

抗
(x

1
0

-
9
Ω

m
)

Ni

Cu
Ag

常電導
(非超電導状態)

超電導 材料

（参考資料１：超電導の性質と将来性）

J

T

常電導

TC

0

Jc

HC

超電導

H

T

Jc
4.2K

77K

３つの臨界値

臨界温度（Tc)
超電導を示す温度の上限

臨界電流（Jc)
超電導を維持できる電流
の上限

臨界磁場（Hc)
超電導を維持できる磁場
の上限

J

Tc



1

系

（代表物質）

元
素
数

Tc

Hg系
（HgBa2Ca2Cu3Oｘ）

5

＞110

Tl系
（Tl2Ba2Ca2Cu3Oｘ）

5

Bi系
（ Bi2Sｒ2Ca2Cu3Oｘ）

5

＞77

Y系
（YBa2Cu3O７－ｙ）

4

Fe系

（SmFeAsO1-xFx）
５

＞20
La系

（(La0.9Sｒ0.1)2CuOy）
4

MgB2

（MgB2）
２

Nb系
（Nb3Sn、NbTi） 2 ＞4.2

臨界温度(Tc)上昇の変遷

臨
界

温
度

(
T
c
)

200019801960194019201900
0

50

100

140

[年]

Hg
Nb

Nb3Sn

La1.2Sr0.8CuOy（東京大学）

YBa2Cu3O7-y

Bi2Sr2Ca2Cu3Ox（金属材料技術研究所）

Tl2Ba2Ca2Cu3Ox

HgBa2Ca2Cu3Ox

C60

77K：液体窒素温度

4.2K：液体ヘリウム温度

La0.85Ba0.15CuOy

Nb3Ge
20K：液体水素温度

MgB2（青山学院大学）

[K]

金属系超電導体

Ｃ６０系超電導体

酸化物系超電導体

110K：液化天然ガス(LNG)温度

元素数が少ない方が
比較的製造しやすい

各種超電導線材の臨界電流密度
(九州大学 木須教授 作成)

SmFeAsO1-xFx
（中国科学院）

（参考資料２：超電導物質の探索）

LaFeAsO1-xFx

（東京工業大学）

107

108

109

1010

1011

0 5 10 15 20 25 30

臨
界

電
流

密
度

 J
c  [

 A
/m

2  ]

磁束密度 B  [ T ]

50K

77.3K
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77.3K

20K

YBCO

Nb3Sn (Bronze)
Nb3Al (RHQT)

Bi2223

Bi2212 Round Wire

NbTi

At 4.2 K unless otherwise stated

Nb3Sn(Internal)
Bi2223 

Bi2223

Bi2223

YBCO

YBCO

YBCO

20K

65K
YBCO

MgB2

77K
GdBCO

65K
GdBCO

50K
GdBCO

20KGdBCO

GdBCO



［エネルギー・電力分野］ ［診断・医療分野］
フライホイール

核融合炉(ITER) 磁気誘導ｶﾃｰﾃﾙ

（参考資料３）

細胞・タンパク磁気分離

ＳＭＥＳ
(MW級瞬低補償、MW級系統制御、
負荷変動補償、周波数調整）

発電機 (1-100MW)
(含風力用発電機）

ＮＭＲ

質量分析器
ＭＲＩ

医療用粒子線加速器

ＭＣＧ （心磁計）
治療

創薬

ＣＯ２削減

非化石燃料
エネルギー電力品質

維持・向上

ＭＤＤＳ（磁気誘導薬物配送）

環境・エネルギー
調和型社会の構築

健康長寿生活
を実現

変圧器 (不燃、高効率)

限流器
(電力ﾈｯﾄﾜｰｸの保護に有効）

(含風力用発電機）
神経磁気診断装置
（ＭＥＧ （脳磁計）、脊
髄・末梢神経磁場計

測装置）

SQUID免疫診断装置

早期診断、精密診断、創薬等のニーズに応える
先進医療機器の実現

多様化する電源ニーズに対応する
高信頼かつ高品質電力の供給・運用

高度
診断

省エネ
ルギー

調和型社会の構築 を実現
電力ケーブル
(高効率、大容量、国際連系、
直流データセンタ)

マグネトロンスパッタ装置

高輝度放射光源

社会に役立つ超電導技術
［2020年の社会像］

テラヘルツ波診断装置

世界をリードする
高度産業基盤構築鉄道用変圧

器（軽量化)

半導体引上装置
(20インチφ以上Si単結晶）

磁気浮上式鉄道用 小型・軽量化 高速度化 高度生産性等を通じた

高度情報通信社会
の実現

バンドパスフィルタ
（基地局電波送信・受信用）

高速計測機器

高感度
通信

増大するネットワーク 情報量を

小型化

軽量化

磁気
シールド

磁気浮上式鉄道用
マグネット

排水・資源循環磁気
分離装置

電圧標準

小型・軽量化、高速度化、高度生産性等を通じた
高度産業基盤の実現

高速度化 無線用広帯域・高精度
ADコンバータ

（基地局電波送信 受信用）

計測用広帯域ADコンバータ
ＣＯ２削減高速演算

増大するネットワーク、情報量を
高速に処理可能な情報通信機器の創出

高信頼性 高度生産性ＣＯ２削減

鉄道用直流き電

［産業・輸送分野］

半導体・通信テスタ

X線検出器(EDX)

舶用モータ

産業用モータ

電圧標準
(直流・交流）

スピンコー
ター

SQUID応用装置
(構造物検査、食品・薬品検査、
半導体検査、鉱物探査)

［情報 通信分野］

SFQサーバ

SFQルータ・スイッチ
（０．１－１Ｐｂｐｓ）

SFQコンピュータ
（１－１０ＰＦＬＯＰＳ）

車載用モータ

［産業 輸送分野］

粒子加速器、粒子検出器 宇宙線検出器、ミキサ、ボローメータ

［機器固有技術］

］［情報・通信分野］

超電導線材技術 冷凍・冷却技術超電導デバイス技術超電導バルク技術

［共通基盤技術］



参考資料４：世界のY系超電導線材開発状況
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RSFQ技術の評価 ※米ではSFQをRSFQと呼称する

（米NSA「超電導技術評価」報告書(2005.8)より抜粋）

名古屋大学がSRL標準プロセスで作製した
11,000接合からなる20GHz動作再構成可能

なデータパスを持つプロセッサ
（高性能計算機のアクセラレータとして使

用） (2008.8)

名古屋大学がSRL-ADPで作製した90GHz動作
2x2 SW (2008.10)

超電導工学研究所及び名古屋大学が
作製した自動配線ツールでレイアウトした

大規模SFQ回路(16x16 switch circuit） (2005.3)

（参考資料５：SFQ技術の国際評価）

Input SR

HF-CGOutput SR

1mm

Input SR



超電導材料

超電導部材・デバイス

超電導機器・装置

システム・
一般機器

冷凍機

協調・連携

IEC/TC90（超電導）

VAMAS(ベルサイユサミットに基づく

新材料と標準に関する国際共同研究)との連携

IEC/SB1(送電及び配電),
TC8(電力供給システム),
TC14(絶縁材料),
SC17C(高圧開閉装置及び制御装置組立品),
TC20(電力ケーブル),等

ISO/TC86(冷凍技術及び空気調和技術),
TC220(極低温容器)

（参考資料６：超電導標準化マップ）活発 将来活動

超電導材料の
性能試験方法

(13規格＋改正)

電流リードの特性
(1新規格案検討)
[2010年制定見込]

用語
(1規格)

Nb-Ti
Nb3Sn
酸化物

MgB2未定

検討

済

臨
界
電
流

残
留
抵
抗
比

銅
比

機
械
強
度

表
面
抵
抗

臨
界
温
度

交
流
損
失

捕
捉
磁
場

規格化進捗状況
※ １性能ごとの規格ではないため、

規格数と項目数は一致していない。









 

「イットリウム系超電導電力機器技術開発 基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成１９年３月２６日 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

新エネルギー技術開発部 

 

ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ ３において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成１９年２月２６日～平成１９年３月３日 

２．パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計１件 

３． パブリックコメントの内容とそれに対する考え方 

ご意見の概要 ご意見に対する考え方 基本計画・技術開発課題への反映 

 全体について   

 ［意見１］（１件） 

今回の提示案には機器仕様に応じた線材開発が示されており，そちらにシフト

する危険性を感じられますので，あくまでも，機器を開発するという目的をずらさ

ないようにしていただきたい。 

 

 

［考え方と対応］ 
基本計画には超電導電力機器の製作に必要な線材開

発を含めていますが、プロジェクトの目的は超電導電

力機器の技術開発であり、ＮＥＤＯに設置する技術委

員会や中間評価などを通じて、超電導電力機器技術開

発という目的がずれないように、目標達成に向けたマ

ネジメントを行っていきます。 

 

 ［反映の有無と反映内容］ 

特になし。 

 

 

 



添付資料　８．

国内 外国 PCT出願
査読有
(掲載
済)

査読有
(投稿
中)

その他

H20年度 7 0 0 22 1 66 1 6

H21年度 26 0 1 42 16 235 2 8

H22年8月まで 3 1 0 3 2 98 3 4

19

受賞
実績

特許論文リスト

その他
外部発表
(プレス
発表･展
示会等)

研究発表
講演

特許出願 論文

年度毎の特許、論文、外部発表の件数(内訳)



特許-1

【特許】

1 超電導電力貯蔵ｼｽﾃﾑ(SMES)の研究開発

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

1
中部電力㈱ 特願

2009-082925
国内 2009/3/30 出願 ダブルパンケーキコイ

ル
式町 浩二他

2
中部電力㈱ 特願

2009-170229
国内 2009/7/21 出願 コイル装置、保護装置

及び誘導電圧抑制方法
式町 浩二他

3
中部電力㈱
古河電気工業㈱

特願
2009-193951

国内 2009/8/25 出願 超電導線材及びその製
造方法

鹿島 直二他

4

中部電力㈱
大学共同利用機
関法人自然科学
研究機構

特願
2009-241397

国内 2009/10/20 出願 自励振動式ヒートパイ
プが組み込まれた超電
導マグネット

平野 直樹他

2 超電導電力ｹｰﾌﾞﾙの研究開発

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

1

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-031951

国内 2009/2/13 出願 超電導線材及びそれを
用いた超電導ケーブル

大屋　正義

2

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-057870

国内 2009/3/11 審査
請求
済

薄膜超電導線材及び超
電導ケーブル導体

種子田　賢宏
他

3

(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター
昭和電線ｹｰﾌﾞﾙｼｽ
ﾃﾑ㈱

特願
2009-087670

国内

2009/3/31

出願 酸化物超電導線材とそ
の製造方法及びそれに
用いる基板の製造装置

高橋　保夫他

4

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-112894

国内 2009/5/7 出願 超電導ケーブルの端末
構造

芦辺　祐一他

5

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-138632

国内 2009/6/9 出願 超電導ケーブルの端末
構造

芦辺　祐一他

6

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-138633

国内 2009/6/9 出願 超電導ケーブルの中間
接続構造

芦辺　祐一他

7

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-146883

国内 2009/6/19 出願 超電導ケーブル 大屋　正義

8

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-228401

国内 2009/9/30 出願 超電導ケーブル 大屋　正義

9

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

PCT/JP
2009/070302

PCT 2009/12/3 出願 薄膜超電導線材及び超
電導ケーブル導体

種子田　賢宏
他



特許-2

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

10

古河電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2010-022909

国内 2010/2/4 出願 極低温ケーブルの終端
接続部

向山　晋一他

11
昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱ 特願

2010-031359
国内 2010/2/16 出願 酸化物超電導線材製造

方法及び製造装置
小泉　勉他

12
昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱ 特願

2010-031360
国内 2010/2/16 出願 酸化物超電導線材製造

方法及び製造装置
小泉　勉他

13

古河電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2010-108277

国内 2010/5/10 出願 超電導ケーブル 向山　晋一他

3 超電導変圧器の研究開発

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

1
大陽日酸株式会
社

特願
2009－262896

国内 2009/11/18 出願 極低温冷凍装置及びそ
の運転方法

弘川　昌樹他

2

昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-266450

国内 2009/11/24 出願 希土類系酸化物超電導
線材の製造方法

兼子　敦他

3
昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱ 特願

2010-029119
国内 2010/2/12 出願 酸化物超電導線材及び

酸化物超電導線材の製
造方法

中西　達尚他

4
昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱ 特願

2010-030475
国内 2010/2/15 出願 酸化物超電導線材 小泉　勉他

4 超電導機器用線材の技術開発

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

1

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-001836

国内 2009/1/7 審査
請求
済

薄膜超電導線材の製造
方法および薄膜超電導
線材

新海　優樹

2

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-015628

国内 2009/1/27 審査
請求
済

超電導線材および超電
導線材の製造方法

種子田　賢宏

3

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-060989

国内 2009/3/13 出願 超電導線材および超電
導線材の製造方法

新海　優樹

4

㈱フジクラ
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-152128

国内 2009/6/26 出願 超電導線材 須藤　泰範

5

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-163507

国内 2009/7/10 出願 超電導線材の製造方法
および超電導線材の接
続方法

新海　優樹



特許-3

番
号

出願者 出願番号
国内
外国
PCT

出願日 状態 名称 発明者

6

昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-249173

国内 2009/10/29 出願 希土類系酸化物超電導
線材及びその製造方法

高橋　保夫他

7

昭和ｹｰﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009/249172

国内 2009/10/29 出願 希土類系酸化物超電導
線材

高橋　保夫他

8

(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター
㈱フジクラ
昭和電線ｹｰﾌﾞﾙｼｽ
ﾃﾑ㈱

特願
2009-250785

国内 2009/10/30 出願 低交流損失マルチフィ
ラメント型超電導線材
及びその製造方法

町　敬人他

9

(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター
㈱フジクラ
古河電気工業㈱
㈱東芝

特願
2009-250488

国内 2009/10/30 出願 酸化物超電導導体用基
材及びその製造方法と
酸化物超電導体及びそ
の製造方法

吉積　正晃他

10

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-266406

国内 2009/11/24 出願 薄膜超電導線材用金属
基材、その製造方法お
よび薄膜超電導線材の
製造方法

新海優樹

11

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2009-266441

国内 2009/11/24 出願 超電導薄膜線材の製造
方法

小西　昌也他

12

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2010-013847

国内 2010/1/26 出願 薄膜超電導線材 新海　優樹

13

住友電気工業㈱
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

特願
2010-018863

国内 2010/1/29 出願 薄膜超電導線材とその
製造方法

新海　優樹

14

（財）国際超電
導産業技術研究
センター
富士通㈱
㈱日立製作所

特願
2010-041757

国内 2010/2/26 出願 磁束トランス及び同軸
立体型グラジオメータ

石丸　喜康他

15
（財）国際超電
導産業技術研究
センター

12/777.686 US 2010/5/11 出願 希土類系酸化物超電導
線材及びその製造方法

高橋　保夫他

16

九州大学
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

出願準備中 国内 出願 　― 　－

17

九州大学
九州工業大学
(財)国際超電導
産業技術研究セ
ンター

出願準備中 国内 出願 　― 　－
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【論文発表】

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般
番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

1

Yuh Shiohara ISTEC Current status and
future prospects of
Japanese national
project on coated
conductor development
and its applications

PHYSICA C
468 1498-1503

有 2008

2

Yuh Shiohara ISTEC Present status and
future prospect of
coated conductor
development and its
application in Japan

SUPERCOND SCI
TECH
21

有 2008

3 藤原　昇
ISTEC

超電導電力機器の技術動向
生産と電気
１月号

無
2009

4

Shinya Hasuo ISTEC Recent activities at
ISTEC

European
Superconductivity
News Forum　10
1-25

無 2009

5

Yuh Shiohara ISTEC Japanese efforts on
coated conductor
processing and its
power applications: New
5 year project for
materials and power
applications of coated
conductors (M-PACC)

PHYSICA C
469 863-867

有 2009

6
Noboru Fujiwara
et al.

ISTEC他 Development of  YBCO
Power Devices in Japan

Physica C 有 投稿中

1 超電導電力貯蔵ｼｽﾃﾑ(SMES)の研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

1
平野　直樹 中部電力㈱ 超電導電力機器への新型

超電導材料の期待
MATERIAL STAGE
第9巻 第8号
p52-54

無 2009

2
平野　直樹 中部電力㈱ 超電導電力貯蔵システム

(SMES)
冷凍 第84巻
第986号 p48-53

無 2009

3

F.Matsutani  et
al.

九州工業大
学他

Superconducting layer
thickness of relaxation
properties of
persistent current in
high magnetic field in
YBCO-coated conductor

PHYSICA C
469 1122-1125

有 2009

2 超電導電力ｹｰﾌﾞﾙの研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

1

A.Ishiyama et
al.

早稲田大学
他

Over-current
characteristics of
superconducting model
cable using YBCO coated
conductors

PHYSICA C
468 2041-2045

有 2008
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番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

2
A.Ishiyama et
al.

早稲田大学
他

Transient stability
characteristics of a 1-
m single-layer YBCO

IEEE T APPL
SUPERCON
18 1228-1231

有 2008

3
M.Yagi et al. 古河電気工

業㈱他
Development of YBCOHTS
cable with low AC loss

PHYSICA C
468 2037-2040

有 2008

4 S. Hanyu et al.

㈱フジクラ IBAD–MgO buffer layers
for coated conductors
in the large-scale
system

Physica C:
Superconductivity
Volume 469,
Issues 15-20

無 2009

5 S. Hanyu et al.

㈱フジクラ Progress in Scale-Up of
RE-123 Coated
Conductors With  of 300
A/cm by IBAD/PLD

IEEE Transactions
on Applied
Superconductivity
, vol. 9, Issue 3

無 2009

6 S. Hanyu et al.

㈱フジクラ Fabrication of km-
length IBAD-MgO
substrates at a
production rate of km h

Superconductor
Science and
Technology Volume
23, Number 1

有 2009

7

T. Nagaishi et
al.

住友電気工
業㈱

Development of REBCO
coated conductors on
textured metallic
substrates

Physica C 469
1311-1315

有 2009

8
向山　晋一他 古河電気工

業㈱他
イットリウム系超電導電
力ケーブルの開発

古河電工時報123号 無 2009

9

向山晋一 古河電気工
業㈱

鉄系超電導材料の応用の
可能性 高温超電導ケーブ
ルの開発

月刊　マテリアル
ステージ
第9巻　第8号 P.55
～P.57

無 2009

10

N.Amemiya et al. 京都大学他 Transport losses in
polygonal assemblies of
coated conductors with
textured-metal

PHYSICA C
469 1427-1431

有 2009

11

A.Ishiyama et
al.

早稲田大学
他

Degradation
Characteristics of
YBCO-Coated Conductors
Subjected to
Overcurrent Pulse

IEEE T APPL
SUPERCON
19 3483-3486

有 2009

12
S.Mukoyama et
al.

古河電気工
業㈱他

Development of (RE)BCO
cables for HTS power
transmission lines

PHYSICA C
469 1688-1692

有 2009

13
X.Wang et al. 早稲田大学

他
Over-current
characteristics of YBCO
superconducting cable

PHYSICA C
469 1717-1721

有 2009

14
X.Wang et al. 早稲田大学

他
Over-Current
Characteristics of a
20-m-Long YBCO Model

IEEE T APPL
SUPERCON
1722-1726

有 2009

15

M.Yagi et al. 古河電気工
業㈱他

Development of a 10 m
long 1 kA 66/77 kV YBCO
HTS cable with low AC
loss and a joint with
low electrical
resistance

SUPERCOND SCI
TECH
22

有 2009

16
M.Yagi et al. 古河電気工

業㈱他
Development of 1 m HTS
conductor using YBCO on
textured metal

PHYSICA C
469 1693-1696

有 2009

17

X.Wang et al. 早稲田大他 Numerical Simulation on
Fault Condition in 66
kV Class RE-123
Superconducting Cable

Physica C 有 投稿中
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番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

18

H. Kono et al. 早稲田大他 Degardation
Characteristics of YBCO
coated conductores due
to fault-current in
power cable

Physica C 有 投稿中

19

S.Sato et al. 早稲田大他 Computer Simulation of
fault current
characteristics in 275
kV class YBCO power
Cable

Physica C 有 投稿中

20

K.Hayashiet al. 住友電気工
業㈱

Development of GdBCO
Coated Conductor on
30mm Wide Clad-Type
Textured Metal

CCA 有 投稿中

21
S.Mukoyama et
al.

古河電気工
業㈱他

Conceptual design of
275 kV class High-TC
superconducting cable

Physica C 有 投稿中

3 超電導変圧器の研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

1
H.Okamoto et al. 九州電力他 AC loss properties in

YBCO model coils for
loss reduction

PHYSICA C
468 1731-1733

有 2008

2
吉田　茂 大陽日酸㈱ 読者の広場Q&A「超伝導電

力機器にはどのような冷
却機が必要でしょう

超電導Web21（発
行：㈶ISTEC）12月
号

無 2008

3
平井　寛一他 大陽日酸㈱ 磁気軸受ネオン膨張ター

ビンの開発
大陽日酸技報28 無 2009

4

K. Kakimoto et
al.

㈱フジクラ Increase of production
rate of RE-123 film by
PLD system with the
hot-wall type heating

Physica C:
Superconductivity
 Volume 469,
Issues 15-20

無 2009

5

H. Kutami et al. ㈱フジクラ Progress in research
and development on long
length coated
conductors in Fujikura

Physica C:
Superconductivity
 Volume 469,
Issues 15-20

無 2009

6

K. Kakimoto et
al.

㈱フジクラ High-speed deposition
of high-quality RE123
films by PLD system
with hot-wall heating

Superconductor
Science and
Technology Volume
23, Number 1

有 2009

7

H.Okamoto et al. 九州電力㈱
他

Development of 1kA
class HTS coil for
superconducting power
transfprmers

Pysica C、469、15 有 2009

8

H.Hirai et al. 大陽日酸㈱
他

Development of a
turbine cryocooler for
high temperature
superconductor
applications

PHYSICA C
469 1857-1861

有 2009

9
M.Iwakuma et al. 九州大学他 Development of REBCO

superconducting power
transformers in Japan

PHYSICA C
469 1726-1732

有 2009

10

H.Okamoto et al. 九州電力㈱
他

Development of 1 kA
class HTS coil for
superconducting power
transformers

PHYSICA C
469 1733-1735

有 2009
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番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

11
吉田　茂 大陽日酸㈱ 高温超電導電力機器用冷

凍機の実用化を目指して
低温工学協会 九
州・西日本支部 レ
ポート　2009

無 2009

12
吉田　茂 大陽日酸㈱ 超電導機器の冷凍・冷却

技術の進展
超電導Web21（発
行：㈶ISTEC）H21
年6月号

無 2009

13
林　秀美他 九州電力㈱ 超電導変圧器及び小型

タービン式冷却装置の開
発について

日本冷凍空調学会
会誌「冷凍」12月
号

無 2009

14
平井　寛一 大陽日酸㈱ 高温超電導機器冷却シス

テムの開発
低温工学協会 九
州・西日本支部 レ
ポート　2010

無 2010

15
奈良　範久 大陽日酸㈱ 超電導電力機器の冷凍・

冷却技術の進展
超電導Web21（発
行：㈶ISTEC）H22
年6月号

無 2010

16
林秀美他 九州電力㈱ 超電導変圧器の早期実用

化を目指して
超電導・低温技術
Report、vol.4

無 2010

4 超電導機器用線材の技術開発
番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

1

A.Ibi et al. ISTEC他 Development of long
REBCO coated conductors
with artificial pinning
centers by using MPMT-
PLD method

PHYSICA C
468 1514-1517

有 2008

2

T.Izumi et al. ISTEC他 Research and
development of reel-to-
reel TFA-MOD process
for coated conductors

PHYSICA C
468 1527-1530

有 2008

3

J.Kato et al. 九州大学他 Diffusion joint using
silver layer of YBCO
coated conductors for
applications

PHYSICA C
468 1571-1574

有 2008

4
S.Kawabata et
al.

鹿児島大学
他

Measurement of AC
current distributions
in HTS tapes

PHYSICA C
468 1734-1738

有 2008

5

J.Matsuda et al. ISTEC他 Effect of Ba/Y ratio in
starting solution on
microstructure
evolution of YBCO films
deposited by advanced
TFA-MOD process

PHYSICA C
468 997-1005

有 2008

6

J.Matsuda et al. ISTEC他 Microstructure
evolution of YBCO films
deposited by advanced
TFA-MOD process

PHYSICA C
468 1017-1023

有 2008

7

J.Matsuda et al. ISTEC他 Transmission electron
microscopic studies on
growth mechanism of
YBa2Cu3O7-y films
formed by advanced
trifluoroacetates
metalorganic deposition
process

J MATER RES
23 3353-3362

有 2008
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番
号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

8

A.Mitani et al. 九州大学他 Effect of fabrication
conditions on
crystalline of SmBCO
films fabricated by
TFA-MOD method

PHYSICA C
468 1546-1549

有 2008

9

M.Miura et al. ISTEC他 Enhancement of flux
pinning in Y1-
xSmxBa1.5Cu3Oy coated
conductors with
nanoparticles

APPL PHYS EXPRESS
1

有 2008

10

M.Miura et al. ISTEC他 Introduction of pinning
center to enhance I-c
under magnetic fields
in REBCO coated
conductors fabricated
by advanced TFA-MOD

PHYSICA C
468 1643-1646

有 2008

11
A.Nakai et al. ISTEC他 YBCO growth on textured

NiW substrates by TFA-
MOD method

PHYSICA C
468 1534-1536

有 2008

12
Y.Sutoh et al. フジクラ他 Formation of CeO2

buffer layer using
multi-plume PLD

PHYSICA C
468 1594-1596

有 2008

13

K.Suzuki et al. ISTEC他 Development of scribing
process of coated
conductors for
reduction of AC losses

PHYSICA C
468 1579-1582

有 2008

14

K.Tada et al. 九州大学他 Growth process of Ba-
poor YBCO film
fabricated by TFA-MOD
process

PHYSICA C
468 1554-1558

有 2008

15

J.Yoshida et al. 九州大学他 Effect of calcination
conditions on
microstructures and
J(c) of YBCO films
fabricated by TFA-MOD

PHYSICA C
468 1550-1553

有 2008

16
M.Yoshizumi et
al.

ISTEC他 Crystal growth of YBCO
coated conductors by
TFA-MOD method

PHYSICA C
468 1531-1533

有 2008

17
Tsunehiro Hato
et al.

ISTEC NDE of coated-conductor
using  HTS SQUID array

Physica C 469
1630-1633

有 2009

18

Noriko Chikumoto
et al.

ISTEC Development of inside-
plume PLD process for
the fabrication of
large Ic(B) REBCO tapes

Physica C 469
1303-1306

有 2009

19
町　敬人 ISTEC Nd1+xBa2Cu3O7+δ単結晶

試料のピン止め特性の向
低温工学　44
594-59

有 2009

20

F.Matsutani et
al.

九州工業大
他

Superconducting Layer
Thickness Dependence of
Relaxation properties
of Persistent Current
in High Magnetic Field
in YBCO-Coated

Physica C 469
 1122-1125

有 2009

21

K.Abiru et al. 九州大学他 Visualization of non-
uniform current flow in
coated conductors by
scanning Hall-probe
magnetic microscopy

PHYSICA C
469 1450-1453

有 2009
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号

発表者 所属 タイトル
発表誌名

ページ番号
査読 発表年

22

K.Higashikawa et
al.

九州大学他 Coupled Analysis Method
for High-Field Magnet
Coil Using Coated
Conductor Based on J-E
Characteristics as a
Function of
Temperature, Magnetic
Field Vector and
M h i l S i

IEEE T APPL
SUPERCON
19 1621-1625

有 2009

23

K.Higashikawa et
al.

九州大学他 Significant reduction
in volume, stored
energy and
magnetization loss of
high-field magnet coil
based on the
improvement of critical
current characteristics
in GdBCO coated

d t

PHYSICA C
469 1776-1780

有 2009

24
H.Ichikawa et
al.

ISTEC他 High speed production
of YBCO precursor films
by advanced TFA-MOD

PHYSICA C
469 1329-1331

有 2009

25

M.Inoue et al. 九州大学他 Observation of Current
Distribution in High-T-
c Superconducting Tape
Using Scanning Hall-
Probe Microscope

IEEE T APPL
SUPERCON
19 2847-2850

有 2009

26

M.Inoue et al. 九州大学他 Critical current
property in YBCO coated
conductor fabricated by
improved TFA-MOD

PHYSICA C
1443-1445

有 2009

27

T.Izumi et al. ISTEC他 Present status and
strategy of reel-to-
reel TFA-MOD process
for coated conductors

PHYSICA C
469 1322-1325

有 2009

28
T.Izumi et al. ISTEC他 Development of TFA-MOD

Process for Coated
Conductors in Japan

IEEE T APPL
SUPERCON
19 3119-3122

有 2009

29

M.Miura et al. ISTEC他 Rare Earth Substitution
Effects and Magnetic
Field Dependence of
Critical Current in Y1-
xRExBa2Cu3Oy Coated
Conductors with
Nanoparticles (RE = Sm,
Gd)

APPL PHYS EXPRESS
2

有 2009

30

M.Miura et al. ISTEC他 Magnetic Field
Dependence of Critical
Current and
Microstructure in TFA-
MOD Y1-x Sm-x Ba2Cu3Oy
With Nanoparticles for
Coated Conductors

IEEE T APPL
SUPERCON
19 3275-3278

有 2009

31

Miura, M ISTEC他 Development of multi-
turn reel-to-reel
crystallization large
furnace for high
production rate of
YBa2Cu3Oy coated
conductors derived from
TFA-MOD process

PHYSICA C
469 1336-1340

有 2009
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32

Y.Miyanaga et
al.

九州大学他 Effects of Sn-doping on
J(C)-B properties and
crystalline structure
for YBCO films by
advanced TFA-MOD method

PHYSICA C
469 1418-1421

有 2009

33

K.Nakaoka et al. ISTEC他 Investigation on
starting solution of
TFA-MOD process for
high-speed production
of YBCO coated

PHYSICA C
469 1326-1328

有 2009

34

K.Osamura et al. 京都大学他 Reversible strain limit
of critical currents
and universality of
intrinsic strain effect
for REBCO-coated
conductors

SUPERCOND SCI
TECH
22

有 2009

35
M.Sugimoto et
al.

九州大学他 Electrodeposition of
textured nickel on
nickel alloy Hastelloy

PHYSICA C
469 1371-1373

有 2009

36

Y.Sutoh et al. ISTEC他 Fabrication of high I-c
film for GdBCO coated
conductor by continuous
in-plume PLD

PHYSICA C
469 1307-1310

有 2009

37

T.Takao et al. 上智大学他 Degradation Due to
Bending Fatigue Strain
in YBCO Coated
Conductors

IEEE T APPL
SUPERCON
19 2988-2990

有 2009

38

R.Teranishi et
al.

九州大学他 Crystal Growth of Ba
Concentration
Controlled YBCO Films
by TFA-MOD Process

IEEE T APPL
SUPERCON
19 3200-3203

有 2009

39

R.Teranishi et
al.

九州大学他 J(C) properties and
microstructures of YBCO
films fabricated by low
temperature calcination
in TFA-MOD method

PHYSICA C
469 1332-1335

有 2009

40

R.Teranishi et
al.

九州大学他 Dependence of
microstructures on
growth rate in YBCO
films by TFA-MOD method

PHYSICA C
469 1349-1352

有 2009

41

R.Teranishi et
al.

九州大学他 High-J(c) YBCO films
using precursors with
barium concentration
gradient in film
thickness by TFA-MOD
process

PHYSICA C
469 1345-1348

有 2009

42
Y.Yamada et al. ISTEC他 Long IBAD-MgO and PLD

coated conductor
PHYSICA C
469 1298-1302

有 2009

43
Y.Yamada et al. ISTEC他 Development of Long

Length IBAD-MgO and PLD
Coated Conductors

IEEE T APPL
SUPERCON
19 3236-3239

有 2009

44
M.Yoshizumi et
al.

ISTEC他 High production rate of
IBAD-MgO buffered
substrate

PHYSICA C
469 1361-1363

有 2009

45

M.Iwakuma et al. 九州大学他 Unique behaviour of
RE1Ba2Cu3O7-δ
superconducting tapes
producing drastic
reduction of pinning
loss

Superconductor
Science and
Technology
Vol.23 075009-1-
12

有 2010
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46

F.Matsutani et
al.

九州工業大
他

Influence of Nano-
particles on
FluxPinning Properties
in TFA-MOD Processed
YGdBCO Coated

Physica C 有 2010

47

S.Awaji 東北大 Flux pinning properties
of TFA-MOD
(Y,Gd)Ba2Cu3Ox tapes
with BaZrO3
nanoparticles

Superconductor
Science and
Technology
23　014006-1-5

有 2010

48

Koichi Nakaoka他 ISTEC Relationship Between
Crystallization Process
and Superconducting
Properties of YBCO
Films by TFA-MOD Method
using Staring Solutions
with Various

i i

Physica C 有 投稿中

49
Teruo Izumi   et
al.

ISTEC R&D of Coated
Conductors for Power
Applications in Japan

Physica C 有 投稿中

50

Seiji Adachi  et
al.

ISTEC Improved reproducible
fabrication process of
HTS-SQUIDs with ramp-
edge Josephson
junctions and
multilayer structures

Physica C 有 投稿中

51
宮田　成紀他 ISTEC 人工ピン導入GdBa2Cu3O7-

δ超電導薄膜における磁
場中Jcの増加的膜厚依存

低温工学 有 投稿中

52

筑本　知子他 ISTEC他 Y系ﾃｰﾌﾟ線材への高ｴﾈﾙｷﾞｰ
重イオン照射によるピン
止め中心導入と臨界電流
密度特性

低温工学 有 投稿中

53

M.Kitani et al. 九州工業大
他

Influence of
nanoparticles on
critical current
properties in TFA-MOD
processed YGdBCO coated
conductor

EUCAS 有 投稿中

54

Y.Mawatari 産総研 Field distribution in
bent superconducting
tapes conforming to a
cylinder with transport
currets

Physical Review B 有 投稿中

55

T.Katase et al. 東工大他 Josephson junction in
C-doped BaFe2As2
epitaxial film on
(La,Sr)(Al,Ta)O3

 

Applid Physics
Letters

有 投稿中

56

T.Katase et al. 東工大他 Josephson junction with
Fe-based superconductor
C-doped BaFe2As2
epitaxial film

ASC 有 投稿中

57

Kenji Kaneko et
al.

九州大学他 3D　analysis of pinning
centers gives isotropic
superconductivity in
GdBa2Cu3O7-δ

Nature 有 投稿中
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58

T.Yamaguchiet et
al.

住友電気工
業㈱

DEVELOPMENT OF BUFFER
LAYER ON 30mm WIDE
TEXTURD METAL
SUBSTRATES FOR REBCO
COATED CONDUCTORS

Physica C 有 投稿中

59

Y.Shingaiet et
al.

住友電気工
業㈱

Development of
REBa2Cu3Ox
superconducting layers
on 30mm wide clad-type
textured metal

Physica C 有 投稿中
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ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全般
番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

1
塩原　融 ISTEC 超電導材料の進歩 2008/12/13 材料の微細組織と機能性

研究会第200回記念公開シ
ンポジウム

2
Noboru
Fujiwara  et
al.

ISTEC他 Development of  YBCO
Power Devices in Japan

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

3

Yuh Shiohara ISTEC ①Long Term
Opportunities of HTS
Coated Conductor
Applications for
Reduction of CO2
Emissions　②Future
Prospects of R&D of in

2010/2/9 ISIS-18(International
Superconductivity
Industry Summit)

4
Noboru
Fujiwara

ISTEC Development of YBCO
Power DEVICES IN JAPAN

2010/2/10 ISIS-18(International
Superconductivity
Industry Summit)

1 超電導電力貯蔵ｼｽﾃﾑ(SMES)の研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

1
大村弘輝他 名古屋大学

他
極低温環境下における真空
／固体複合絶縁系の基礎絶
縁特性

2008/9/18 平成20年度電気学会東海
支部連合大会

2

K.Kajikawa
et al.

九州大学他 Numerical evaluation of
AC loss properties in
assembled superconductor
strips exposed to
perpendicular magnetic
field

2008/10/27 21th International
symposium on
superconductivity(ISS20
08)

3

M.Kanno et
al.

京都大学他 Reversible strain effect
on critical current at
various temperatures in
YBCO coated conductors

2008/10/27 21th International
symposium on
superconductivity(ISS20
08)

4

Y.Yoshida et
al.

京都大学他 Change in fatigue
properties and its
relation to critical
current for YBCO coated
conductor with
additional Cu layer

2008/10/27 21th International
symposium on
superconductivity(ISS20
08)

5
菅野未知央他 京都大学他 Cu複合化YBCO線材の疲労サ

イクル負荷による破壊挙動
と臨界電流の変化

2008/11/12 2008年度秋季低温工学・
超電導学会

6
柁川一弘他 九州大学他 等間隔に配置したcoated

conductor の垂直磁界損失
特性

2008/11/12 2008年度秋季低温工学・
超電導学会

7
柁川一弘他 九州大学他 積層した超伝導ストリップ

の垂直磁界損失特性
2008/11/29 2008年秋季応用物理学会

学術講演会

8
早川直樹他 名古屋大学

他
伝導冷却SMESコイルモデル
の真空／固体複合絶縁系に
おける電気絶縁特性

2009/3/17 平成21年度電気学会全国
大会

9
青木 佳明他 早稲田大学

他
高温超電導線材の疲労特性
評価試験装置

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

10
柁川一弘他 九州大学他 SMESの充放電動作を模擬し

たパンケーキコイル巻線の
交流損失評価

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会
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11
植田 浩史他 早稲田大学

他
コイル巻線化されたYBCO集
合化導体の常電導伝播特性
解析

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

12
井口 靖明他 鹿児島大学

他
YBCO積層導体の結合損失特
性

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

13
菅野未知央他 京都大学他 Y系線材のIc-ひずみ曲線に

おけるピークひずみと熱残
留ひずみの関係

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

14
三戸 利行他 NIFS他 超電導コイルの高効率伝導

冷却技術の開発
2009/5/13 2009年度春季低温工学・

超電導学会

15
柁川 一弘他 九州大学他 トロイド配置したY系SMES

用パンケーキコイルの交流
損失評価

2009/6/12 2009年電気学会超電導応
用電力機器研究会

16
植田 浩史他 早稲田大学

他
SMES用冷凍機伝導冷却大電
流YBCO超電導コイルの安定
性と保護

2009/6/12 2009年電気学会超電導応
用電力機器研究会

17
北條 正樹他 京都大学他 Fatigue behavior of YBCO

coated conductor with Cu
layer at 77K

2009/7/27 17th International
Conference on Composite
Materials

18
菅野未知央他 京都大学他 Y系線材の機械的特性　繰

り返し応力による疲労損傷
と通電特性への影響

2009/9/13 2009年度東北・北海道支
部/材料研究会/金研強磁
場センター合同研究会

19

K.Shikimachi
et al.

中部電力㈱ Development of SMES Coil
Using CVD-YBCO Tape
Coated Conductor

2009/9/13 9th European Conference
on Applied
Superconductivity
(EUCAS 2009)

20

N.Kashima et
al.

中部電力㈱
他

Study of GdBa2Cu3O7-δ and

GdxY1-xBa2Cu3O7-δ coated

conductors by Metal
Organic Chemical Vapor
Deposition

2009/9/13 9th European Conference
on Applied
Superconductivity
(EUCAS 2009)

21
高橋 祐治他 九州工業大

学他
CVD法によるYBCOコート線
材の磁化緩和特性評価

2009/9/28 平成21年度電気関係学会
九州支部連合大会

22

T.Mito et
al.

NIFS他 Development of highly
effective conduction
cooling technology for a
superconducting magnet

2009/10/18 21st International
Conference on Magnet
Technology

23

S.Awaji  et
al.

東北大学・
金研他

Upgrading Design to a 24
T cryogen-free
superconducting magnet
based on Low temperature
and high magnetic field
properties of the
practical CVD processed
coated conductors

2009/10/18 21st International
Conference on Magnet
Technology

24
H.Ueda et
al.

早稲田大学
他

Stability and Protection
of Coils Wound with YBCO
Bundle Conductor

2009/10/18 21st International
Conference on Magnet
Technology

25

N.Fujiwara
et al.

ISTEC他 DEVELOPMENT OF YBCO
POWER DEVICES IN JAPAN

2009/11/2 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

26

M.Kanno et
al.

京都大学 他 Unique strain effect in
YBCO coated conductor
under magnetic field

2009/11/2 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

27

Y.Kawai et
al.

早稲田大学
他

Determination of
Stabilizer Thickness for
YBCO Coated Conductors
Based on Coil Protection

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)
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28

M.Kasahara
et al.

古河電気工
業㈱他

Development of CeO2/IBAD-

GZO-based buffer layers
for REBCO coated
conductors

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

29

H.Ueda et
al.

早稲田大学
他

FATIGUE TESTS YBCO
COATED CONDUCTORS

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

30

Y.Takahashi
et al.

九州工業大
学他

ESTIMATION OF MAGNETIC
RELAXATION PROPERTY FOR
CVD PROCESSED YBCO
COATED CONDUCTORS

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

31

K.Fukunaga
et al.

JFCC他 DIRECT OBSERVATION OF
MAGNETIC FLUXES
PENETRATING INTO YBCO BY
ELECTRON HOLOGRAPHY

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

32

K.Kajikawa
et al.

九州大学他 Numerical and
theoretical evaluations
of AC losses for single
and infinite numbers of
superconductor strips
with direct and
alternating transport
currents in external AC

i  fi ld

2009/11/3 22th International
symposium on
superconductivity(ISS20
09)

33
O.Tsukamoto
et al.

横浜国立大
学他

SMES Coil Development
Using IBAD/CVD-YBCO Tape

2009/11/16 2009 KEPRI-EPRI Joint
Superconductivity
Conference

34
高橋 祐治他 九州工業大

学他
CVD法によるYGdBCO線材の
超電導特性の超電導層厚依
存性

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

35
淡路 智他 東北大学他 RE123テープによる18T無冷

媒超伝導マグネットのアッ
プグレードデザイン

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

36
菅野未知央他 京都大学他 4点曲げ試験法によるY系線

材のIc－ひずみの測定
2009/11/19 2009年度秋季低温工学・

超電導学会

37
宮里 尚史他 京都大学他 銅複合化YBCO薄膜超伝導線

材におけるYBCO/CeO2界面
はく離の破壊力学的検討

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

38
三戸 利行他 NIFS他 自励振動式ヒートパイプを

用いた超伝導マグネットの
高効率冷却技術の開発

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

39
夏目 恭平他 総合研究大

学院大学他
超伝導マグネット冷却用自
励振動式ヒートパイプの低
温動作特性

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

40
植田 浩史他 早稲田大学

他
YBCO超電導コイルの安定性
と保護

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

41
青木 佳明他 早稲田大学

他
銅メッキYBCO超電導線材の
疲労特性試験

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

42
植田 浩史他 早稲田大学

他
トロイダル配置されたY系
SMESコイルの保護動作

2009/11/20 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

43
和泉 辰矢他 九州工業大

学他
CVD法によるYGdBCO線材の
超伝導特性の超電導層厚依
存性

2009/11/21 平成21年度応用物理学会
九州学術講演会

44
高橋 祐治他 九州工業大

学他
CVD法によるYGdBCO線材の
磁化緩和特性の超伝導層厚
依存性

2010/3/16 2010年春季応用物理学会

45
桐原 裕紀他 鹿児島大学

他
不均一の中でのYBCO積層導
体の交流損失特性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会
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46
三戸 利行他 NIFS他 超伝導ﾏｸﾞﾈｯﾄ組込型ｼｰﾄ状

自励振動式ヒートパイプの
開発

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

47
兒玉 青樹他 九州大学他 CVD法により作製された

REBCO線材の電流輸送特性
2010/5/12 2010年度春季低温工学・

超電導学会

48
高橋 祐治他 九州工業大

学他
CVD法によるYGdBCO線材の
磁化緩和特性の超電導層厚
依存性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

49
鈴木 貴裕他 早稲田大学

他
SMES用伝導冷却Y系超電導ﾓ
ﾃﾞﾙｺｲﾙの通電・伝熱特性評
価

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

50
夏目 恭平他 総合研究大

学院大学他
自励振動式ﾋｰﾄﾊﾟｲﾌﾟにおけ
る低温動作特性の設置方向
依存性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

51

石渡 洋志他 日本大学、
〃
大島商船高
専、
中部電力㈱
〃

20Kスターリング型パルス
管冷凍機開発を目指した蓄
冷材料の検討

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

52
室町 和輝他 早稲田大学

他
SMES用伝導冷却高温超電導
ｺｲﾙのｸｴﾝﾁ保護

2010/5/13 2010年度春季低温工学・
超電導学会

53
宮里 尚史他 京都大学他 銅複合化YBCO薄膜超伝導線

材のModel型はく離に対す
る破壊力学的検討

2010/5/21 第59期　日本材料学会学
術講演会

54
式町 浩二他 中部電力㈱

他
多層巻CVD-YBCOｺｲﾙのﾌｰﾌﾟ
応力耐性評価

2010/6 東北大学金属材料研究所
強磁場超伝導材料研究ｾﾝ
ﾀｰ 平成21年度 年次報告

55
石原 亮輔他 東北大学他 MOCVD-YBCOｺｰﾄ線材のJc特

性
2010/6 東北大学金属材料研究所

強磁場超伝導材料研究ｾﾝ
ﾀｰ 平成21年度 年次報告

56

M.Hohjo et
al.

京都大学他 Fatigue behavior of YBCO
coated high-temperature
superconductor with
additional Cu layer at
77K

2010/6/6 10th International
Fatigue congress

57

千葉 悠太他 東北大学他 ダブルパンケーキコイル用
並列多層HTSテープ導体内
の電流分布の一様化

2010/6/10 電気学会研究会
超電導応用電力機器研究
会

58
井上 真彰他 名古屋大学

他
伝導冷却SMESの超電導コイ
ルモデルにおける電気絶縁
性能

2010/6/10 電気学会研究会
超電導応用電力機器研究
会

59
石山 敦士他 早稲田大学

他
SMES用伝導冷却YBCO超電導
コイルのクエンチ特性と保
護

2010/6/10 電気学会研究会
超電導応用電力機器研究
会

60
式町 浩二他 中部電力㈱

他
SMES用Y系コイル構成技術
の開発

2010/6/10 電気学会研究会
超電導応用電力機器研究

61
A.Ishiyama
et al.

早稲田大学
他

Strain and fatigue tests
of YBCO coated conductor
with copper stabilizer

2010/7/19 ICEC23-ICMC2010

62

K.Hamashima
et al.

東北大学他 Analysis of Current
Distribution in Multi-
laminated HTS Tape
Conductor for Double
Pancake Coil of SMES

2010/8/1 Applied
Superconductivity
Conference 2010
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63

M.Kanno et
al.

京都大学他 Influence of thickness
of superconducting
layer on double peak
behavior in strain
effect on critical
current under magnetic
field for YBCO coated

d

2010/8/1 Applied
Superconductivity
Conference 2010

64

Y.Aoki et
al.

早稲田大学
他

Quench Behavior and
Protection in
Cryocooler-cooled YBCO
Pancake Coil for SMES

2010/8/1 Applied
Superconductivity
Conference 2010

65
K.Shikimachi
et al.

中部電力㈱
他

Unit coil development
for Y-SMES

2010/8/1 Applied
Superconductivity
Conference 2010

2 超電導電力ｹｰﾌﾞﾙの研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

1

T. Koizumi
et al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Development of the low
cost YBCO coated
conductor by TFA-MOD
process using a batch-
type furnac

2008/8/18 Applied
Superconductivity
Conference 2008

2

M.Yagi et
al.

古河電気工
業㈱他

Development of YBCO HTS
cable with low AC loss
and HTS joint with low
electrical resistance

2008/8/19 2008 Applied
Superconductivity
Conference (ASC2008)

3

A. Kaneko et
al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Preparation of long TFA-
MOD YBCO tapes on
CeO2/CZO buffered cube
textured Ni-based alloy
tapes

2008/8/19 Applied
Superconductivity
Conference 2008

4
T. Nagaishi
et al.

住友電気工
業（株）

Development of REBCO
coated conductors on
textured metal

2008/10/28 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

5
H. Ota et
al.

住友電気工
業（株）

Development of REBCO
coated conductor on low
magnetic substrate

2008/10/28 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

6
S.Mukoyama
et al.

古河電気工
業㈱他

Development of (RE)BCO
cables for HTS power
transmission lines

2008/10/28 第21回国際超電導シンポ
ジウム

7
Y. Aoki et
al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Development of TFA-MOD
Process for Long Length
RE-123 Conductor in SWCC

2008/10/28 21st International
Symposium on
Superconductivity

8

A. Kaneko et
al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Development of YBCO
coated conductors by
TFA-MOD process on the
MOD buffered layer.

2008/10/28 21st International
Symposium on
Superconductivity

9

T. Koizumi
et al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Development of long
length YBCO
superconducting tapes by
TFA-MOD process using a
batch-type furnace

2008/10/28 21st International
Symposium on
Superconductivity

10
M.Yagi et
al.

古河電気工
業㈱他

Development of 1 m HTS
conductor using YBCO on
textured metal substrate

2008/10/29 第21回国際超電導シンポ
ジウム

11
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
イットリウム系超電導ケー
ブルとその中間接続部の開
発

2008/11/12 2008年度秋季低温工学・
超電導学会
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12
小泉勉他 昭和電線ｹｰ

ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
TFA-MOD法による低コスト
YBCO線材の開発（７）－５
００ｍ線材の開発－

2008/11/12 第79回2008年秋季低温工
学･超電導学会

13
S.Mukoyama
et al.

古河電気工
業㈱他

Current state of
Yttrium-based
Superconducting Power

  

2008/12/4 International Workshop
on Coated Conductor for
Applications（学会発

14
竹内　活徳他 京都大学他 次世代高温超伝導線材の可

撓性を活かした円断面単層
導体の通電損失の測定

2009/1/17 電気学会全国大会

15
藤原　昇他 ISTEC他 イットリウム系超電導ケー

ブルの開発
2009/3/17 電気学会全国大会

16
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
高温超電導ケーブル用絶縁
材料の機械・電気特性評価

2009/3/19 平成21年電気学会全国大
会

17
藤原　昇 ISTEC Y系線材による機器開発-実

証期を迎えた単結晶薄膜
テープ技術-

2009/3/30 応用物理学会関係連合講
演会

18
大屋　正義他 住友電気工

業㈱他
66kV級三心一括型薄膜高温
超電導電力ｹｰﾌﾞﾙの開発�

2009/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

19
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
275kV-3kA YBCO 高温超電
導ケーブルの過電流試験

2009/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

20
市川　裕士他 ISTEC他 液体窒素下における複合電

気絶縁材料の特性について
2009/5/13 低温工学会

21
瓜生　季邦他 早稲田大学

他
275kV系統YBCO超電導ケー
ブル定常運転時の伝熱特性

2009/5/13 低温工学

22
王　旭東他 早稲田大学

他
66kV系統YBCO超電導ケーブ
ルの過電流通電特性解析

2009/5/13 低温工学

23
大屋　正義他 住友電気工

業他
66kV/3kA　級薄膜超電導
ケーブルの交流損失特性

2009/5/13 低温工学

24
大屋　正義他 住友電気工

業㈱他
66kV/3kA 級薄膜超電導
ケーブルの交流損失特性

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

25
新海　優樹他 住友電気工

業（株）
クラッド基板上超電導薄膜の2009/5/14 2009 年度春季低温工学・

超電導学会

26
太田　肇他 住友電気工

業（株）
30mm超電導線材の開発 2009/5/15 2009 年度春季低温工学・

超電導学会

27

小泉勉他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

TFA-MOD法による低コスト
YBCO線材の開発（８）－
TFA-MOD長尺テープ線材量
産化の検討－

2009/5/15 第80回2009年春季低温工
学･超電導学会

28
藤原　昇他 ISTEC他 イットリウム系超電導電力

ケーブル開発の計画と進捗
について

2009/6/11 超電導応用電力機器研究
会

29
竹内　活徳他 京都大学他 イットリウム系超伝導ケー

ブルの低交流損失化に向け
たアプローチ

2009/6/11 電気学会研究会　超電導
応用電力機器研究会

30
王　旭東他 早稲田大学

他
２７５ｋV級YBCO超電導電
力ケーブルを想定して伝熱
特性評価

2009/6/11 電気学会研究会　超電導
応用電力機器研究会

31
市川　裕士他 ISTEC他 高電圧超電導電力ケーブル

の開発について
2009/8/18 電気学会　B部門

32
Hiroshi
Ichikawa et
al.

ISTEC Deveropment of YBCO HTS
cables

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

33

Xudong Wang
et al.

早稲田大学
他

Numerical Simulation on
Fault Condition in 66 kV
YBCO Superconducting
Power  Cable

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

34
Shunsuke
Sato et al.

早稲田大学
他

Thermal CharacterISTECs
of 275kV class YBCO
Power Transmission Cable

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity
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35
Masayoshi
Ohya  et al.

住友電気工
業㈱他

AC loss characteristics
of 66kV / 3kA class RE-
123 superconducting

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

36
M.Ohya et
al.

住友電気工
業㈱他

AC loss characteristics
of RE-123
superconducting cable

2009/9/16 EUCAS2009（9th European
Conference on Applied
Superconductivity)

37
Xudong Wang
et al.

早稲田大学
他

Thermal Characteristics
of 275 kV/3kA class YBCO
Power Cable

2009/10/18 (MT21)21th
International
Conference on Magnet

38

Katsutoku
Takeichi et
al.

住友電気工
業㈱他

AC Loss Reduction of
Superconducting Power
Transmission Cables
Using Flexibility of
Coated Conductors with
Textured Metal Substrate

2009/10/18 (MT21)21th
International
Conference on Magnet
Technology

39

M.Konishiet
al.

住友電気工
業㈱

Critical current and
mechanical property of
coated conductors with
Cu-stabilizing layers

2009/10/22 MT-21(21st
International
Conference on Magnet
Technology)

40
Tadahiko
Minamino et
al.

住友電気工
業他

Design and evaluation of
66kV class RE-123
superconducting cable

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

41

X.Wang et
al.

早稲田大他 Numerical Simulation on
Fault Condition in 66 kV
Class RE-123
Superconducting Cable

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

42

H. Kono et
al.

早稲田大他 Degardation
Characteristics of YBCO
coated conductores due
to fault-current in
power cable applications

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

43

S.Sato et
al.

早稲田大他 Computer Simulation of
fault current
characteristics in 275
kV class YBCO power

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

44
S.Mukoyamaet
al.

古河電気工
業㈱他

Conceptual design of 275
kV class High-TC
superconducting cable

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

45
T.Minamino
et al.

住友電気工
業㈱

Design and evaluation of
66kV class RE-123
superconducting cable

2009/11/3 ISS2009（International
Symposium on
Superconductivity）

46

M.Kasaharaet
al.

古河電気工
業㈱他

Development of
CeO2/IBAD-GZO-based
buffer layers for REBCO
coated conductors

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

47

T. Koizumi他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Investigation of mass
production of YBCO
coated conductors using
TFA-MOD process

2009/11/3 21st International
Symposium on
Superconductivity

48
新井　道夫他 早稲田大他 YBCO超電導線材の過電流パ

ルス通電による特性劣化試
験

2009/11/18 低温工学秋季大会

49
瓜生　季邦他 早稲田大他 66kV系統高温超電導ケーブ

ルの過電流通電特性評価
2009/11/18 低温工学秋季大会

50
百足　弘史他 早稲田大他 YBCO超電導線材の交流過電

流通電特性
2009/11/18 低温工学秋季大会

51
王　旭東他 早稲田大他 275kV 系統YBCO超電導ケー

ブルの過電流通電特性解析
2009/11/18 低温工学秋季大会

52
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
275kV-3kA YBCO 高温超電
導ケーブルの開発

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会
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53

小泉勉他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

TFA-MOD法による低コスト
YBCO線材の開発(9)－TFA-
MODYBCO線在量産プロセス
における歩留向上の検討－

2009/11/19 第81回2009年秋季低温工
学･超電導学会

54

Noboru
Fujiwara  et
al.

ISTEC他 Development of REBCO HTS
cables in Japan

2009/11/22 CCA2009(International
Workshop on Coated
Conductor for
Application)

55

K.Hayashiet
al.

住友電気工
業㈱

Development of GdBCO
Coated Conductor on 30mm
Wide Clad-Type Textured
Metal Substrates

2009/11/23 CCA2009

56

Noboru
Fujiwara  et
al.

ISTEC他 Development of 66kV-5kA
HTS cable using REBCO
wires

2009/12/6 ACASC2009(Asian
Conference on Applied
Superconductivity and
Cryogenics)

57

Hiroshi
Ichikawa  et
al.

ISTEC他 Development of 275kV-3kA
HTS cable using REBCO
wires

2009/12/6 ACASC2009(Asian
Conference on Applied
Superconductivity and
Cryogenics)

58

M.Ohyaet al. 住友電気工
業㈱他

AC loss in HTS power
cable using REBCO wires

2009/12/6 ACASC2009(Asian
Conference on Applied
Supercinductivity and
Cryoginics)

59
王　旭東他 早稲田大他 275kV系統YBCO超電導ケー

ブルの過電流通電特性
2010/1/25 超電導応用電力機器研究

会

60
向山　晋一他 古河電気工

業㈱他
275kV級高温超電導ケーブ
ルの開発

2010/1/25 電気学会　超電導応用電
力機器研究会

61
藤原　昇他 ISTEC他 275kV-3kA 高温超電導電力

ケーブルの交流損失評価
2010/3/17 電気学会　全国大会

62
市川　裕士他 ISTEC他 275kV-3kA高温超電導電力

ケーブル用絶縁材料の特性
2010/3/17 電気学会　全国大会

63
児島　健太郎
他

早稲田大他 YBCO超電導線材の交流過電
流通電特性

2010/3/17 電気学会

64
金光　雅也他 早稲田大他 YBCO超電導線材の過電流パ

ルス通電による特性劣化評
価

2010/3/17 電気学会全国大会

65
鵜飼　泰之他 名古屋大他 高温超電導ケーブルにおけ

る部分放電開始電界の絶縁
材料依存性

2010/3/17 平成22年電気学会全国大
会

66
大屋　正義他 住友電気工

業㈱他
66kV 級三心一括型薄膜高
温超電導電力ケーブルの開

2010/3/17 電気学会全国大会

67
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
275kV-3kA　YBCO高温超電
導ケーブルの過電流試験

2010/4/7 第82回2010年度春季低温
工学・超電導学会　講演
概要集

68
M.Yagi et
al.

古河電気工
業㈱他

Development of 275kV-3kA
YBCO HTS cable

2010/4/15 2010 Korea-Japan
Superconductivity
Workshop

69
王　旭東他 早稲田大他 YBCO超電導線材の過電流パ

ルス通電による特性劣化試
験

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超伝導学会

70
王　旭東他 早稲田大他 66kV系統REBCO超電導モデ

ルｹｰﾌﾞﾙの過電流通電特性
2010/5/12 2010年度春季低温工学・

超伝導学会

71
神谷　侑司他 早稲田大他 275kV系統YBCO超電導ｹｰﾌﾞﾙ

の過電流通電特性
2010/5/12 2010年度春季低温工学・

超伝導学会

72
児島　健太郎
他

早稲田大他 REBCO超電導線材の交流過
電流通電特性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超伝導学会

73
大屋　正義他 住友電気工

業㈱他
66kV 級三心一括型薄膜高
温超電導電力ケーブルの開

2010/5/12 2010年春季低温工学超伝
導学会

74
新海　優樹他 住友電気工

業㈱
大電流ｹｰﾌﾞﾙ用薄膜超電導
線材の素線化プロセスの開

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会
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75
阿比留　健志
他

住友電気工
業㈱

幅広PLDプロセスによる大
電流ｹｰﾌﾞﾙ用GdBCO線材の開

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

76

小泉勉他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

TFA-MOD法による低コスト
YBCO線材の開発(10)
－TFA-MOD YBCO線材量産化
の進捗－

2010/5/23 第82回2010年春季低温工
学･超電導学会

77

藤原　昇他 ISTEC他 イットリウム系超電導電力
ケーブル開発の進捗状況

2010/6/10 電気学会研究会　超電導
応用電力機器研究会（超
電導応用ならびに材料関
連技術）

78
王　旭東他 早稲田大他 66kV系統REBCO超電導モデ

ルｹｰﾌﾞﾙの過電流通電特性
2010/6/10 超電導応用機器研究会

79
王　旭東他 早稲田大他 REBCO超電導線材の交流過

電流通電特性
2010/6/10 超電導応用機器研究会

80
A.Ishiyama
et al.

早稲田大他 Degradatin of YBCO
coated conductors due to
over-current pulse drive

2010/7/19 ICEC23-ICMC2010

81

H.Momotari
et al.

早稲田大他 Over-current
Characteristics of YBCO
coated conductors for
Power Application

2010/7/19 ICEC23-ICMC2010

82
X.Wang et
al.

早稲田大他 Over-current
characteristics of 66 kV
RE123 HTS power cable

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

83
H.Momotari
et al.

早稲田大他 Over-current
characteristics of YBCO
Coated Conductors

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

84
M.Arai et
al.

早稲田大他 Degradation of YBCO
Coated Conductors due to
over-current pulse drive

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

85

T.Uryu et
al.

早稲田大他 Over-current
characteristics of a
275kV class YBCO Power
Cable

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

86
M.Ohyaet al. 住友電気工

業㈱他
Design and evaluation of
66kV class HTS power
cable using REBCO wires

2010/8/2 (ASC2009)Applied
Superconductivity
Conference

87
八木　正史他 古河電気工

業㈱他
275kV-3kA  高温超電導
ケーブルの電気材料評価

2010/9/1 平成22年電気学会電力・
エネルギー部門大会

88
大松　一也 住友電気工

業（株）
PLD法によるケーブル用Y系
超電導線材の長尺開発

2010/12/8 電気材料技術懇談会

89
S. Hanyu et.
al

㈱フジクラ IBAD-MgO BUFFER LAYERS
FOR COATED CONDUCTORS IN
THE LARGE-SCALE SYSTEM

2008.10.28
ISS2008

90
羽生智  et
al.

㈱フジクラ 大型IBAD装置によるIBAD-
MgOの検討

2008.11.12
2008年度秋季低温工学

91
Y. Iijima
et. al

㈱フジクラ Development of IBAD
process for RE-123
Coated Conductors

2008.12.2
MRS2008

92
羽生智 et
al.

㈱フジクラ 大型IBAD装置による500m級
長尺中間層の作製と高速化

2008.5.27
2008年度春季低温工学

93
S. Hanyu et
al.

㈱フジクラ LONG-LENGTH IBAD-MgO
BUFFER LAYERS FOR HIGH-
PERFORMANCE RE123 COATED
CONDUCTORS BY A LARGE
ION BEAM SOURCE

2009.11.3

ISS2009

94
S. Hanyu et
al.

㈱フジクラ HIGH‐PERFORMANCE 2G
WIRE BY PRODUCTIVE
IBAD/PLD SCHEME

2009.12.16
US-Japan Workshop2009
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95 羽生智他
㈱フジクラ 大型アシストイオンビーム

を用いた長尺IBAD-MgO 線
材の高速成膜

2009.5.15
2009年度春季低温工学

96 飯島康裕他
㈱フジクラ イオンビーム照射による高

効率組織制御
2009.6.24 未踏科学技術協会第72回

ワークショップ

97
S. Hanyu et.
al

㈱フジクラ Km-length IBAD-MgO
fabricated at 1 km/h by
a large scale IBAD
system in fujikura

2009.9.11

M2S

3 超電導変圧器の研究開発
番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

1

Y. Iijima ㈱フジクラ Advances in High-Tc
Superconductivity
Materials for Wire
Applicaｔions

2008/7/8 WAC2008

2

S. Hanyu et.
al

㈱フジクラ Progress in scale-up of
RE-123 conductors
with Ic of 300A/cm by
IBAD/PLD process

2008/8/20 ASC2008

3

H. Kutami
et. al

㈱フジクラ THE PROGRESS IN RESEARCH
AND DEVELOPMENT OF LONG
LENGTH COATED CONDUCTORS
IN FUJIKURA

2008/10/28 ISS2008

4

M. Igarashi
et. al

㈱フジクラ FABRICATION OF CeO2 AND
GdBCO LAYERS WITH PLD
TECHNIQUE AT
EXTRAORDINARY HIGH RATE

2008/10/28 ISS2008

5

K. Kakimoto
et. al

㈱フジクラ INCREASE OF PRODUCTION
RATE OF RE123 FILM BY
PLD SYSTEM WITH THE HOT
WALL TYPE HEATING

2008/10/28 ISS2008

6

H.Okamoto他 九州電力㈱
他

Development of 1kA class
HTS coil for
superconducting power
transfprmers

2008/11/3 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

7
五十嵐光則
他

㈱フジクラ PLD 法によるGdBCO 線材の
高速成膜

2008/11/12 2008年度秋季低温工学

8
柿本一臣　他 ㈱フジクラ ホットウォール加熱型PLD

装置によるGd123 厚膜化
2008/11/12 2008年度秋季低温工学

9
花田康　他 ㈱フジクラ IBAD-MgO 上での中間層の

作製
2008/11/12 2008年度秋季低温工学

10
中西達尚他 昭和電線ｹｰ

ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
RF-Sputtering法によるRe-
123系線材用CeO2中間層の
開発

2008/11/12 第79回2008年秋季低温工
学･超電導学会

11
兼子敦他 昭和電線ｹｰ

ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
TFA-MOD法により作製した
REBCO線材の磁場特性

2008/11/12 第79回2008年秋季低温工
学･超電導学会

12
岡元　洋他 九州電力㈱

他
イットリウム系超電導変圧
器の巻線技術開発

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

13
柿本一臣他 ㈱フジクラ ホットウォール加熱式PLD

装置による高特性RE123 膜
の高速成膜

2009/5/14 2009年度春季低温工学

14
須藤泰範他 ㈱フジクラ IBAD 中間層構造における

中間層高速成膜検討
2009/5/14 2009年度春季低温工学

15
五十嵐光則他 ㈱フジクラ IBAD-MgO 基板を用いた長

尺GdBCO 線材の開発
2009/5/15 2009年度春季低温工学
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16
中西達尚他 昭和電線ｹｰ

ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
RF-Sputtering法によるRe-
123系線材用CeO2中間層の
開発(2)

2009/5/15 第80回2009年春季低温工
学･超電導学会

17
朽網寛他 ㈱フジクラ Y系超電導線材の高性能化

とスループット向上
2009/6/11 2009年度電気学会超電導

応用器機研究会

18

S.Yoshida他 大陽日酸㈱
他

NEW  DESIGN OF NEON
REFRIGERRATOR FOR HTS
POWER MACHINES

2009/6/30 (CEC/ICMC)Cryogenic
Engineering
Conference/Internationa
l Cryogenic Materials
Conference

19

H.Hirai他 大陽日酸㈱
他

DEVELOPMENT OF A NEON
CRYOGENIC TURBO-EXPANDER
WITH MAGNETIC BEARINGS

2009/6/30 (CEC/ICMC)Cryogenic
Engineering
Conference/Internationa
l Cryogenic Materials
Conference

20

K. Kakimoto
et. al

㈱フジクラ Preparation of RE123
film with large current
capacity　by hot-wall
type PLD system

2009/9/11 M2S

21
飯島康裕他 ㈱フジクラ IBAD法及びHotWall-PLD法

によるY123線材の量産化開
2009/9/14 低温工学材料研究会東北

支部

22

K. Kakimoto
et. al

㈱フジクラ Remarkable progress in
fabricating RE123 coated
conductors by IBAD/PLD
technique at Fujikura

2009/9/14 EUCAS2009

23

羽生智 他 ㈱フジクラ Long-length IBAD-MgO
buffer layers for high-
performance RE123 coated
conductors by a large
scale IBAD system at
fujikura

2009/9/16 EUCAS2009

24
乙成　貴明他 九大他 限流機能付きＹ系小型超電

導変圧器の試作
2009/9/28 電気学会九州支部

25
高山　洸他 九大他 超電導並列導体をコイル状

に巻いた際の電流分流特性
2009/9/28 電気学会九州支部

26
渋田　寛他 九大他 超伝導二本転位並列導体の

巻き乱れが付加的交流損失
に及ぼす影響

2009/9/28 電気学会九州支部

27

Y. Iijima et
al.

㈱フジクラ HIGH THROUGHPUT COATED
CONDUCTOR PROCESSING BY
LARGE-SCALE IBAD AND
HOT-WALL PLD

2009/11/3 ISS2009

28

M. Igarashi
et al.

㈱フジクラ HIGH - SPEED DEPOSITION
OF RE123 FILM WITH LARGE
CURRENT CAPACITY BY HOT-
WALL TYPE PLD SYSTEM

2009/11/3 ISS2009

29

T. Nakanishi
et al.

昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

Development of
CeO2buffer layer for
coated conductors by RF-
Sputtering

2009/11/3 21st International
Symposium on
Superconductivity

30

H.Okamoto他 九州電力㈱
他

Stabilizing layer
characteristics of Y-
based coated conductors
for superconducting
power transformers

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

31
乙成　貴明他 九大他 限流機能付きY系小型超電

導変圧器の設計・試作と特
性評価(1)-設計・試作-

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

32
緒方　俊之他 九大他 限流機能付きY系小型超電

導変圧器の設計・試作と特
性評価(2)-特性評価-

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会
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33
高山　洸他 九大他 超電導並列導体をパンケー

キコイルに巻いた際の電流
分流特性

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

34
渋田　寛他 九大他 超電導二本転位並列導体の

巻き乱れが付加的交流損失
に及ぼす影響

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

35

中西達尚他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

RF-Sputtering法によるRe-
123系線材用CeO2中間層の
開発 （３）
－IBAD-MgO基板上のCeO2中
間層の成膜－

2009/11/18 第81回2009年秋季低温工
学･超電導学会

36
柿本一臣他 ㈱フジクラ IBAD-MgO 基板を用いたPLD

法によるRE123 線材作製
2009/11/19 2009年度秋季低温工学・

超電導学会

37
岡元　洋他 九州電力㈱

他
イットリウム系超電導変圧
器の巻線技術開発(2)-過電
流と曲げ特性-

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

38
中山　祐輔他 九工大他 積層したGdBCOコート線材

における磁化損失の評価
2009/11/19 2009年度秋季低温工学・

超電導学会

39
乙成　貴明他 九大他 限流機能機Y系小型超電導

変圧器の過大電流に対する
応答特性の研究(2)-解析-

2010/1/13 平成22年電気学会全国大
会

40
吉田　茂 大陽日酸㈱ 高温超電導変圧器用ブレイ

トン冷凍機の開発
2010/3/2 超伝導科学技術研究会

ワークショップ

41
高山　洸他 九大他 超電導並列導体をコイル状

に巻いた際の電流分流特性
2010/3/17 平成22年電気学会全国大

会

42

緒方　俊之他 九大他 限流機能付きY系小型超電
導変圧器の過大電流に対す
る応答特性の研究(1)設
計・試作および特性評価

2010/3/17 平成22年電気学会全国大
会

43 岡元　洋他 九州電力㈱ 超電導変圧器巻線技術開発 2010/3/19 電気学会全国大会

44
R. Kikutake
et al.

㈱フジクラ High-performance 2G wire
by IBAD/PLD process

2010/4/5 Korea-Japan
Workshop2010

45
Y. Aoki 昭和電線ｹｰ

ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱
Development of  Coated
Conductor  Using TFA-MOD
Method

2010/4/15 2010韓日超電導ワーク
ショップ

46
内藤　智之他 岩手大他 YBCO薄膜線材の熱伝導率 2010/5/12 2010年春季低温工学・超

電導学会

47
渋田　寛他 九州大学他 超伝導二本転位並列導体の

巻き乱れによる付加的交流
損失に関する検討

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

48
高山　洸他 九州大学他 YBCO超伝導並列導体をパン

ケーキコイルに巻いた際の
電流分流特性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

49
緒方　俊之他 九州大学他 限流機能付きY系小型超電

導変圧器の短絡電流に対す
る応答特性の研究(1)-実験

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

50

乙成　貴明他 九州大学他 限流機能付きY系小型超電
導変圧器の短絡電流に対す
る応答特性の研究(1)-数値
解析-

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

51
岡元　洋他 九州電力㈱

他
イットリウム系超電導変圧
器の巻線技術開発(3)-細線
化線材の過電流特性-

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

52
五十嵐 光則
他

㈱フジクラ RE123長尺線材の臨界電流
特性と製造歩留まりの向上

2010/5/13 2010年度春季低温工学



学会発表-13

番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

53

中西達尚他 昭和電線ｹｰ
ﾌﾞﾙｼｽﾃﾑ㈱

RF-Sputter法によるRe-123
系線材用CeO2中間層の開発
(4)
－量産検討とIBAD-MgO基板
上の成膜検討－

2010/5/23 第82回2010年春季低温工
学･超電導学会

54
林秀美他 九州電力㈱

他
Y系超電導変圧器の巻線技
術の開発

2010/6/12 電気学会超電導応用電力
機器研究会

55
Nara N.他 大陽日酸㈱

他
Development of neon
refrigerator for HTS
power machines

2010/7/21 International Cryogenic
Engineering Conference
23

56
Hirai H.他 大陽日酸㈱

他
Development of a neon
turbo-compressor with
active magnetic bearings

2010/7/21 International Cryogenic
Engineering Conference
23

57

Yoshihiro
Gosho 他

ISTEC他 Application of IBAD-MgO
buffered coated
conductores for HTS
power transformers

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

58
H.Fujishiro
他

岩手大他 Thermal conductivity of
YBCO coated conductors
reinforced by metal tape

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

4 超電導機器用線材の技術開発
番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

1
木内　勝他 九州工業大

学他
GdBCO+ZrO2コート線材の臨

界電流密度の印加磁界角度
依存性

2008/5/26 第78回低温工学・超電導
学会

2
松谷　文也他 九州工業大

学他
YBCOコート線材における永
久電流の緩和特性の超伝導
膜厚依存性

2008/5/27 第78回低温工学・超電導
学会

3
姫木携造他 九州工業大

学他
CVD法によるYBCO線材の臨
界電流特性の超電導層厚依
存性

2008/5/27 第78回低温工学・超電導
学会

4
姫木携造他 九州工業大

学他
広い電界領域におけるCVD
法によるYBCO線材の超伝導
特性の超伝導層厚依存性

2008/9/4 第69回応用物理学会

5
松谷　文也他 九州工業大

学他
YBCOコート線材における永
久電流の緩和特性の超伝導
膜厚依存性

2008/9/4 第69回応用物理学会

6

Seiji Adachi
et al.

ISTEC Fabrication of HTS-SQUID
with ramp-edge Josephson
junctions comprising
SmBCO sputtered films
for superconducting
electrodes

2008/10/27 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

7
Tsunehiro
Hato  et al.

ISTEC NDE of coated-conductor
using  HTS SQUID array

2008/10/27 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

8

Noriko
Chikumoto et
al.

ISTEC Development of inside-
plume PLD process for
the fabrication of large
Ic(B) REBCO tapes

2008/10/27 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

9

F.Matsutani
et al.

九州工業大
学他

Superconducting Layer
Thickness Dependence of
Relaxation Properties of
Persistent Current in
High　Magnetic Field in
YBCO Coated Conductor

2008/10/28 21st Int. Symp. on
Supercond.
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10

K.Himeki et
al.

九州工業大
学他

Dependence of Supercon-
ducting Layer Thickness
on Critical Current
Density of IBAD/CVD
Processed YBCO Coated
Conductors

2008/10/28 21st Int. Symp. on
Supercond.

11

H.Washimi
et al.

ISTEC Study on low resistance
joining of YBCO coated
conductor by Ag
diffusion coupling

2008/10/29 (ISS2008)International
Symposium on
Superconductivity

12
筑本　知子他 ISTEC In-plume PLD法による高

Ic-GdBCO長尺線材の高速成
2008/11/12 第７９回秋季低温工学・

超電導学会

13
町　敬人他 ISTEC レーザースクライビング法

の改良による超電導線材の
細線化

2008/11/12 第７９回秋季低温工学・
超電導学会

14
姫木携造他 九州工業大

学他
CVD法によるYBCO線材の超
電導特性の超電導層厚依存
性(2)

2008/11/12 第79回低温工学・超電導
学会

15
淡路　智 東北大 MOD法によるZr添加RE123膜

におけるJc及びBi特性
2008/11/12 2008年秋期低温工学・超

電導学会

16

Noriko
Chikumoto et
al.

ISTEC Develop ment of high
rate deposition
technique for PLD-GdBCO
Coated Conductors

2008/12/4 CCA2008

17
Yutaka
Yamada et
al.

ISTEC Strategy Toward Low Cost
Coated Conductor in
IBAD-MgO and PLD Method

2008/12/4 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

18

Teruo Izumi
et al.

ISTEC他 Efforts for Long Length
Coated Conductors with
High Performance by TFA-
MOD Process in Japan

2008/12/4 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

19
Teruo Izumi
et al.

ISTEC Efforts for Lowering
Cost of TFA-MOD Coated
Conductors in Japan

2008/12/4 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

20

Koichi Nakao
et al.

ISTEC Nondestructive
characterization of
critical  current
distribution across the
width of coated
conductor　tapes

2008/12/4 CCA2008

21

Masashi
Miura  et
al.

ISTEC他 Isotropic magnetic field
angular dependence of
critical current of
nanoparticles dispersed
Y1-xRExBa2Cu3Oy coated
conductors

2008/12/5 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

22

Hiroyuki
Fukushima
et al.

ISTEC他 Rapid Fabrication of
IBAD-MgO and LaMnO3
layers for REBCO Coated
Conductor

2008/12/5 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

23

Keiichi
Tanabe et
al.

ISTEC Striation and diffusion
joint for coated
conductor

2008/12/6  
(CCA2008)Intebrnational
Workshop on Coated
Conductor for

24
Hiroshi
Ichikawa et
al.

ISTEC他 Improvement of
Production Rate by
Modified TFA-MOD

 

2008/12/6 （CCA2008）The Workshop
on�Coated Conductor for
Application�

25
町　敬人 ISTEC Progress of coated

conductors
2009/1/16 金属学会材質研究会
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26
安達　成司他 ISTEC 薄膜積層構造を有するHTS-

SQUIDの作製とYBCO系長尺
線材評価への応用

2009/1/29 電子情報通信学会  超伝
導エレクトロニクス研究
会

27
筑本　知子 ISTEC 鉄系高温超伝導体の材料物

質としてみた資質
2009/3/11 未踏科学技術超伝導科学

技術研究会第71回ワーク
ショップ

28
波頭　経裕他 ISTEC 高温超電導SQUIDアレーを

用いたY系テ－プ線材の高
速欠陥評価

2009/3/30 応用物理学学術講演会

29
筑本　知子他 ISTEC PLD-GdBCO線材の臨界電流

及び磁束クリープ特性に対
するBaZrO3添加効果

2009/3/30 2009年春季応用物理学会
学術講演会

30
淡路　智 東北大 MOD法によるRE123ﾃｰﾌﾟ線材

のJc特性
2009/4/1 2009年春季応用物理学会

31
筑本　知子他 ISTEC In-plume PLD 法による

GdBCO長尺線材の高速成膜
2009/5/13 第80回春季低温工学・超

電導学会

32

筑本　知子他 ISTEC他 PLD-Y123及びGd123線材の
ピン止め特性：重イオン照
射欠陥とBaZrO3ナノロッド
の比較

2009/5/13 第80回春季低温工学・超
電導学会

33
町　敬人他 ISTEC Y系超電導線材のマルチ

フィラメント化技術の進展
2009/5/13 低温工学

34
吉田　隆他 名古屋大他 IBAD-MgO上に製膜したYBCO

線材の微細構造と磁束ピン
ニング特性

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

35
一野　祐亮他 名古屋大 Nd:YAGパルスレーザー蒸着

法を用いて作製したYBCO薄
膜の超伝導特性

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

36
松谷　文也他 九州工業大

学他
TFA-MOD法によるYGdBCO線
材の臨界電流特性における
ナノ粒子の影響

2009/5/13 低温工学・超電導学会

37
宮原　和矢他 鹿児島大他 ピックアップコイル群によ

る低損失加工されたHTS線
材の電流分布測定

2009/5/13 2009年度春季低温工学・
超電導学会

38
淡路　智 東北大 MOD法RE123線材における強

磁場下のn値の挙動
2009/5/13 2009年春期低温工学・超

電導学会

39
鈴木　博之他 名古屋大 YbBCOシード層を用いた

IBAD-MgO上YBCO線材の超伝
導特性

2009/5/14 春期低温工学・超電導学
会

40
宮田　成紀他 ISTEC他 IBAD-MgO膜の表面ラフニン

グ
2009/5/15 低温工学・超電導学会

41
高橋　保夫他 ISTEC他 MOD-RE2Zr2O7を用いた

REBCO線材用低コスト基板
平坦化技術の開発

2009/5/15 低温工学・超電導学会

42
畠山　英之他 ISTEC他 高速IBAD-MgO用LMOバッ

ファ層の長尺化
2009/5/15 低温工学・超電導学会

43
吉積　正晃他 ISTEC 微細組織制御によるTFA-

MOD線材の磁場中特性向上
2009/5/15 低温工学・超電導学会

44

Seiji Adachi
et al.

ISTEC Reproducible Fabrication
Process of HTS-SQUIDs
with Ramp-edge Josephson
Junctions using
Superconducting
Electrodes of SmBCO and
La-doped ErBCO

2009/6/16 (ISEC2009)International
Superconductive
Electronics Conference

45

Ryo
Teranishi et
al.

九大他 Film Growth of YBa2Cu3Oy
Superconductors by
Chemical Solution
Processing

2009/6/16 The Third International
Conference on the
Science and Thechnology
for Advanced Ceramics
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46

Tsinehiro
Hato et al.

ISTEC High-speed detection of
defects in coated
conductors using HTS
SQUID array

2009/6/17 (ISEC2009)International
Superconductive
Electronics Conference

47
宮原　和矢他 鹿児島大他 ピックアップコイル群によ

るHTS線材内の電流分布測
定

2009/8/20 2009年度低温工学協会九
州・西日本支部若手セミ
ナー研究成果発表会

48

Takato Machi
et al.

ISTEC Modified process for
multifilamentary coated
conductors

2009/9/7 (M2S-HTSC)Internatoinal
Conference on Materials
and Mechanisms of
Superconductivity and
High-Temperature
Superconductors

49
町　敬人他 ISTEC 次世代高温超電導線材にお

ける加工と評価の基礎技術
2009/9/7 2009年秋季応用物理学関

係連合講演会

50

Y.Ichino et
al.

名古屋大 Film growth for coated
conductor-oriented
REBa2Cu3Oy films by
means of excimer and
Nd:YAG pulsed laser
deposition method

2009/9/7 (M2S-HTSC)Internatoinal
Conference on Materials
and Mechanisms of
Superconductivity and
High-Temperature
Superconductors

51
波頭　経裕他 ISTEC Y系高温超電導分割ﾃｰﾌﾟ線

材の高速形状測定による欠
陥検査

2009/9/8 応用物理学学術講演会

52
河野　丈治他 ISTEC 高温超電導SQUIDグラジオ

メーターを用いた多層導体
の非破壊検査

2009/9/8 応用物理学学術講演会

53
坂井　直道他 ISTEC 銀拡散接合技術を用いた

REBCO線材(RE:Gd,Y)の接合
に関する検討

2009/9/8 2009秋季応用物理学関係
連合講演会

54
筑本　知子他 ISTEC インプルームPLD法で作製

したGdBCO線材の臨界電流
2009/9/8 2009年秋季応用物理学関

係連合講演会

55
安達　成司他 ISTEC ランプエッジ接合SQUIDア

レーにおける特性ばらつき
低減

2009/9/8 第７０回応用物理学会学
術講演会

56
松谷　文也他 九工大他 TFA-MOD法によるＹＧｄＢ

ＣＯ線材の臨界電流特性に
おけるナノ粒子の影響

2009/9/8 2009年秋季第70回応用物
理学会学術講演会

57
高橋　祐治他 九工大他 CVD法によるYBCOコート線

材の磁化緩和特性評価
2009/9/8 2009年秋季第70回応用物

理学会学術講演会

58
井上　昌睦他 九大他 IBAD-MgO基板上に作製され

たＧｄＢＣＯ線材のＪｃの
温度、磁場、角度依存性

2009/9/8 2009年秋季第70回応用物
理学会学術講演会

59

本田　貴裕他 九大他 走査型ホール素子磁気顕微
鏡ｼｽﾃﾑを用いた高温超伝導
線材の交流電流分布の可視
化

2009/9/8 2009年秋季第70回応用物
理学会学術講演会

60
一野　祐亮他 名古屋大 Nd:YAGパルスレーザーを用

いてIBAD-MgO基板上に作製
したY123薄膜の超伝導特性

2009/9/8 2009年度秋季応用物理学
会学術講演会

61
鈴木　博之他 名古屋大 IBAD-MgOﾃｰﾌﾟ上に作製した

YBCO線材の低温・高磁場に
おける超伝導特性

2009/9/8 2009年秋季応用物理学
会・学術講演会

62
高橋　駿介他 名古屋大 IBAD-MgO上PLD-SmBCO線材

の磁場中超伝導特性
2009/9/8 第70回応用物理学会学術

講演会

63
宮長　裕二他 九大他 TFA-MOD法におけるＳｎ化

合物添加ＹＢＣＯ膜の高特
性化

2009/9/11 2009年秋季第70回応用物
理学会学術講演会�

64
杉本　雅文他 九大他 Ni鍍金の結晶粒制御の研究 2009/9/11 2009年秋季第70回応用物

理学会学術講演会�
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65
寺西　亮他 九大他 MOD-YBCO膜へのピンニング

センターの導入による高Ｊ
ｃ化

2009/9/11 2009年秋季第70回応用物
理学会学術講演会�

66
森　信幸他 九大他 ＲＥＢＣＯ超伝導薄膜線材

の接合特性とその要因�
2009/9/11 第70回応用物理学会学術

講演会

67

Noriko
Chikumoto et
al.

ISTEC Complex pinning behavior
of REBCO coated
conductors in oblique
fields

2009/9/12 The 12th international
workshop on vortex
matter in
superconductors

68

Tsunehiro
Hato et al.

ISTEC Improvement of NDE
system with HTS SQUID
array for striated
coated conductors

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

69

Sergey Lee
et al.

ISTEC Up-scaling of in-plume
pulsed laser deposition
technique for reel-to-
reel fabrication of
GdBCO coated conductors

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

70

Nobuyuki
Mori et al.

九大他 Effects of uniaxial
constant pressures on
the joint properties of
REBCO coated conductors

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

71
Ryo
Teranishi et
al.

九大他 Doping of Tin-oxides for
pinning into TFA-MOD
YBCO films

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

72

M.Kitani et
al.

九工大他 Influence of
nanoparticles on
critical current
properties in TFA-MOD
processed YGdBCO coated

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

73

Y.Ichino et
al.

名古屋大 Critical current density
in magnetic fields of
REBCO films fabricated
by P Nd:YAG pulsed laser
deposition

2009/9/13 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

74
Masateru
Yoshizumi et
al.

ISTEC他 Recent progress on R&D
of TFA-MOD process in
Japan

2009/9/14 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

75
Yutaka
Yamada 他

ISTEC他 Progress of  IBAD-
MgO/PLD Coated Conductor
at SRL

2009/9/14 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

76

Y.Mawatari
et al.

産総研他 Alternating current
losses in curved
superconducting tapes
conforming to a cylinder

2009/9/16 (EUCAS2009)European
Conference for Applied
Superconductivity

77
松谷　文也他 九工大他 TFA-MOD法によるYGdBCO線

材の臨界電流特性における
ナノ粒子の影響

2009/9/28 電気学会九州支部

78
中山　祐輔他 九工大他 GdBCOコート線材における

磁化損失の形状効果の影響
2009/9/28 電気学会九州支部

79
Yutaka
Yamada  et
al.

ISTEC Progress of IBAD-PLD
Coated Conductor and HTS
High Field Magnet

2009/10/20 (MT2009)International
Conference on Magnet
Technology

80

Yoshihiro
Ishimaru et
al.

ISTEC High-Tc SQUID axial
gradiometer with a flux-
transformer fabricated
on HTS tape

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity
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81

Takato Machi
et al.

ISTEC LASER SCRIBING PROCESS
AND CHARACTERIZATION FOR
MULTI-FILAMENTARY COATED
CONDUCTORS

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

82
Masateru
Yoshizumi
et al.

ISTEC Fabrication of high Jc
REBCO coated conductors
by TFA-MOD method�

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

83

Koichi
Nakaoka et
al.

ISTEC Relationship Between
Crystallization Process
and Superconducting
Properties of YBCO Films
by TFA-MOD Method using
Staring Solutions with
Various Compositions

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

84

Yasunori
Mawatari et
al.

産総研他 AC losses of power
transmission cables with
bent superconducting
tapes

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

85

F.Matsutani
et al.

九工大他 Influence of
nanoparticles on flux
pinning properties in
TFA-MOD processed YGdBCO
coated conductor

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

86

Y.Nakayama
et al.

九工大他 Evalution of geometrical
effect on magnetization
loss in GdBCO coated
conductors

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

87

Y.Ichino et
al.

名古屋大 Potential of Nd:YAG
Pulsed laser deposition
method for coated
conductor production

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

88

鈴木　博之他 名古屋大 Jc anistropy for
magnetic field angle in
YBCO coated-conductor on
IBAD-MgO bufferd metal

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

89

吉田　隆他 名古屋大 Strong c-axis correlated
pinning by natural liner
defects in REBCO coated
conductors

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

90

Y.Mawatari
et al.

産総研他 Ac losses in power
transmission cables with
curved superconducting
tapes

2009/11/2 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

91

Naomichi
Sakai et al.

ISTEC Study on Degration
Characteristic of REBCO
Coated Conductor under
Various Environmental
Stresses

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

92

Sergey Lee
et al.

ISTEC HIGH-RATE FABRICATION OF
GdBCO AND GdBCO/BZO
COATED CONDUCTORS BY UP-
SCALED IN-PLUME PULSED
LASER DEPOSITION
TECHNIQUE

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

93

筑本　知子他 ISTEC Effect of processing
condition on pinning
properties of GdBCO
tapes fabricated by in-
plume PLD process

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity
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94

Joji Kawano
et al.

ISTEC Non-destructive
evalution of multilayer
conductor using an HTS
SQUID gradiometer

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

95

Keiichi
Tanabe et
al.

ISTEC Progress in fabrication
and characterization of
multi-filamentary coated
conductors

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

96

Yasuo
Takahashi
et al.

ISTEC他 Planarization of
metallic substrate using
MOD oxide layer for
highly in plane textured
IBAD-MgO buffer layer

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

97

Akira Ibi
et al.

ISTEC High Ic REBCO coated
conductors with high
production rate by using
IBAD/MPMT-PLD method

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

98

Masashi
Miura   et
al.

ISTEC他 Irereversibilty Line up
to 65T in Nanoparticle
Dispersed Y1-
xGdxBa2Cu3Oy Coated
Conductors Derived from

  

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

99

Seiki Miyata
et al.

ISTEC他 Characterization of
Surface Roughness of
Biaxially-Textured IBAD-
MGO Films

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

100
Hironobu
Hirano et
al.

ISTEC他 Improvement of Film
Thickness Uniformity in
TFA-MOD Coated

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

101

Hideyuki
Hatakeyama
et al.

ISTEC他 Self-Epitaxy of PLD-
CeO<SUB>2</SUB>Layer on
IBAD-MgO and LMO
Bufferlayers

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

102
Teruo Izumi
et al.

ISTEC R&D of Coated Conductors
for Power Applications
in Japan

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

103

T.Yamaguchi
他

住友電気工
業㈱

DEVELOPMENT OF BUFFER
LAYER ON 30mm WIDE
TEXTURD METAL SUBSTRATES
FOR REBCO COATED
CONDUCTORS

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

104

Y.Shingai他 住友電気工
業㈱

Development of
REBa2Cu3Ox
superconducting layers
on 30mm wide clad-type

  

2009/11/3 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

105

Seiji Adachi
et al.

ISTEC Improved reproducible
fabrication process of
HTS-SQUIDs with ramp-
edge Josephson junctions
and multilayer

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

106

T.Maebatake
et al.

九大他 Effects of joining
conditions on the
structures and
properties of joints of
REBCO coated conductors

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

107

M.Sugimoto
et al.

九大他 Grain shape control
studies of
electrodeposited nickel
on Hastelloy metal tape

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity
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108

N.Mori et
al.

九大他 In-situ observation and
simulation of growth
process of faceted RE123
crystals

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

109

Ryo
Teranishi et
al.

九大他 Influence of tin-
compounds addition on
crystallimity and
microstructure for YBCO
films

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

110

Yuji
Miyanaga他

九大他 Enhancement of Jc
Property of YBCO film
with Sn compound
addition by TFA-MOD

2009/11/4 (ISS2009)International
Symposium on
Superconductivity

111
筑本　知子他 ISTEC In-plume PLD法でreel-to-

reel 成膜したGdBCO線材の
磁場中Ic特性

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

112

吉積　正晃他 ISTEC 微細組織制御によるTFA-
MOD線材の磁場中特性の向
上(2)～REBCO+BZO層の結晶
成長メカニズム～

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

113
三浦　正志他 ISTEC他 ナノ粒子分散TFA-MOD

YGdBCO 線材の不可逆磁場
特性

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

114

宮田　成紀他 ISTEC他 REBa2Cu3O7-d線材用二軸配
向基板の配向度に与える
IBAD-MgO層の表面ラフネス
の影響

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

115

松谷　文也他 九工大他 TFA-MOD法YGdBCO線材の臨
界電流特性に及ぼすナノ粒
子の影響(2)-角度異存性の
評価-

2009/11/18 2009年秋季低温工学超伝
導学会

116
馬渡　康徳他 産総研他 電力ｹｰﾌﾞﾙの交流損失にお

ける超電導ﾃｰﾌﾟ線材の形状
効果

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

117
宮原　和矢他 鹿児島大他 ピックアップコイル群によ

るマルチフィラメントHTS
線材の電流分布測定

2009/11/18 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

118
山田　雄一他 ISTEC他 RE123系線材の曲げひずみ

特性　1.IBAD-MgO線材のフ
ラットワイズ曲げ

2009/11/19 2009年度秋季低温工学・
超電導学会

119
杉本　雅文他 九大他 Ni鍍金の結晶粒面内制御の

研究
2009/11/21 平成21年度応用物理学会

九州支部学術講演会

120
宮永　裕二他 九大他 TFA-MOD法におけるＳｎ化

合物添加によるYBCO膜の高
特性化

2009/11/21 平成21年度応用物理学会
九州支部学術講演会

121
寺西　亮他 九大他 溶融法によるYBa2Cu3Oy超

伝導膜の特性に及ぼす原料
溶液高純度化の効果

2009/11/21 平成21年度応用物理学会
九州支部学術講演会

122
前畠　徹他 九大他 ＲＥＢＣＯ超伝導薄膜線材

の接合特性
2009/11/21 平成21年度応用物理学会

九州支部学術講演会

123
鯉田　貴也他 九工大他 TFA-MOD法YGdBCO線材の臨

界電流特性に及ぼすナノ粒
子の影響

2009/11/21 応用物理学会平成21年度
九州支部学術講演会

124

Takato Machi
et al.

ISTEC Multi-filamentary
process for various
coated conductors by
laser scribing method

2009/11/22 (CCA2009)International
Workshop on Coated
Conductor for
Applications



学会発表-21

番
号

発表者 所属 タイトル 発表日 発表先

125

Keiichi
Tanabe他

ISTEC Nondestructive
characterization
techniqus for long-
length coated conductors

2009/11/22 (CCA2009)International
Workshop on Coated
Conductor for
Applications

126

Yasuo
Takahashi et
al.

ISTEC他 Improve of surface
roughness of metallic
substrate using MOD
oxide layer for highly
in plane textured IBAD-
MgO buffer layer

2009/11/22 (CCA2009)International
Workshop on Coated
Conductor for
Applications

127

Masashi
Miura  et
al.

ISTEC他 Irereversibilty Line up
to 65T in Nanoparticle
Dispersed TFA-MOD  Y1-
xGdxBa2Cu3Oy Coated
Conductors

2009/11/22 CCA2009(International
Workshop on Coated
Conductor for
Application)

128

Sergey Lee
et al.

ISTEC High-rate fabrication of
GdBCO-based coated
conductors by up-scaled
in-plume pulsed laser
deposition

2009/11/22 (CCA2009)International
Workshop on Coated
Conductors for
Applications

129

Y.Mawatar 産総研 Electromagnetic response
of curved
superconducting tapes
conforming to a cylinder

2009/11/22 (CCA2009)International
Workshop on Coated
Conductors for
Applications

130

Yuichi
Yamada et
al.

ISTEC Strain characteristics
on RE123 wires
fabricated through IBAD-
PLD process

2009/12/7 (ACASC2009)Asian
Conference on Applied
Superconductivity and
Cryogenics2009

131
山口　高史他 住友電気工

業㈱
薄膜高温超電導線材の開発 2009/12/11 第８回低温工学・超伝導

若手合同講演会の成果報

132
田辺　圭一 ISTEC 積層型高温SQUIDの開発と

応用展開
2010/1/20 日本学術振興会超伝導ｴﾚｸ

ﾄﾛﾆｸｽ第146委員会研究会

133
河野　丈治他 ISTEC 高温超電導SQUID グラジオ

メータを用いた多層導体の
非破壊検査

2010/1/20 電子情報通信学会

134
Keiichi
Tanabe

ISTEC Recent developments of
HTS electronic devices
and systems in Japan

2010/2/10 ISIS-18(International
Superconductivity
Industry Summit)

135
波頭　経裕他 ISTEC 積層型高温超電導SQUIDを

用いた非破壊検査ｼｽﾃﾑ
2010/3/16 電子情報通信学会

136
塚本　晃他 ISTEC 高温超電導2軸平面型グラ

ジオメータの作製と評価
2010/3/17 2010年春季応用物理学会

137
河野　丈治他 ISTEC 高温超電導SQUIDグラジオ

メータを用いた多層導体の
非破壊検査（Ⅱ）

2010/3/17 応用物理学関係連合講演
会

138
町　敬人他 ISTEC 次世代高温超電導線材の細

線加工と特性評価
2010/3/17 2010年春季第5７回応用物

理関係連合講演会

139
寺西　亮他 九大他 TFA-MOD法によるスズ化合

物を添加したＹＢＣＯ膜の
高Ｊｃ化

2010/3/17 第57回応用物理学関係連
合講演会

140
寺西　亮他 九大他 REBCO超伝導薄膜線材の接

合特性
2010/3/17 第57回応用物理学関係連

合講演会

141
鯉田　貴也他 九工大他 TFA-MOD法YGdBCO線材の臨

界電流特性に及ぼすナノ粒
子の影響

2010/3/17 第57回応用物理学関係連
合講演会

142
馬渡　康徳 産総研 垂直磁場中の超伝導薄膜円

筒における磁束侵入
2010/3/17 2010年春季第57回応用物

理学関係連合講演会

143
片瀬　貴義他 東工大他 鉄系超伝導体Co添加

BaFe2As2エピタキシャル薄
膜によるジョセフソン接合

2010/3/17 第57回応用物理学関係連
合会
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144
馬渡　康徳 産総研 垂直磁場中の超伝導薄膜円

筒における磁束進入
2010/3/18 2010年度春季第57回応用

物理学関係連合講演会

145
坂井　直道他 ISTEC他 RE123系線材の特性把握

（1）過電流劣化と線材剥
離に関する検討

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超伝導学会

146
山田　雄一他 ISTEC他 RE123系線材の応力 - ひず

み特性 (2)　 線材製造プ
ロセスと曲げひずみ特性

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超電導学会

147
鯉田　貴也他 九工大他 ナノ粒子を導入したTFA-

MOD法YGdBCO線材における
磁束ピンニング特性

2010/5/12 2010年春季低温工学・超
電導学会

148
馬渡　康徳他 産総研他 二層超電導電力ｹｰﾌﾞﾙにお

ける交流損失の解析的モデ
2010/5/12 2010年度春季低温工学・

超電導学会

149
鯉田　貴也他 九工大他 ナノ粒子を導入したTFA-

MOD法YGdBCO線材における
磁束ピンニング特性

2010/5/12 2010年春季低温工学・超
電導学会

150
金光　雅也他 早稲田大他 REBCO超電導線材の過電流

パルス通電による特性劣化
要因について

2010/5/12 2010年度春季低温工学・
超伝導学会

151
鯉田　貴也他 九州大学他 ナノ粒子を導入したTFA-

MOD法YGdBCO線材における
磁束ピンニング特性

2010/5/12 2010年春季低温工学・超
電導学会

152
川畑　秋馬他 鹿児島大他 ピックアップコイル群によ

るマルチフィラメントHTS
模擬線材の電流分布測定

2010/5/12 2010年度秋季低温工学・
超電導学会

153
本間　久雄他 ISTEC他 Cuメッキ実用RE123系線材

とコイル化の検討
2010/5/13 2010 年度春季低温工学・

超電導学会

154
筑本　知子他 ISTEC他 In-plume PLD 法　GdBCO

線材の磁場中Ic特性と磁束
ピン止め機構

2010/5/13 2010年度春季低温工学・
超電導学会

155
吉積　正晃他 ISTEC BaZrO3ナノ粒子の分布によ

るTFA-MOD線材の磁場中特
性変化

2010/5/13 2010年度春季低温工学・
超電導学会

156
畠山　英之他 ISTEC IBAD-MｇOの表面状態と

CeO2キャップ層面内配向度
の関係

2010/5/13 2010年度春季低温工学・
超電導学会

157

宮田　成紀他 ISTEC他 IBAD-MgO二軸配向膜におけ
る配向度の膜厚依存性と表
面粗さ-配向過程における
臨界膜厚-

2010/5/13 2010年度春季低温工学・
超電導学会

158
前畠　徹他 九大他 希土類系超伝導薄膜線材の

接合
2010/6/5 日本金属学会九州支部

日本鉄鋼協会九州支部
平成22年度合同学術講演

159
寺西　亮他 九大他 化学溶融法により作製した

YBCO超伝導薄膜の電流特性
高性能化

2010/6/5 日本金属学会九州支部
日本鉄鋼協会九州支部
平成22年度合同学術講演

160

K.Yamada et
al.

九州大学他 GdBCO超電導体における人
工ピンニングセンターの３
次元電子線トモグラフィ法
による定量解析

2010/6/5 H22年度日本金属学会九州
支部学術講演会

161
町　敬人他 ISTEC他 超電導変圧器のためのY系

線材の細線化加工
2010/6/11 電気学会研究会

162

Kenji Kaneko
et al.

九州大学他 3D　analysis of pinning
centers  in
Superconductive GdBCO

2010/6/24 The 2nd International
Symposium on Advanced
Microscopy and
Theoretical
Calculations,AMTC2
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163

Yuichi
Yamada  et
al.

ISTEC他 Ic-bending strain
characteristics of RE123
wires under various
fabrication processes

2010/7/20 (ICEC-
ICMC)International
Cryogenic Engineering
Conference -
International Cryogenic

 

164

Tsunehiro
Hato  et al.

ISTEC Non-destructive testing
of each layer in GdBCO
IBAD-PLD coated
conductor by using a
high-speed scanning
laser observation system

2010/8/1 (ASC)Applied
Superconductivity
Conference

165
Akira
Tsukamoto
et al.

ISTEC Fabrication of
Integrated Two Axis
High-Tc Planar

2010/8/1 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

166

Y.Mawatari
et al.

産総研他 Analytical model of the
ac losses in power
cables with two layer
superconducting tapes

2010/8/2 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

167

Joji Kawano
et al.

ISTEC Non-Destructive
Evaluation of  Deep-
Lying in Multilayer
Conductors using HTS
SQUID Gradiometer

2010/8/3 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

168

Sergey Lee
et al.

ISTEC Progress in fabrication
of high-performance long
length GdBCO coated
conductors by in-plume
pulsed laser deposition
technique

2010/8/3 (ASC2010)Applied
Superconductivity
Conference

169
河野　丈治他 ISTEC 高温超電導ＳＱＵＩＤグラ

ジオメータを用いた多層導
体の非破壊検査（Ⅲ）

2010/9/14 2010年秋季第71回応用物
理学会学術講演会

170
筑本　知子他 ISTEC他 Ba(Fe,Co)2As2単結晶の臨

界電流特性
2010/9/14 2010年秋季第71回応用物

理学会学術講演会

171
高橋　佑弥他 名古屋大他 IBAD-MgO上に作製したLTG-

SmBCO線材の厚膜化
2010/9/14 応用物理学会学術講演会

172
波頭　経裕他 ISTEC テープ線材高品質化に向け

た全長非破壊検査
2010/9/15 2010年秋季第71回応用物

理学会学術講演会

173
坂井　直道他 ISTEC RE123系ﾃｰﾌﾟ線材の層間密

着性に関する検討
2010/9/16 2010年秋季第71回応用物

理学会学術講演会

174

Kenji Kaneko
et al.

九州大学他 3D　analysis of pinning
centers  in
Superconductive
GdBa2Cu3O7-δ

2010/9/23 IMC-17・国際顕微鏡学会
大7回大会

175

馬渡　康徳他 産総研他 Minimization of ac
losses in power cables
with two layers of
superconducting tapes

2010/11/1 (ISS2010)International
Symposium on
Superconductivity
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【受賞・褒賞】

番
号

タイトル 受賞者 受賞日

1 日本金属学会材料プロセシング部門　第18回奨励賞 三浦正志(ISTEC) 2008/9/23
3 低温工学協会　2009年度　奨励賞 三浦正志(ISTEC) 2009/5/14

2
電気学会優秀論文発表賞「Ｙ系超電導線材の高性能
化とスループット向上」

朽網寛(㈱フジクラ) 2010/3/31

4 未踏科学技術協会　超伝導科学技術賞　特別賞 塩原融(ISTEC) 2010/4/13

5
低温工学協会　優秀発表賞「66kV/3kA級薄膜超電導
ケーブルの交流損失特性」

大屋正義(住友電工㈱) 2010/5/13

6 電気学会 電力エネルギー部門「研究・技術功労 林秀美(九州電力㈱) 2010/9/2



普及・プレス等-1

【成果の普及・プレス発表等】

番
号

タイトル 発表者 発表日
発表形態
発表先

1
北海道洞爺湖サミットの「環境
ショーケース」に超電導ケーブルを

古河電気工業㈱ 2008/7/7-9 展示

2
高温超電導線材生産コスト半減、フ
ジクラ、送電線など向け

㈱フジクラ 2008.12.10 日経産業新聞他

3 ISS2008出展 ISTEC他 2008/10/28-29 展示

4 2008秋季低温工学超電導学会出展
住友電気工業㈱、㈱フ
ジクラ、大陽日酸㈱

2008/11/12-13 展示

5 エコプロダクツ2008出展 ISTEC他 2008/12/11-13 展示
6 イットリウム系超電導線供給体制構 ㈱フジクラ 2009/2/17 日刊工業新聞

7 2009春季低温工学超電導学会出展
㈱フジクラ、住友電気
工業㈱、大陽日酸㈱

2009/5/13-15 展示

8 エコメッセ千葉2009出展 古河電気工業㈱ 2009/9/6 展示
9 CEATEC JAPAN 2009 ㈱フジクラ 2009/10/6-10 展示

10
イットリウム系酸化物超電導線材 高
磁場下での超電導電流を世界で初め
て実証

ISTEC 2009/11/2 日刊工業新聞他

11 2009秋季低温工学超電導学会出展
大陽日酸㈱、㈱フジク
ラ、住友電気工業㈱

2009/11/18-20 展示

12 エコプロダクツ2009出展 ISTEC他 2009/12/10-12 展示

13
イットリウム系低磁性配向基板線材
で世界初の高速化、高性能化に成功

NEDO 2010/2/12
NEDOホームペー
ジ

14
イットリウム系超電導線材　開発用
設備を増強　住友電工、製造能力1.5

住友電気工業㈱ 2010/3/30 日刊工業新聞

15 2010春季低温工学超電導学会出展
㈱フジクラ、住友電気
工業㈱、大陽日酸㈱

2010/5/12-14 展示

16 ｸﾘｰﾝ発電＆ｽﾏｰﾄｸﾞﾘｯﾄﾞﾌｪｱ2010 ㈱フジクラ 2010/7/14-16 展示
17 第7回日本加速器学会年会出展 ㈱フジクラ 2010/8/4-6(予定) 展示

18
イットリウム系超電導変圧器の耐短
絡強度、限流機能を検証（仮称）

九州電力他 2010/8/中旬(予定) プレス発表



参考(引用回数)-1

参考：論文引用回数

「応用基盤技術開発Ⅱ期」以降の論文　　（引用回数は2009年末現在）
引
用

筆頭者 タイトル 雑誌名 Vol Page 発行年

87 Yamada, Y Epitaxial nanostructure and
defects effective for pinning in
Y(RE)Ba2Cu3O7-x coated
conductors

APPL PHYS LETT 87 2005

31 Tokunaga,
Y

Advanced TFA-MOD process of high
critical current YBCO films for
coated conductors

CRYOGENICS 44 817-822 2004

29 Izumi, T Progress in development of
coated conductors by TFA-MOD
processing

PHYSICA C 412 885-889 2004

26 Teranishi,
R

Highlights of coated conductor
development in Japan

SUPERCOND SCI
TECH

19 S4-S12 2006

26 Takahashi,
K

Magnetic field dependence of
J(c) for Gd-123 coated conductor
on PLD-CeO2 capped IBAD-GZO
substrate tapes

SUPERCOND SCI
TECH

18 1118-1122 2005

26 Matsuda,
JS

Effects of heat-treatment
conditions on microstructure of
multi-coating Y123 films
deposited by advanced TFA-MOD
method

PHYSICA C 412 890-895 2004

23 Muroga, T Rapid fabrication of highly
textured CeO2 cap layer on MAD
tape for YBCO coated conductor

PHYSICA C 412 807-812 2004

20 Takahashi,
K

Investigation of thick PLD-GdBCO
and ZrO2 doped GdBCO coated
conductors with high critical
current on PLD-CeO2 capped IBAD-
GZO substrate tapes

SUPERCOND SCI
TECH

19 924-929 2006

18 Kashima, N Fabrication of coated conductors
by multiple-stage CVD

IEEE T APPL
SUPERCON

15 2763-2766 2005

17 Nakaoka, K Influence of starting solution
composition on superconducting
properties of YBCO coated
conductors by advanced TFA-MOD
process

PHYSICA C 463 519-522 2007

17 Shiohara,
Y

Highlights in R&D for coated
conductors in Japan

PHYSICA C 445 496-503 2006

17 Ibi, A Investigations of thick YBCO
coated conductor with high
critical current using IBAD-PLD
method

PHYSICA C 426 910-914 2005

17 Yamada, Y Current status of pulsed laser
deposition YBCO coated
conductors in SRL using buffer
layers by ion-beam assisted
deposition GZO and self-epitaxy
pulsed laser deposition CeO2

SUPERCOND SCI
TECH

17 S328-S331 2004

16 Ibi, A Development of long YBCO coated
conductors by IBAD-PLD method

PHYSICA C 445 525-528 2006

16 Tokunaga,
Y

High critical current YBCO films
using advanced TFA-MOD process

PHYSICA C 412 910-915 2004
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引
用

筆頭者 タイトル 雑誌名 Vol Page 発行年

14 Yamada, Y Towards the practical PLD-IBAD
coated conductor fabrication -
Long wire, high production rate
and J(c) enhancement in a
magnetic field

PHYSICA C 445 504-508 2006

13 Watanabe,
T

High rate deposition by PLD of
YBCO films for coated conductors

IEEE T APPL
SUPERCON

15 2566-2569 2005

13 Iwakuma, M AC loss properties of YBCO
superconducting tapes fabricated
by IBAD-PLD technique

PHYSICA C 412 983-991 2004

12 Inoue, M Current transport properties of
200 A-200 m-class IBAD YBCO
coated conductor over wide range
of magnetic field and
temperature

IEEE T APPL
SUPERCON

17 3207-3210 2007

12 Shiohara,
Y

Present status & future
prospects of coated conductor
development in Japan

IEEE T APPL
SUPERCON

17 3227-3230 2007

12 Sasaki, H Specimen preparation for high-
resolution transmission electron
microscopy using focused ion
beam and Ar ion milling

J ELECTRON
MICROSC

53 497-500 2004

12 Watanabe,
T

Advances in coated conductor
development at SRL-Nagoya Coated
Conductor Center

PHYSICA C 412 819-823 2004

11 Izumi, T Progress in development of
advanced TFA-MOD process for
coated conductors

PHYSICA C 463 510-514 2007

11 Ishiyama,
A

Normal transition and
propagation characteristics of
YBCO tape

IEEE T APPL
SUPERCON

15 1659-1662 2005

11 Nakaoka, K Fabrication of YBCO coated
conductors using advanced TFA-
MOD process

PHYSICA C 426 954-958 2005

11 Takahashi,
Y

Preparation of YBCO coated
conductor on metallic tapes
using an MOD process

PHYSICA C 412 905-909 2004

10 Amemiya, N AC loss reduction of
superconducting power
transmission cables composed of
coated conductors

IEEE T APPL
SUPERCON

17 1712-1717 2007

10 Shiohara,
Y

Current status and prospects of
national project on coated
conductors in Japan

PHYSICA C 463 40184 2007

10 Ibi, A Development of long GdBCO coated
conductor using the IBAD/MPMT-
PLD method

SUPERCOND SCI
TECH

19 1229-1232 2006

10 Miyata, S Effects of assisting and
sputtering beams in IBAD method
for a long tape fabrication

PHYSICA C 412 824-828 2004

10 Teranishi,
R

Fabrication of YBCO film by TFA-
MOD process at low-pressure
atmosphere

PHYSICA C 412 920-925 2004
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引
用

筆頭者 タイトル 雑誌名 Vol Page 発行年

10 Yamada, Y Progress of PLD and IBAD
processes for YBCO wire in the
SRL-Nagoya Coated Conductor
Centre - new method for a coated
conductor using a self-epitaxial
PLD-CeO2 buffer

SUPERCOND SCI
TECH

17 S70-S73 2004

9 Jiang, Z AC loss characteristics of YBCO
coated conductors with varying
magnitude of critical current

IEEE T APPL
SUPERCON

16 85-88 2006

8 Mori, M Development of long YBCO coated
conductors by multiple-stage CVD

PHYSICA C 445 515-520 2006

8 Fuji, H Progress on TFA-MOD coated
conductor development

PHYSICA C 426 938-944 2005

8 Miyata, S Long and high rate production of
IBAD templates for YBCO coated
conductors

IEEE T APPL
SUPERCON

15 2671-2674 2005

8 Teranishi,
R

High-I-c processing for YBCO
coated conductors by TFA-MOD
process

PHYSICA C 426 959-965 2005

8 Iwai, H Investigation of high
J(c)YBa(2)Cu(3)O(7-x) coated
conductors prepared by pulsed
laser deposition on self-
epitaxial CeO2 buffers

SUPERCOND SCI
TECH

17 S496-S499 2004

8 Kato, T Transmission electron microscopy
studies of a CeO2/Gd2Zr2O7
buffer layer on an Ni-based
alloy for YBCO coated conductor

PHYSICA C 412 813-818 2004

8 Sekitani,
T

Upper critical field for
optimally-doped YBa2Cu3O7-delta

PHYSICA B 346 319-324 2004

7 Matsushita
, T

Dependence of critical current
properties on the thickness of
the superconducting layer in
YBCO coated tapes

SUPERCOND SCI
TECH

18 S227-S231 2005

7 Nishioka,
T

AC loss of YBCO coated
conductors fabricated by
IBAD/PLD method

IEEE T APPL
SUPERCON

15 2843-2846 2005

7 Yamada, Y Rapid production of buffered
substrates and long length
coated conductor development
using IBAD, PLD methods and
"Self-Epitaxial" ceria buffer

IEEE T APPL
SUPERCON

15 2600-2603 2005

7 Fuji, H Processing for long YBCO coated
conductors by advanced TFA-MOD
process

PHYSICA C 412 916-919 2004

6 Matsuda, J Effect of Ba/Y ratio in starting
solution on microstructure
evolution of YBCO films
deposited by advanced TFA-MOD
process

PHYSICA C 468 997-1005 2008

6 Fukushima,
H

GdBCO and YBCO long coated
conductors and coils

PHYSICA C 463 501-504 2007

6 Suzuki, K Development of a laser scribing
process of coated conductors for
the reduction of AC losses

SUPERCOND SCI
TECH

20 822-826 2007
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引
用

筆頭者 タイトル 雑誌名 Vol Page 発行年

6 Kimura, K Film thickness dependence of
critical current characteristics
of YBCO-coated conductors

PHYSICA C 445 141-145 2006

6 Mukoyama,
S

Development of HTS power cable
using YBCO coated conductor

PHYSICA C 445 1050-1053 2006

6 Nakao, K Non-destructive characterization
of long coated conductors using
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24 Muroga, T CeO2 buffer layers deposited by
pulsed laser deposition for TFA-
MOD YBa2Cu3O7-x superconducting
tape

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2532-2534 2003

23 Yoshizumi,
M

Effect of oxygen partial
pressure on quasi-ternary phase
diagram of NdO1.5-BaO-CuO system

PHYSICA C 334 77-86 2000

21 Yao, X Growth mechanism of high
peritectic temperature Nd1+xBa2-
xCu3O7-delta thick film on low
peritectic temperature
YBa2Cu3O7-delta seed film by
liquid phase epitaxy

J CRYST GROWTH 234 611-615 2002

21 Yao, X NdBa2Cu3O7-delta stoichiometry
control (at pO(2)=0.21 atm) and
enhancement of superconductivity

PHYSICA C 296 69-74 1998

20 Kato, T TEM observations of Gd2Zr2O7
films formed by the ion-beam-
assisted deposition method on an
Ni-based alloy

PHYSICA C 392 790-795 2003

20 Kiss, T Angular dependence of critical
current properties in YBCO
coated tape under high magnetic
field up to 18 T

PHYSICA C 378 1113-1117 2002

19 Nakamura,
Y

Percolation analysis of the
effect of tape length on the
critical current density of 123
coated conductors

PHYSICA C 371 275-284 2002

19 Fuji, H Deposition of CeO2/YSZ buffer
layer on Hastelloy substrates
for MOD process of YBa2Cu3O7-x
film

PHYSICA C 357 1011-1014 2001

19 Izumi, T Preferential growth mechanism of
YBCO film on MgO substrate in
initial stage of LPE growth

J CRYST GROWTH 219 228-236 2000

19 Kakimoto,
K

Initial growth mechanism of YBCO
films in liquid phase epitaxy
process

PHYSICA C 334 249-258 2000

18 Kambara, M Non-steady state solidification
of the Nd-123 superconducting
oxides

PHYSICA C 330 191-202 2000

17 Izumi, T High-Ic YBCO coated conductors
by metal organic deposition
method using trifluoroacetates

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2500-2503 2003

16 Yao, X YBa2Cu3O7-delta thin-film-seeded
Nd1+xBa2-xCu3O7-delta thick-film
grown by liquid phase epitaxy

PHYSICA C 378 1209-1212 2002
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15 Shibata, J Effects of heat-treatment
conditions on microstructure of
Y123 films deposited by TFA-MOD
method

PHYSICA C 392 922-926 2003

15 Tokunaga,
Y

High critical current YBCO thick
films by TFA-MOD process

PHYSICA C 392 909-912 2003

15 Yoshizumi,
M

Phase separation of Nd1+xBa2-
xCu3O6+delta during annealing
processing

PHYSICA C 357 354-358 2001

14 Izumi, T All Japan efforts on R&D of HTS
coated conductors for future
applications

PHYSICA C 392 40437 2003

14 Kiss, T Percolative transition and
scaling of transport E-J
characteristics in YBCO coated
IBAD tape

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2607-2610 2003

14 Nomura, K Initial growth mechanism of
YBa2Cu3Oy crystal on MgO
substrate by liquid-phase
epitaxy

J MATER RES 16 2947-2958 2001

13 Fuji, H Processing for long YBCO by TFA-
MOD coated conductors process

PHYSICA C 392 905-908 2003

13 Yao, X Large-sized SmBCO single
crystals with T-c over 93 K
grown in atmospheric ambient by
crystal pulling

SUPERCOND SCI
TECH

16 L13-L17 2003

13 Kuznetsov,
M

Ternary phase diagram of SmO1.5-
BaO-CuOy system for melt
processing

PHYSICA C 357 1068-1072 2001

12 Kiss, T Critical current properties in
HTS tapes

PHYSICA C 392 1053-1062 2003

12 Takahashi,
Y

In-plane textured oxide buffer
layer for the TFA-MOD method on
&lt; 100 &gt;{001} Ni tapes
using MOD process

PHYSICA C 392 887-894 2003

10 Inoue, M Estimation of E-J
characteristics in a YBCO coated
conductor at low temperature and
very high magnetic field

PHYSICA C 392 1078-1082 2003

10 Limonov,
MF

Phonon Raman study of the
NdBa(2)Cu(3)Oy-Nd2Ba1Cu3Oy
system

PHYS REV B 58 12368-
12376

1998

9 Iguchi, T Metal-organic deposition of RE-
Ba-Cu-O (RE = Dy, Ho, Er, and
Tm) films using trifluoro
acetates

PHYSICA C 392 900-904 2003

9 Honjo, T Growth mechanism of Y123 film by
MOD-TFA method

J JPN I MET 66 151-154 2002

9 Nomura, K High quality YBa2Cu3O7-delta
film prepared by liquid phase
epitaxy

J JPN I MET 64 323-326 2000

9 Yao, X Crystal growth and
superconductivity of Y1-
xNdxBa2Cu3O7-delta solid
solutions

APPL SUPERCOND 6 175-183 1998
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9 Yao, X Process for high growth rate and
high superconducting properties
of REBCO single crystals

MAT SCI ENG B-
SOLID

53 40499 1998

8 Hasegawa,
K

Improvement of superconducting
properties of SmBa2C3Oy films on
MgO substrate by using BaZrO3
buffer layer

PHYSICA C 392 835-840 2003

8 Hasegawa,
K

Investigation of texture
development on MgO films
prepared by inclined substrate
deposition with electron-beam
evaporation

PHYSICA C 357 967-970 2001

8 Hayashi, A Fabrication of Y-Ba-Cu-O
superconducting rods for current
leads by unidirectional
solidification

PHYSICA C 357 669-672 2001

8 Yao, X Superconducting transition
temperature of NdBCO liquid
phase epitaxy film on MgO
substrate and effect of Mg
diffusion

PHYSICA C 357 1059-1062 2001

8 Goodilin,
E

Phase diagram and structure -
Related studies of the Nd-rich
Nd1+xBa2-xCu3Oz solid solution

NATO ASI 3
HIGH TECH

62 145-150 1999

7 Kambara, M Role of the primary phase
particles during the peritectic
solidification of Y-123
superconducting oxides

J MATER RES 16 2229-2238 2001

7 Nagashio,
K

Direct growth of REBa2Cu3O7-
delta (RE=Yb, Er, Y, Dy, Eu, Sm,
Nd and Pr) from undercooled melt
using aero-acoustic levitator

ACTA MATER 49 2557-2565 2001

7 Izumi, T Single crystal growth and LPE
thin film process for RE-123
superconducting materials

PHYSICA C 337 40378 2000

7 Maeda, J Microstructures and
solidification behavior in Y-Ba-
Cu-O/Ag superconducting leads

J MATER RES 14 2739-2750 1999

6 Kai, M Influence of the second buffer
layer for alignment of seed film
on Ni tape with NiO buffer layer

PHYSICA C 378 998-1002 2002

6 Takahashi,
Y

Preparation of YBCO films on
CeO2/Zr2Gd2O7/Hastelloy tapes by
the TFA-MOD method

PHYSICA C 378 1024-1027 2002

6 Tokunaga,
Y

All Japan efforts on fundamental
materials technology
developments for HTS
applications focusing on R&D of
coated conductors

CRYOGENICS 42 393-398 2002

6 Izumi, T Coated conductor of RE-Ba-Cu-O
thick film on metal tape
fabricated by liquid phase
epitaxy process

IEEE T APPL
SUPERCON

11 2917-2922 2001

6 Maeda, J The effect of residual stress on
crack propagation in a YBCO/Ag
composite

SUPERCOND SCI
TECH

12 563-565 1999
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6 Maeda, J Unidirectional-solidification of
Y-Ba-Cu-O/Ag superconducting
rods

PHYSICA C 322 151-162 1999

6 Oka, A J(c)-H curves for untwinned
orthorhombic YBa2Cu3O7-delta and
NdBa2Cu3O7-delta single crystals

PHYSICA C 314 269-276 1999

6 Sumida, M Floating zone partial melting
and solidification of SmBCO
superconductor under low oxygen
partial pressure

J MATER RES 13 2807-2818 1998

6 Tagami, M Equilibrium tie-line in PrOy-
BaO-CuO ternary phase diagram
around peritectic temperature of
Pr1+xBa2-xCu3O7-delta

J MATER RES 13 118-125 1998

5 Araki, T Carbon expelling scheme and
required conditions for
obtaining high-J(c) YBa2Cu3O7-x
film by metalorganic deposition
using trifluoroacetates

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2803-2808 2003

5 Hasegawa,
K

Comparative study on texture
development of MgO and YSZ films
grown by inclined substrate
deposition technique

PHYSICA C 378 955-959 2002

5 Inoue, M Critical current properties in
YBCO coated IBAD tapes

PHYSICA C 372 794-797 2002

5 Matsushita
, T

Critical current properties in
superconducting Y-123 tapes

PHYSICA C 378 1102-1107 2002

5 Sumida, M Morphological stability of Sm123
superconductor during peritectic
solidification from Sm211+L
mixture

METALL MATER
TRANS B

31 141-149 2000

5 Maeda, J Reaction between YBCO/Ag
superconductor and melted silver

SUPERCOND SCI
TECH

12 45-47 1999

5 Matsukawa,
M

In-plane thermal conductivity of
a large single crystal of
YBa2Cu3O7-x in the mixed state

J MAGN MAGN
MATER

177 529-530 1998

5 Oka, A Study of oxygen diffusion in
NdBa2Cu3O7-delta single crystal
by in-situ observation of twin
formation

PHYSICA C 305 213-220 1998

4 Teranishi,
R

Growth mechanism of YBCO film by
TFA-MOD process

PHYSICA C 392 882-886 2003

4 Hasegawa,
K

Preparation of SmBa2Cu3Oy films
with improved in-plane alignment
by pulsed laser deposition

J JPN I MET 66 320-328 2002

4 Shibata, J Transmission electron
microscopic studies on the
growth mechanism of YBa2Cu3O7-y
and Nd1+xBa2-xCu3O7-y films
formed by metalorganic
deposition method using
trifluoroacetates

PHYSICA C 378 1039-1044 2002
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4 Usagawa, T Homoepitaxial YBa2Cu3O7-delta
SNS junctions with normal layers
of YBa2(Cu1-xFex)(3)O7-delta,
YBa2)(Cu1-xZnx)(3)O7-delta, and
PrBa2Cu3O7-delta grown on
(001)YBa2Cu3O7-delta single
crystal substrates

PHYSICA C 370 132-140 2002

4 Yao, X Superconducting properties of
Ca-doped YBCO thick film by
liquid phase epitaxy

PHYSICA C 378 107-111 2002

4 Hasegawa,
K

Preparation of MgO films on
metal substrate as a buffer
layer for liquid phase epitaxy
processed RE123 coated conductor

PHYSICA C 354 424-428 2001

4 Honjo, T Preparation of REBa2Cu3O7-x
films grown by metal trifluoro
acetate precursors

PHYSICA C 357 999-1002 2001

4 Izumi, T Effect of volume fraction on
coarsening of Y2BaCuO5 particles
in Ba-Cu-O melt

MATER T JIM 42 227-232 2001

4 Kakimoto,
K

Y-system coated conductor on
metal substrate by LPE method

PHYSICA C 341 2489-2490 2000

4 Shiohara,
Y

R&D of coated conductors in
Japan

PHYSICA C 341 2521-2524 2000

4 Oka, A X-ray absorption study of oxygen
configurations in YBa2Cu3O7-
delta single crystals annealed
by two step heat treatments

PHYSICA C 319 249-257 1999

4 Goodilin,
E

Crystal growth of the neodymium-
rich Nd1+xBa2-xCu3Oz solid
solution

MAT SCI ENG B-
SOLID

53 54-61 1998

3 Kai, M Fabrication of Zn-doped RE123
LPE films for persistent current
switch materials

PHYSICA C 392 961-964 2003

3 Niwa, T Calcining conditions for
YBa2Cu3O7-x films by
metalorganic deposition using
trifluoroacetates

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2747-2750 2003

3 Yao, X Development and problems in
liquid phase epitaxy of high
temperature superconductor

PHYSICA C 386 374-378 2003

3 Izumi, T Fabrication of coated conductor
using LPE process

PHYSICA C 378 989-992 2002

3 Kai, M Shape control mechanism in RE123
LPE films for persistent current
switch material

J JPN I MET 66 921-924 2002

3 Nomura, K Fabrication of meander shaped
(Y,Yb)BCO LPE films for PCS
materials

PHYSICA C 378 1003-1008 2002

3 Izumi, T Liquid phase epitaxy processed
coated conductors on metal tapes

PHYSICA C 357 1027-1033 2001

3 Kawase, Y Directional solidification of
Y123 thin fiber with different
growth rates

PHYSICA C 357 673-676 2001

3 Nomura, K Growth mechanism of RE-Ba-Cu-O
film on MgO substrate by liquid
phase epitaxy

PHYSICA C 357 1377-1381 2001
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3 Yao, X Formation of Nd1-x (Ba1-ySry)(2-
x) Cu3O7+delta solid solutions
by crystal pulling

J MATER RES 16 529-533 2001

3 Nakamura,
Y

LPE process application to RE123
coated conductor

PHYSICA C 341 2323-2326 2000

3 Nakamura,
Y

Analysis of growth behavior of
the RE123 crystals using the
ternary phase diagram

PHYSICA C 341 2417-2420 2000

3 Saba, FM Possibility of
Nd1.9Ba1.1Cu3O7+delta and
Pr1.14Ba1.86Cu3O7-delta single
crystals for insulator in high-
speed superconducting circuits

IEEE T APPL
SUPERCON

10 1662-1666 2000

2 Hasegawa,
K

Mechanism for improvement of in-
plane alignment of SmBa2Cu3Oy
films by BaZrO3 buffer layer on
MgO substrate

J JPN I MET 67 295-301 2003

2 Sekitani,
T

Transport measurements of high-
T-c superconductors at megagauss
magnetic fields by means of a
radio frequency transmission
technique

PHYSICA C 392 116-122 2003

2 Huang, DX Mechanism of liquid-phase
epitaxy growth of NdBa2Cu3O7-x
film from low-peritectic-
temperature YBa(2)Cu(3)O7(-x)
seed film

J MATER RES 17 747-754 2002

2 Yao, X Superconducting REBCO/ME-
NdBCO/MgO multilayer structure
by the liquid phase epitaxy
process (RE = Y, Sm and Nd; ME
Ni, Mg)

SUPERCOND SCI
TECH

15 23-28 2002

2 Hobara, N Fabrication of YBa2Cu3Oy layer
on metal substrate using liquid
phase epitaxy method

PHYSICA C 357 1038-1041 2001

2 Izumi, T LPE growth of RE123 crystals
from NiO saturated solution

IEEE T APPL
SUPERCON

11 3481-3484 2001

2 Nomoto, S Numerical analysis of columnar
grains growing in melt
convection by phase field model

J JPN I MET 65 310-316 2001

2 Nomura, K Preferential growth of RE-Ba-Cu-
O crystal by liquid phase
epitaxy process

J CRYST GROWTH 229 384-390 2001

2 Nomura, K Initial growth mechanism of
YBa2Cu3Oy/MgO film by liquid
phase epitaxy

J JPN I MET 65 175-178 2001

2 Shibata, J Influence of antiphase
boundaries on critical current
densities in YBa2Cu3O7-y single
crystals

J MATER RES 16 1935-1941 2001

2 Yao, X Crystal growth of NdBa2(Cu1-
xNix)(3)O7-delta solid solutions
by top-seeded solution growth
for HTS device and tape
applications

J CRYST GROWTH 229 374-377 2001
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2 Yao, X REBCO superconductor on Ni-NdBCO
buffered MgO substrate by liquid
phase epitaxy process (RE = Nd,
Sm, Y)

PHYSICA C 357 1063-1067 2001

2 Hobara, N Fabrication of YBCO-LPE film on
metal using MgO-saturated
solution

J JPN I MET 64 727-730 2000

2 Nakamura,
Y

Phase diagram and crystal growth
of RE123 superconductive oxides

PHYSICA C 335 56-60 2000

2 Seiki, S Low resistivity connection
between YBCO superconductor and
silver

PHYSICA C 341 2623-2624 2000

2 Maeda, J Solidification behavior and a
quasi-ternary phase diagram of
the YBCO Ag system

J JPN I MET 63 397-405 1999

2 Maeda, J Influence of oxygen partial
pressure on growth morphologies
in unidirectionally solidified
YBCO-Ag superconducting
composites

SUPERCOND SCI
TECH

12 232-237 1999

2 Nomoto, S Numerical analysis of purely
diffusion controlled Ostwald
ripening in a solid-liquid
mixture

MATER T JIM 40 1413-1421 1999

2 Oka, A Effect of heat treatment on
J(c)-H curve for YBa2Cu3O7-delta
single crystal

PHYSICA C 322 65-72 1999

2 Imagawa, Y Effect of high oxygen partial
pressure atmosphere for melt-
processed YBa2Cu3O6+delta
current lead by unidirectional
solidification

PHYSICA C 308 235-242 1998

2 Mimura, T Unusual resistivity broadening
in the mixed state of
NdBa2Cu3O7-delta crystals grown
by a crystal-pulling technique

PHYSICA C 300 212-216 1998

1 Hayashi, A Fabrication of Sm-Ba-Cu-O
superconducting rods for current
leads by unidirectional
solidification

PHYSICA C 392 970-974 2003

1 Inoue, A RE123 LPE film on BaZrO3
buffered MgO substrate for PCS
material

PHYSICA C 392 965-969 2003

1 Kai, M Size control mechanism of RE123
LPE film on BaZrO3 buffered MgO
substrate for PCS material

J JPN I MET 67 153-156 2003

1 Kai, M Fabrication of meander shaped
RE123 LPE films for PCS
materials

IEEE T APPL
SUPERCON

13 2781-2784 2003

1 Yokoo, T Incommensurate dynamical
properties of optimally doped
YBa2Cu3O6.9

J LOW TEMP
PHYS

131 731-735 2003

1 Fuji, H Development of next generation
RE-123 coated conductors

J JPN I MET 66 207-213 2002

1 Honjo, T MOD-TFA processing for
REBa2Cu3O7-delta coated
conductors

AIP CONF PROC 614 581-588 2002
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1 Nomoto, S Numerical analysis of coarsening
of Y2BaCuO5 particles in Ba-Cu-O
melt by phase field model

J JPN I MET 66 139-142 2002

1 Nomura, K Growth and characterization of
large REBa2Cu3Oy (RE = Y, Yb)
crystalline films by liquid
phase epitaxy process

J JPN I MET 66 289-296 2002

1 Nomura, K Enlargement of REBa2Cu3Oy (RE =
Y,Yb) quasi-single crystalline
film by liquid phase epitaxy

PHYSICA C 378 1216-1221 2002

1 Yamada, Y Development of high critical
current TFA-MOD YBCO coated
conductors

AIP CONF PROC 614 631-638 2002

1 Yao, X Cu-site-substituted REBa2Cu3O7-
delta single crystals by top-
seeded solution-growth (RE =
rare earth element)

PROG SOLID
STATE CH

30 133-152 2002

1 Hobara, N Development of double layered
LPE processing for high-T-c
RE123 coated conductors using
MgO saturated system

J JPN I MET 65 799-802 2001

1 Izumi, T Growth of RE123 films from NiO-
saturated solution by liquid
phase epitaxy

PHYSICA C 357 1046-1049 2001

1 Nomoto, S Volume fraction dependence on
coarsening of Y2BaCuO5 particles
in Ba-Cu-O melt

J CRYST GROWTH 231 136-142 2001

1 Nomura, K Growth of large REBa2Cu3Oy (RE =
Y, Yb) film of 2 inch diameter
by liquid phase epitaxy

JPN J APPL
PHYS 2

40 L1362-
L1364

2001

1 Usagawa, T (110) NdBa2CU3O7-delta and
YBa2CU3O7-delta films grown on
(110) NdBa2Cu3O7-delta single
crystal substrates by 90 degrees
off-axis RF magnetron sputtering
methods

JPN J APPL
PHYS 2

40 L792-L795 2001

1 Yao, X Improvement of superconducting
properties in YBa2Cu3O7-delta
liquid phase epitaxy thick-film
by Ca doping

JPN J APPL
PHYS 2

40 L1314-
L1316

2001

1 Yoshizumi,
M

Solid state phase transformation
of Nd1+xBa2-xCu3O6+delta during
annealing processing

J JPN I MET 65 139-142 2001

1 Izumi, T Growth of RE123 crystal from the
NiO saturated solution by LPE
method

J JPN I MET 64 719-722 2000

1 Maeda, J Coarsening of Y211 phase
particles in the Y-Ba-Cu-O
superconducting system

J JPN I MET 64 184-189 2000

1 Oka, A Effect of heat treatment on
critical current density-
magnetic field curve for
YBa2Cu3O7-delta single crystal
and its microstructure

JPN J APPL
PHYS 1

39 5822-5827 2000
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1 Oka, A Critical current density-
magnetic field curve for
untwinned orthorhombic Nd1+xBa2-
xCu3O7 +/-delta single crystal
and its microstructure

JPN J APPL
PHYS 1

39 6515-6522 2000

1 Yao, X Crystal growth and
superconductivity of Fe-doped
YBCO single crystals

PHYSICA C 339 99-105 2000

1 Morishita,
T

Homoepitaxial growth of
YBa2Cu3Ox films

CHINESE J PHYS 36 269-275 1998

1 Tagami, M Interface structures of
heteroepitaxially grown
Pr123/Y123 and Pr123/Nd123
crystals by liquid phase epitaxy

PHYSICA C 298 185-194 1998
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